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[ 1 ]研究の目的

本研究は、人間が一定地域に定住し、生活の営みの中で形成してきた生活

環境から、その形成論理を学び、地域を主体とした生活環境計画 1)の理論播築

ための基礎的知見を得ようとするものである。

本研究では、①人間の定住拠点、として形成されてきた農山漁村集落を生活

環境計画のモデルとして捉え、②集落が歴史的・主体的な生活の営みを通じて

矯築してきた生活環境形成の仕組みを実証的に明らかにすること、③国土にお

ける地域主体の内部構造の変化から生活環境形成の課題を明らかにすることを

体的な研究課題とする。そして、これらの考察を通じて、集落に基礎を置く

「地域Jを主体とした生活環境形成の展望を示す。

本研究では、地域主体の子学在が生活環境形成の推進力となり、その性格が

生活環境を特徴づけるという仮説に基づいて考察を進める。ここでは、日常生

活閣の近隣レベル(コミュニテイスケール)の生活環境を対象とし、 「生活環

Jを地域社会と生活空間の統一概念として捉える。そして生活諜境の形成主

体を「地域主体」と規定する。

[ 2 ]基本概念の定

以下では、本研究で用いる基本概念と用語の意味を示す。

1. 地域主体

ここでは、地域主体を、一定の地域空間を体験する共属意識をもった個人

及び集団の累積体・統一体と定義するou農山漁村地域、もしくはそれを基礎

とする地域では「集落J (農業集務)を地域主体として捉える。

国に約14万帯在する集落は、農山漁村地域の最も基礎的な生活環境の単

位であるばかつでなく、都市化が進行した都市地域においても、生活環境の

史的・空間的・社会的基盤となっている。かつて村落協同体として認識されて

いた農山漁村の「ムラ Jは、都市化の進行に伴って大きく変貌し、解体・

が進行している。このような状況にあって、農業生産組織の再編はもとより、

過疎地域においては転出者を含めた地域主体の育成、混住農村、大都市圏内の

農在混合地域においては非農家を含めた地域主体の青成が課題となる。

このように、本研究では、古典的コミュニティ概念の発展概念として地域
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主体を規定している0 3 )その特徴は、農家のみならず非農家をも含めた集落域

の生活空間を体験する居住者を成員としていること、集落からの転出者であっ

ても実家・地域社会との関係を維持するものや土地資産を維持するものをも

めていることの2点に集約できる。地域主体は、 「柔らかな共同体J概念であ

る。

2. 集落的土地利用の複合的性格

2 1 集落的土地利用

本研究では、土地利用が生活環境形成 な位置を占めるという認識か

ら、 「集落的土地利用の複合的性格に着目して Jという副題を掲げている。

本研究で「集落的土地利用 J (農村地域では集落土地利用)という新たな

土地利用概念を用いる理由は、第一lこ集落というコミュニティスケールの土地

利用を対象としており、農村地域、山村地域、都市地域という広域レベルの

地利用と区別するためである。さらに、第一次産業的土地利用や農業的土地利

用という一般用語では、生産空間としての土地利用だけを対象とし、居住空間

を除外する場合もあることから新たな土地利用概念を用いることにした。

「集落的土地利用 j 概念、の特徴は、①地域住民・生活者の立場から日常

活圏の近隣レベル・集落域レベルの土地利用に着目していること、②生活環境

を構成する住宅地・地域施設用地から農地・山林を含む土地利用の総体に着目

していること、③土地と地域社会との結び付き

ること、これら 3点に集約できる。

目して土地利用を捉えてい

2-2 土地の複合的性格

本研究では、生活環境を地域社会と生活空間の統一概念として捉え、その

として土地に着目している。すなわち、土地を地域社会の基盤、生活空間

の基盤とみることが本研究の土地に対する認識の基本となっている。

髄々の土地には、所有・利用・管理の主体が容在している。また、土地は

本質的に有限で、連続して者在しており、単独で、指在するものではない。個々

の土地は、固有の利用形態を有して者在するが、同時に周辺の土地と機能的な

関係をもって連鎖し、生活空間を形成している。れ

このように土地は、複合的な性格をもっO そして竣合的な性格をもった

地が集合、連鎖して生活空間のまとまりが形成され、このまとまっの単位が地

域社会と結び付いていると筆者は考える。
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2-3 集落域

本研究では、地域主体としての集落に着目し、 「ムラ Jを地域社会、 「

落空間二集落域Jを生活空間のまとまっの単位とみている。

農村計画において、集落空間という用語を用いる場合、必ずしも農地や山

林を含まずに、住居の集合する区域(宅地部分=集落宅地上もしく誌住居集

合区域・居住域とその周辺を集落空間とする場合が多い。建築学で法、住宅や

施設等の建築物、その集合形態に関心が深いことから、農地や山林を含む集落

の領域すべてを集落空間として捉える視点が希薄であり、集落空間の概念規定

が唆昧であった。

土地資源の包括的な活用によって生活と生存を支えてきた集落を対象とす

る場合、住居の集合する区域のみを取り扱うのでは不十分で、ある。筆者は、住

居群周辺(集落宅地)を「狭義の集落空間J (集落レベル、 4輩で提示する

生活域)、集落境界によって把握される集藷に属する土地すべてを含む空間の

まとまっを「集落域=広義の集落空間j として把握することが妥当であると

える。

空間という言葉は、農村計画の一般用語として用いられている。しか

し、上記に示した理由から、本研究では土地利用を問題とする場合、特に「

落域j の用語を用いたい。

ここでは、 「集落域Jを、住居群・共間施設・農地・山林等の一体となっ

た地域空間のまとまりの単位であり、地域社会であるムうに対応する生活空間

の基礎的単位と定義して用いることにする。

但し、本論中で、文慈のつながりから集落空間の用語を用いる場合がある

が、その場合も広義の集 の意味で捷っている。

[ 3 ]問題の所在

土地は、本来、人間の生活と生存の基盤であり、生活環境の最も基礎的な

である。しかしながら、この土地が、地域社会や生活空間から切り離

されて、一人歩きしているのがわが国の実状である。そして、土地が株式と同

議な財産・資産や商品として取り扱われた結果もたらされた撞々の弊害が、

地・住宅問題に象徴される生活環境の貧国に結び付いている。このような土地

観、土地に対する意識が現代の土地問題の根底に容在していると筆者は考えるG

土地の地域社会、生活空間からの分断は、従来の都市・農村計画やその研

究にもみられる。都市計画、農村計画は、地域を対象としているが、地区計画

丹
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においては、各種の都市計画事業を効率的に結び付けて遂行するための「各理

業総合化の受け皿としての地区J、農村計画においては、土地改良事業をは

じめとする農村整備事業などの「事業区域Jが地区とされてきた。いずれも

を前提とした地区(単なる区域)設定であり、事業対象となる土地だけを対

とする「フローの計画 j に主践がおかれた。すなわち、土地を地域社会や生

活空間から切っ離し、事業化のための開発用地として認識してきたのが、従来

の都市・農村計画であった。そして、これまでの都市、農村計画の研究も、開

発・事業のための法制度の整備、計画技術の開発に主たる関心が集中しておっ、

地域主体との結び付きを重視した fストックの計画理論j の構築、生活環境形

成のための原論的研究の蓄横は十分ではなかったといえる。そして、既容の環

境スト、ソクとの関連を無視した開発が環境破壊の潤題を引き起こしてきたこと

は周知の通与である。

土地の錨値には、交換価績と使用価植の二面性がある[早川和男 r空間錨

舘論J参照]0 5)前者は経済的・資産的土地観に、後者は生活や環境の基盤と

しての土地という土地観(生活的・環境的土地観)に結び付いている。現代の

土地投機や、戦前の寄生地主による土地支配は、経済的・資産的土地観に基づ

くものであった。しかし、定住を前提とする地域社会では、後者の土地認識が

本となっている。れその場合、土地は、投機

よって所有・利用されるのではなく、生活と

づいて利用されている。

といった目的だけに

を支える環境基盤として、

活・地域社会の論理

土地を人間生活 母なる大地として国復するためには、土地と地域

社会、生活空間との結びつきを再確認することが必要である。そのためには、

生活環境の基盤としての土地の社会的・空間的性格を明確にすることが重要な

研究課題となる。そして、土地を生活と環境の基盤とした生活環境形成、土地

利用の計画理論が構築されねばならない。本研究において f生活環境 j を地域

社会と生活空間の統一概念として提示した理由はこの点にある。

これまで述べてきた問題意識と研究課題の結び付きを整理したものが表-

1である。筆者は、生活環境の基盤である土地をめぐる課題として、土地の地

域からの希離を特に問題として強調したい。

-1 問題の所在と研究の視点

く土地政策・土地利用計画の問題点>
土地の地域からの講離:上位下達型土地政策と主体喪失
土地の{国別化・商品化:フロー重視の計画論、個別対応、投機対象

く必要な研究視点>
土地を地域社会と結び付ける規点が必要・・・地域主体論の必要
土地を地域空間と結び付ける視点が必要・・・空間秩序論の必要



[ 4 ]耕究の意義と着眼点

1. 集落研究の現代的意義

山漁村地域における集落は、人間生活の最も基礎的な生活空間である住

を中心に、それが集合して形成される住居群・共同施設・農地・山林等の

体となった地域空間のまとまりの単位であり、ムラに対応する社会的・空間的

統一体である。今日、集落の性格は、社会・経済状況の変容や生活様式・

様式の発展に伴い、従来の法統的な地域社会から脱皮しつつある。しかし、変

容の著しい今日の集落の社会や空間も、地域住民が歴史的に形成してきた社会

的・空間的基盤の上に成立している。

そのことは、実在する集落を、地域住民の主体的・内発的な力によって社

会形成・環境形成された結晶体とみることを可能にする。すなわち、集落には、

地域住民の主体的な生活環境形成の論理が内在しているということであり、こ

の点、に集落に着目する意義がある。

本研究は、コミュニテイレベルの地域計閥、生活環境計爵に関する研究で

ある。それは、従来の地域計画において、 自治体レベルより小さなスケールの

地域社会が明確に位置づけられていないという認識に基づく o 今日の地域計画

(都市・農村計画)における住民参加の問題は、まさしく計画における地域主

体の不在が問題となっているのである。このことは、地域社会(コミュニティ)

をどう捉え、その存在を如何に評価してきたかという問題と深く関わっている。

伝統的な集落社会は、ムラとイエを維持するために平等性と階層性という

一つの性格を備えていた。そして個々の集落は、平等性と階居性というこつの

性格の一方、もしくは双方を有していた。戦後、集落社会を対象とした研究の

多くは、集務社会の階層性と封建性を問題として、生活および社会の近代化・

民主化を説くものであった。ここでは、集落社会を日本社会の縮図と捉え、

落を階j蕃社会のモデルとして位置づけた。社会学の揺武直、経済学の大塚久雄

の研究は、当時の代表的な権在である。

特に農地改革以前の集落は、地域社会としての強い結束、換言すれば強制

的な共同体規制を有し、個人の主体を埋没させている村落協同体であると認識

され、戦後の経済発展のための「解体の標的j となった。そして、終戦産後か

ら高度経済成長期の経済政策・国土政策では、農山村地域誌、経済成長のため

の労犠力と土地の供給源とされた。

農村解体の理論的援拠となったのは、まさしく「発展を担害する集落j と

いう認識であった。集落の共同性を封建的強制とみるか、協働の生活原理とみ



るかという問題は、二者択一的に論議され、前者の認識を基礎に戦後の農政、

国土政策は経済発展を第一義に展開したのであった。

この点にはついては 2輩 2節で詳しく論じるが、福武は、村落社会という

「小宇宙 j は経済発展の阻害要因で、農民と労働者との連係を分断していると

いう認識からこの言葉を用いた。しかし、この「小宇宙J こそが農山漁村の地

域住民によっての生活拠点なのである。集落は、人間定住の拠点であり、生産

の拠点であると同時にそれを包括する生活の拠点でもある。福武が否定的に用

いた「村落社会は小宇宙J という雷葉は、肯定的に用いることも可能である。

そして1970年代以降の共同体再評錨論はこのような背景から登場する。

集落社会には平等性と階層性という二つの性格が内在しており、終戦産後

には階居社会の解体という戦略目襟の設定に伴い、集落社会の平等性に対する

認識が希薄であった。経済発展を随害する地域社会を「解体の標的J とした地

域政策の推進は、当然の帰結として地域主体の育成を阻んだ。そして高度経済

成長の過裡で、大都市への人口・資本の集中が飛躍的に進行し、伝統的村落協

同体の解体・変容がすすんだのであった。同時に、経済成長に偏重した地域開

発は、環境問題、土地利用の混乱、自然環境の破壊等、コミュニテイスケール

の地域問題を激化させる結果ともなった。

このような生活環境の悪化や地域社会の解体は、新たな地域社会の構築と

地域主体の育成の必要性を再認識させている。それは、地域社会から分断した

経済政策・国土政策(地域政策)の転換が求められているということでもある。

単なる地域ではなく住民参加の母体となる地域主体の育成が大きな意味をもつ

のである。

かつて解体の標的となった集落には、協働の生活原理、平等原則という社

会的性格が内在している。この集藩社会の平等性・共同性が注目され、集落は

平等性原則を有する社会モデル、空間モデルとして今日、その意義・役割が再

認識されつつある。

平JlI和男は、農山漁村研究の現代的意義について、 f農山漁村という一次

業空間を形成している集落や土地利用の形態あるいは生産様式や生活様式を

研究することは、単に研究対象を都市におくか農村におくかといった次元とは

加の、特別な意味があることに注目する必要がある J と述べ、従来の地域開発

や都市計画における土地利用計画の土地認識や計画手法が土地の単一機能化を

前提とするものであったという認識のもとに 「工業的都市的地域観・土地観

とそれに基づくく土地利用計画>によって押し演されてきた地域の真の意味を

とり民し、土地を生活空間と環境形成の基盤として後権させるための方法論を

確立するうえで、 (農山漁村研究は)きわめて重要な意義をもっている。 J と
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述べている。[早川和男「生活からみた土地利用の論理J ] 

農山漁村地域において人聞は、一定の土地(集落域)に定住し、限られた

土地資源の包括的な活用によって、その生寄と生活を支えてきた。このような

農山漁村地域の最も基礎的な生活空間の単位が集落域である。集落域は、住民

の主体的・歴史的な空間への働き掛けによって形成されたものであり、実現さ

れている土地利用には、地域住民を主体とした生活環境形成の論理が刻み込ま

れているものと考えられる。その論理を解き明かすことに、生活空間研究とし

て集落空間に着目する意義があるものと筆者は考える。

集落に着目することは、国土の約8割を占める農村地域の「生活空間の安J

としての集落という意味だけではなく、新たな生活環‘境形成、土地利用計画の

「理論モデル Jを獲得するうえで重要な意味を持っている。

は、都市化する以前の伝統的な農村の生活や社会・空間の全てを

的に評価するものではない。 1950年代に伝統的ニ封建的と短絡的に評価された

村集落を、地域住民が自らの生活と生率を維持するために蓄積されてきた

為・経験の結晶・累積体として捉え、改めて集落に内在する生活環境形成の論

理の普遍性に光をあてようとするものである。

2. 生活環境計画における集務のモデル性

上 した問題意識から、本研究では、 調における集落のモ

デル性を以下の諸点、にみいだしている。

① 集落は、一定の地域社会に対応する農山漁村の最も基礎的な生活空間

の単位であること。

② 集落には明快な境界が存在し、土地の範囲が明確であること。

③ 一定の地域空間のまとまりを捉え易く、住居から地域施設、種々の

地利用に歪る生活空間の体系がモデル的に抽出しやすいこと。

④ 住居から近隣、地区、都市、地域、国土、地球へと広がる生活空間の

段階的な構成において、人間の最も日常的な生活行動の圏域に重なる

スケールであること。

⑤ 集落(ムラ)という明快な社会単位の存在により、地域社会の主体の

単位性が明快で、主体と生活空間の対応関係が抽出しやすいこと。

@ 生活環境の形成が自然・環境条件との適応を とする方策でなされ

ており、環境の保全を基調とする土地利用がなされていること。
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⑦ 生活諜境の形成が住民の主体的機き掛けによってなされており、地域

住民を主体とした生活環境形成の「内発的論理j が内在していると考

えられること。

すなわち集落という限られた空間と社会において、歴史を通じて、文、

生活の営みを通じて形成された社会運営や土地利用の仕組みに、学ぶ

べき点が数多く容在していること。

ここに示した生活環境計画における集落のモヂル性は、 が生活環境計

画の理論を構築するための理念モデル・理論モデ、}vであるという認識に基づく

ものである。

[ 5 ]研究方法の特徴

1. 研究方法

1-1 祈究の方法

学における生活空間、都市・農山漁村計画の研究は、生活空間・地域

間を形成する原理の解明を目的とした研究と、生活 -地域空間に関わる

種々の問題の解決とそのための計画技術の開発を目的とする研究に大別される

のが一般的である。また、法則定立学、問題解決学という研究区分7ヘ実証科

と規範科学という研究区分が行われてるが、問題解決のためには対象のもつ

構造、そこに存在する法則の解明が前提となり、規範を示すうえでも同様の課

題が者在すると筆者は考えている。

上記に示した研究は、本来、区別して捉えられるものではなく、生活空間

の構造とその発展法期の理解を基礎に、現実の問題の構造、要因を明かにし、

現在及び将来の生活空間、地域空間のあり方を示すことが求められる。 S)しか

し現実には、問題の現象的髄酉の指播や問題解決の手段となる制度(計蕗、

)に関する計画技術的研究が多く、生活空間に関する原論的研究やそれを

とした政策、計画制度、手法研究の展開は十分とはいえないのが現状であ

る。むしろ、計画論の立場に立った、生活空間の原論的研究の蓄積が不十分で

あると筆者は考える。

本研究は、現実の生活空間の一つのモデルとして集落に着目し、そこに内

する生活環境形成の論理を実証的に解明するとともに、国土空間において

行している農村地域の過練化・混住化・都市化といった変化に対する規範を提
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示しようとするものである。ここでは、土地を地域社会と結び付けた地域主体

論、土地と地域空間と結び付けた空間秩序論を展開したいと考えている。

1-2 論文構成と調査対象地域

本論は、以下の 3編から構成されている。

第1編は、地域主体としての集港に着目する意義とモデル性を論じ、地域

体をめぐる既往研究の成果と論点を文献研究により明らかにするものである。

第2編は、集落に内在する生活環境形成の論理を西国山村・中久保集落と

奥能登・上大沢集落の 2つの集活モノグラブイー研究から考察するものである。

ここでは、地域主体としての集落の性格、土地の複合的性格、集落域の空間秩

(集落土地利用秩序)の実体とその概念、空間モデルを提示し、生活環境に

内在する諸原理の抽出を試みている。

第3編は、定住拠点としての集落という視点から国土空間を捉え、過疎地

域(過疎山村)、混住地域(地方小都市圏)、農住混合地域(大都市圏)にお

ける地域主体の内部構造の変化と生活環境形成の課題を論じたものである。こ

こでは、都市化や過疎化による地域主体がどのように変化しているか、また

関(土地利用)の変化は第 2編で得られた生活環境形成の論理、モ

どのように関係しているのかという関心から考察をすすめている。

以上、本研究の流れを概括したが、第 2編は生活環境計画の原論的研究、

第 3編は地域研究(類型期)といえる。いずれも主としてフィールドワークに

よって得られた知克をベースに考察を進めるものである。

ルと

す。つω本論で取り上げた調査フィールドと論文構成の対応を以下の

調査対象地域一円
/ω

-節対応する地域特性所在地

1節7 

3節

3節

1節

2節

4
7
5
5
8
8
9
9
 

山村集落

(過疎地域)

沿岸集落

(過疎地域)

混住農村

(地方小都市)

混合地域

(大都市爵)

愛媛県上浮穴郡柳谷村

向上

川県輪島市

川県輪島市・珠洲市

徳島県美馬郡脇町

向上

兵庫県尼崎市

兵庫県伊丹市

中久保集溶

柳谷村全集議

大沢集落

奥能登

上野集落

脇町全集落

武庫地区

伊丹市民農盟
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図-1 調査対象地域の位置

2. 研究の方法論的特徴

2-1 集落のモノグラブイー研究

本研究の方法的特徴は、特定の集落の詳細なモノグラフ調査に基づいて

を進めている点にある。

然、限られた集落モノグラブイー研究から得られた知見を、そのまま

遍的な結論とすることには問題があるが、詳細なフィールド調査を基礎とした

特定集落のモノグラフイー研究は、生活研究や生活環境研究においては特に

な意味をもっている。

生活環境は、住居、地域施設、土地利用などの倒々の構成要素の連関と

合によって形成されており、構成要素の単なる集積が生活環境を形成している

のではない。さらに、生活環境は、地域社会や生活と結び付いて存在しており、

総合的に把握して、はじめてその実体が解明できるものと考えられる。生活環

境を分解して、その部分や要素を取り扱う分析方法では、生活環境の総体や構

を理解するに法限界がある。

力は、戦後の集住に関わる計画理論の欠落点として、①「生活という

ものを切れ自のない連続した総合的な文化としてみること Jが足りなかったこ

と、②「環境というものを切れ自のない連続的でかけがえのない資産としてみ

る視点Jが不足していたこと、③「生活者の自主性・互助性・共同性・協調性J
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が過小評価されていることを指播している[重村力 r定住の構造 CD ] 0 

重村の「切れ自のないJという言葉に、生活や環境は要素に分解してはそ

の本質を理解できないことが集約されて示されている。

本研究では、特定の集落を対象に、生活空間の観察と生活者からのヒアリ

ングを中心としたフィールドワ…クによって生活環境の全体像の「読み取り j

を行い、さらに生活空間を構成する諸単位の構成・機能と棺互の結び付き、地

域社会を構成する諮主体の構成と主体問の協力関係に着目して、生活環境の形

成論理の解明を試みた。特にここでは、地域主体の共同性、地域社会と生活空

間の関係を内包する生活空間の実体を「モデ}VJ として把握し、そこに内在す

る空間構成の仕組みを表現する方法としてモデル留による説明を試みた。

このようなモノグラフイー研究の方法は、 「集住空間がもっ様々な普遍的

な性格のいくつかを単純に、明快に表している具体的な集落空間は一定の法即

位をもって形成されており、包括的で総合的な単位としての性格をもっ J、さ

らに「モデルの抽出は、その内部構造の法射性を観察するのに荷用である J、

fモデルを相互に比較し集落空間全般の原理の解明に資すると考える J という

村・筆者の共同研究の共通認識に基づくものである。 9) 

2 2 定住拠点としての集落研究

( 1 )定住拠点としての集落に着目する

本研究は、集落を農林漁業の生産空間、農家集団の居住地としてだけでは

なく、国土空間における重要な定住拠点としての役割を重視しており、その点

に特徴がある。

は、農家集団の居住地であるが、集落域には、非農家も居住している。

1990年世界農林業センサスによれば、わが国の農業集落数は約14万集落で

あり、集落域に居住する総戸数は全国で約 2500万戸である。 1990年の国

によると、わが国の総世帯数は、約4000万世帯であるので、集落域lこ

住するものの比率は約 6割ということになる。

り、総世帯数に占める比率は 1割弱である。しかし

は約 380万戸であ

屈の居住地と思われ

ている集落域には、実に 6部の国民が居住していることになる。

集務域の居住状況を、計画法制上の地域指定との関連から整理したものが、

表 -3である。集落数の構成比をみると、全集落の51弘が都市計画区域内に位

しておっ、都市計画区域外が49%とほぼ同じ比率となっている。また、農家

数の構成比をみると、都市計画区域内が55%、区域外が45%となっている。そ

れに対して、集落域居住世帯の構成比では、 84%が都市計画区域内、 16%が都

市計画区域外となる。集務域居住世帯の約 3割は市街化区域内の集落域に

4
1ム

イ

iム



し、さらに市街化区域、調整区域にまたがる集落を含めると約 6割となる。

また、表… 4に示すように農村集落の農家率は、 1970年当時の45.7先から

1990年には15.7%へと著しく低下しており、農村集落は、農家集団の居住空間

から混住社会の居住空間へと変貌している。 90年センサスによると、一

落の平均総戸数は、 172.1戸で¥その内、農家は27.0戸、非農家 145.1戸とな

っている。

-3 法制上の地域指定からみた 落の実態(1990年)

総農業 総戸数 総農家 非農家
集落数 数

下段は
‘・ 全集藷

構成比 千戸 千戸 千戸

全面 140122 24，230 3，790 23，851 
100 100 16 84 

都市計商区域
① 市街化度域 8209 7，602 158 

5.9 31.4 2.1 97.9 

②<農業市振街興化地・域調整>区域 9125 4，328 326 
6.5 17.9 7.5 92.5 

③ 市街化調整区域 19986 1，972 645 
14.3 8.1 32.7 67.3 

@ その他の都市計画区域 25762 2，872 777 
18.4 11. 9 27.1 70.9 

<農業振興地域以外>
⑤ 市街化・調整区域 3086 2，553 84 

2.2 10.5 3.3 96.7 
@ 市街化調整区域 1030 173 28 

0.7 0.7 16.2 73.8 
⑦ その他の都市計臨区域 3921 951 74 

2.8 3.9 7.8 92.2 

都市計画区域以外

③農業振興地域 67100 3，621 1，671 
47.9 14.9 46.1 53.9 

@農業振興地域以外 1903 156 28 
1.4 0.6 1.2 98.8 

上設・実数、下段・構成比 総戸数の構成比は全国土ヒ。
1990年世界農林業センサス第12巻より作成

4 農家・非農家数の推移(1集務平均)

1970年 1980年 1990年

総戸数 8 1 141. 4 172. 1 

構農成家数比(幻
37 32. 9 2 7. 0 
4 6. 7 2 3. 3 1 6. 7 

非農家数 44 108. 5 146. 1 
構成比(%) 64. 3 76. 9 84. 3 

(世界農林 ンサス より作成)
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このように農村には非農家が増大し、混住化は国土全域において進展して

いるのである。このことは、農村地域が、農業生産空間だけではなく、居住空

間・定住拠点としても重要な役割を果たしていることを示している。そして、

安定した混住社会の形成とそれに対応する生活環境の構築が重要な課題となっ

ている。

集落を農家集団の居住地とだけ捉えたのでは、現代の集落の実態はつかめ

ない。ここで留意しなければならないのは、現代の集落域居住世帯は多様化し

ているということである。集落域に居住する農家、非農家も一様な生活スタイ

ルをもった居住者ではない。

( 2 )地域主体の分化と内部講造の変化をみる

過疎化、都市化、農業技術、生産様式の変化によって、安定した定住社会

を構築していた集落は大きく変容し、分化している。従来の比較的均質な生活

スタイルをもった生活主体から構成されていた地域主体の内部構造が多様性を

さらに集落自体、過疎化と都市化によって分化している。

の考えを整理したものが表 -5である。

この表は、安定した伝統的集落社会を維持していた地域主棒が、いくつか

に分化し、さらに地域主体の内部播造の変化がおきていることを

している。このような変化は地域主体に対応する生活空間にも当然波及してい

る。その波及の仕方は、無秩序な変容ではなく、生活空間のもつ

間秩序の変容として一定の法期性の容在が想定される。

増し、

の

の分化と安定した伝統的5 

[伝統的社会構造][内部の変化]

非農家の増加

新

た

な

地

域

消滅十十

衰退十

維持

く都市化〉

人口増加 兼業化

棒

の

形

成

山タ

維持

衰退一

崩壊一一

消j成

-生活様式の変化〉土

世

齢化

離村→転出者

く

人口減少

く過説化〉

ータ伝統的な

。、U
4
3よ



3. 地域主体の内部構造の変化と空間秩序の関係

本研究は、都市化、混住化、過疎化に伴う地域主体の内部構造の変化と

活環境形成の課題を以下の視点から分析する点に特徴がある。

3-1 新たな地域主体育成の視点

集落域における居住者・居住世帯・集団の性格を把握すること、すなわち

地域主体の性格を把握することは、集落を単位とした生活環境形成の方向を示

す上ではきわめて重要な意味をもっている。

集落域居住世帯の性格は、集落の位置する社会・経済的立地によって当然

異なっている。また、 どのような目的から居住者を分類するのかによって、分

類の指標は異なる。農家については、専業農家、第一種兼業農家、第一

農家という区分が最も一般的な農家類型とされている。しかし、専業農家であ

っても、定年退職後に農業専業になり、自家用作物の栽培のみで販売もしない

という高齢専業農家もいる。むしろ、過疎地域においては、このよう

家が増加している場合が多い。一方、非農家といっても、農家が離農し

になったもの、農家の分家、周辺地域からの流入者、まったく地域と無縁の都

市住民と多様で、ある。また、集落域の非農家が!日来の自治会に参入している場

合もあれば、加の自治会をつくっている場合もある。

この点については、本論第 3編において詳述するが、過疎地域においては、

落域内に実家や土地を有する転出者をも含めて地域主体の性格を把握するこ

とが必要であり、混住農村においては非農家の地域との関わちに着目すること

である。さらに市街化区域内の集落では数の上からも圧倒的に多い非

(都市住民)を含んだ地域主体形成が課題となる。

従来の地域コミュニティ論は、属地隈定性と属人限定性を前提としていた

と筆者は考えている。すなわち、地域内に居住するものを成員とみなし、共

識があっても地域外に居住するものは含まないという属地限定性、またi日

のコミュニティ(農村社会)の成員以外は含まないという属人限定性である。

本研究で新たに地域主体という概念を提示したのは、この属人限定性、属地限

定性という前提条件を取り払い、共属意識のある主体、生活空間を体験する

体を包括した地域コミュニテイの構築を函らねばならないという考えに基づく

ものである。

3-2 地域主体の内部構造の変化から生活空間形成の課題を捉える視点

人間が一定の地域空間に定住することによって土地と入閣の結び付きが
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じ、地域社会が形成される。農村地域において、土地は定住基盤であると同時

に生産基盤であった。しかし、都市の拡大や都市北の進行、第 2次・第 3次産

業と農林業の生産性の格差の増大は、人口の都市への移動、土地に対する撤退

を誘発し、安定農村を過疎化・都市化の潮流に巻き込んだのであった。

地域社会の構成員である人間の移動は、従来の土地と人間の関係をも変化

させ、安定した地域主体が構築していた生活空間や土地利用のバランスをも変

容させることになる。しかしながら、この変化は従前の空間秩序と無関係なも

のではなし従前の秩序に規定された一定の法則性をもった変容をみせるので

ある。土地利用の変容は、集落のおかれた定住のポテンシヤル(定住力)によ

って一定の生活空間の運動として展開している、筆者はそう考えている。

人口減少の著しい過諌山村では、地域社会が脆弱化し、集落内での日常

沼、土地の活用・管理、集落の共同作業に支えられていた道路・水路などの環

境基盤の維持・管理が深刻な問題となっている。このような土地管理上の問題

は住居、住居周辺、集器外縁といった空間構成と結び付いて現象化する。そし

て土地の管理依託や売買なども、その対象となる土地の立地によって一定の法

則性がみられる。

また都市化・混住化の進展がみられる集落でも、農地の保全、利用や貸信

といった土地利用の考え方も、その対象となる土地の立地によって一定の法則

性がみられる。農地転用によって分家や流入者の住宅が建てられる場合でも、

その立地には一定の空間的な法射性が存在している。

大都市圏に包括された市街化区域の集器においても、 の空間構成と

の対応から、その残寄(保全)農地の立地に内在する法則性を読み取ることが

できる。

このように、都市化や過疎化に伴う土地の利用・管理の課題は、集落域の

間構成との対応から一定の法則性をもった生活空間の運動として把握するこ

とができるものと考えられる。

地域主体が生活環境形成の推進力であり、その性格が 間の実体や

の性格を特徴づけていることが想定できる。

以上述べてきたことが本研究の方法仮説であり方法論的特徴である。
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釈、任

1 )環境計画学は、自然環境から人文社会環境まで¥また個々の生活環境から

広域的な都市地域環境までの広汎な分野を対象として、学問技術の体系を

形成しようとするものである。(神戸大学工学部環境計画学科概要、昭和

51年度一設立時一入学案内より)

2 )重村力は r定住の構造ーその生活学的考察と計画論的展望dJ (1992年、

イ立論文)において、 「入閣の生活行為のおよぶ空間であり、その場となり、

その対象となる空間 j を生活空間と定義し、 f生活空間を現に体験し、そ

こに者在している個人ないしは集団である生活者 j を生活主体としている。

そして空間構造を個人ないしは集団である生活主体が、生成した生活空間

の複合として捉えている。本論文は、重村の生活主体と生活空間の基本概

念、とその原理から多くの点を学び、地域主体(地域社会)という枠組みを

設定して、考察を進めている。

3 )地域社会、すなわちコミュニテイの概念は、マッキーパー(社会学)によ

って提示されたものである。マッキーパーによれば、 「コミュニティは、

一定の地域の上の共同生活であり、一定のひろがりの範域の中で人々の

体的な共同体感情が満たされる自然発生的空間単位J と定義される (MacI

ver R.旺. Community-Sociological st吋y，(コミュニティー社会学的考察)

1917年)0 このコミュニティ概念は、ヨーロッパにおける中世村落共同体

をモデルとしており、社会学においては古典的コミュニティ概念と理解さ

れている。(園田恭一『現代コミュニティ論』東京大学出版会、昭和53年、

参照)

4 )早JI/和男 (1976) : r生活からみた土地利用の論理J (生活学会編 r

活と地域社会』ドメス出版、 1976年、所収)0 ここでは、農漁村の土地利

用にみられる生活の論理、空間の論理を住民主体、土地の目的機能と属性

目して評価し、さらに農漁村地域にみられる土地利用の現代的意義が

されている。

5 )早川和男 (1973) 空間価値論、頚草書房。生活空間の使用錨催として、

「空間錨値Jの概念を提示しており、本研究の土地認識の基礎となってい

る。

6 ) JI/本彰 (1983) むらの農業と領域、家の光協会。安達生恒 rむらの再壬J

など参照。JlI本は、村落を家連合として捉え、その土地を農家によって私

的に所有されているが、捜底においては、村議によって総有されていると

している。そして、村落によって総有されている具体的な表現が領域

であり、村落にとっての最も重要な機能は領域内の土地を保全管理するこ

とであると規定している。

7 )住田昌二は、構造主義人類学者ピアジュの法則定立学、問題解決学という

研究区分を引用し、都市計画・住宅計画学は「問題解決学J と規定してい

る。(住田昌二「生活科学の立論と課題」、西山知三編著 r住居学ノート J



頚草書房、 1977年所収)0 

ピアジュ『人間科学序説Jl (岩波書倍、 1976年)参照

8 )重村力 (1992) 定住の構造ーその生活学的考察と計画論的展望、学位論

文。この研究は、定住の構造、生活主体、生活空間に関する原論的研究で

あり、同時に計画論、デザイン論でもある。この研究は、生活空間の 3つ

の空間秩序の性格の解明から 3つの空間秩序と計画的関与の結び付き、さ

らに新たな計画概念であるコミュニティプログラムの提示に及ぶ。この研

究は、生活空間の生成原理の解明からデ、ザイン、計画、さらにコミュニテ

ィ形成までを視野に入れたもので¥生活空間研究の涼論的関心と計画論・

設計論が統一された体系だった方法を獲得している点に大きな特徴と

がある。

9 )重村力、山崎寿一:中久保集器における共同性の展開、日

計画系論文報告集、第424号、 1990-6
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1節 地域主体としての集落の概念

1. 集落の概念

1 -1 地域主体の概念と集落

本研究では、地域主体を、 「一定の地域空間を体験する共属意識をもった

個人及び集団の累積体・統一体J と定義し、農山漁村地域、もしくはそれを基

礎とする地域では「集落 J (農業集落)を地域主体として捉えている。そして

集落に対応する空間、すなわち「集落城Jを、住居群・共同施設・農地・山林

等の一体となった地域空間のまとまりの単位であり、地域社会であるムラに対

応する生活空間の基礎的単位と定義している。ここでは集落の概念規定に関す

る考え方をみておくことにする。

地理学において集落は、人間居住の基本的な集住単位であり、都市と村落

に二分されて捉えられてきた。また、社会学においては、鈴木栄太郎の自然村

概念をはじめ、さまざまな概念規定がなされてきたが、部落という用語が用い

られることが一般的であった。この部落という用語は、明治初期に官製用語と

して用いられたのが最初で、 ドイツ語のゲマインデの訳語である。

本研究では、地理学の水津一郎の「基礎地域」、鈴木栄太郎の「自然村J

の概念に注目している。また、本研究で者自する「集落Jは、世界農林業セン

サスの農業集落をさすが、集落と地域主体は類似した概念であるが同義ではな

い。その点については後述するが、地域主体は集落を包括する概念である。

1 -2 1990年世界農林業センサスにおける農業集落の概念

以下では、農業センサスにおける農業集落の定義とわが国における農業集

落の現状について概括する。

1990年世界農林業センサスでは農業集落の概念について以下のように述べ

れている。

農業集落とは、市区町村の区域の一部において、農業上形成され

ている地域社会のことであり、もともと自然発生的な地域社会であっ

て、家と家とが地縁的、血縁的に結び付き、各種の集団や社会関係を

形成してきた社会生活の基礎的な地域単位である。

具体的には、農道・用水施設の維持・管理、共有林野、農業用の
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各議建物や農機呉等の利用、労働力(ゆい、手伝い)や農産物の共同

出荷等の農業経営面ばかりでなく、冠婚葬祭その他生活面にまで密接

に結びついた生産及び生活の共同体であり、さらに自治及び行政の単

位として機能してきたものである。

センサスでは、時代とともに調査の目的、集落の実状に対応し

概念の変更が認められる。

という言葉が農林統計調査上にはじめて登場したのは、昭和初年

の臨時農業基本調査である。わが国で最初の全国規模での集落調査といえる昭

和初年の臨時農業基本調査(以下「昭和30年臨農J と略称)では、農業集務を

f農家が農業上相互に最も密接に共同し合っている農家集団J と定義した。こ

れは、農業集落が、もともと自然発生的な「ムラ Jであり、家と家とが地縁的

・血縁的に結びつき、各種の集団や社会関係を形づくってきた農村地域におけ

る単位的な地域社会であるという自然村概念を基礎に定義されたものである。

これは鈴木栄太郎の自然村の理論を継承したもので、農業集落は、一つの地域

であって、その地域を限定する主体が農村の基礎的な単位集団と捉えら仇てい

ームーよ寸
よ センサスにおける の経鰭

昭和30年臨時農業 1960年世界農林 1965:ド農業セ 1970年世界農
1975年農業セ

1980年世界農林 1990年世界農林
ンサス農村環

基本調査 業センサス ンサス 林業センサス
境総合調査

業センサス 業センサス

調査
115の標本調査 全数調査 全数調査 全数調査 117の標本調査 全数調査 全故調査

続模

農業生産や農家生 農業生成にむけ 共用農業用機 村落締iきの実 農村の都市化 農村地域の混住 農村地域のj昆{主

i8J:から村議共同 る共向ii~ !fìJJ 及び 械の利用及び 態，生産の場 現象及び農付 化と農業生産の ftと農業生肢の

視 体における結合間 農民の生活実態 生活水準の実 としての土地. と都市の生活 組織化及び土地 組織化及び集団

係をi切らかにする。 を把持する。 態を把躍する。 共用生綾子段 環境佑差並び の利用状況並び 的土地利用並び

l.~ 及び生活環境 に土地利用の に住民の意思決 に生活環境の整

を明らかにす 実態を把持す 定機椛を把促す 備状況を明らか

る。 る。 令。 にする。

1隣{民共助的役割 1共同利用の機 l共同利用の 1共用農用手 I 農業集誌の 1農業集活の世 1農業集落の戸

(農業水利.共有 械・施設のfl[- 機械 段.農問機 立地条件(D 帯情h立 政.土地

林聖f.共同施設 及度合，生産 2食料品の購 械 IDとの関 2農業集活の立 2共用の農業用

から共同作業) 物の共同，'I't荷 人光 2農業集活の 係.i.去第'LI: 地条件 機械・施設

2集落における税 2 i:J創立良の進 3電気冷遊w 戸:t社会 の地域指定)3農業集落の土 3農業集落の集

;flil (ぷによる脱 捗f支 経i斉的条内 2農業集落の 地.;Jcの干11m 間的土地干I1用
~( 市11.農業労働力 3 II然的条f'r. !従!と形態及 世帯情hlC: 状況とn-JIjl機 4農業生J17fのJfi
な のおl;fiiJ.生iλk (傾斜度.:1'質) び慣行 3総土地面的. 立主 組織

話l の続事11) 4近代的生活用 3 :1:地{括提 土地干11m. 4農業生曜のm 5農業集落の前

立 3農業集落の発出 Elisの詳及状況. ?主伶If. 土地 事え!丹. 詩型2 組織化 fT 
!(i 段問日11の把J泌(尚 食生iliの状況 改良.おミm. f.Hriii.側部 5 ~'!fi集落のtn 8生活環境の繋

H 品生熊農業の~c 5農家の生業 林地{出it行) 4第二.三次 fr 備状況

国) 6 1t-:it協'J!.耕 4 'I:ili環境 成~の状況 6農業lHi存のj軍
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る。ここでは、農業集落の範域を決める具体的手法として、実行組合と行政区

の重なり呉合いを特に重視し、補助指標として共用林野、農道と用水路の賦役、

野辺送りの範囲等の農業生産面・生活面の共同の範囲を言語ベ、その重層の度合

によって農業集落の範域を設定している。

それに対して、 1970年世界農林業センサスの農業集落調査で誌、本来、

業集落は地域社会としてある限定された範域をもち、隣接する他の農業集落と

区分されるべき地域範囲、すなわち農業集落の領域の確認に重点をおくもので

あった。ここでは、農業集落を属地的に捉え、一定の土地範関(地理的な領域)

と家(社会的な領域)と者成立要件とした農村の地域社会()レーラル・コミュ

ニアイ)であるという考えが基礎となっている。

昭和30年臨農と 1970年センサス時の農業集藷の規定の相違点、は以下のよう

に整理できる。

臨農での農業集落は、 f農家の重j習的集団 j という規定であり集落の社会

的側毘・生産的側面が重視されており、 1970年センサスでは、 「隣接する

との間に地理的境界線があるのが原則ある J という属地的側面が重視され

た規定へと変化した。すなおち農業集落を一つの社会集団であるとともに、領

域をもった一つの地域であると規定したのであった。

ここで問題となるのは、 「地域J一般と「領域」の概念の違いである。地

域一般は、特定の集団とはかかわり合いのない空間であり、ある空間の範囲を

す概念であるのに対して、領域は、一定の範域のうえに特定の集団がつくら

れていることを意味している。

昭和初年酪農では f家と家 j の関係を重視したのに対して、 1970年センサ

スでは農村に存在する趨々の集団を規定している最も安定した条件としての

地の範域、すなわち領域を重視するように変化している。

このような変化は、都市化の進展した昭和45年の時点では各種の新しい

団が形成されると共に伝統的な集団が変化・解体され、農業集団の累積体とし

ての集落を全国的規模でとりだすことが国難になってきたことが理由のーっと

なっている。

臨農では、はじめに集団があって、その累積から地域を限定するという発

想から、集団を累積させる前提となっている本質的な枠組みとしての領域が

団を累積せしめているという発想への変化がみられる。 1970年センサスでは、

耕地・山林・道等について隣接集落との境界の有無、明確さを基準に農業集落

の領域を捉えている点が最大の特徴である。

尚、 1970年センサス調査に深く関わった渡辺兵力は、地域を抽象概念と捉

え、領域を具体機念とし、抽象概念である地域と集団を結び付けるとき、すな
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わち主体とのかかわり合いをもった地域のことを領域として概念規定している。

1990年の農業センサスの農業集落の定義は、 1970年センサス時の考え方を

継承したものであっ、この定義から農業集落の基本的な性格をぬきだしたもの

を表工… 1-2に示した。

表 1-1…2 センサス定義にみる集落の基本的性格

-日業(土地)と結び付いた地域社会である。 ・・地域・農業(土地)

・社会生活の基礎的な地域単位である。 ・・・・・社会・単位

-自治及び行政の単位としても機能している。 ・・主体・自治

-日業集落は、家と家の地縁的、血縁的結び付き、各種の集団、その他

の社会関係によって結びついている。

. E;?業経営面ばかつでなく、生活語にまで密接に結びついた生産及び

生活の共同体である。

2. わが国の 落の現状

以下では、 センサスから、わが国の農 の現況を しておくこ

とにする。

2-1 総集落数/ー集落平均総戸数・農家数

1 -1 3 総集落数/一集落平均総戸数・農家数

( 1990年) 140 、 122

( 1980年) 142、 377

01 りの総戸数 (1990年) 172. l ( 1 0 0 %) 

農家数 2 7. 0 15. 7%) 

非農家数 145. l 84. 3%) 

総戸数 (1980年) 141. 4 く 100 %> 

農家数 32. 9 く 23.3%> 

非農家数 108. 5 く 7 6. 7 % > 
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わが国の農業集落総数は1990年センサスでは14，2377となっている。 1980年

と比較すると約2200の集落が減少していることになるが、これは統計上の差異

によるものである。とはいっても、挙家離村や世帯の自然減に伴って消滅した

落、農家がすべて離農し農業集落として帯続しなくなった集落も存在するこ

とは事実である。統計的には、前者の場合、戸数減少が著しい場合、隣接集落

との併合によって集落が維持されているとみる場合が多い。

農業集落の平均戸数は、 1980年の141.4戸から、 1990年には、 172.1戸へと

増加している。この増加は、農業集落の域内への非農家の流入、すなわち都市

化・混住化の進展を示すもので、特に市街化区域内に立地する都市的集落の非

が全体の非農家数の増加 を与えている点、に注目する必要がある。

1990年センサスによると、総戸数規模別の農業集落数の構成は、 r49戸以

下 j が49.3%と最も多く(特に r10'"'-'29戸Jが全体の25.3%)、ついで r50'"'-'

99戸 j が21.6%、 r 100戸以上Jが29.2%となっている。

内の総戸数に占める農家数の割合、すなわち に着目すると、

r 80%以上 j の が21.4%と最も多く、次いで r10%未満j 、 「

70% '"'-'80% J 、 r60%'"'-'70%Jとなっている。

2-2 集落類型からみ

センサスでは、集落の社会的・経済的立地、土地利用、形態、歴史な

どによって集落類型がなされている。ここで誌基礎類型としての立地する!日市

町村の地理的条件からみた分類、集落の土地利用からみた

住形態からみた分類、成立時期からみた集落の分類、社会経済的立地からみた

の分類から、その概要を整理する。

( 1 )農業集落の基礎類型

の基礎類型は、集落の立地する!日市町村を単位に都市的集落、平

地村、山地村、漁村的集落に分類され、平地村、山地村はさらに水田集落、田

畑集落、畑地集落に区分される。水田集落が27.0%、山地的集落が26.7%と比

が高く、都市的集落、すなわち市街化区域内集落は全体の 5.6%、漁村的集

カ112.2%となっている。

以下に示した集落類型別の総戸数、農家戸数、農家率の数値をながめてみ

ると、平均農家戸数は、荷れも30戸前後であるのに対して、非農家数の変動が

緩めて著しいことがわかる。

1960年以前の都市北が毘土全域に広がる以前の段階の一集落の平均農家戸

数が約40戸であったことを念頭に、これらの数値をみることが必要で、ある。
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1-1-4 農業集落の基礎類型 ( 1980年センサス)

(総農業集落数 142、 377 

(基礎類型Aー立地する!日市町村の地理的条件からみた分類)

都市的集落:農業集落の全域が市街化区域内にある農業集落
総集落数 8029 構成比 5. 6 % 

平地村 :農業集落の所在する!日市町村の林野率が80%未満
総集落数 104859 構成比 7 3. 6 % 

山地村 :農業集落の所在する!日市町村の林野率が80%以上

総集落数 26370 構成比 1 8. 5 % 
漁村的集落:当該農業集落の総戸数に対する漁家数の割合が30%以上

総集落数 311 9 構成比 2. 2 % 

(基礎類型Bー集落の土地利用からみた分類)

都市的集港:農業集落の全域が市街化区域内にある
総集落数 8029 構成比 5. 6 % 

水田集落 :当該農業集落の総耕地面積に対する水田の割合が70%以上
総集落数 38391 構成比 2 7. 0 % 

同 30"-'70%
総集落数 26393 矯成比 1 8. 5 % 

同 30%未満
18441 矯成比 1 3. 0 % 
の総戸数に対する林家数の割合が70%以上
38004 構成比 2 6. 7 % 
の総戸数に対する漁家数の割合が初先以上

3 11 9 構成比 2. 2 % 

田畑集落

畑地集落
総集落数:

山村的集落:当

総集落数:

漁村的集落:当
総集器数:

1 -1… 5 集落類型別平均総戸数・ ( 1980年)

類型 A 都市的集落 平地村 山地村 漁村的

総戸数: 734. 5 1 1 9. 6 5 2. 1 89. 8 

農家数: 24. 7 34. 7 2 5. 0 2 9. 7 
非農家数 709. 8 84. 9 2 7. 1 6 O. 1 

% 3. 4 2 9. 0 48. 0 33. l 

類型 B I 水田

総戸数:戸 125. 3 

農家数:戸 36. 5 

非農家数 88. 8 

: % I 2 9. 1 

田畑集落 地娼 山村的

134. 2 169. 9 3 1. 0 

3 6. 7 
97. 5 

3 2. 2 

1 37. 7 
2 5. 6 
5. 4 

2 7. 3 1 9. 0 82. 5 
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( 2 ) 集落形態・集住形態からみた類型

1970年センサスでは、集落の形態を、集落内の住居の分布状況を指標に、

散在集落(山場)、散居集落(平場)、集居集落、 密居集落の 4類型に区分し

ている。それぞれの概要と構成比を以下に示すことにする。

1-1-6 集落形態・集住形態からみた類型 ( 1970年センサス)

散在集落

(18.2% ) 

散居集落

(20.7% ) 

落

(52.7% ) 

密居集落

( 8.4%) 

に山場の農業集落にみられる形態で、家がいくつかの谷間にわ

かれ、家と家とがばらばらに分布している。(模式図工)

主に平場の農業集落にみられる形態で、家と家との間に広く自熔

が入り込んでいる。(模式国 2) 

平場、山場を関わず、家が一定の区域に集まって敷地が隣接し、

居住区域と耕地が分離されている。(模式国 3)

に市街化の著しく進んだ地区にみられる農業集落の形態で¥

と農家の関に非農家が点哀し、家と家とが密集し、市街地に連

続している。(模式図 4) 

散在集落

集居集落"

散居集落

密居集溶

r日本の農業集落』より引用
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( 3 )集落の歴史的性格:成立時期からみた集落の分類

1970年センサスでは、農業集落の歴史的な性格を把握する指擦のーっとし

て成立時期について調査している。

ここでは、明治以前の農業集落、明治以後から終戦までの開拓集落、その

後の戦後開拓集落の 3タイプに区分している。全国的にみた場合、明治以前に

成立していた集藷は、 90.3%、明治以降のものが7.6%、戦後開拓が2.1%とな

っている。地域別にみると北海道では明治以降の集落が86.5%と高く、戦後開

拓も8.1%と佑の地域に比べて高い構成比を示している。

( 4 )社会経済的立地からみた集落の分類

1) D 1 D市町村との関連

DID市町村までの所要時間からみたわが国の農業集落の構成は、 r30分

未満Jが61.7%、 r 30分"'1時間j が29.8%となっており、 9割以上の集落がD

1 D地区と結び付いている。

DID市町村の総人口規模別にみると、市町村総人口が r10万人以上 j の

DIDと関係する農業集落が17.2%、 げ'"10万人Jが11.1%、 r3"'5万人 j が

33.3%、 r5千人"'1万人 j が19.8%、 九千人未満Jが6.6%となっている。

1-1-7 DID市町村の総人口規模別総戸数・農家数・

30分未満 30分"'1時間 1"'1.5時間 1.5時間以上

総戸数: 219. 2 107. 0 6 O. 7 5 2. 4 

農家数: 28. 9 2 5. 1 2 O. 7 1 9. 7 

非農家数 190. 3 8 1. 9 4 O. 0 32. 7 

% 1 3. 2 2 3. 5 34. 1 3 7. 6 

2 )法制上の地域指定との関連

国の農業集落のなかで、都市計画区域に立地するものは、 71，119集落で¥

その構成比は50.7%を占めている。

そのうち市街化区域・市街化調整区域の線引きが行われている地域に立地

する集落は、 41，436で¥全集落の29.6%にあたる。これらの集落のなかで市街

。。
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花区域に立地するものは8，209集落 (5.6%)で、市街化区域、調整区域の両方

にまたがって立地するものは12，211集落 (8.7%)、市徳化調整区域に立地す

るものは21，0 16集落札5.0%)となっている。

一方、過疎地域に指定されている農業集落は、 40836集落で¥ 落の29.

1%に及んで、いる。

3. 定住拠点としての集落と地域主体

3-1 定住拠点としての集落

以上、わが国の農業集落の現状を概括したが、本研究は、集落を農林漁

の生産空間、農家集団の居住地としてだけではなく、国土空間における重要な

定住拠点としての役割を重課している。その点について、農業センサスから確

認してみたい。

は、農家集団の居住地であるが、集落域には、非農家も居住している 0

1990年世界農林業センサスによれば、わが国の農業集落数は約14万集落で

あり、集落域に居住する総戸数は全国で約 2500万戸である。 1990年の関

調査によると、わが国の総世帯数は、約4000万世帯であるので、集落域に

居住するものの比率は約 6割ということになる。

り、総世帯数に占める比率は 1割弱である。しかし

戸数は約 380万戸であ

団の居住地と思われ

ている集落域には、実に 6割の由民が居住していることになる。

1-1-8に示すように農村集落の農家率は、 1970

1990年には15.7%へと著しく低下しており、農村集活は、

時の45.7%から

団の居住空間

から混住社会の居住空間へと変貌している。 90年センサスによると、一

藷の平均総戸数は、 172.1戸で¥その内、農家は27.0戸、非農家 145.1戸とな

っている。

只〕1
ム

寸

1
4 -非農家数の推移(1集落平均)

1970年 1980年 1990年

総戸数 8 1 141. 4 172. 1 

騒整(完) 437 5.7 2 32.9 275 .O  
3. 3 1 5. 7 

産農務) 454 4.3 lO 786..5 9 l 4845..3 1 

(世界農林業センサス より作成)
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集落域の居住状況を、計画法制上の地域指定との関連から整理したものが、

表 1-1-9である。集落数の構成比をみると、全集落の51%が都市計画区域

内に位置しており、都市計画区域外が49%とほぼ同じ比率となっている。また、

農家数の構成比をみると、都市計画区域内が55%、区域外が45%となっている。

それに対して、集落域居住世帯の構成比では、 84%が都市計画区域内、 16%が

都市計画区域外となる。集落域居住世帯の約 3割は事街化区域内の集溶域に居

住し、さらに市街化区域、調整区域にまたがる集落を含めると約 6割となる。

表 1-1 9 法制上の地域指定からみた農業集落の実態(1990年)

総農業 総戸数 総農家 非農家

集落数 要文

下段は
全集器
構成比 千戸 千戸

全国 140122 24，230 3，790 23，851 
100 100 16 84 

都市計画区域
① 市街化区域 8209 7，602 158 

5.9 31. 4 2.1 97.9 
く農業振興化地域〉
②市街 ・調整区域 9125 4，328 326 

6.5 17.9 7.5 92.5 
③ 市街化調整区域 19986 1，972 645 

14.3 8.1 32.7 67.3 
④ その他の都市計画区域 25762 2，872 777 

18.4 11.9 27.1 70.9 
く農業振興地域以外〉

⑤市街化・ 区域 3086 2，553 84 
2.2 10.5 3.3 96.7 

@ 市街化調整区域 1030 173 28 
0.7 0.7 16.2 73.8 

⑦ その他の都市計画区域 3921 951 74 
2.8 3.9 7.8 92.2 

都市計画区域以外

@農業振興地域 67100 3，621 1，671 
47.9 14.9 46.1 53.9 

⑨農業振興地域以外 1903 156 28 
1.4 0.6 1.2 98.8 

上段・実数、下段・構成比 総戸数の構成比は全国比0

1990年世界農林業センサス第12巻より作成
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集落域居住者の多様化

図1-1-2は、法制上の地域指定からみた集落域居住世帯の構成を示し
たものである。集落域居住世帯の農家・非農家の割合をみると、市街化区域内

n
J
Q
 

q
u
 

い都市計画区域外の農業振興地域で、も落では農家率が 2%にすぎず、

農家率は46%と5割をわっている。

このように農村には非農家が増大し、

最も

混住化は国土全域において進展して

居住空

間・定住拠点としても重要な役割を果たしていることを示している。そし之、
安定した混住社会の形成とそれに対応する生活環境の構築が重要な課題となっ

間だけではなく、農村地域が、このことは、いるのである。

集落を農家集団の居住地とだけ捉えたのでは、現代の集落の実態はつかめ
ない。ここで留意しなければならないのは、現代の集落域居住世帯は多様化し
ているということである。集落域に居住する農家、非農家も一様な生活スタイ

ている。

国の性格を把握すること、すなわち

を単位とした生活環境形成の方向を

ではない。

集落域における居住者・居住世帯・

地域主体の性格を把握することは、

す上ではきわめて重要な窯味をもっている。

}l;をもった
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3i11;111 211j 
集落数構成比%
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23 I 611 27 118 1 211 251 381 281 371 38 

99 97 

75 I 911 80 I 79 I 84 I 66 I 84 I 84 I 93 1 90 非農家[行政臣の同じ非農家

7 I 10 9 I 20 I 21 I 16 I 34 I 16 I 16 同戸内の非農家集問]

法制上の地域指定からみた集落域居住世帯の構成 (1990年)
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4. 集落と地域主体の概念の相違点

集落域居住世帯の性格は、集落の位置する社会・経済的立地によって当然

異なっている。また、 どのような目的から居住者を分類するのかによって、分

類の指標は異なる。農家については、専業農家、第一撞兼業農家、第ニ樟兼業

農家という区分が最も一般的な農家類型とされている。しかし、専業農家であ

つでも、定年退職後に になり、自家用作物の栽培のみで販売もしない

という高齢専業農家もいる。むしろ、過疎地域においては、このような専業農

家が増加している場合が多い。一方、非農家といっても、農家が離農し非農家

になったもの、農家の分家、周辺地域からの流入者、まったく地域と無縁の都

市住民と多様で、ある。また、集落域の非農家が!日来の自治会に参入している場

合もあれば、別の自治会をつくっている場合もある。

この点については、本論第 3編において詳述するが、過疎地域においては、

落域内に実家や土地を有する転出者をも含めて地域主体の性格を把握するこ

とが必要であり、混住農村においては非農家の地域との関わりに着目すること

が重要で、ある。さらに市街化区域内の集落では数の上からも圧倒的に多い非

(都市住民)を含んだ地域主体形成が課題となる。

従来の地域コミュニティ論は、属地限定性と属人娘定性を前提としていた

と筆者は考えている。すなわち、地域内に居住するものを成員とみなし、共

識があっても地域外に居住するものは含まないという属地限定性、またi自

のコミュニティ(農村社会)の成員以外は含まないという属人限定性で、ある。

本研究で新たに地域主体という概念を提示したのは、この属人限定性、属地限

定性という前提条件を取り払い、共}露意識のある主体、生活空間を体験する

体を包括した地域コミュニテイの構築を図らねばならないという考えに基づく

ものである。

本研究では、農業センサスにおける農業集落の定義を指示するものである

が、集落からの転出者であっても集落に対して共属意識のある転出者をも含ん

で地域主体としている点、で、集落概念をそのまま受け入れるもので誌ない。
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2節 集落域の空間概念

1. 集落域の空間概念

本研究では、集落社会に対応する生活空間を集落域と定義している。集落

域は、人家が集まっている狭義の集落空間とは異なり、農地や山林、海浜も

んだ(広義の)集落空間をいう。ただし、集落域は集落の成員が所有する土地

の集積をすべてを含むものではない。

集落に属する土地には一定の範留がある。この範囲が集落域であり、それ

から外の土地とは区別される。集落の成員の土地認識にも、出作、入り作とい

う言葉があるように、これは集落の土地、これは外というような土地意識の区

分がなされている。

土地には、その所有者がおり、利用者、管理者がいる。また、土地は、

限であり、かっ連続して存在している。このような土地の本質的な性格から、

ある土地の存在が周閣に対して影響を及ぼすことは当然のことである。その影

には、周辺の土地の利用形態を規定するという土地の利用と配置に対する

と、その土地の容在が生活空間を体験する人に与える影響とがある。このよ

うな接合的な性格をもった土地が、相互に関係し集合して形成されているのが

落域であり、集落空間である。

は、個々の土地が単に集績されているものではなく、相互に連鎖

し、集落域として秩序づけられているのである。その連鎖と秩序づけには、一

定の法則性があるのではないかというのが筆者の作業仮説である。その際、

地相互にどのような連鎖があっ、集合の論理があるのかが問題である。それを

解きあかすことが本研究の関心の一つである。

本研究を進めるうえで筆者は、土地の効用、土地の性格に着目する。

土地の効用とは、所荷による効用、利用による効用、土地が容在すること

による効用の 3つの効用である。所有効用は経済的な効用であり、利用効用は

生活的・空間的効用、土地が周辺の土地や人に与える影響は容在効用である。

また土地には、空間的性格、社会的性格、意識的性格が内在していると

える。土地の空間的性格は、その立地、利用形態などから把握される。また、

土地の社会的性格は、土地と所有者・利用者との結びつきから理解される。同

じ土地であってもその所有者が不在地主である場合と集落の成員の場合では、

丹、
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土地

図 1-2-1 土地の 3つの効用 図 1-2-2 土地の 3つの性格

土地の社会的性格が異なるわけである。土地の意識的性格とは、先に述べた出

作、入り作などの意識、土地に対する信仰、土地を資産・高品とみるか生活基

盤とみるかといった土地観をいう o

空間的性格、社会的性格、意識的性格を複合して備える土地が集合して

落域を播成している。そのことは、統一されて形成された集落域(集落空間)

も、社会的、意識的性格を内在させていることが想定できる。すなわち、

間は、 日常の生活・生産活動の物的空間であると同時に、生産関係・社会

係が空間に投影した社会空間や、民衆の信仰や地域社会の共同性を空間に投影

させた意識空間と考えられる。社会空間としての集落域は社会構造との対応か

ら把握され、所有地の分布やそのまとまり方、私有地と共有地の立地形態、

間利用の単位(社会集団)との対応

などから社会空間の組立てが理解で

きる。また、意識空間としての

域は、地名(生活地名 4章で詳し

く論じる)や器保空間の分布や土地

に対する所有者の意識(家産として

維持したい、資産として運用したい、

自由に利用できる、周りに配慮して

利用しなければならないなどの土地

利用、土地所有の意識)の把握によ

って理解できる。

本研究では既に「集落域j を、

「住居群・共同施設・農地・山林等 図工 2-3 集落域の空間競念
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の一体となった地域空間のまとまりの単位であり、地域社会であるムラに対応

する生活空間の基礎的単位j と定義した。ここではさらに、土地の複合的性格

を踏まえて、集落域(=集落空間)を、物的空間、社会空間、意識空間が重層

し、統一された空間概念として捉えたい。

2. 集落空間の概念モデル

2-1 集落の多面性と集落モデル

集落空間を対象とする研究分野は多岐にわたっている。建築学では「生活

空間の要J、地理学では「地域の基盤j 、民俗学では「文化の基盤J、経済

では「生産の基盤J としての集落が認識の出発点となっており、集落の多様な

側面のどこに切口を求めて本質を理解しようとするかはそれぞれの学問の国

な課題に対応して異なっている。研究の関心が異なっても集落を対象に、その

実体を明らかにしようとしている点では共通である。

多種多捺な集落研究が容在するなかで、集落認識を空間イメ…ジを伴った

模式国・概念図・モデル図として表現し、築港の理解を F図j に集約して示そ

うとする試みは共通して穿在している。ここでは、集落を対象とする既往研究

の成果としてだされたモデル図から先に示した集落域の空間概念を検討したい。

2":"'2 集落モデルの分類

これまでに発表されている諾々の集落モデルを整理すると、建築学・地理

学は、集務空間の物的空間としての側面に重きをおき、民俗学や人類学では、

落空間の意識空間としての側面を重視してきたといえる。また、集務の社会

播造・人間関係に焦点をあわせて研究してきた社会学・人類学においては、社

会組織の属地的な対応を示した組織関などが発表されている。集落空間の社会

空間としての側面については、生産様式の変容に対応した(集器)モデルが経

済学の分野で多く提出されている。例えば、マックス・ウェーパーによる中世

ドイツ村落のモデル図は、生産の基盤となる土地の占有形態と生産関係の解明

を目的としたモデルで、生産関係の空間への投影を表現したものである。

最近の各研究分野の特撤誌、それぞれの国有の対象領域と隣接する学問と

の境界領域、もしくは他の領域との相互関係からそれぞれの固有の対象領域の

問題にアブローチする点にある。例えば、柳田国男のムラ、ノラ、ヤマのムラ

認識は、 「ことばの認識 j として流布していたが、近年、福田アジオによって

空間イメージを伴ったムラ領域のモデルとして再認識されている。福田アジオ
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図1-2-4司.?:t-J¥"ーによる中世ゲルマンの

村器モデル国

関1-2-5ムラの領域の模式関

(揺田アジオ)

は、民信現象をこのような空間モデルの設定 C{，反説)によってより明確に説明

しうると指摘している。

集落空間は、物的空間の位相と社会空間の位相と意識空間の位相が相互に

関し、総部としての集落空間の構造が形成されているものと考えられる。

そのことからすると、閤有の空間(例えば、民俗学・人類学における意識

空間)の解明は、空間の一つの位棺のみを対象するだけではその本質は解明で

きない。そういった意味で、近年の関連分野の総合北の機運は、評価しうる頗

向である。

以下では、集落空間の物的空間、社会空間、意識空間という三つの位相

簡に着目して、これまでに発表されて集落空間のモデル図の事例を紹介し、モ

デル図による集落認識の成果を整理する。

2-3 物的空間としての集落モデル(土地利用モデル)

集落空間の空間配量、空間構成を利用形態や空間の質(空間の意味)に

目して模式的に表わしたモデルは、 -地理学の分野において数多く提示

されている。

ここでは、現地調査・地図分析・観察によって作成された現況図(ありの

ままの空間的記述)から、そこに内在する理論を読み取った結果を再編し、空

間的に説明する手段としてモデル関が使われることが多い。

この種のモデルには、集落空間の観察、実態調査のまとめとして、援雑な

落空間を簡略化・単純化して捉える空間構成の模式図が基本となる。集落調

の一次情報は現況国としてまとめられるが、複雑な現況留を抽象化し、空間

にある種の重み付けをして整理したものが模式函・概念図である。
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次に示すモデルは、東京教育大学地理学教室が永年にわたっておこなった

伊豆半島の沿岸集落の調査研究を時系列的にまとめ、主として土地利用と土地

所有の変容をモデル的に示したものである。

この研究は、共同体的組織を基礎として、海域から山域まで多様な環境資

源を活用してきた沿岸集落の変貌の姿を、空間生態論的な立場から分析したも

のである。高度経済成長の過程で観光化を軸に変貌した集落の生態を、場所的

環境と生産活動との関係の変化に着目してモデル図にまとめている。

まず、尾留}f[.山本らによる白浜・原田地区の土地利用模式図を紹介する。

ここで作成された模式図は、 1955年、 1964年および1972年の土地利用現況調査

を基礎に作成されたものである。 1964年の白浜・原田地区の土地利用模式図で

は、集落とその前面の専用漁場を共同体の核としてとして、多目的に利用され

た砂浜(浜地)、集溶周辺および緩傾斜地の水田・畑、茅場や農業用の採取地、

薪炭の原料となる雑木林が立地し共有地の多く立地する山域によって構成され

(ア)1964年当時の土地利用現況鴎

(イ)1972年当時の土地利用現況関

図工 -2 6 南

従来の土地利用模式問(1955年、 1964年調査)

沖合

1972年当時の土地利用摸式図

沖合

F:::;:;:J所有権の移動由回航的手IJffl eヨ利潟械

落の土地科用の変化(現況と模式図)
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れている。

桜井の事例は、過去と現況の実態把握からその模式化(現状認識のモデル

化)、理念型(理念モデル)の提示へと論理展開されてお今、現状認識から計

画へのプロセスを考えるうえでも示唆にとんでいる。

上記の事例では、現地調査によって描かれた現況図から集落空間を読み取

った結果を説明する手段としてモデル関(模式図)が用いられている。すなわ

ち、詳細な観察・調査結果を一次的に記述した現況図を、空間の意味を理解し

たうえで再編し、その論理を空間イメージをともなった図として表現したもの

がモデル図(摸式図)である。

2-2 社会空間としての集落モデル

社会空間としての集落モデルとしては、社会組織の空間的なまとまりや、

器域の土地所有配置などを示したものがある。

ここでは、社会地理学の分野で示された、水津、浜谷のモデルを紹介する。

このモデルは、実体としてのムラと行政区域(I日村、大字)との関連を類型し

たもので、 f標準型J、 「煙山村型J、 「須恵村型j のムラ類型を閉式化して

いる。襟準型は、ムラの領域と大字が一致するもので、須恵村型は、一つの大

の内に複数のムラが含まれる

ものである。煙山型は、

に近くムラと大字が空間的に

致しているが、その中に複数の

小さい自律性の高い小

まれるものをいう o 須恵村はエ

ンブリ、煙山村は中村吉治の調

によって紹介されたムラで、

類型の命名は水津によるもので

ある。

中島、斎藤らによる熊本県

五木村の集落空間構造のモデル

は、掻めて階屠性の高い旧焼畑

集落の空間構造を、 「名子制度J

との関係において示したもので、

!日旦那家を中心とした空間播成

一大字(田村)ームラ | のモデル図を提示している。こ

図1-2-8水津・浜谷によるムラの空間類型図 れは、機能空間としての集落

(ア)水津による藩政村の類型箆 (1955年)

標j~立JJ;~ 煩111村烈 須恵村監
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旧毘那家

旧旦那家所有地

墓地(共用)

共用地
@ー→支線 (ア)空間構造モデル罰

図1-2-9 中島・斉藤による五木村の空間構造モデル

(イ)土地所有関保留(出ル羽)

閣と社会

える。

としての集藷空間の総体として 間の構成を示したものとい

2-3 意識空間としての集落モデル(空間認識のモデル)

の意識空間としての側面に着目した空間認識モデルは、民裕学、人類

を中心に数多く提示されている。社会人類学においては、 E. R. 1)ーチの

タブ…論を基礎に、村武精ーが集落の社会的・象徴的秩序の同心円構造のモデ

ルを提示しており、経済人類学においては、末松達広が地名分析によって焼畑

落の空間認識モデルを提示している。

村武精ーは、 『祭杷空間の構造』のなかで¥ リーチのダイヤグラムを空間

論的な同心円講造のモデ、ルに置き換え、日本の集落と宗教的世界観の解読のた

めの基本的な手がかりとしている。そして、大佐倉集落を事例に、集溶の社会

的・祭祇的空間構成のモデル

を提示している。このモデル

は、民俗的な空間認識の分類

を、 く山〉とく水>を基軸と

し、 く内>、 く境>、 く外〉

によって構成される同心円構 A (叫) 予

造として示したものである。

村武は、儀礼およびそれ

がもたらす祭杷空間が、現実

の社会、つまり、 くこの世> 関1-2-10 リーチのゲイ?ゲラム
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(ア)リーチのダイヤクラムの空鶴論的関心円構造モデル

〈水〉

N 

(イ)大佐倉集落の社会的・祭秘的空関の再編モデル

図工… 211

所覆
市
H
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抽

押

し

社
畑
地
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神

道

み

門

⑪

@

(ウ)大佐倉集落悶 t主:電車線路は省略した.

の社会的・祭柁的空間の再編モデル

を社会的iこ構造化している側面の全体性をく社会的・象徴的秩序〉として、そ

の秩序の内的論理とその生成を解読することを目標としている。また、社会構

造を家族・親族・地域社会・その他の諮組織のたんなる集合的形態ではなく、

日常的な諸生活をふまえて、さらに非日常的な世界をふくむような全世界の構

造ととらえ、人々の生活空間としての集務の社会的・象徴的秩序の解明を切り

口に、社会構造の意味を再考しようとしている。

の社会的・象徴的秩序の再構成モデルは、社会構造の規範モデルであ

り、現実の集落空間では既に解体されてしまっている。しかし、モデんと現

を比較することによって、その解体要因と社会生活及び文化の流れを探ること

が可能となり、社会構造の発展の方向を読み取る手がかりとなる。

くムラ空間の環境認識の変遷〉

末原達郎は、 「日本のムラにおける環境認識の変遷J (石毛直道編『環境

4
2よ

A斗
ゐ



と文化』所収)のなかで¥ザイ

ショ、マワリヤマ、 トオヤマに

よるムラ空間の三つの領域区分

を示している。ここでは、岐阜

県石徹白(いとしろ)を事例に、

ムラピトの土地に対する呼称と

地形、土地利用の対応に着目し、

落を中心に田、畑がひろがる

ザイショ、雑木林、焼畑耕作地

が位置するマワリヤマ、その外

縁の高地に位置するトオヤマに

ムラ空間を分類している。土地

に対する呼称は、きめこまやか

につけられており、戸数 160の

ムうで末原は 227の地名を採取

している。

中間に位置するワワリヤマ

は、一般的に里山と総称される

もので、昭和30年代半ばまでは、

茅場、燃料採取の場としてムラ

ピトの生活と深い結び付きがあ

った領域である。しかしながら、

昭和初年代半ばから急速にマワ

リヤマは、その意味を失いだし、

ムラ空間は、ザイショとヤマの

ニつの領域区分に再編されつつ

あることが指摘されている。と

同時に、ヤマに子学在した多くの

地名は若者に共有されなくなり、

ヤマという総称;こ統合された。

このような空間認識の変化は、

地名の消滅、再編に対応し、ム

ラ空間の領域区分そのものが再

編されることになったのである。

の末原の事例からは、

トオヤマ、マワリヤマ、ザイショの

範囲と地名分布(文献(8)より)

石徹自の土地利用の模式闇(ヤマ

パタ時代) (文献(8)より)

石徹自の土地利用の模式図(現在)

(文献(8)より)

図1-2-12 ムラの環境認識モデル(末松)
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生産様式、生活様式の変化にともなって、土地利用の変化(低下)→空間意識

の希薄化→地名の消滅、統合→領域区分の再編という集落空間の構造発展の構

図を読み取ることができ興味深い。

一方、建築学においては、地名に着目した空間認識モデルが示されている

他、共同空間や信仰空間の立地に着話した空間認識モデルが提示されている。

集落・地域計画において地名に着目することは、土地に刻まれた歴史を知

視覚の方向性

る手がかり得たり、住民の日常生活

空間の組立を理解する手がかつであ

るばかりでなく、計画者と住民の

間認識を結び付ける架け播としても

きわめて重要である。この点、につい

ては 4章において詳しく述べる。

地名の研究は、柳田国男、鏡味

完二、千葉徳爾等によって興味深い

研究の蓄績があり、空間認識の解明

にとって重要な手がかりとなるもの

といえる。建築学における地名研究

は、地域住民の土地に対する呼び名

を収集し、収集した地名の分布密

国1-2-14 空間言語の分布講成モデル や、地名の由来などから、日常生活

っ‘u
d
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空間の認識構造を明かにしようとした平井の「方言地名Jの研究、寺門・後藤

の「空間言語Jの研究、筆者・重村の「生活地名Jの研究などがある。寺門・

後藤の研究は、 「長い歴史の中で特定集団が、彼らの共有の空間につけ、受け

継がれてきたく地景>の名称Jを「空間言語J と定義し、集落景観の講成とそ

の意味を探ることを目的としている。研究対象として多摩市落合集落を選び、

生活との密着性の肴薄な土地の空間言語が喪失していること、集落の視覚の焦

点、に信仰空間(稲荷神社)が立地していることが明らかにされている。

2-4 モデル図のもつ

これまでみてきたように、集落研究において、集落認識を空間イメージを

停った接式図・概念図・モデル図として表現することは広く行なわれており、

落の理解を「図J lこ集約して示そうとする試みは共通して存在している。

その際、モデルは、定義や概念を補完的に効果的に説明する手段となる。

我々が対象とする集器空間のような複雑な仕組みをもっ対象を説明しようとす

るとき、図を伴って説明するモデル化の方法はきわめて有効で、ある。

現地調査・地図分析・観察によって作成された現況図(ありのままの空間

的記述)から、そこに内在する理論を読み取った結果を再編し、空間的に説明

する手段としてモデル図が使われる。

空間のモデルは、数量化理論に基づくモヂルとは大きく異なっている。

モデルは、数値かしうる要素を抽出し、集落(地域)の性格を代表させ

て普遍的なモデルをして分析する。そこでは、当然、数値として読み替え可能

な情報に限定されて対象を分析する。ぞれに対して集器空間のモデルは、現地

調査によって、そこに住む人々の話や観察から調査者・研究者が空間構成と

開成立の意味と論理を f読み取る j ことを基本とする。すなわち、集落空間の

概念モデルは、集藷住民という主体と空間の結び付きを前提とした空間認識で

あり、生活と空間の観察を方法に取り込んだものである。

集落空間は、たえずそこに鹿住する人々、すなわち地域の主体との関連で

間をとらえることが必要で、あり、物的な空間や数値化しうる空間情報のみの

理解では不十分なのである。

，

Aム

d
斗

A



3. 集落域の空間概念の計画学的意義

集落域の空間概念を物的空間、社会的空間、意識的空間の重層した 3つの

位相空間として新たに提起した背景には、従来の計画学における土地認識が物

的空間の側面に嬬重しており、土地の性格の理解が不十分であったという

の認識がある。以下では、集落域の空間概念の計画学的意義についてのべてみ

たい。

3-1 生活空間の変容メカニズム

建築学(計画分野)の方法論的

特質の一つは、空間を媒介に生活と 生括的側面

社会をとらえることにあり、空間の 生産的側面

計画を通じて生活と社会の発展に寄

することにその目的をおく o そし

て、空間と社会、空間と生活の関係

を分析し、そのなかに容在する

の発見から空間計画の指針を抽出す

る の基本的な考え方は、右に

した 2つの図に端的に示されてい

る。

国 1-2-15は、 留学

一- ー' ・ 薄手書官、1 了布告1¥唱簿輔醐問問問問司 王ごl同jD一 一

におけるモデル留で¥空間と生活行 図1-2-15 行為と空間の対応(浦・荻原)

為の間の矛婚と空間発展のとらえ方

を示しており、関 1-2-16は、

生活要求の発展に伴う住まいと住み

方の間の矛盾と住まいと住み方の弁

証法的発展の播図を示した広原盛明

のモデル図である。

このモデル閣と関連させて、

落空間の変容メカニズムについて考

えてみる。 図1-2-16 住まいと住み方の発展モデル

空間は、生産様式、生活様

式、定住様式の発展に伴ってたえず変容・運動しており、自にみえる物的空間

の変容は、同時lこ社会空間としての空間変容と意識空間としての空間変容を伴

うo また、物的空間の変容自体、従前の構造的関係を有していた社会空間や

「
同
U

4
4
4
 



識空間に規定されている。集落空間は、

このような三つの位相空間の「ずれJ

(矛属)が要因となって変容し、三者

の空間構成が整合性を獲得した場合、

落の空間講造は安定する。

例えば、農地空間の変容、農地の

住宅地としての転用・売買について

えてみると次のように説明できる。

物的空間変容としての農地の宅地

への転用は、土地の利用形態を変容さ

せ、同時に所有形態をもかえる。しか

し、農地を自分で転用するのか、また

他人に売ってしまうのかといった問題

は、土地に対する意識

(土地観)が大きく

するのである。この

場合、土地を売る相

内の人なのか外

部の人なのかといった

国の(空間的)

帰属や、対象となる

地が集落内の土地なの

か集落外に所有する

地なのかといった土地

の空間立地的な問題も

土地の取り扱いを判断

するうえで大きく

する。このように、物

関1-2-17 空間構造の

的空間の変容(農地から宅地への転用)は、社会空間(土地所有者の属する社

国一空間的帰属、土地所有の空間的立地)や意識空間(土地観)との関係

に強く規定されているのである。

空間計画の対象となる空間は、等舗な均質空間ではなく意味ある髄性

問であり、先に示した三つの位相空間の統一体としての「盟決沼市iニ

に構造的に組み込まれている。集落空間の「モデル化 j は、こうした集落空間

の持つ意味を構造的に把握することによって、 「空間の構造Jを空間イメージ
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として認識するうえでの有用な方法である。

また、建築学における集落研究や空間計画では、その空間形態が問題とな

るが、空間の物的・機能的な側面、表面的・可視的な側面の理解だけでは、

関の意味、性質を理解することはできない。計画の対象となる空間は、歴史の

なかで運動する生きた集落空間であり、集落空間の発展メカニズムと空間と社

会・生活との間の矛盾の発見は、空間計画の出発点であるといえる。その意味

では、可視的な空間の深層、背景を把握することが重要で、ある。

3-2 集落域の空間概念と土地利用計画

集務域の空間概念を用いることによって、土地利用計画は以下のように

えることができる。

土地利用計画は、土地の利用形態、配置形態を決定する物的・機能的空間

の計画である。しかし同時に社会関係の空間調整(土地所有者間の調整)も必

とする。一方、計酒実現の前提となる土地所有者の土地利用意向は、土地観

に大きく左右される。たとえば、先祖怯来の土地と購入したばかりの土地では

土地に対する意識が異なるし、集落域に位置する土地と集落外に所有する土地

でも土地に対する意識は大きく遣う o このように土地に対する意識も、土地利

用計画を策定する際には、重要な意味をもっo

は、物的空間、社会空間、意識空間としての の空間構成が

バランスをとり、相互の整合性を獲得している場合にその構造は安定し、

としての集落空間が秩序づけられる。しかし、物的空間、社会空間、意識空間

のバランスが崩れた場合、その秩序が変容するという彼説から、土地利用の

メカニズムを考察することが可能である。

伊jえば、集落における人口・世帯の流出や流入は、従来の土地と人間の関

係を変化させ、安定した地域社会が播築していた生活空間や土地利用のバラン

スをも変容させる。人口減少の著しい過疎山村では、地域社会が脆弱化し、

落内での日常生活、土地の活用・管理、集務の共同作業に支えられていた道路

・水路などの環境基盤の維持・管理が深刻な問題となっている。このような

地管理上の問題は、土地(空間)と人間(社会)のバランスの崩壊によって耕

作放棄地の出現や土地の売却として顕在化する。そして、このような空間変

は、住居、住居周辺、集落外縁といった空間構成と結び付いて現象化し、物的

空間、社会空間、意識空間の新たな関係を形成するのである。この関係が合理

性をもったものか否かによって、整合した空間か混乱した空間かが判密される。

集落域の空間概念を用いることによって、集落域の空間秩序の実体、変容

のメカニズムを理解する手がかりがえられるものと筆者は考えている。



集落の土地利用計画は、物的・機能的空間の計画を主な内容とするが、社

会空間や意識空間としての集落空間の構成をも読み取り、相互の整合性を獲得

することが極めて重要である。そして土地利用の永続性・安定性は、物的空間、

社会空間、意識空間の整合性がとれた集落域の空間秩序(集落土地利用秩序)

の3隻得;こよってもたらされるものと考えられる。
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本研究では、地域主体を「一定の地域空間を体験する共属意識をもった摺

人及び集団の累讃体・統一体J と定義し、地域主体の者在が生活環境形成の推

進力となり、その性格が生活環境を特徴づけるという仮説に基づいて考察を進

めている。本研究の関心は、地域主体としての集落の性格、集落の空間形成に

おける地域主体の役割、そして形成された集落空間の実体とそこに内在する

間形成の論理にある。このような集落(地域主体)の社会的、空間的な性格を

理解するためには計画学のみならず¥関連諸学の研究成果からも学ぶべきこと

が多い。

を対象とする研究は多岐にわたるが、集落空間、集落社会、集落の生

活・生産のいづれかの側面に焦点を定め、研究が展開されている。集落社会に

ついては社会学、集落生活については民俗学、農業生産については農

業経済学が、それぞれの学問の固有の課題と関連づけて集器研究に取り組ん

でいる。また歴史研究においても具体的な村落景観に着目した研究が近年進め

られている。集活の空間・社会・生活は、相互に結び付いて成立しており、

然、集落の一つの側面だけを捉えるのでは、対象の本質の解明は菌難である。

総合的な集務認識、隣接研究分野の成果の把握が研究の前提(基礎認識)とな

る。

1章 3節では、集落域の空間概念との関連からモデル図に着目して関連研

究分野の成果を示した。本章では、特に地域主体としての集落に焦点をあわせ

て関連諸学の研究成果を整理する。

本研究は、都市・農村計画、生活環境計画において、コミュニティスケー

ルの生活空間が、住民の生活に最も密着ているにも関わらず¥その計画理論、

計画制度において確立していないという問題意識から研究を進めている。どう

して日常生活に密着した地域社会が地域づくりの単位として定着しなかったの

か、その問題の根底には、地域社会がどのような性格のものとして理解されて

きたのかを関わねばならない。 2節では、わが留の戦後復興から 1950年代に焦

点をあわせて、地域主体の性格がどのように理解され、方向づけられたのか、

その理論的・歴史的背景について特仁注意を払いたい。





民日

1. 集落研究の関連

における 落研究の成

集落を研究対象にする学問分野は多岐にわたっている。表 2-1-1に関

連諸学の集落への主要な関心を示した。

集落空間に関しては、地理学(集落地理学、社会地理学、歴史地理学)、

社会播造に関しては、農村社会学、民俗学、人類学、共同体に関しては、歴史

学、民俗学、社会学、経済史学の分野での研究蓄績が多い。また、共有地の経

営、入会権問題、共同体的規制等を扱った林業経営、農業経営、法社会学分野

の研究にも興味深い成果が発表されている。

百点 研究分野

生活空間の要

地域の基盤 地理学

社会の基盤 社会学・人

文化の基盤 民俗学・人

歴史の基盤 歴史学

の基盤 農林経 経済

権利の基盤 法社会学

図 2-1-1 研究の着眼点

本研究では、地域主体としての集落、

面に着目していることから、集落空間

目する耕究を題材に、これまでの

る論点、を確認することにする。

ここでは特に本研究との関連がつよい地理学、社会学、歴史学、民俗学の

要研究を取り上げる。

空間の物的・社会的・意志的側

目する研究、社会構造・共同体に

の研究成果と地域主体-共同体を巡
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2. 地理学における集落研究

2-1 概況

地理学における集落研究は、集落地理学、歴史地理学、社会地理学の研究

分野に分けられる。そのなかでも集落研究の中心となってきたのは集落地理学

である。集落地理学は、都市地理学と村落地理学に区分されているが、その中

心は、農山漁村地域の集落(村落)を対象とするものである。

わが国の集落地理学は、新渡戸稲造の『農業本論』を出発点として、萌芽

期、創世期の研究、戦後の確立期の研究、その後の発展・転換期の研究へと展

開する。特に、 1955年(昭和初年)前後には、木内借蔵・藤関謙二郎・矢鳴仁

r集器地理学講鹿 (4巻) dlをはじめ、 r人口・集落地理 dl (木内信蔵

編著、朝倉書語、 1955年)など、集落地理学の体系的な成果が数多く結実して

いる。そして、 日957年に日本で関かれた国際地理学会議がそれまでの日本に

おける地理学の成果が国際水準に到達したことを確認する場となった j と米

二郎は述べている。(米倉二郎(歴史地理学[J東亜の集落』、 1960年、

今書院)

矢嶋仁吉は、主著 r集落地理学 dl (1956年、古今書採)において、

理学の使命を、 f①人類の居住地域が如何にして成立し、発展したか、

は如何なる形態をしているか、③集落は如何なる土地に分布しているか、④集

落は如何なる機能を有しているかという問題を、地理的環境に関係づけて研究

すること J と主張し、 「集落の分布、形態、機能および立地の態容や、その発

達過程等と土地との関係を究明すること j が集落地理学の役割であると述べて

いる。

一方、歴史地理学の研究視点は、 「地理学は世界の空間的認識の学である

のに対して、歴史学はその時間的認識の学として一応区別することができょう

が、地理学と歴史学は、その本質からたがいに描足し合うべき関係にあることJ

「時間と空間とは互いに他を内忽することによってはじめて実在し得るもので

ある J という米倉二郎の言葉に集約される。

生活空間を対象とする生活環境計画、都市・地域計画の分野と地理空間(

地域)を対象とする地理学とは、その対象領域を地域空間に求める点で共通し

ている。地域計画分野にとって、地理学の研究成果・蓄積から多くの点を学ぶ

ことができ、特に、集器地理学の創世期には、研究方法論、集落認識論のレベ

ルで注目に値する先駆的研究が多く存在している。筆者が特に注目したいのは、

新渡戸稲造、小田内通敏らの創世期の研究と水津一郎らの社会地理学の研究で

ある。
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2-2 萌芽期・創世期の集落地理学

(工)新渡戸稲造と郷土会

農政学者である新渡戸稲造の『農業本論Jl (1900年)は、わが国集落地理

学の先駆的論文として評倍されるものである。新渡戸稲造は、柳田国男と共に

郷土会をつくり、民俗学・地理学の創世期において重要な役割を担った。この

郷土会に参加した小田内通敏は、 『緊落と地理』、 『郷土地理研究法J等の名

を著すとともに、生活からみた地理学の体系を提示した。一方、郷土会・白

芽会には建築学の分野から今和次郎も参加しており、今が r日本の民家Jを

す契機となっている。今の生活学的研究姿勢は、その後、吉政隆正、佐々

彦、さらに地井、寺門、重村、富接らへと受け継がれ今日に至っている。

( 2 )小田内通敏の集落研究一視点と方法

して高く評価され 図2-1 2 J 
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る著作であるo [j'郷土地理研究』において、小田内通敏は、生活研究における

大地との交渉の究明の重要性、特に鄭土の風土と生活との関係の実証の重要性

を主張している。そしてハーパートソンの「地理学の方法は分析よりも綜合に

きをおかなければならない。(中略)地理学的綜合の最も重要な所以はそれ

に地球面上の現象の群の空間的相関関係が含まるるからである。 J という

を引用し、生活究明の科学として人文地理学の方法的特徴をあげている。

小田内通敏は、郷土生活の基本単位として「一軒屋J 目し、その集合

体として集落を捉えている。図 2-1-2に示すように小田内通敏の「一軒屋J

は、屋敷と周辺農地・山林をセ、ソトで捉えるものである。小田内の研究は、地

形断面と平面を併記した閣を多く用いて郷土生活の記述的説明を行うのが特徴

である。また小田内の地域認識の特徴は、住居を中心とした地域認識にあると

いえる。一軒媛、すなわち、住居・屋敷地・農地・山林を一つのまとまりとし

た「郷土の単位J として捉え、 「これと関係深い其の付近の民家を形造る人

とそれらの立っている土地、即ち一群の住民と一定の土地とが、ここに特定の

鄭土を生み出すJ という f郷土観念 j を基本認識としているのである。

小田内の郷土の捉え方の特徴を整理すると、第一に住居を基礎とする生活

から郷土を捉える視点、第二に住居・屋敷地・菜園・田畑・山林を郷土(空間)

の単位とする捉え方、第三に上記の郷土の単位の根源に郷土愛・郷土観があり、

それらの総合によって郷土を認識している点をあげることができる。また、小

関内過敏の「学校の容在する小さな地方地方は地理学の研究室である j 、 「新

しい日本の緊落地理学への建設の一路は、実に忠実にその素材たるべき緊落地

理的事実の観察と記述と思索とに待たなければならない。」という言葉に、氏

の研究姿勢がうかがえる。

( 3 )景観地理学の成果

その勉、創世期から確立期にかけて注呂しなければならない研究に、形態

・景観研究がある。景観地理学の立場から集落の形態研究の体系化が辻村太

郎、能登志雄、綿貫勇彦らによって行われた。綿貫第彦の r集落地理学Jl (昭

和 8年、中興館、増補版・昭和24年、矢島書房)は、自然科学的方法と社会科

あるいは歴史科学的方法の交錯した領域としての集務形態論を体系化した

作として高く評錨されている。

2 3 社会地理学と水津一部の「基礎地域J

(工)水津一郎の「基礎地域j

水津一郎は、歴史と地理、社会と地理の結び付きを踏まえ、社会地理学の

体系化を試みた。水津は、社会地理学の研究対象を、 「社会集団やその生活そ
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のものではなし大小の社会集団によってたつ地表の場、すなわち社会の生活

空間としての地域でなければならない。 J と主張した。そして、地域科学の基

礎学としての地理学における「地域設定Jの方法論の再検討、社会集団のよっ

てたつ最小地域単元の確認を自らの研究課題とした。

水津は、最小の生活空間としての「基礎地域Jに着目し、 「社会集団のよ

ってたつ最小の地域単元」と定義している。また、基礎地域は、地域集団の単

位空間としての意味をもっ f集団積分体Jであるとしている。

水津誌、①無限にひろがる空間のなかで¥基礎地域に限定された空間規模

が特定の意味をもつこと、②基礎地域を構成する諸要素は地理学的に統合され

る可能性のあることから「基礎地域 j を設定し、基礎地域内の成員がこれらの

地域諸要素を利用して生活する場合、その生活様式はこれらの諸要素の地理的

連鎖の仕組みと拡がりに規制されざるをえないことを主張した。

このような水津の「基礎地域Jの概念は、基礎地域内の成員の生活を基軸

に社会と地域空間を結びつける点で独創的で学べき点が多い。

また水津は、 f生活空間Jを f社会生活のいとなまれる空間的基盤j とし

て捉える。それは、生活空間は地域とは同義であるが、従来の地域が、自然と

社会的要因によってつくられたものとしてのみ規定されがちであり、社会や{国

人を支え、それを規定するものとしての側面がみのがされ易かったという考え

に基づく。

そして基礎地域くムラく大字く行政村の関係を仮定し、具体的な基礎地域

を大字の下部単位にもとめている。基礎地域にもっとも近い具体的な地域単位

はムラ、郷であり、水津は、ムラを、藩政時代から永く逮帯責任で結ばれ、

体性をもった地域社会と捉えている。このような地域設定は、鈴木栄太郎の第

一次社会地区、第二次社会地区の分類とも対応しており興味深い。

( 2 )社会構造と土地利用研究

社会構造との結びつきから土地利用を捉えるという方法論を

的研究として、上野福男、栢馬正胤の研究がある。

した先駆

藤田佳久は、山村土地利用の先駆的研究として上野福男の r高冷地域にお

ける山村の土地利用に関する研究dJ (農林技術研究所報告日 比号、 1955年)を

く評価している。(藤田住久 r日本の山村』地人書房、 1981)

そのポイントを示すと、上野の研究は、①部落は土地の分割利用単位、労

働力交換の単位、共同財産の所有単位であり、村落共同体の地域単位であると

いう認識に基づ、いて、②部落単位に土地利用をとらえていること、③村落共同

体との関係から部落単位の土地利用の分析を行う方法が用いられていることに

集約される。
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本論文の対象集落の…つである四国・中久保集落を先駆的に取り上げた相

馬正胤の土地利用研究も、上野の研究方法を継承するものであり、社会構造と

の関連から土地利用を捉えてた擾れた研究である (4章参照)0 

3. 社会学における集落研究

3… 1 概況

現在の農山漁村集落は、都市化の進展、農業構造の進展に伴って大きく変

容し、地域分化も著しい。比較的均質であったわが国の農村も、過疎化・高齢

化の著しい山村集落、兼業化・混住化の著しい農村、都市化・兼業化が著しく

一部高生産性農業を維持する都市近郊農村、宅地化会非農家の流入が著しい都

市内集落へと地域分化している。

これらの農村では、居住者構成の多様化と土地利用の変容と構造の変化が

顕在化している。このような農村の変貌は、戦後の農地改革・戦後復興を経て、

その後の高度経済成長期を契機に進展したものである。今日の農村集落の社会

的性格を理解するうえでは、当然、その歴史的・社会的・経済的・技術的な腎

を把握することが必要となる。

近代以降のわが国の農村は、いくつかの転機を経験した。経済面・社会面

からは、明治末期の貨幣経済の浸透期、昭和前期の農村恐慌期、終戦産後の

地改革が農村の社会構造に大きな変革をもたらせた。しかし、最大の転機は、

昭和初年以降の高度経済成長期の変革である。その前後で、農村集落の実態は

大きく変化した。現在の農村は農家集団の居住空間から多様な生活スタイルを

もった混住社会の居住空間へと変貌している。

現代の集落は大きく変動しているが、その基盤となっているのは伝統的な

社会構造であり、空間播造である。わが国の農村社会、村落構造の研究は、

村社会学・家族社会学、民俗学等で多くの成果が生み出されてきた。その中で、

特に注自されるのが鈴木栄太郎による『農村社会学原理cll (昭和15年、時潮社、

作集、未来社、 I、 II所収)、有賀喜左衛門の r日本家族制度と小作制度 J

(昭和18年、湾出書房、著作集、未来社、 上 II所収)である。

中国実は、創世期の農村社会学を「鈴木栄太郎、有賀喜左衛門らが、柳田

国男を中心とする民俗学から学びつつ、それを批判的に検討する「モノグラブ

的調査j 研究によって、生活実態の実証的解明を基礎とした農村社会学の体系

化を進めた。当時の農村社会学における主たる対象は、農村社会の最も基礎的

な地域社会単位で、く自主性自律性を有する存在>である自然村としての集落
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と、それを構成する基礎集団としてのく家〉やく家連合〉であった。自然村は、

鈴木栄太郎が提示した村落の理念型であり、モデルである。 J と社会学の立場

から総括している。(中田実極『日本の社会学 6農村』東大出版、 1986年)

3-2 村落構造をめぐる先駆的理論

( 1 )鈴木栄太郎の「自然村j

鈴木栄太郎は、昭和15年に r日本農村社会学原理』を著し、 「自然村J概

念を提示している。鈴木の自然村は、 日常生活におけるさまざまな社会関採、

社会組織が最も凝集した「集団累積体j という理念型である。そして、自然村

に自律的な協同体を形成する精神力を見いだし、社会的・精神的統一体として

自然村を規定した。

鈴木は、①組や小学、②部落や大字、③明治22年の町村制によって新たに

じた行政村によって構成される同心円的な地域構造を示し、第ニの範域を自

然村としている。そして、小学・組単位を第一社会地区、!日村(明治22年の町

村制施行時の行政村)を第三次社会地区とし、その中間に自然村をおさ、

次社会地区と称した。

尚、鈴木は集落を「定住の地域的配置の集合による独立J と捉えている。

( 2 )有賀喜左衛門の村落構造の 2

一方、有賀は、村落を構成する家と家の結合に着目して、村落構造の 2

型を示した。村落構造の 2類型とは、同族結合によって家と家が結び付く担と

議組結合によって成立している型である。

の古典的名著 r日本家族制度と小作制度』は、岩手県石神集落におけ

るモノグラフ的研究を基礎に理論を発展させたものである。有賀の提示した家

合のこ類型は、その後の農村社会講造の理解に大きな影響を与えた。それは、

「同族とは生活上一つの家に他の家が依存する関係、すなわち上下関係に結合

する場合に、本来の系譜関係に結ばれる生活集団であり、組とは家が対等

の関係において結合する生活集団である。従って組を組成する家々の間には相

に系譜関係を持たないのが本来である。 J という有賀の指摘に示された「階

性の明確な同族結合の関係 j と、 「平等対等関係による家の結合J という

の結合関係、の相違にみられる 2つの類型である。

理論は、その後、福武直によって批判的に謎承され、独自の村落類型

論が提示された。

( 3 )鈴木・有賀の現代的評髄

鈴木・有賀の研究は、今日においても貴重な存在である。その理由は、第

点に、今日の集落の基盤となっている近代の村落構造を明らかにしているこ

ハザ
F
h
d
 



と、第二点に、村落構造を鈴木は生活行為や社会組織・社会関係、有賀は家と

家の結合関係、階層関係から分析しており、その後の村落構造の分析に大きな

を与えたことである。さらに鈴木や有賀の研究は、いずれも具体的な農村

(集落)調査のモノグラフ的研究が基礎となっており、モノグラフイ…研究の

方法論を提示している点でも貴重で、ある。鈴木の代表的モノグラフは、岐阜県

加茂郡坂祝村の研究であり、有賀の石神集藷の研究は、今日でも高く評価され

ている。先に紹介した鈴木・有賀の研究は、モノグラフ研究を普遍的な理論に

めた古典である。

さらに、鈴木理論は、現在の集落空間研究にとっても貴重な存在である。

特に筆者は、以下の 3点を高く評錨したい。

第一には、現在の変動する集落の社会的・歴史的基盤となっている近代化

した集落の社会構造の輪郭と機能を明確にしたこと

第二に精神によって統一された集団累積体、すなわち自然村の理念型を

したこと。これは、今日課題となっている地域づくりにおける単位と主体の設

にもつながる概念提示である。

Z に生活、社会、空間、時間の相互関連を考慮した構造的分析の方法を

用いたこと。特に土地に投影させて社会関係や社会集団の寄在を確認する方法

を用いたこと。

鈴木の研究方法は、空間構造との関連から社会構造を捉える視点が明快で

ある。 r諸種の集団相互の関係は、定住する土地の上に投影されているから、

土地に結びつけて考える時、より明鏡に説明することができる。 Jの雷葉に鈴

木の方法的特質が表現されていると筆者は考える。

3-3 戦後の村落構造研究

( 1 )福武による戦前の農村社会学の総括

戦前の鈴木栄太郎、有賀喜左衛門、喜多野清ーらによって理論体系が構

された農村社会学は、終戦産後、福武直によって、その総括がなされ、新たな

展開をみせる。

福武は、戦前の日本の農村社会学を、 F日本資本主義論争が時代の動きに

よっておしつぶされ、民俗学的研究を中心とする郷土研究が全国的におしすす

められてゆくなかで成立 J したと述べ、鈴木栄太郎の r農村社会学原理占、

門の『日本家族制度と小作制度ト喜多野清ーの r日本村落の同族組

織』を先学の業績として挙げる。

特に、鈴木栄太部の業績は、①農村家族の特質や第二次社会地区としての

村の性格を明らかにしたこと、②扱った問題領域の広さにおいて、それらの広
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汎な問題を統一的な学問体系に位置づけたことにおいて高く評価し、 「日本農

村社会学史上不滅の金字塔Jと位置づけている。また、有賀喜左衛門、喜多野

清ーらの家族、同族研究を含め、これらの先駆的研究が、日本農村社会におけ

る人間関係の基本的原型を明らかにした点、を戦前の農村社会学の到達点と総括

している。

福武の戦後における研究の出発点は、有賀理論、鈴木理論の継承的・批判

的総括と、戦後農村社会学の方法論的方向づけであった。

( 2 )福武の村落構造論

福武直の『日本農村の社会的性格J] (1949年)は、従来の農村社会、村落

構造の理論を総括し戦後の農村社会学の方向を示した著作である。

福武理論の特質誌、農業生産力の発展段階に即して、より歴史的発展的に

捉えている点にある。そして、過小農的家族経営と地主小作関係という 2つの

支柱をもっ同族結合がわが閣の農村社会結合の基本的性格であると述べている。

また、福武は、 「村落構造の類型論は、必然的に村落構造の展開論とむす

びつかざるをえない j という考えのもとに、村落の類型は、単なる論理的決疑

論ではなく、①具体的村落の性格を理解するための類型であると問時に、②発

展段階の相遣を示すものであるとの述べ、 「具体的な村の展開を予測するものJ

「農村社会を近代化と民主化への方向におしすすめる方途を探求するものJで

あるとする。そして、以下に示す 2つの村落類裂を示した。

2-1 1 福武誼による村務構造の類型

。同族構造の村落:手作地主の段階における地主小作関係を基盤として、本

家・分家関係が支配従属関係として現象する村

従的結合を中心

北型農村、山間農村

②議結構造の村落:地主小作の身分的関係の後退の上に生ずる過小農の相

の対等な関係が基本となるの村落

な組結合を中心

西高型農村、平地農村

4. 歴史学における集落研究

歴史学において、村落景観に着目した体系的な村落史を著したのが木村礎

である。[f'日本村藷史』は、日本の村落景観が持つ歴史性・特殊具体性にまず
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着目し、そこから共同体の問題を基軸として、日本の歴史の基礎構造の全体的

・全時代的考察を展開したものであり、その後、 『村落景観の史的研究』、 『

日本村落史講座(工 ""9巻) .J]の編著においてその研究視点、の確立と体系化が

進められて。木村の研究は、歴史学と民俗学、地理学を結び付ける「村務J に

目した点で高く評掘でき、計画学にも重要な示唆を与えてくれる。

r日本村落史』は、日本の村落景観が持つ摩史性・特殊具体性にまず着目

し、そこから共同体の問題を基軸として、日本の歴史の基礎構造の全体的・全

時代的考察を展開したものである。ここでは日本村落史を「勤労農民の生活の

場を具体的に調査、復元し、そこに働いていた勤労農民の立場を基軸として歴

史的事象を考察していくことを志す歴史研究のこと J とし、 「村落を明らかに

すると共に、そこから歴史の全体を克る研究J という研究姿勢を打ち出してい

る。そして、具体的な景観研究を重要な要素として持ち、そこに生活する勤労

民の立場を基軸にしてものをみる「方法J と景観復元作業という具体的 f手

法 Jを準備した。

木村の村落史研究の特徴は、 「村議景観の検討J という具体的な方法と f

村落に生活する勤労農民の立場を基軸にしてものをみる j という視鹿の設定に

おいて独創的である。ここでは、耕地・集落・水路・林野等の村落を構成する

具体的諮要素である景観を重んじ、景観を単なる自然でなく、長期にわたる人

間労働の所産として認識され、経営単位、共同体、権力(領主税)の相互関係

を景観研究の基底としている。特に、概念とは、元来無数の実態を理論的に包

摂しているべきであるという認識に基づ、いて、共同体を検証する場を「村落 j

の実態に求めている。(木村は、所有論的共同体論を中核に機能論的共同体論

との統一概念として共同体を捉えている。)

木村は、従来の歴史研究の問題点を以下のように整理し、村落景観研究の

・性格を以下のように指摘している。

く従来の歴史研究の問題点、>

① 権力から村落を眺めるという上位規定的な歴史認識であった。

→村落から権力を問う。

→村落という社会的基底からの日本歴史像の再構築が必

② {国別景観の史的研究は存在するが、概ね断片的であり、歴史の全体性

から切り離された寄在であった

③ 景観復元の重要性や景観変貌の持つ歴史的意味について しなかっ

た

く村落景観に着目する理由〉

① 村落民が大地に刻み込んだ歴史の刻印である
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② 景観復元イ乍業によって、特定の時代における村落民の生活の場を具体

的かっ全体的に認識することが可能である

そして、村落景観研究を「村落民の生活の場所(空間)の研究であるとと

もにその変化(時間)の研究である J として、 「歴史における空間と時間を統

一的に把握するための歴史の方法j と位霊づけている。

木村の提示した歴史研究の方法論は、考古学的時代から近代までの村蕩景

観を整理した形で一貫して提示し、それらの意味を次々に開い、そのことによ

って、日本歴史の全体的認識に迫る方法で、具体的村落景観の復元から全体的

史認識を獲得しようとすることが大きな特徴である。

このなかで木村は、共同体の性格として規定重畳性に蕃目している。 r規

定重畳性Jとは、吉代社会における共同体は古代社会に独自の性格を与えるに

止まらず、中世社会の共同体をも規定し、それによって中世社会全体をも規定

するという性格で f持続性j という言葉や「深い時間性j とも表現されている。

木村の指摘する共同体の規定重畳性という性格は、現代社会においても

な意味をもち、歴史研究と計画研究を結び付ける接点も、この点にあるもの

と考えられる。筆者は、地域計画論の立場から、木村の研究は、村落景観に

摂していること(①単位、②生活)、村落の規定重畳性に着目した歴史認識に

おいて高く評価したい。

5. 民俗学における集落研究

福田アジオは、 吋寺間の民俗学・空間の民俗学dl (木耳社、 1989年)のな

かで、領域と境界の民俗について述べている。福田の研究は、民信学を歴史

の方法論のーっと位置づけ、彼は、重出立証法の限界を指摘し、個別分析法に

よる歴史解明を説く o また、空間を媒介とした具体的アプ口…チ方法をとって

いることが特色である。なかでも、柳田国男の「ムラ・ノラ・ハラ j の村潜認

識を関心円モデルの空間認識として示したことは、彼の研究方法論的特質を端

的に示している。

f日本民俗学は村落研究として展開してきた。しかし村議そのものを研究

対象にしてきたわけではない。村落において伝承されてきた民俗を調査研究し

てきたのである。 J という福田の一説に民俗学における村落研究の揖点が凝縮

している。福田の研究アプ自…チの特質の一つは、空間を媒介に民俗現象を捉

える、民俗現象を空間に落としてみるという点にある。

すなわち、 「配置-位置・空間に着自することによって民俗学の認識を
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理しなおすことによって、今まで見落としていたことが新たにみえてくる可能

性、個別地域の調査研究における空間論的理解の可能性を追求した仮説理論J

が福田の研究の特徴である。

民イ谷学における村落空間論には、 1950年代の涼田敏明「村の境界 J (1957) 

桜田勝徳「村とは何かJ (1958)、1970年代の}ff本彰「村落の領域J (1972)、

鳥越暗之「部落・町内の境界J (1976)、村武精-r祭柁空間の構造 J r集落

の社会的・祭和的播成J (1978)、福田アジオ「村落領域論J (1980 )などが

ある。

民俗学における村落空間論は、福田が f民裕学は、集落そのものを研究対

象とするものではなく、集落に居住する一般入、常民の生活を研究対象に、日

本の基層文化の解明を呂的とする J と指摘するように、空間そのものではなし

聞に投影した基屠文化の解明にあり、常民意識の空間投影にある。

が集落域の空間概念のひとつにあげた意識空間としての集落域は、住

民の土地に対する意識の投影に着目するものである。

l二、でラ Qコ~貰宅或 靖国アジオによるムラの領域の模式図:櫛盟国男による村落分類

柳田国男が「農業経滞と村是J (時代ト農政〉の中で指摘した

ムラの土地を f民居のー集団即ち宅地のある部分Jと「村民が耕

作する回畠j そして「其利用する山林鹿野Jに分類する考え方を

基礎に、福田アジオは、ムラの領域を三重の関心円的構成として

統一的に把握することを試みている。

諸国アジオは、ムラの空間的構成とその社会的意味を考察する

ための恨説として「ムラの領域の三重の同心円構成Jを想定した

福田アジオ 「日本村落の畏俗的構造J(1982) 

lムラの領域の模湖l

〔ムラの領域の三種類}

(1)ムラ

f民居の一集団集落口定住地としての領域

(2)ノラ

「耕作する田畑Jロ耕地=生産地としての領域

(3)ヤマ〈ハラ〉

r利用する山林原野林野口採叡地としての領域

[ムラの領域とは何か}

定義:ムラが占取している土地

性搭:単なる地理的空間ではなく、社

会的空間であり、領はムラ内人

間関係を基本的に規定する。

(JII:本彰の主張〉

〔民俗学に於けるムラ領域の研究]

ムラには村境があり、そこで内と外に

区分され、外からの邪魔なものの内へ

の侵入は阻止されることが常識化した

しかし、村境の内部のあり方について

ムラむあり方との関連で把握しようと

する試みは展開しなかった。

原田敏明の f村の境J(1957)によって

従来通説に依存していた研究に進展が

みらた。 (35P)

原因 「部落に通ずる道の村境のとこ

ろが社会生活の中心となる j

「その村が神聖であるのに対し

では、境の外を不滞の場所とし

境の内に対しては何らかこれに

対抗するもの、これに禍を及ぼ

すものという関係におかれてい

るJ

Jl/本彰、守田志郎の領域の捉え方

家々が経営する耕地を中心にする。

民協学に於ける領域の捉え方

現実的な地境より常民の生活におけ

る心理的村境に着目する鱒向。

図2-1-3 民{谷学におけるムラの領域
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2鯖地域主体 e 同体論の展開と論点

工.地域主体としての共同体論

わが国の都市・農村計画、生活環境計画において、これまでコミュニテイ

スケールの生活空間の計画理論、計画制度が確立していない理由には、コミユ

ニュティを育成する視点が欠落していたことが挙げられる。それはコミュニテ

イが個人の自由を束縛するとともに経済の発展を阻害するという考えが基本に

あったものと考えられる。その根拠となったのは、戦後復興から 1950年代にか

けての共同体をめぐる理論であった。当時の共同体の研究は、経済発展の歴史

的段階との対応から経済学、社会学、歴史学を中心に展開された。

木村礎は、歴史研究としての共同体論として、①マルクスの「資本主義的

に先行する語形態j をはじめとする共同体論、②大塚久雄の r共同体の

礎理論J、③中村吉治 r日本の村落共同体』をあげ、 「共同体は前近代の問

という認識は、マルクス、 M.ウェーヴアーの理論を根拠に、大塚久雄が前近

代の社会構造を解明する鍵としてく近代資本主義社会に到達すれば共同体は解

体される。あるいは、共同体の解体が近代資本主義社会を生む>という考え方、

共同体の問題を提起したことの影響がつよい。そしてく共同体は舘人の自立に

とって害惑しかもたらさないから、そのようなものが現代に残っていれば、そ

れは早急に解体せねばならぬ。総じて、共同体は封建性と問機に悪しきもので

ある。>[j"共同体の崩壊があってはじめて個の自立が成り立つ』という認識が

1950年前後には一般的であった。 J と述べている([j"日本村落史Jl) 0 

また、中田実は社会学分野から、 r 1950年代から60年代にかけて村落共同

体論が社会科学分野の論点とされた。これは、マルクスの「資本制生産に先行

する諮形態J、 M. ウェーパーの r一般社会経済史要論(上下) Jl (原著1924

年、邦訳昭和 2年)への理解と、わが国の戦後状況への適用という側面から、

社会科学全体の関心となった。村落共同体論は、わが閣の近代化論と結び付い

て論議された。当時の共同体論は、主としてマルクスの共同体論の理解として

だされた大塚久雄、福武直の理論とそれに対する批判に大別される。そして現

には、農地改革を経た村務社会を如荷なる観点から評価するかという問題と

つながる。大塚、福武を代表とする共同体認識は、前近代的、半封建的性格を

もち、経済発展を阻害するものであった。そこから導きだされたのは村落解体、
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農民解放の政策要求である。それに対する一方の理論は、 「部落連帯Jを生か

した方途の模索、村落共同体の評錨論である j と総括している。(筆者要約、

中田実「概説 日本の社会学 農村J、 r日本の社会学 6 農村J東大出版、

1986年)

また、岩本出輝は、 「共同体は、第二次世界大戦後の民主化の過誼で、人

間開放の阻害要因として部落体制の打破や家族制度の解体という実践的課題と

結びついて論議されてきた。それが、 1970年代後半、高度経済成長の矛盾が顕

在化した時代において、現代の混迷を脱却するための拠点、として復権や再評価

をもとめる声が強まった J と戦後の共同体論の展開を共同体評価の負から正へ

の転換と概括している。([J村と土地の社会史』乃木書房、 1989年)

は、地域主体としての共同体論は、戦時中の共同体活用論、戦後復興

期から1950年代にかけての共同体解体論、 1970年代の共同体再評舗論、そして

現在の地域主体構築論へと展開していると考えている。以下では、戦後復興期

から1950年代にかけての共同体解体論を中心に考察を進めることにする。

2. 福武理論における集落認識

まず¥わが国の農村社会の実態を路、まえた当時の代表理論として、ここで

は福武誼の村落構造論から、当時の集器に対する認識、集落の方向づけに関す

る考え方を整理することにする。ここでは、特に地域主体が育成されななった

かという関心から考察をすすめる。

2 -1 r小宇宙j としての集落認識

福武の社会構造理論は、経済史学の大塚久雄の r共同体の基礎理論』と並

んで¥当時の共同体理論の代表的帯在であった。福武の主張は、資本主義の後

進性から脱却するためには、村落共同体の解体が必要というものであり、その

カは多大で、あった。福武は、資本主義の発展、民主的政治権力の構築に誌、

戦前からの村落共同体の存続が 因となっており、村落共同体得続の主

な契機誌、自立しえない幼弱な生産力によって基礎づけられる共同社会性と社

会的な重層構造をもたらす社会的封鎖性にあるという認識を示した。そして村

落の社会共同性と社会的封鎖性の打破を説いた。

福武は村落社会(部務)を、日本農村の社会的統ーとしてもっとも重大な

位であるムラと定義している。そして、部落の性格のーっとして「地域的な

封鎖性を解放できない小宇宙Jをあげ、日本農村の部落は、自然発生的な共同
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体的性格を止揚することができず、自主独立の人間の主体的な集団形成を許さ

なかったと認識している。

2-2 共同体解体論

そして部議の者続が、①より広い社会での農民の行動を阻止し、農村社会

の停滞の大きな原因となっていること、②部落の社会的強制の中に階級的利

の差がおおいかくされていること、③階級としての人間は、より大きな社会に

わたる間一階級の連係のもとに生ずるのであるが、部落社会は、この階級的連

係を分断するという認識を示した。

また、部落的強制からの解放は伺によって可能になるかという命題に対し

て、①農家の経済的自立性の獲得(村社会を構成する農家がすべて自立しうる

ほどに経済的基盤をたかめる→農家人口が大騒に減って、経営規模が大きくな

り、専業化した農民の自主的共同化が進められることが必要)、②部落生活の

社会生活における比重の低下の実現(農村における社会的生活閣が拡大される

とともに、各人の生活圏が交錯して重層性を少なくする)を課題として示した。

福武による問題解決の展望は、以下のように理解できる。

2… 2-1 福武の共同体解体の理論フレーム

な政策)

・農地改革と町村合併:

(政策目標)

-広汎な地域の中に農村社会を再編成

，封鎖的社会の重層構造を解体

-労働者との協力による民主的政治権力の構築

(具体的課題)

的階接的変化/水平的な行政地域の拡大

-特殊な限定をもっ歴史的な地域社会形態としての村落共同体の

(目標)

-共同体の解体と新しい結合の原理の再組織が課題。

(具体的内容)

過/J¥農生産の共同化

共同体的な地律的強制から自律的規制ヘ

階層的支配から下からの自主的民主化

負担の公平

福武誼 r日本村落の社会構造J] (東京大学出版会、 1959年)より作成

け
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3. 福武理論の評価

福武の業績は、①同族播造と議組講造の村落類型を示したこと、②農業経

済、経済史学の研究成果をも考慮にいれた農村社会学の総合的・科学的方法を

提示したこと、③農村の社会的性格を明らかにするだけでなく、農村社会の改

展開の方向を示す課題、目標を設定したことに集約できる。

福武は f1麗人の主体的な自由を確保しうる新しい生産的な社会結合を如荷

にして生み出すかということがわれわれの究越の課題となるのである j と研究

の目擦を示し、そのために同族結合の揚棄、講組結合の超越を説いた。

また、福武は、部落が重層構造をもっているがゆえに、解体の必要がある

という認識を示し、より広況な階層間の連係を構想した。福武自身は、共同体

的強制と地域社会的規制を区別することを説いてはいるが、なにを尊重し、な

にを否定するのかは明確ではなしそれは、部落の共同性に対する全面否定で

あった。家や部落から個人を解放することによって、民主化・近代化、生産力

(資本主義)の発展が達成されるというのが福武の戦略理論である。

福武の構想では階層的連係の発想は明確であるが、地域的連係は否定され

ている。福武の否定したいまひとつの側面は部落の社会的封鎖性の否定である。

このことは、行政の末端組織、支配者層の上から伝達機構としての部落の否定、

個人が自由に部落から転出、他業種を選択するうえでの壁となっている部落の

定を意味している。確かに、行政の部落の利用は、戦前において国家主義に

組み込まれ多くの問題を発生させた。行政の末端事務の肩代り機能、政治的集

機能を部落が担うという側面ほ否定すべきである。しかし、部落の杏定は、

同時に住民及び地域社会の要求を行政に反映させ、自らの居住する地域づくり

の主体ともなちうる部落の役割までも否定する結果となっている。

揺武の共同体論及び共同体解釈は明快で、あり、かっ理論的で、ある。そして、

分的諮層的社会構造が残者し、図窮にあえぐ農村という経済状況のもとでは、

きわめて指導性のあった理論である。

しかし、いわゆる歴史的、特殊な地域社会形態としての村藷共同体と村落

社会のもつ共同性とは同義ではなく、共同性と地域社会に対する認識は、十分

ではなかった。

1950年代に解体の対象となった集落においても、先に木村礎が指摘した f

共同体の規定重畳性Jがその性格から消えたわけではない。 1節で紹介した上

野福男の土地利用にみられる共同性や鈴木栄太郎の指摘する「協働性Jは戦後

においても、いさつづける地域主体の内部に形態を変えながら継承、生成され

ていたことに目を向ける必要がある。
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共同性は、経済・社会・生活の発展と共に変容し、新たな共同性が生成さ

れるのであり、当時の共同体論は、前近代=半封建性=共同体という固定概念

として共同体・共同性を捉えていたと総括できる。この点については、本論4

章の分析において詳述する。

1950年代には、農村から都市への人口移動と農地・山林の都市的土地利用

への転換が進み、高度経済成長期に突入する。その後、農村では機械化、基盤

整備に政策の重点がおかれ、農村の都市化が急速に進展する。

一方、現代社会では、{聞の「自立Jが「孤立Jをもたらしている現実も顕

在化している。

4. 共同体再評錨論

4-1 共同体再評価論の

1970年代には共同体再評錨論が登場する。共同体の再評価論は、必然的に

登場したと筆者はみる。戦後の復興、そして高度経済成長期の地域開発が進め

られ、その成果として飛躍的な経済発展をみたわけであるが、そこでは国民経

済的な視点、にもとづく発展が問題とされ、地域生活的視点が欠落していた。そ

の矛盾が地域生活レベルで顕在化した結果、従来の地域開発の方法が計画学だ

けではなく、広範な分野から問題にされたのである。

時の状況を福田アジオは、 「共同体の役割を肯定的に評価し、その歴史

通的な容在を強調する論が最近多い。恐らしそれは1960年代の「高度成設J

がムラを解体させ、農民を非常に不安定な状態にした怒りの表現なのであろうo

共同体の再評価を日本の現代のムラの問題として本格的に論じた最初は守田志

郎といってよい。 J と述べ、 「ふるさと j 図帰、農業見直し論の流行的潮流に

理論的基礎を与えたものとして、守田志郎の r部落r1l (日本の農業ーあすへの

歩み-79、1972年)、 r小さな部落r1l (1973)と色JlI大吉の「臨動期の部落共

同体J ([f'明治の文化r1l)、 「近代日本の共同体J (思想の冒験、 1974)を例

として示している。福田自身は、ムラの共同性を単純にマイナスの得在と見な

いのは何も最近に始まったことではないという認識であり、柳田国男の例を示

している。(r村の生活一村八分と噂話J伝統と現代 r共同体論』、 1977年)

4-2 守田志郎の r小さな部落』

共同体再評価に口火をきった代表的な理論ほ、守田志郎の r小さな部落』
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( 1973年)である。(その後、守田志郎 r日本の村』朝日選書、朝日新聞社、

1978年として再販)

守田志郎の『小さな部落』は、わが国の近代化、高度経済成長過担で否定

され、また解体の標的となった『部落』に焦点をあわせて、日本の共同体論、

社会論を展開したものである。ここで¥守田は、従来の日本の部落について認

識について「日本で部落について諮られる機会はけっして少なくない。その語

られる言葉の意味するところの大部分は、部落を否定的にしか扱うことのでき

ない角度から発せられていることは明瞭で、ある。 J と述べ、従来の部議を寄

する考え方を以下の 4点に整理している。

① 部落がすでにその機能を完全に喪失している、 という意味での否定。

② 部落を組織的にも機能的にも廃絶していかなくてはならないとする否

定。

③ 部落を生産組織としての新しいものに再編成しなくてはならないとい

った提案ふうの

@ 部落に、近代的な市民の自治体としての性格を付与しなくてはならな

い、 という提案ふうの否定。

そして、これらの論調を、 f本来の性格における共同体としての部落を否

している、あるいは奇定しようとしているという点では完全といってよいく

らい共通 j と総括している。

部器を共同体と考える場合、 「その共同体を封建的社会講成あるいはそれ

以前の社会構成の基礎となる社会関係であるという認識が日本の今日における

部落の認識にそのままあてはめられてしまうこと j を守田は問題にしている。

4-3 岩本由輝の共同体論へ

その後、いわゆる共同体再評儲論がひとつのブームになるが、安易な共同

体論に対して、岩本由輝は以下のような警告を与えている。

① 擬制共同体の在在と政治権力によるその活用

② 共同体の問題が、その本格的な史的考察が十分になされないままに

践的課題と結びつき、流行的にとワあげられていること

このような岩本の警告は、十分検討を要する課題である。

岩本の第一の警告は、 「政治権力はじばしば村落共同体の把握にあたって

擬制としての共同体を創出する。(中略)具体的には氏姓社会における共同体

を公地公民制にもとづいて制度的に解体して成立した律令体制、荘園制のもと

での共同体を否定して成立した幕藩体制を挙げることができるが、さらに共同

体がそれ自体として存在しえなくなった近代を迎えても、明治政府はやはり
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藩体制のもとでの共同体を否定し、疑似共同体としての部落を創出したのであ

った Jと疑似共同体と政治体制の展開を総括し、 しばしば共同体の典型と錯覚

された明治町村制度下の村と字は、日本資本主義の展開のなかの擬制にすぎな

いと主張する。そして1932年の農林大臣令にはじまる農山漁村経済更生運動に

おける五人組制度の活用を讃極的に誰進した田村治、皇国農村確立運動にかか

わった早川孝太郎について、その研究業績を評価したうえで、村落社会の実態

に関する豊富な知識とイデオロギーとの懸絶を指摘し、現代における共同体復

権や再評価の風潮に対する警告としている。

岩本は、 「共同体を近代以前の社会における基本的構成j と捉え、共同体

の成立は、人間の生産力水準が低く、個人が社会の基礎単桂とはなりえない段

階において、人間の夜在の前提として構成された集団であって、{国人の自由

志で作ったり離れたりすることができるといった性質のものではないという

本的考えを示している。岩本は、柳田国男の共同体認識として、 F労働組織の

も古いかたちは、村の組織であったと思われる。そこから家族組織それ自身

が労働組織であった。いわば村も家もともに労働組織の別名であったのである。

J ([J郷土生活の研究S筑摩書房、 1967年、 133P)という一説を引用し、その

到達点、を評錨している。そして共同体の核となるべきもの法労働組織でなけ仇

ばならないと主張する。また「共同体の基本をなすものは、人と人のつながり、

端的にいえば労働組織としての人と人のつながりである j と述べ、共同体にお

ける所有論より関係論を重視する立場をとる。(岩本由輝 r村と土地の社会史』

乃木書房、 1989年)

共同体の概念自体、それを取り扱う学問分野田有の規定がなされて当然で、

あり、岩本の共同体論は、史的意味において貴重である。しかしながら、計画

学の立場からは、近代社会が求めた個人の自立が儲人の孤立へと新たな問題を

している現代社会において、現実に存在している一定の地域空間に在在す

る人と人のつながりを如何に評価し、柔らかい共同体として再構築するかとい

うことが課題であると考える。

5. 1980年以降の地域主体論

現代の農村社会における共同性の実態を、松岡昌則は『現代農村の

助一生活協同と地域生活関係ー JJ (御茶の水書房、 1991年)にまとめている。

この著作は、 f農村のなかで、村落を基本としてつくられ続けられている生活

をむぐる互助協開に焦点をあてて、 (中略)これからの農村生活は、そこに
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む人びと全員のあるべき関係として、どのように考えることができるかを問お

うとした J評髄すべき著作である。

現代の農村の村落は、 「解体J r崩壊Jといわれる現象にあると一般に認

識されがちである。農村生活は、転換期にあり、大きく従来の社会関孫は変化

している。松原は、このような変動期の村落の互助を、消滅したり意味を失っ

てしまったと過去のものと捉えるのではなく、現代においても新たに生成され、

生きる場にもとづく関孫の再編成が避けられない問題であるという視点を提示

している。

松岡は、農村社会の変化を、生産面では、①農業の自立経営の国難ざ、②

農家の総兼業化傾向、③労働力の高齢化、④機械化による生産性向上の限界を

あげ、地域生活面では①生活関の拡大、②生活をめぐる共同性の脆弱化、③地

域における住民の相互依寄体系の変化、④住民相互の関係の面識性・接触性の

希薄化、⑤共通の生活場面の減少をあげている。そして、 「これらの変化は、

家族の崩壊、地域の解体としてこれまで指摘され、個人の分断北・孤立化の過

程とも捉えられてきた。 J ことに対して、新たな生活互助の必要性を説くもの

である。

松悶論文では、現在においても個別には充足できない個人や家族の生活機

能を補完する互助の関係を社会関係と捉え、村落をそこに住む人びとがつくる

地域的な互助のシステムと据えている。

そして、現代の農村において、①{国人の生活の脆弱性の拡大、②家族機能

を充足する場面と程度の減少、③村落がもっていた家族機能を補完する構造の

弛緩化によって生活をめぐる互助のシステムが働かなくなったという問題認識

のもとに、個人と家のそれぞれの生活機能を捕完するための互助のシステムを、

協同の作業としてどうつくつあげことができるかが課題だとする。そして、

体的には、村落における生活交渉にもとづく社会関係の錯綜のなかに「生活互

助のシステム Jを探し求めなければならないと主張している。

この耕究は、 「農村研究における村落社会の分析から、地域社会研究への

比重の移行がみられる。しかしながら、村落社会、小さな地域社会を過小評価

すべきではなく、共同主体としての村落の位寵は無視できない J という問題

識から取り組まれた研究である。

松岡の研究は、社会学の分野から、将来の農村社会を来るものとしてでは

なく、つくるものとして捉えて、そして、農村社会のあるべき姿を、そこに生

きる人びとがどのような生活をしたいのかという問いかけから

は従来の社会学とは異なる独創的な観点である。

している点

松岡の研究にみられるように、変容する農村社会のなかで、新たな共同関



孫の権築、地域社会としての主体形成が課題となっており、現代は新たな地域

体の構築が求められている時代といえる。

また、Jlf本彰は、今後の農業発展への展望として、 「ムラの内部の個別農

家は自立を第一とするが、自立は個別では不可能で¥ 自立のための連合単位が

ムラであった。ところが現状では舘加が外部と直接に短絡しようとすることを

批判している。そして足もとのムラをまず "ひとつの領土元労として毘め、

その必要に応じて次の"領土"と連帯していく方向が、農業発展の一方向とし

て考えられないだろうか j と述べている。また、ムラの封鎖性にとらわれでは

ならないが、それを破るにはムラという単位を生かしつつ、破らねばならない

と主張する。(Ifむらの領域と農業Jl1983年)

このようなJ11本の主張は、ムうという単位の「政策における空洞化j を問

題にしているものと理解できる。このような状況が現代であり、筆者は政策的

に空洞化されたムうを地域主体として認識する必要性を強調したい。

行政制度が変化しでも、実体としてのムラは変化まえから子学在するもので

あり、一夜にしてその体質が変わるものではない。ムラ自体が経験を積み、成

するのである。このことは、近年のモデル事業が成功したムうについて特に

感じることである。事業の成功は、ムラという地域主体に内在する成功の要因

によるところが大きいG その意味からいって、地域主体の育成が計画実現の

である。

丹、
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〔補節〕

1 )大塚久雄の近代化の視点

大塚は「近代化とはなにかー近代化過援に於けるこつの途Jのなかで¥①

封建的土地所有制が分解し、それに相応して下から向上してくる農民j警のもと

に「民富Jが蓄積され、それがやがて産業資本に成長する場合、②生産者では

なく商人が前期的商人が小生産者を自己の支配下におき、生産を誼接つかみと

り産業資本家に転化する場合をあげ、前者こそがく真実の近代化過程であり、

そのために必要な条件になるのは、なによりも封建的土地所荷の排除 >Jとし

た。(大塚久雄 (1947) 近代化の歴史的視点、中村雄ニ郎 (1976) 日本の

近代と村落共同体、村落・報徳・地主制一日本近代の基底(共編)、東洋経済

新報社より引用)

2 )中村吉治の共間体論とムラの捉え方

歴史学の中村吉治は、 「共同体に歴史があり、歴史を通じて共同体は理解

できる j という視点、から共同体論・共同体史を展開した。中村は、村落共同体

について以下のように述べている。

村落共同体といっているのは、たんなる村とか集落の意味ではな

い。ず、っと古代と、ずっと近代とを除いた、農業村落の問題である。

そこでの直接生産者・農民が、農業を行うために、技術・生産力に適

応した集団として家と村をなす。それぞれ一体の集団であり、個人な

き摺体であって、同血・同族と意識し、それが規範北していると同時

に、この集団と生産手段の問も分離できず、分割できない…体性・統

一性をもっているという基本性格をもっとき、この集団を共同体とみ

て、その原型を氏族にみるのである。

中村は原始共同体から古代、中世、近世の共同体への展開を示し、近世の

村落共同体の性格とその崩壊、近代以降の「残子学 j について論じている。

近世には、共同体そのものが、単位的な鵠体の体をなさぬから、

そうかといって個々の農家を支配することもできぬから、ある範囲を

とって、村という制度を設定し、これを共同体としての擬制的単設と

して、その村の中の農家を一体として支配する方法をとるほかなかっ

た。そのためには、集落をめどとして、地域的に図をひいて村を画す

という、きわめて機械的な便宜的な方法がとられ、検地i援をその村と

してっくり、村なる区画と村議なるものを、かくのごとく定めていっ

たのである。

共同体を通して存在する農家を支配するには共同体を通してでなけらばな

らず¥集団的に支配する方法として検地と村制度が必要とされつくられたのが、

擬制的な共同体として村であったとするのが中村の主張である。当然、行政的

につくられた村の区域と実体との閣にはずれが内包されている。
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一方、共同体の変容に関する中村吉治の説は以下の通りである。

共同体の分解は、共同体を構成する農家の独立性がすすんで、そ

のために共同を要さなくなることだが、その過程は、一体の共同体の

なかで農家が独立し、ある程度になると、一気に共同のきずながなく

なるというゆきかたではなく、共同体のなかの農家の自立性は、共同

体を契機ごとに分化させたり、範屈がひろがったり、いりくんだりし

ながら、照次にすすめられるのであって、そうして分化された契機の

一つづ、つが消えてゆくという順序をとる。なにもかも一度に不要にな

るのではなく、 71<について共同が不要になっても山がのこり、ついで

山について共同が不要になって、労働組織だけがのこるといったよう

に、そのそれぞれの発達の条件によって、なにかがはずされていくと

いう経過をとったとみられる。そういう前提として、近世村落共同体

は、共同体の分化という段踏になり、近世後半から、順次にそれぞれ

が不要または必要度の低下がみられていく o そういう位置にあったも

のとみてよかろうo 明治以降においても、それは、その方向において

消失の過程がつづいており、それlこ応じて、村務制度はより行政的な

村制度(市町村制度)になってゆくのである。

中村吉治は、岩手県煙山村の松ノ木(部落)における詳細な調査によって

記の結論を導きだした。中村の研究は貴重であるが、そこで開題とされるの

は共同体の解体・変容であり、共同性の生成、共同体の再編に日がむけられて

いない。

3) JI[本彰の共同体論の総括と領域論

JlI本は、 「戦後の農地改革で、旧来の半封建的搾取関係とみなされた地主

・小作関係は打倒された。われわれはこれを、打倒さえすれば日本の近代化、

民主化ができ、日本社会は西欧と同じ市民社会になると思いこんでいた。(中

略)日本社会、日本農村の封建性をなお支えているのは、実は共同体という前

近代的な生産関係であって、これがあるからこそ、生産力の発展は実現せず、

に低迷し、ひいては全体社会も民主化しないのだという o J 

とのベ、農業亡国論の根底には、ムうという共同体を打倒すれば、農業も資本

義的企業にな今、社会も民主化するという論理があったと総括している。そ

して「人間は共同を組まねば生きていけない j という認識のもとに、領域性か

らムラの構造を分析している。 JI[本はムラを播成する 3つの実体として、人間、

領土、作物をあげ、そのそれぞれを保全するのがムラの機能であると述べてい

る。また、ムラの接合的、重層的、循環的構造を明らかにしている。

( JI [本彰 (1983) むらの領域と農業、家の光協会)
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3節地域主体にみる 性の論理

1. 集落にみる共同性の論理

これまで集器をめぐる関連語学の研究成果および共同体論の論点、を確認し

てきた。わが国の戦後史において、コミュニテイレベルの地域計画が立ち遅れ

た背景には、解体の対象としての共同体認識があったわけである。経済発展と

個人の自立がわが国の政策目標であった。その聞に、地域という住民の生活基

となるスケーんの政策の空洞化がおきたのであった。

農業政策面においては19初年以降、自立経営農家の育成が政策自撰となり

の整備と生産効率の向上が図られた。実際の農村整備事業は集落と密

接に結びついて実施されているが、それは事業推進の効率性からの必然であっ、

地域主体を育成する視点、からでたものとはいいがたい。

しかし、現実の集器は、従来からの共同性を継承・生成しながら過去から

現在へと継続的に発展しているのである。過去の共同性が消滅し、また新たな

共同性を生成している運動体が集落である。

このような集落には、過去のものではなし現在も生き続ける様々な共同

社会の仕組みがある。ここでは、地域主体としての集器に内在する共同性の特

徴とその仕組みを、先学の訴究成果から確認することにする。

2. 白砂捌ニの伝統的土地利用論

まず、白砂聞この『住の思想dJ (農山漁村文化協会、昭和52年)から、地

域主体である集落の伝統的土地利用の性格について整理したい。

九州各地の農漁村の詳細な実地調査に基づき、人間らしい生活、居住地形

成の論理について論証したものである。ここでは、都市型「近代化Jの批判、

漁村の土地利用、生活の仕組み、農家住宅の伝統に学ぶべき点が実証的に論

じられ、自立型居住地形成への方向性が示されている。この中で白砂は、近代

的土地科用と伝統的土地利用を以下のように対比させて、その性質を整理し、

特に農漁村の伝統的土地利用については、土地の複合的、共同的、毅密な利用

という三つの性費に加えて、土地自捧のなかに f資源的な{高値」を内在させて

いるという性質の四つの特徴をあげている。
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表 2-3-1 白砂隣ニによる伝統的土地利用の特徴

近代的土地利用 伝統的土地利用

土地の単一的利用 土地の接合的利用

①土地は、できるだけだだ一つの 土地は、できるだけ多くの目的の
目的にのみ利用すること。すな ために、かっ して利用するこ

わち、土地の単一的利用である。 と。すなわち土地の複合的利用で

ある。

土地の私的・制限的利用 土地の共同的利用

②土地の利用権は、土地の所有者 土地の所有 が誰であっても、

がもっo 私有地は、個人または 地は、そこに住むすべての人が共

企業が自由に(勝手に)使うこ 間的に利用することができる。す

とができる。公有地の使用は、 なわち土地の共同的利用である。
公的機関(国、県、町、公社な

ど)の裁 による。すなわち

地の私的(制限的)利用である。

土地の単純で粗放な利用 土地の綴密な利用

③土地の利用形態はきわめて単純 土地の利用形態は、きわめて轍密

で、かっ粗放である。 である。

また、ムラの「伝統的j な日常生活の仕組みについて、 f共同的生活慣行J

の存在を指摘するとともに、甑島における部落農民による田畑の共同所有制と

有耕地の利用方法としての割替え制からなる共有耕地割替え制度が紹介され

ている。この制度は、議政期の門割制度を継承したもので、明治12年以降甑

で行われてきた土地利用の仕組みで¥昭和21年の農地改革によってその多くは

蕗止されながらも二つの集落では調査時点、まで容続している。この制度から、

落社会の共同性の性格と原則・効用が読み取れ興味深い。

ここで明らかにされた伝統的土地利用の在組みは、住民が地域に住み続け

るなかで形成・実現されているものであり、地域住民にとって、また環境にと

って合理性をもつものである。

白砂の訴究は、詳細な現地調査によってはじめて明らかにされるもので、

地域と空間の仕組みと全体像が生活論的視点から統一されて考察されている。

また、そこから得られた知見はきわめて具体的である。白砂の都市的土地利用

との対比誌、現代の土地利用計画、地域計画へ である。
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3. 高山敏弘の集議機龍論

ここでは高山敏弘の著書([j'兵庫の農業集落と農村計画JJ1987年、兵庫県

農村問題研究会)から、集落の有する多面的な機能について整理したい。

高山は、集濯を行政の末端組織として農政浸透の重要な役割を担うものと

捉えるとともに、集落のもつ多面的な機能を評価する。

表 2-3-2 高山による集落機能の分類
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生産組織 → 生産維持調整機能(作目保全機能)

土地利用調整機能

用水調整機能

相互援助機能

危険負担機能

生活組織 → 生活維持向上機能(人間保全機能)

相互援助機能

環境保全機能

相互金融機能

娯楽執行機能

健康保全機能

高山は「集落の機能が農業の発展や生活の向上にどのようにかかわりをも

つのか j という課題に対して、兵庫県の農業集落の実態調査を踏まえて検討を

加え、上記の集落機能を抽出している。

山の研究の中で、特に強調されるのが、集落の役割であり、集落機能で

ある。そして、集落内における人と入、家と家との間柄関係を保つ倫理意識の

本が、共同体における f平等 Jの原則であっ、この平等がベースとなった弱

者小集団における「相互扶助 j の精神であると主張している。そして集落の自

治組織、生産組織、生活組織としての舗面に着目し、集落には、自治機能(領

域保全機能:土地管理機能・財産管理機能)、生産維持調整機能(イ乍自保全機
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告を)、生活維持向上機能(人間保全機能)をもつことが示されている。高山の

落機能論は、上記のチャートに集約されている。

山は、現実の農村を fそのおかれている時代とその位置において特徴を

有するものであって、一定の地理的空間的広がりの上の、歴史的時間的流れの

中に行動する人々を包含した統一体である j と捉え、農村計画について、 「単

なる農業計画でもなければ、単なる農村社会計霞でもなく、農村の意味するも

のが、土地を基本的生産手段とする農業の行われる場であり、その農業に従事

する農民が生活を行っている場であることからも、両者を統ーした地域の生産

・生活計画を内容とする主体的創造的計画でならない J とする考えから、集落

に基本をおいた農村計画の必要性を説いている。

高山の農村認識の重要な点は、農村を農業と社会、生産と生活という二分

的に捉えるのではなしそれらの連鎖した構造、すなわち統一体として理解し

ている点である。そして、その統一体こそが、農村計画の実質的計画主体とな

ると指摘している。

山のこのような主張誌、①農業経済という国民経済レベルの農業ではな

く、農家レベルの農業経営を基本的規座においた方法、②農家の経営が個別に

成立するものでなく、集落や地域農業と結び付いて複合的に成立していること、

また農村においては生産と生活はー棒的に容在しているという認識を基礎にお

いている点で学ぶべき点が多い。

ι 筒井遁夫の r林野共同体の研究』にみる伝統的環境管理の論理

筒井油夫は、 r林野共同体の研究dJ (昭和48年、農林出版)を著し、林野

共同体の団体的性質、林野共同体の方法、地域林野共間体への展望を理論的に

明らかにしている。ここで注目したいのは、土地共同体としての機能、労働共

同体としての機能、公共性の管理共同体としての機能から地域林野共同体への

を示している点である。さらに部山利用における団体的性質を近世割山科

用における規約などの共同体規制、割替制度における共同 として詳細に

分析されている。

このなかで、筒井は平等性に関する 2つの解釈として興味深い指摘を行っ

ている。それは「共同体林野所有の本質が成員の平等所有にありとする理論に

とっての一つの問題は村山配分の行われ方に高割(等級部)と平等割(均等割)

のニ種があり、そのいずれをもって平等性とするかの点であるo J として、 f 

割的配分の性格であるが、差等のあることをもって不平等的性格のものとし

ハ同
U

門

t
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て一律に規定づけることが妥当か否かは疑問がある。というのは配分の平等性

とは機械的意味においてばかりではなく実質的意味においてもとらえられる面

があると思われるからである。 J と述べている。そして「平等性には頭割的平

と等級的平等のニ面性があり、それらはそれぞれの実態的な利用関係との関

連において判断すべき性質のものであると思われる。 J と、平等性の実態的

味によるその性格判断の必要性を指摘している。そして、 「農業経営規模と緊

密に結びっく採草利用を頭割的に均等配分することは実質的意味において不平

であって、高割方式をとることがむしろ平等原則に即したもの J、 「各戸お

おむね平均的使用量を示す自家用燃料の場合には頭割的な均等配分が実質的な

味においても平等割である Jという例を示している。

筒井のこのような指摘は、共同体の性格を形式的に規定するのではなく、

態の平等原則から考察すべきであるという点で意義深い。

また筒井は、住民による自律的土地利用規約である「山仕法 j にみる伝統

的環境管理の論理について、以下のように述べている。

村における提や定を f村仕法j といい、特に入会山の利用についての

利用者の申し合わせ規約の総称を山仕法(村持山管理仕法)という O 山仕

法は、 「提j 、 「定 j 、 「申し合わせ規約J とも呼ばれるものである。

山仕法は、利用者全員の寄り合いで内容を決め、その遁守を誓約した

もので、その主な内容は、①採取時期に関する規定、②採取量の制限に関

する規定、③違反者に対する制裁規定であった。ここでは、入会山の利用

は利用者全員の平等利用を原則としてお今、利用量を均等にするための配

慮に注意が注がれていた。このような山仕法が成立した理由は、入会山と

いう環境資源の永続的な利用を可能にすることが、住民の生活ゃ

に不可欠な者在であったためである。そして、山仕法は環境資源の保護と

利用者の保護というニつの目的老両立させた環境管理計画という点にその

特徴があった。と同時に、山仕法には、環境資源の保全と利用の原則、利

用者参加の原則、平等利用の原則が内在している。

このような山仕法を、 F利用者の全員が同等の資格で参加し、共同して

j擦の枯渇を防いだからこそ、長い期間にわたって自然の恵みを享受できたとい

ってよい。乱伐・暴採は地力を破壊するというという自然の摂理を知った

連は、共同で生産をしながら、かっ地力を守る仕組みを発見した。 r山仕法J

はその目的で、つくらてた彼らのすぐれた結晶であった。』と誇井j忠夫は高く

倍している 。 ( 筒 井 迫 夫 r日本林政の系譜』地球社、昭和62年より)
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筒井の一連の研究から、地域主体による土地の管理、活用の仕組みが、き

わめて興味深くよみとれる。特に、ここで筒井の紹介している村仕法について

は、上からの法規制ではなく、地域住民の生活の必然から生み出された自律的

規制であり、今後の土地利用計画、土地管理の理論構築に際しても非常に興味

深いものである。

6. IJ¥活

伝統的な集落社会が生成してきた種々の社会運営、土地利用の仕組みは、

生活の必然から生まれた内発的合理性をもっている。コミュニティスケールの

地域計画の理念と方法を確立するためには、地域生活レベルの社会と空間の仕

組みを確認し、そこに内在する計画の論理を読み取り、評倍することからはじ

めなければならない。
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民日 集落と 地を捉える視点

1. 集藷土地利用計画の現状

農山漁村地域において、コミュニティスケールの地域計画の基本となるの

は、集落土地利用計画である。

集落土地利用計画は、土地利用計画体系の最も基礎的な位置にありながら、

計画法制・計画理論において未確立の分野といえる。昭和62年に制定された

落地域整備法は、その対象が都市計画区域と霊援する農振地域内の集落に限ら

れていること、集落域全体ではなく事業に結びついた一定範闘の土地を対象と

する部分的計画であること、市街化調整区域内での宅地供給の増大を究極の目

的とした開発志向の計画であること等の限界をもつものの、集落というコミュ

ニティスケールに焦点を定めた計画法であることは高く評価でき、今後の集落

画の確立にとってきわめて重要な役割を担うものと期待される。

従来の農村土地利用計画は、農地の蚕食を食い止める土地利用規制や農地

の宅地化を計画的に誘導しようとする土地利用転換計画、農地の基盤整備を中

心とする土地改長等を内容とする問題解決のための処方議といえる。これらは

都市化の圧力を食い止める「歯止め型土地科用計画Jや儲別課題に対応する f

問題解決型土地利用計画J と呼びうる性格のもので¥いずれの場合も集落空間

の構造把握や集落土地利用の認識を欠く「ブ口一 Jの計画といえる。また計画

の対象となる土地は、事業に結びついた宅地供給や基盤整備のための一部の

地(区域)だけで¥周辺の土地や集落域全体の土地利用との関係をとらえる

括的な視点が希薄で、あった。今日、我々が播築すべき計画理論は、その対象と

なる「集落J と「土地j に対する十分な認識を基礎とした、包括的な集落土地

利用計画であり、 「ストック j の計画理論である。 1) 2 ) 

2. 集落と土地を捉える視点

2-1 土地利用計画の理論モデルとしての集落

わが国の土地利用計画の基本的な問題として、計商における地域主体の

失、物的計画への偏重があげられる。土地利用計闘は、地域の生活、社会、経
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生産 経済構造
ク二乙主主 i社

ータ <E- 間
空間 社会 土地利用計画

延一 ータ 言十

↓ 活 画
生活権↓造

国3 1-2 土地の捉え方 図3 1-2 土地利用計画の構図

済の空間基盤である「土地j を対象とする計画であり、当然、その利用計躍は

地域社会・生活や生産・経済構造に大きな影響を及ぼす。土地利用計画は、土

地の利用形態や空間配震を定める物的な空間計画であるが、地域社会や経済構

造との整合性が求められる。しかし現実には、地域社会・生活や経済構造と無

関係な土地の利用区分、線引きによる土地の利用規制が土地利用計画であると

認識されている場合が一般的で¥ここに大きな欠陥が存在している。

都市、農村を間わず土地利用計画は、地域主体と土地との結び付きや社

関係・生産関係等との整合性をも配慮した空間計画であることが求められる。

我々が集落に目を向けることは、単に国土の約 8割を占める農村地域の「生活

間の要 j としての集落に着目するという意味だけではなく、新たな土地利用

画を構築する f理論モデル j を獲得するうえで重要な意味を持っている。)

空間は、特定の人間集団が定住可能な一定の環境を主体的に選定し(

落立地選定の論理が容在)、地域社会と地域住民の生活と生存を支えるため

に土地や環境を活用することによって形成されたものであり、歴史をいう時間

のフィルターを通して検証された生活空間の結晶体である。このような地域住

民の主体的・歴史的営為を通じて形成された集落空間や土地利用には、当然「

計画的な意図 Jが内在している lまずで、集落空間泣自然発生的に形成されたも

のではない。また農林漁業を生業とする農山漁村集落に内在する f空間論理 J

には、近代技術と経済合理性の論理にもとづく環境克服(支配)型の計画論に

対する自然と生活の論理に基づく環境調和型の計画論のヒントが寄在している

とも考えられる。

計画学において集落に着目するポイントは、環境との講和を基礎に、地域

住民によって主棒的に形成された集落空間・集落土地利用に内在する「計画的

な意図J を読み取ることにある。
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2-2 集落にみる地域主体と社会…空間の一体性

集落空間は、一定の境界をもった土地・空間のまとまり(集落域)である。

そこには、ムラという「社会J と集落空間という f生活空間Jが結び付いた地

域社会・地域空間が形成されており、まさしく集落そのものが、 「社会一空間

の統一体J、 「生活空間の学校Jといえる04}

が集落を「生活空間の学校J とみる理由は、集落に内在する社会形成

原理、空間形成原理に学ぶべき点が多いからである。我々が集落に注目する理

由として、地域主体の容在が明快なこと、集落社会と集議空間が一格的な関係

をもっていること、のこ点が挙げられる。そして、集務社会と集落空間の一体

的関係を基礎とした地域主体の樺在が、そこに居住する人々の生存と生活のた

めに最も合理的な地域空間を創りだす推進力となってきたのである。地域主体

によって形成されてきた集落空間や土地利用には、永い歴史を通じて

た人々の土地と環境に対する活用と適応の知恵が刻み込まれている。

土地利用計画の対象とする「土地 j 誌、集落という社会・空間の統一

体の構成要素として、その社会・空間構造に組み込まれた「集落の土地j であ

る。そして地域安主体とした集落土地利用計画の理論構築に際しては、集務に

内在する空間形成・社会形成の論理を抽出し、計爵理論に反映させることが必

である。その意味では、集落土地科用計画の策定は、集落空間と土地利用に

刻み込まれた論理を読み取っ、確認することから出発しなければならない。

され

土地利用区分と土地利用関係

従来の建築学における

間のとらえ方は、住居・施設・

路等の宅地部分のみを集器とする

狭義の集落空間の認識で¥それと

対をなす土地に対する関心が低か

った。そして、宅地部分の計画は

建築学(建設省)、農村地域の

要な農地は農業土木(農水省)が

け持つという構留が暗黙のうち

に形成されてきたといえよう。ま

た、わが国の法定土地利用計画に

おいて、森林地域は森林法・自然

公爵法、農地(農用地)は農振法

の対象となっており、集落周辺の

農地や宅地部分は法定土地利用計図 3-1-3
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土地利用区分と土地利用関係
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酉から除外された白地地域となっている。すなわち、集落空間は、行政の縦割

に対応した土地利用区分を前提に、個別的に計画されているのである。

ここで問題となるのは集落空間を宅地、農地、山林と利用区分し、それぞ

れの用途に純化した空間整舗を行なうことが集落空間の質的向上につながるの

かということである。

土地利用区分を基礎とした土地利用計画の特徴は、土地を特定の機能に限

定した単能的な取扱いをすることである。集落周辺の農地、宅地に隣接する農

地の取扱いを例にこの問題を考えてみると、従来の土地利用区分を前提とした

土地利用計画の問題点がはっきりする。ら}

宅地隣接農地・集落周辺農地をゆくゆくは宅地化する「暫定農地 j とみな

すのか、集落の生活環境を播成する重要な「生活空間Jとしてその容在を積極

的に評価するのかが土地利用計画上の一つの争点となっている。土地利用区分

によって用途の純化を図ろうとする土地利用計画や宅地供給だけを問題とする

土地利用計調では、宅地に隣接する農地や集落周辺の農地をゆくゆくは宅地化

される暫定農地、宅地予備地として位置づけている。しかし、隣接農地・周辺

農地は、住居の日照・通風を確保すると共に集落内部の過密化を緩和するとい

う環境保全機能を有しており、住居(宅地)と一体的に帯在している。同時に

これらは手のかかる搾物の生産空間、自家菜器等しでも重要な役割を果たす複

合的な生活空間ともなってる。集瀦居住のアイデンティティと快適性は、複合

的な役割を担う隣接農地・集落周辺農地の存在によって守られているのである。

隣接農地・周辺農地の穿在意義は、農地の被合的機能・農地と住居の機能的な

結び付き(関係性)に着目することによってはじめて確認できるもので、土地

と土地の機能的な結び付き、すなわち「土地利用の関係性」に着目することの

要性を示している。

このような土地と土地の関係は集落空間を構成する総べての土地にみられ、

個々の土地利用は他の土地利用と相互に関連し、機能的に結び付くことによっ

て秩序づけられ、結果として合理的な空間配置を獲得しているのである。

間は、土地と結びっくことによって成立しており、宅地と農地・山林を切り

放して考えることは誤りである。また、種々の土地利用の統一体が集落空間で

あり、土地相互の関係性・土地の複合的な機能を無視した土地利用区分・用途

純化の土地利用計画は見蔵される必要があるだろう O
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と展望地利用計画の位活2節

計画体系と集落土地利用計画

我が国の国土利用体系(土地利用計画体系)は、五地域区分による殺害4り

の計画体系であり、自然・居住・生産等の漂境の系としての「複合的な地域 j

を個別の機能に偏重した「単能的な地域j として捉えている。特に生産性・効

率性重視の現状の土地利用計蕗体系のもとでは、生産・居住の一体的な集落・

地域を総合的にとらえる視点は確立しておらず¥生産空間と居住空間が切り離

され、別個の計画に含まれているのが現状である。

農村地域の居住拠点となる集落の土地科用計画は、地区計画→自治体計画

→広域計画→思土計画に至る土地利用計画の体系の最も基礎的な出発点である。

また、従来の農村土地利用計画が生産空間としての農村整備、農地整備を中心

に展開されてきたのに対して集落土地利用計画は、居住を計画の大きな柱とし

て展開されている点、で特徴がある。

1. 

国土利用計画法

土地利用基本計画

国土利用計画

都道府県地方計画

広域市町村計画

市町村総合計画

地区計画

自

然

保

護

法

自

然

公

園

法

森

林

法
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法
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画
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集

落

地域計画の体系図 3-2-2
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土地利用計画の法体系

4
B
i
 

n同
U

工2 図 3



2. 集落土地利用計画の基本概念

集落土地利用計画とは、集落空間、集落社会の基盤である土地の利用形態

と空間配震を計調すると共に、鵠々の土地利用と集落全体の土地利用の調整を

行うことである。そして、集落土地利用計画の居的は、良好な居住及び生産環

境の獲得を担保する土地利用秩序の形成にあるといえる。ここで計画目標とな

る集落土地利用秩序とは何か、その基本概念を確認する必要があろう o

は、先に示した物的空間、社会空間、意識空間としての集落空間の認

識を基礎として、 「生態系や社会関係とも整合性のとれた合理的な集落土地利

用の空間配置Jを集落土地利用秩序と考えている(集落域の空間秩序:この点

については第 2編の考察で詳しく論じる)0 

また、北村貞太郎は、土地利用の構造的安定性、土地利用議分布の規期性、

土地利用種割合の永続性、土地利用秩序の階層性の 4点を、土地利用秩序のポ

イントであると指播している。武藤和夫は、農村土地利用計躍を「広域J (上

位)、 「市町村J (中位)、 f集落 J (下位)の三つのレベルに位置づけたう

えで、 rf.失j予Jには主として農用一非農用的利用をめぐる秩序(水平的秩序)、

商空間の位棺づけ・段賠づけにおける秩序(垂直的秩序)の 2撞類の議題的

な意味があることを指摘している。武藤の指摘する水平的秩序、垂直的秩序の

j審概念を踏まえて筆者なりに再考するならば、集落土地利用計画における秩

序概念には二面性があるといえる。その第一は集落土地利用の整序に関するも

ので空間形成を問題にする側面(水平秩序)、第二は間土から集落・地籍(

に至る土地利用計画体系における

性、つまり上位計画との整合性を間

とする側面(垂直秩序)である。

先にも述べたが、現在のわが国の

土地利用計画体系において、集落土地

利用計画の明篠な位置づけはなされて

いない。土地利用計画体系の整備は、

わが毘が当面する重要課題であり、

落土地利用計画を基礎とした土地利用

計画体系の再構築が求められていると

いえる。その擦、計画体系の最も基礎

的な位置にある集落土地利用計蕗の理

念、方法、手顕が十分に検討されなけ

輩

直

秩

序
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2. 土地利用計画における集落の位置づけ

近年、土地利用計画の体系化を臣擦とした研究が、農業土木、農業経済、

生態学等の分野で精力的に進められ、一定の成果をあげている。ここでは、ま

ず従来の土地利用計画(研究)の展開過程を整理し、従来の土地利用計画にお

ける集落の位置づけについてふれてみたい。

2-1 土地利用計画の展開(土地分級論を中心に)

( 1 )昭和20年代.30年代

この時期の計画(研究)自擦は、 の適地選定と土地改良・農地開発に

あった。そしてその成果は、農林水産技術会議の『新しい農村計留のための土

地利用区分の子顕と方法Jl (1964年、以下 r手順と方法Jl)に集大成されてい

る。[J手!顧と方法』では、自然立地的土地分級、土地改良技術的土地分級、

交通立地的土地分級を柱とする土地分級を基礎に土地分類→土地分級→土地利

用区分にいたる計画の手11震を示している。しかしながら、ここでは集落はマク

ロな土地利用計画の分析単位として取り扱われているだけで、集落の土地利用

計画というミクロな問題、空間計画には立ち入っていない。

( 2 )昭和40年代.50年代

この時期には都市化圧力への対応が重要な課題となり、環境保全や都市化

に対応する土地分級の研究、都信的土地利用と農村的土地利用の調整を目的と

する土地利用計商が進展した。土地分級研究では、 r手!顧と方法』を出発点と

して農業経済学の分野で経済的土地分級の研究が、少し遅れて生態学の分野で

自然立地的土地分級の研究が一定の成果をおさめる。また、土地改良技術の発

展に対応して 野における土地分級研究が進展すると共に、土地分級

の土地利用計画への展開が農業土木を中心に進められた。

金沢夏樹(農業経済)は土地分級を、 「地域設定・目的・単位・基準・尺

度・範轄区分・地図化・結果のテストというように、ある目的をもって土地を

いくつかのクラスに区分する諮手11震の体系 j とし、部落(集落)を分析の基礎

的単位として位置づけている。また、和田照男は、 r手11慎と手法』の土地分級

論に対して、①自然的把握と経済的把握とが髄別のプ自セスとして分離してお

り、土地分級が利用計画ヘ直接に十分反映されていないこと、②利用区分の判

断基準が画一的な経済性指標としてのみ与えられていることを指摘し、実践的

な経済的土地分級の方法を提示している。

方、井出久登・武内和彦(生態学)は、 F自然立地的土地利用計画』を

わし、 「景域Jを単位とする自然立地的土地利用計画の展開を示している。
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ア)生態学的土地評価結果(緑地保全、土地保全上重要な空間) ウ)自然立地的土地利用計画手法により修正された農地整備計画案

/卜

イ)当初の農地盤備計画案と保全上E重要な空間の分布
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図 3-2-4 自然立地的土地利用計画の適応事例(井手・武内、文献より.)
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ここでいう f景域J とは、 「一定の単位として認識される地表の一部であって、

生態学的に一定のまとまりを有する空間であると同時に固有の文化創造の基盤

ともなり、また人々が共属感情をもち得る歴史的地域 j であり、有機的秩序体

としての景域の把握が土地利用計画の基礎として必要であると主張されている。

1980年代に入って農業土木学会を中心に、農村土地利用計画の体系化をめ

ざした研究が大きな成果をあげている。この研究は、土地分級を基礎に展開さ

れており、北村貞太郎らほ、土地分級を「土地利用計画を作成するうえで前提

となる土地利用の診断の一つJ として位置づけている。また、この研究では

地利用計画をその対象地域の大きさを指襟に、大土地利用計圏、中土地利用計

画、小土地利用計画に分類し、それぞれの計画の基本原型を示している。

ここでいう大土地利用計画とは、一種の地域分級、等級づきの地域類型区

分に近い概念で、地域単位に土地利用の在り方を規定する土地利用計画であり、

縮尺約 1: 1/25，000の計画図で表現される。中土地利用計踊は、区域区分等

の土地利用調整上の判断資料となるもので、用地単位に土地利用種を定める土

地利用計画で縮尺約 1/ι000-1/25，000で表現される。小土地利用計闘は、

に土地利用種を定める土地利用計画で¥縮尺約 1/500-1/2，500で表

現される。この分類における中・小土地利用計画が、いわゆる集落土地利用計

調であっ、土地利用秩序の達成のためには、三段階の土地利用計画が相互に

機的連関をもたせつつ整序することが必要とされている。

また建築学分野での土地利用計画は、都市化に対応した土地の利用転換と

転換後の計画的市街地形成を中心課題に進められた。ここでは、新たな土地供

給に対する計画対応、すなわちフローの計画に主眼が置かれ、既存集落とは無

関係に新住宅地が形成される場合が多かった。この場合の計画対象は、

間の構造に組み込まれた「集潜の土地J (ストック)で誌なく、集落から切り

離され新たに供給される r(都市的な)土地J (フロー)にあったといえよう o

2-2 従来の土地利用計画における集落認識の評鏑

従来の土地利用計画は、広域から地域へとおりてくるブレークダウン方式

のものが主流であり、地域から広域を展望する積み上げ方式の計画は極めて少

なかった。すなわち、従来の土地利用計画(研究)での集落の位置づけは、

落を広域から捉える街撒的規点に基づくものであり、 「点としての集務J (ま

たはメッシュとしての土地)が集落の基礎認識であったといえよう o

土地分級は、土地利用計画の基礎作業であっ、広域計画からのアプローチ、

落の広域における位置づけにおいて有効であるが、直接空間計額に結びっく

には至っていない。土地分級は、客観的な土地情報を基礎に主目的に照らし合
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わせて土地を評価する手法であり、いくつかの問題点を有している。

土地分級論の問題点として牛野正(農業経済)は、①土地分級は、現在の

土地利用を転換して、より「強い j 土地利用を新たに実現するための、いわゆ

る経済合理性に立法pした開発志向型のものであること、②土地分級を限定した

土地利用撞に限っており、自然環境・社会環境の保全という視点から、現在の

土地利用を修景保全し、その転換を制限することを目的とする分級法が未確立

であることをあげ、③人間生活を中心とした公共の揺祉の観点からみた土地分

級の基準・方法の開発が必要で、あることを指播している。

また、空間計留の立場から分級論における集落認識の問題点を指摘するな

らば、①集落が点(分析単位)としてのみ位置づけされ、空間としての認識が

希薄であること、②ミクロな土地分級においても、 の土地を f環境の播成

としての土地」というよりメッシュのー駒、 ドットとして処理する傾向が

あること、③分析単位となる土地が単独で評価され、その周辺の土地との関係

が無視されていること、④計画対象であり分析単位でもある土地の評価が、経

済性に偏重した特定目的の単能的評価に限定され、土地が本来有している複合

的機能を無視していること、⑤集落空間を特に生産機能に偏重した機能空間と

してのみ捉えていること等の問題点をあげることができる。

従来の土地分級を基礎とする土地利用計画や建築サイドの土地利用計画は、

土地(空間)の物的側面のみを対象とする物的・機能的土地利用計画であり、

社会空間や意識空間としての集器を視野から外していたと考えられる。

を点、として捉えるのではなく、空間としてとらえる場合、集落空間の

本質を見極め、集落空間に内在する諸原理、集落空間(集落土地利用)の有す

る意味・性質を理解することが必要である。そして計画の対象となる「土地 j

を集落の社会・空間構造に組み込まれた「集落の土地J として捉えることが計

画策定の基礎認識として必要であろう o

3. 集落土地利用計画の課題

3-1 集落土地利用計画の性格

一一落土地利用計画(論)の二つのタイプ、歯止め型・問題解決型一

都市化、混住化、過疎化によって、安定していた集落土地利用は大きく変

容し、土地利用上の問題を深刻化させている。集落土地利用の問題点、を要約す

ると、都市化・混住化地域における都市的土地利用と農村的土地利用の調整問

題、過疎化地域における集落再編と土地資源の活用・管理問題があげられる。
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また、農業構造・社会構造の変容に伴う農地整備と農地の利用再編は近郊農村、

過疎農村を聞はず問題となっている。

集落土地利用計画の必要性誌、都市化圧力の強い都市近郊農村で最も顕著

で、都市的土地利用と農村的土地利用の調整が基本課題とされている。本来、

都市的土地利用と農村的土地利用の調整問題は、新たな宅地供給の計画的誘導

と農地の保全を内容とするが、多くの場合、新たな宅地供給のみが計画課題と

される。すなわち、実際に策定されている集落土地利用計画は、ほとんどが宅

地供給計画という性格である。農振法の農用地を対象に農地整備が進められて

いるが、これは農用地指定された農地のみを対象とするもので集落宅地や農振

白地を含んだ集藷域全体の計画とは無関係である。

厳密な意味においてわが国に集落土地利用計画は存在していない。しかし、

近年、その確立を目標にいくつかの集落土地利用計画が構想・策定されている。

先に集落土地利用計画の問題点として、個別課題に対応した部分的計画である

こと、既容集落とは無関係なフローの計画であることを指摘したが、今日、

想・計画策定されている集溶土地利用計画の特徴・性格を以下に整理してみた。

これまで多くの構想・計画策定されている集務土地利用計画には、二つの

タイプがあると考えられる。第一のタイプは、 f櫨lt型土地利用計額J (r規

制型土地利用計画J )とでもいうべき計画論で¥現状の土地利用の混乱をどう

にか止めようして規制を行ない土地利用をコントロールしようとするものであ

る。第二のタイプは f問題解決型土地利用計画j で、現状の土地利用の問題態

所を一定のカテゴリーでチェ、ソクし、その評儲、課題設定を基礎に問題の解決

を図ろうとするものである。すなわち、 「歯止め型j の土地利用計画は、既存

落とは無関係lこ、集落土地利用の外的変容要因を関止するための規制であり、

「問題解決型 j の土地利用計画は、 の土地利用とは無関係に、一部の

土地を対象に個別課題の解決を留るものである。いづれも集落の社会・空間構

とは無関係のフローの計画といえる。近年、策定されている多くの集落土地

利用計画は、スプロール防止・農用地保全については「詣止め型 j 、居住地に

ついては「問題解決型j 計爵の性格が強い。

3-2 集落土地利用計画の目標設定

土地利用計画の手瞭として、広域における集落の位置づけを基礎に、

現状把握→評価・問題抽出(診断)→計画課題の設定→計画提示のプロセスで

留を行なうものが一般的である。そして、計画課題の抽出のためにどのよう

なチェック項目、カテゴリーを設定するかが計画技術的な課題とされ、その

式化が進められている。しかし、補助対象となる整備メニューに対応する個別
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的課題の抽出・検討に基礎調査が限定され、集落の社会・空間構造、集港空間

の発展法則との関連を捉えた「講造的課題Jの把握は行なわれていないのが現

である。集落空間の包括的な理解がないままに個別課題の把握から直接的に

整備方針を設定するこのような方法は、集落空間の部分的空間整備は行なえて

も、それが包括的な集落空間の質の向上、土地利用秩序の形成に結びつくこと

は望めない。

都市的な環境水準の達成を目標として設定されたチェック項目・カテゴリ

を基準に抽出された整備課題とその整縞方針に基づく計画は、農村集務の「

村らしさ j を破壊し、居住環境として価鍍ある集落空間の質を変えてしまう

険性さえはらんでいる。獲得すべき空間像の設定を誤った場合、計画実現が

居住環境の空間錨値を低めることに結び付くのである。集落土地利用計画の制

度・手法がいくら整っても、計画によって実現される空間価値が低くなったの

では本末転倒である。その意味で¥計画策定に捺して集落整備の評錨基準をど

こに置くのか、獲得すべき空間像をどのように措くのかが罷めて重要な位躍を

占めるといえよう o

の環境は、農地や山林(漁場)と生活・居住空間が一体となって形成

されており、生産空間である農地や山林の容在が農村らしい居住環境の質を創

り出している。すなわち、農村において生産空間は、居住環境の構成要素とし

ても重要な役割を担っているのである。そして、自然環境の崩壊・環境の人

化・非人間化が進行している現在、農村は、国土の食糧生産拠点としての役割

以上に定住拠点・生活拠点、として、その事在意義が高まっている。集落土地利

用計画の目標を設定するうえで、居住環境としての農村集落の価値を再認識す

ることが必要とされ、形成される居住環境の質が問題とされる状況になってき

たといえようo

3… 3 集落土地利用計画の r第三の型』への

最後に、集器土地利用計画の展望を示しまとめとしたい。

空間を構成する個々の土地利用は、器有の利用目的があると同時に相

に連関心全体(集落・環境)としての空間系を形成している。集落土地利

用計簡は、計画対象となる土地を集落空間の中で位置づけると共に、計画され

た土地が集落全体、周辺環境とどのように孫わるのかを想定することが必要で

ある。集落の土地は、埋め立て地の土地とは異なり、集落の社会・空間の構造

に組み込まれているのである。このような認識にたって、集落土地利用計画を

すると、今日求められる集落土地利用計画は、第三の型、 「包括型土地利

用計画Jとでもいうべきもので、集落の社会・空間の発展講造、居住者の生活
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構造と生活要求の把握を基礎に地域生活・社会・空間の将来像を展望し、将来

の地域後・空間像の実現に向かつて新たな集落空間の「仕組みJ をつくりだす

計画論であると考えられる。

包括型土地利用計画論の主要なポイントを示せば以下のようになる。

1 ) 集落の一部の区域を対象とするのでほなく、集落全体を対象とする包

括的などジョンを提示すること

特に概容集落の環境改善、新規の宅地供給計画、農地の保全・整備計

画がリンクした集落域全体の計画であること

2 ) 集落社会・空間の仕組み、すなわち f社会・空間構造j とその発展法

期をつかむことによって「集落J と「土地j に対する認識を深め、

国の出発点とすること

落の空間構造の文脈を尊重した空間計画であること

3 ) 集務の社会・空間構造との関連で計画課題を把握すること

4) 単なる物的空間計画ではなく、社会空間・意識空間としての整合性を

も追求した計画内容をもつこと

5 ) 計画提案は、集務空間の将来ゼジョンと計画のコンセプトをビジュア

ルなかたちで表現すること

土地利用計画は、未確立の計画分野で、集落地域整備法の成立によっ

てはじめて法定土地利用計画としての容立基盤が整備された段階である。しか

し集落土地利用計画は、わが患の土地利用計画体系の最も基礎的部分を占める

商であると同時に、居住を柱とする日常生活に最も関連深い計闘である。

後策定される集落土地利用計蕗によって、一次産業および居住拠点として、

の8割を占める農村空間は、多大な影響をうけるものと考えられ、国土の

地利用計画体系の要となるいっても過言ではない。

ここに示した小論は、今後の集落土地利用計画の展望を示した仮説フレー

ムである。第 2編では、本章で、論じた集落土地利用計画の概念と展望の根拠、を

落モノグラフィーから明らかにしたい。
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落モノグー イーの意 と 土
品、、J

E

1. 集器モノグラフイーの意

本章は、西国山村・中久保集落を対象とする集落モノグラブイー研究であ

る。地域主体としての集落は、…定の地域空間に対応する共属感情をもった館

入、集団の累積体であり、社会、空間の統一体とみなすことができる。集落は、

儲入、家族、各様社会集団(生活主体)の累積体であり、集落(ムラ)として

統一された社会構造をもっG さらに住居、施設、農地・山林、道路・水路など

の が統一された空間構造をもっo

の社会構造、空間構造を構成する錨々の要素に分解して、一面のみを

分析しても、社会、空間の統一体の実体をつかま?ことは困難で、ある。集落の社

生活空間の体系だった構造を捉えることが重要であり、そのための方法と

してモノグラブイー研究の意義と価値がある。

モノグラフィー研究は、人類学、民俗学、社会学、地理学などの創世期に

数多く行われ、援れた研究成果が得られている。 1)社会学分野における鈴木栄

太郎の「岐阜県加茂郡坂祝村ム有賀喜左衛門の「岩手県石神村」、歴史学分

野の中村吉治の f岩手東燃Il1j 、人類学分野のエンブワーの f熊本県須恵村J

などはその代表事例といえる。これらの先駆的研究は、モノグラブイー研究の

事例を蓄積し、のちに一般理論として結実している。優れたモノグラフイー研

究は、導きだされた知見はもとより、調査当時の生活復元資料としても儲値が

ある。

学分野では、今和次部の「考現学」、 「生活学J以来、生活と空間に

対する矯致な観察と記述による生活空間の研究方法が用いられ、西山邦ニ、

武泰水、青木正夫らに代表される創世期の建築計画学は「少数の典型を捉えて、

密調査により、空間と使用する人間の行為との問にみられる法則性と矛盾関

係に着目する J研究方法を確立した。このような生活の全体像との対応から

活空間の生成原理を明らかにする研究、そこに内在する矛盾を解きあかす研究

では、モノグラフが、現在においても重要な研究方法となっている。

集落研究の場合、モノグラフィーは、住宅や地域施設の研究とは異なる

味を持つ。集器研究では、住居と家族や、共同施設と地域社会といった{周期の

対応関係の抱握し、それらの集積として集落を理解するのでは不十分であり、
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組々の生活主体と生活空間の対応に加えて、集落という地域主体の寄在が生活

環境形成iこ如何なる役割を担っているかを明らかにすることが求められる。す

なわち生活主体と生活空間の相互関連と総体としての生活環境の形成論理の解

明には、具体的な実体を有するひとつの集落を精致に研究することが有効で、あ

ると筆者は考える。れ

このような理由から、本章では、西国山村・中久保集落を対象に、集落

ノグラフィー研究を展開する。

2. 中久保集落研究の目的と方法

2…工 研究の目的

は、愛媛県上浮穴郡柳谷村大学西谷・中久保集落を対象に、地域主体

としての集落の性格を明かにし、地域主体による生活環境形成の論理を実証的

に明らかにすることを目的とするの本研究では生活環境を地域社会と生活空間

の統一概念として捉えており、ここでは生活環境の基盤である土地の社会的・

空間的性格と空間構造の実体の解明をも目的としている。

中久保集落は、高知県墳に位置する奥地山村で¥昭和初年頃までわが国の

みつまた主産地であった「焼熔のムラ j であったりここでは、現地調査によっ

て得られた知見をもとに、以下の研究課題に沿って考察を進める。

①中久保集落における地域主体の性格を明らかにするの具体的lこは、みつ

また導入以降、現代に至る地域主体の共同性の展開過程を明らかにする。

@地域主体の内部構造(社会構造)と相互扶助の仕組みを明らかにし、

との対応を機説する。(以上 2節)

③集器域の空間構造を、土地利用、土地所有、生活地名の分析から明かに

し、集落空間の秩序形成の論理を明らかにする。(3節、 4節)

ア)ここではまず、住居から集務域に至る空間構成の実態を明らかにするの

イ)地域主体の共同性との関連から集落域の土地利用と土地所有の特徴と

間構造の形成論理を明らかにする。

守)新たに概念規定した F生活地名J に着目して、意識空間の構成を明ら

かにする。

@上記の総括として、集落の地域主体としての性格と地域主体による生活

環境形成の論理を確認する。(5節)

この研究は、わが国の山間部にひろく していた!日焼焔山村地域の生活
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空間秩序の解明という目的をもつばかりではなく、集落の空間秩序と共同性の

構造の関係モデ)J;の抽出という目的をもっo また、本研究の後半(7章)では、

静態的な空間秩序や基本構造がその条件の変容に停って、 どのように変容する

のかという動態的な視点、のもとに定住の発展における新しい生活空間秩序の形

成原理の解明をも重要な研究課題としている。

2-2 対象集落の選定理由

において最奥地の小集落に着目した理由は以下の 2点に集約できる。

① 地の都市や農村地域と比較した場合、このような奥地山村においてこ

そ、ひとまとまりの生活空間が、地域生活に対応している関係が明快

で、相対的に完結した生活空間として観察し易いこと、

② 生活空間形成に関わる主体(集団)が明確であり、主体(集団)の内

部構造(社会構造、各積の共同性)が観察し易いこと

2-3 調査概要

の考察は1982年以降の調査 くものである。 1982年の中久保集

の調査は、 1972年に

住宅、集落空間、家族、

を中心とする早穏回大学吉絞研究室によって、当時の

に関する調査が行われており、 10年後の比較

として当初企画されたものであった。幻また、 1954年・ 55年にかけて棺

正j乱によって中久保集落の調査が行われており、その調査結果が「地理学評議J

に報告されている。山本研究では、これらの調査結果も当時の

として活用し、考察を進めている。以下では、 1982年以降の調査概要について

しておく O

生活環境

ム

(地名採取)
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1982年 7月に予備調査を行い、同年 9月に本鵡査を実施した。本調査は、

国4-1 1に示す讃査フレームにしたがって、集器の社会構造と空問機造に

関わる項目、土地を社会と空間にまたがる項目として設定し、全戸悉階を呂標

にヒアリング調資を実績した。

議査の主な内容は、以下の通りである。

① 家族構成、生活・生業の現状と歴史的変遷に関する聴取

② 集藷の古老・役員からの集落運営の実態・取り決め・変遷の聴取

③ 期谷村役場における明治以降の戸籍原簿・附票、住民基本台帳・附

の悉皆議査による家族形態の変遷の調査、転出者の居住地の把握、

@ 住居・共同施設・土地利用に関する図面採取と生活空間の観察・記述

⑤ 土地台!様、森林原簿、地籍額、森林基本図による土地所有の把握

⑤ 土地台帳からの字名の採取、古老からの地名の聴取

⑦ 松山近郊への転出者の生活実態の聴取、住居・住まい方の国富採取

1982年 9丹の本調査は、神戸大学重村研究室のメンバ…10名による 10日間

にわたる調査で、その後、数回にわたって捕足調査、土地関連議査を継続した。

本調査以蜂は、 1982年11丹に秋祭り調査、 1983年 3月に地名調査、 19邸調査を

行った棺馬正胤愛媛大学名誉教授へのヒアリング調査、 1984年 8月に捕足調査

を行った。また1984年12丹には、柳谷村転出者を対象とした「母村との関係に

するアンケート

は不在地主調査

J 、さらに1986年には土地管理・帰還者調査、 1989年に

した。(転出者・不在地主の調査結果は 7章で述べる)

2-4 研究の手}I頃と方法

本研究は、社会構造と空間構造を連関させた分析方法を用いている点、に

法的特徴がある。

研究の手顕は、①集落社会(社会構造)分析では、集器における共同性、

・組レベルの生活主体問の棺互協力関係に着目して、その構造と性格を

する。そこで明らかになった知見を踏まえて、②集落の社会播造、共同性との

かち空間構造の分析を行う。このような手願を踏むことによって、社会と

関の統一体としての集務の生活環境、生活空間の構造を明らかにすることが

できると考えた。

では、集落空間(集落域)を物的空間、社会空間、意識空間の重層し

た生活空間と捉える。ここでは、物的空間としての集落空間は土地利用、社

間としての集落空間は土地所有、意識空間としての集落空間は生活地名に

回して、その空間構造を分析した。
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3. 中久保集港の概要

3 1 中久保集落の概要

中久保集落は、県都・松山市より 80km，郡都久万町中心より 40km、村の中

心落出集落より20km離れた愛媛県最奥地の山村で¥高知県壌に立地する。この

集藷と周辺の 5つの集落誌関輿六ヶ村と呼ばれ、田村西谷(大字)に属する。

中久保集活は、関奥六ヶ村の拠点集落である古味とは、沢道で6刷、自動車で

20分、尾根の徒歩道で約60分離れており、最奥地の集落でもある。

図4… 1 2は、柳谷村全域及び古味を中心とする西谷圏域の概要を示し

たものである。古味には、蕗j喜・ポスト・バス停.} 1[ I崎神社があり、 1958年ま

で分教場があった。現在の幹線道路は、仁淀川上流の黒川支流の高野JlIに沿っ

てつくられているが、豪雨時や積雪時に交通が途絶することも多い。集務の住

の集合する区域の主たる部分は標高850rnの山腹南斜面に立地し、集落域は7

00'"'-' 1200rnの高位に位置する尾根の集落境界で顕まれる約10krriであり、最近ま

で、概ね各戸は約50haの森林を所有・経営してきた。

o lkm 2km 

中久保集落

拠点集活

犬 西谷間域の集落

田・四・蝿県境

一・一村境(柳谷村)

醐棚田大字境界(西谷)

一白山町集落界

(標高 1000rn以上は斜線)

4-1… 2 榔谷村及び吉昧を中心とする西谷圏域の概要
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山援に立地する集落 周辺は常畑地芳峠より

シタメの屋敷群 後ろの森がテラヤマ

写真 中久保集落の地形立地と集落景観

-108-



3-2 中久保集落の特質

中久保集落の特徴は以下のように集約できる。

① 最奥地山村である。

県都松山市より 80Km，郡都久万町中心ょっ 40胸、村の中心落出集落

より 20Km離れ、!日村西谷の中心集落で、あり、バス停のある古味村落

からは直線で6Kmの位置にある。現在の幹線道路は沢道で(仁淀川

上流、高野JI[)、豪雨時には頻繁にまた冬期積雪時には交通が途絶

することもある。

② 最高位集落である。

標高850躍の山腹南斜面に立地し集落域は700臨r-v1200mの高位に位置し

ている。

③ !日焼畑集落である。

1955年頃までは、わが国有数の焼畑地域でみつまたの主産地であっ

た。

④ 安定した集落社会。

は1982年現在日戸の農林家より成るが、明治以前より近年19

55年頃まで18戸を堅持し、強い際、居慣行と分家の禁止により、周辺

落の中でもきわめて安定した集蕃社会を形成・維持している。

@ 集落社会の共同性と平等性。

明治末期の換金作物であるみつまたの導入以降、現在に至るま

い共同性を維持しているの当集落における共同性は、徹底した

原則が貴かれた平等的共向性を特色としている。さらに貨幣経済の

経済基盤の変動の過程でも共同性の新たな生成がみられ、近

においても周辺集落に比べて安定した経済力を維持している。

@ 独特な民家様式と綴居慣行を持つり

西国全域に分布する掠展横行の中でも独特の隠居慣行を持ち、これ

に対応した独特の住居(r同棟二世

式)を持っている。

J ともいうべき

⑦ 地形に適応した土地利用と 間の秩序性。

③ 

から展敷群、各議共同施設の立地にみられる空間権成は、整然

とした秩序を持ち、良好な集落崇観と空間秩序を形成している。

と の明快な対応。

奥地であり、外部との連絡が極めて限定されており、かっ集務外部

の者の所有地、経営地が少ないことから、実質的には集落域を集落

社会に対応する空間としてみることができる。
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@ 母村関係を維持する転出者とニ拠点型生活への展開

1940年の 150人をピークとする集落人口は、 1982年現在では40人に

まで漸減しているが、家が安定的に維持され、 15戸が現存している。

1970年代以峰、生活・生産の諸条件の変容に伴って、松山に生活の

拠点を獲得し住居を取得するものが増えており、住民票を中久保か

ら松山に移すものが多い。しかし、住民票の移動は、子弟の就学や

後に述べる「二拠点型生活j への移行に伴うもので中久保の住居や

農地・山林、社会関係は維持されており、中久保集落の成員は住民

登録者よりもはるかに多い。

釈注

1 )集落モノグラフィーやモデル論(理念型)についての研究方法論は、鈴木

栄太部([j農村社会学原理ト 1939年、未来社、鈴木栄太郎著作集 I・II、

所収)の先駆的主張がある。また、集落モノグラブイーとしての先駆的研

究事例としては、尾留JI[正平(地理学)の「秋田県子吉川流域集落J (r 

秋田県子古川流域の農業集落J1943年、 r地理dJ5-4、 r農業地域形成の研

究J二宮書!吾、 1979年所収)、中村吉治(歴史学)の「岩手県煙山村J ( 

『村器構造の史的分析dJ1956年、復刻版1980年、御茶の水書房)、エンブ

リー(人類学)の「熊本県須恵村J (John F.Embree"Suye Mura， a Japan 

ese Village，1939)などがある。また、建築学分野では、地井昭夫の「丹

後・伊根浦J、 「五ヶ瀬Jの研究がある。

2 )当然、集落モノグラフィーは、膨大な調査項目をたてて、入手可能な情報

を網羅的に調査するものではない。

3) 1972年調査は、重村力、平井秀一、井上隆、鈴木章ーによる。

1982年本調査は、筆者の{也、重村力、野口邦彦、尾崎久純、r.r沢

原啓一、喜安真司、岸原敬、鈴木晃、田代純らとの協同で進められた。

4 )相馬正胤の研究成果は「愛媛県中久保部落における焼熔耕作と土地所有形

式J ([j地理学評論』第29巻第 8号、 1955年)にまとめられている。(調

査時点、は1954年、 1955年。 以下相馬論文と略す)
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体の性格地域開

中久保集落における共同性の展開過程

の士主2節

中久保集落年表と時代区分

本節では、近代以降、生産力の発展に対応して生成されてきた積々の共同

性、相互扶助の展開通程とその特質について考察し、地域主体としての集器の

性格について論じる。

明治以降、

ーム
イ

i
ム

を年代別に整理し、

Jである。
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中久保集落年表は、現地調査で得られた集落のリ…ダー格のの古老数名か

らの証言と、 r柳谷村誌ト r上浮穴郡農林業史』などの文献資料、及び1954

年の相馬論文を参考に作成したものである。

ここでは、明治末期の換金作物のみつまた導入以降の集落社会の展開を、

1 :明治末期までの自給的焼娼時代、 II:昭和30年頭までのみつまた焼畑時代、

III:昭和50年頃までの林業多角経営時代、 IV:それ以降のニ拠点型生活時代の

4つの段階に分けて、集落社会の共同性に着目して論じることにする。

エ-2 生業の変遷と共同性の展開過程

( 1 )自給的焼畑時代('"明治末期)

中久保集落は、落人という伝承をもつものの、その成立については明確で

はない。[f柳谷村誌Jによると、藩政期の藩政村は田村(大字)の西谷であり、

その中の組として中 の名が確認される。落政期には小豆による納税で

あり、この地域では米がほとんどつくられていなかったことがわかる。

議政期から明治来年頃まで¥こうぞ・茶という若干の換金作物をもちなが

ら、こきび、ひえ、あわ、そば、 とうもろこし、大小思等の雑穀類ゃいも類を

自給的に生産する焼畑を主体とし若干の常熔を持つ集濯であった。

この時代は何よりも伐採、火入れ等に際し多くの協同労働を必要とするこ

とから、イイ(結)、モヤイが発達した。 の土地の大部分は宅地および

その周辺の常畑を除いて fムラチ j と呼ばれる集落総有の土地であった。

この時代より、強い隠居慣行と分家禁止の自律的規制により、 1 8 

数を厳格に維持し、対等な 18戸からなる村落共同体を築いていた。

関、居慣行l立、四国全域に分布するが、この集落では、民家様式と一体とな

った隠居横行をもち、生産・生活における老世代と若世代の分割と協同の仕組

みをつくっている。また、 「同様二世帯型住宅 J と呼ぶべき中久保の住宅は、

隣接集落にもほとんど見られない独特な三世代住居で、ある。この形式が、明治

以前から容在していたのは明かであっ、全戸が徹底して同一形式であること

も、中久保の高い平等性と均等性の意識が感じられる。

( 2 )みつまた焼畑時代(明治末~昭和30年頃)

明治38年頃、問辺集落に先行して、大蔵省印刷局に納入するみつまた(

約みつまた)を導入し、切替畑による栽培を開始した。みつまた導入によって

中久保集落は、本格的な高品作物を得て経済力を高める。これと共に集落社会

は、旧来の共同体から近代的性格をもった地域主体へと変貌する。

明治になって進行する

め、特に零落者が外部者

林の処分にあたっては、 1 8 

り渡した場合、集落が買い戻し、
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買い戻さすなど、集藷の平等・均等の条件を保とうとした。大正末年に最後の

共有地分割が行われている。

大正期には、住居周辺に散在していた墓地の集約化が行なわれ、集落北東

のテラヤマ周辺に共同墓地が建設された。テラヤマは、お堂の立地した鎮守の

森で、会堂もお堂の隣接地に建てられた。このようにテラヤマに集落共同施設

が集約的に整備されている。

さらに生産力の発展と経済的基盤の安定を背景に、集落社会の平等原期の

確立と生活環境の整備が行なわれた。その関の事J捧を最も端的に示すのが、

4-2-1に示した r中久保規約Jである。

「中久保部落ハ一致共同ヲ以テ過去現在ニ及将来モ此ノ趣旨ニ依リ進ムモ

ノナリ 0 ・・・・ Jで始まる『中久保規約JJ ( r中久保部落契約書j 及び「中久保

部務契約書綴 J )は、従来の部器慣習を昭和13年 9月に成分化したもので、部

議基本財産の設立、瓦請の設立、部落共同事業の確認、相互扶助等が詠われて

いる。

r中久保規約Jによれば、昭和 3年に各戸ょっ基本金、毎年のみつまた

に対応して徴収する部落独自のみつまた税(丸数税と呼ばれていた)、及

び納税奨励金をあわせて部落の f基本財産Jが設立され、経済的困窮に遭遇し

たもの、病気や不幸にあったものへの融資にあてられた。また、共有地の一部

を地集落のものに小作地として貸与し、その小作料を基本財産に算入すること

もあったという o

一方、昭和 2年には、瓦請が設立されている。合掌の茅鷲屋根でたびたび

火災の被害にあっていた当集落では、 18年計画で 18戸全戸の瓦化を決議した。

瓦は地芳峠をこえた隣接の権原(高知県)より運ばれ、各戸からの労鋤提供(

出役)と瓦講の資金によって 18 の瓦化が進められ、実際には予定より

4年阜く瓦化は完了した。 8)1 1 ) 

昭和 8年には、みつまた生産販売の組織化をめだした (主と

して大蔵省印崩局への納入を企画)が設立される。さらに、昭和11年には松山

以南の周辺町村にさきがけて、集落の自家発電(7](力)装置の設立を決定し、

昭和13年に完成している。この自家発電は、当時の金額で三千円を超える出

であった。この出費をめぐり、集落内部で混乱があったが、内部で調整を重ね

自家発電が実現した。これを契機に、従来の集落の慣習が成分化された0 1 1〉

大正期に共有であったムラチの均等分割がなされ、土地が部落総有から私

へと変貌すると平等な土地所有形態が実現され、各戸の経済基盤が確立した。

土地の分割によって、土地は集落の経済基盤から家を単位とする経済基盤へと

した。この面で¥ の共同性が減少したことに対応して、 r中久保規約J
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表 4-2-1 中久保規約

「中久保部落契約書綴J 昭和十三年九月 中久保組

中久保部落の概況

当部落は村内にて最も交通の便悪し十八戸より成る小部落なり。この小部落は昔より分家等を行はず益々十

八戸の発繁栄のために努力しつつあり

主なる事業

火災防止を主眼として昭和二年瓦請を設立し毎年一戸瓦及スレート等の火災延焼の極めて少きものにて麗根

を替えるものとす

一戸一株の詩弐拾円を設けて最初の落札者は三百六十円を使用し二番会より以後は使用者二十五円を掛け戻

し二番の者三百六十五円、三番三百七十円と毎年五円宛増す様設立したるものなり

一 昭和三年中久保部活に於て負債、不孝等ある場合の融通を図るため基本財産設立を申合せ先づ一戸一円宛を

積立其の資金を基本として毎年三柳税(注:みつまた税、丸数税)として一丸に付一銭を徴収し(昭和十三

年度より三柳税一丸に付二銭と変更したり)積立り

又納税奨励の意味にて若し不孝等に依り滞納者なきょう融通するため納税奨励金は全部基本金として積立て

現在三百五十円認となれり

右基本金は一時倍付は特別なる事情(病用)等のためには無利子にて貸与するを目的とす

一・昭和十一年八月自家用電気設立を留り発記者中村嘉太郎、西森義元、-西森勇吉の諸氏の誠意と部落の熱心に

依り総工費(電気精米器)金額三千百八十三円十七銭を費し昭和十三年一月無事完了したり

内訳 一.金二千円を十五年賦償還 1か年一戸宛十二円七十銭にて支払済となり他の一千百八十三円十七

銭は全部出金済なり

二.工事人夫六百八人役

四.昭和八年農事実行組合を設立し三柳(みつまた)の販売統制を図り村当局の方針に最先に賛同を表し印刷局

納入を行ふことを実行す

必要品等は産業組合等を通じ現金共同購入を行ひ、組合員には安舗な確実なる品を分配す

五.昭和十一年陸軍省、 ・・・・納入組合を設立す

r中久保部落契約書J

中久保部落は一致共同を以て過去現在に及び将来も此の趣旨に依り進むものなり、其の趣旨の強化をはかる

為左の各条の規約を設け益々組の発展をはかるものなり

第一条 部落には伍長及び副伍長各一名宛を置き任期 第六条 火紡隊班長手当一か年一人役とし出役は部落

は一か年とす に賦がえし隊員は出賦のみ部落に還すこと

任期満了の場合は(正月五日)選挙に依選出 第七条 実行組合長手当は二人役とし金三円六十銭と

す す(一か年)

各々一か年手当三人役とし出役は部落へ 任期は四か年とす選挙に依り選出す

第二条 組長、寺総代、神社総代、部落選出の場合、 副組合長任期は組合長に準ず

出役は部落に賦をかえし役銭は部活へ納むる 但し部落用件にて大字外へ出張の場合は一人

ものとす。 役外に金三十銭の費用を部落に見ること

但し組の給料は役員のものとす 第八条 病気等に依る部落コーロク左の通り定むもの

第三条 村会議員手当一か年四人役 なり

(但し部落選出のもの) 一 日間内に病気全快せぬ場合部活より六人

第四条 消防の出役は部落の賦還しにし手当は部落へ 役コーロク又二十日以上は一か月ごとに二三

納むるものとす 人役とす

第五条 中久保電気組合長は名誉役とす 十五日間病気の場合は一人役とす

電気会計をニ名護き手当一か年一人役とし任 第九条 相続人にして現役入営又動員に依り召集の場

期をニか年とす 合、ーか丹にニ人役コーロクとす。但し特務
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兵の場合は入堂期間内に八人役とす

復員召集の場合 三遊間以上のもの六人役と

す。ニ週間の場合二人役。

第十条 本家の夫と及妻死亡の場合は六人役のコ一口

クとす。

但し離別の場合はコ一口クなし。

長男結婚と同時に本家の権利と認む

第十一条入営は召集等の期間内へ部落の出役及共会を

除くものなり

入営出発の場合は各{国人にて銭加をし送別を

鑑し一戸一人宛落出まで晃送をすること

除隊の時は落出まで各戸一人宛出向すること

第十二条死人ありたる場合、医者、役場、寺の用件に

は村役と親類の立合にて行ふこと

葬式には本家、隠居及び問題より三合宛持合

すこと

子供の死亡の場合は当事者の意志に依るもの

なり

第十三条病人等にて大字外へ入院の場合は部落よりニ

人役応援し外は親戚者に於て適宜行ふこと

支度料として当事者より二円五十銭を出すこ

と

第十四条牛馬の死亡の場合は一戸宛五十銭の見舞をす

ること

部活基本金の中より三十円借用することを得、

用期間は三か年とし無利子にて、一か年十円

宛年賦にて支払ふこと

第十五条部落内に病気等の場合は部落基本金の内より

五十円迄借用することを得、借用期間は五か

年とし無利子にて年賦にて支払ふことを得

第十六条部落申合せに依り左の事を実行す

(イ)一月十日前後よりみつまた製造に取掛る

こと

(ロ)五月二十日自二十五日迄に全部仕上げる

こと

(ハ)四月上旬に火入願を行ふこと、四月

日より二十日までにモミ穏謡き終わる

(ニ)五月二十日より二十二日迄にトウキピ種

つけ終ること

(ホ)六月五Bより十二日までに田植臼を定め

ること

(へ)六月十五日田植祭、部落全部休業のこと

(ト)I日正月五日節句、道修繕

(チ)七月二十日、山道っくり

(リ)十月一日、道修繕

(ヌ)其の他休業日と定められたる日は部落全

体休むこと

(ル)五月上旬火入の場合は、仮にーかpJfの分

にでも十五才以上の者立合にて火入を行

なうこと

F
h
U
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第十七条精進鯵養の意味に於て左のことを行ふ

(イ)旧正月二日伊勢祭、御神酒二合宛其の他

三円

(ロ)正月四臼、五日春祈祷を行ふ

(伍長改選日)

神酒四升雑費二円

(ハ)正月十七日観音祭、部落休業、福引を行

ふ

神酒三升雑費二円

(ニ)正月二十四日鎮火祭、戸主及消防火紡会

にて行ふ

(ホ)三月二十一日大師議祭、神酒三升雑費二

円

(へ)六月七日、八日憂祭、酒三升雑費二円

(ト)七月四日地蔵祭、酒三升雑費二円

(チ)野仕事出発は努めて早くし晩は互に誘ひ

合せ一定の時間に帰宅すること

(リ)七月七日作祭、七夕祭、休業。酒六升雑

費三円

(ヌ)七月十七日観音祭、部港全部休業。溜2

升

(ル)七月二十一日大師請、抹業。酒ニ升

(ヲ)八月一日夕ノム祭、部落休業

(ワ)八月十五日山上祭。神酒三升

(カ)十一月七日、 88秋祭、休業

神酒六升、但し三か年に一度氏神は湘一

斗雑費五円

(ヨ)新年(一月元日)新年会一戸一合宛持参

のこと

第十八条新築本家議としては左の通り部落より援助す

るものなり

ー.材木伐に一戸二人役宛

ニ.材木出し一戸二人役宛

三.地固めに一戸…人役

四.地ナラシ、石取共に一戸一人役

五.立前の呂、一戸二人役宛

六.カベ下地及カベヌリ各戸に一人役

七.麗根ブキ、一四一人役

八.新築工事は新十二月一日より翌年三月二

十日までに行ふ

其に期間出賦役を使ふこと

但し出賦は新築工事以外の仕事に使ふこ

とを得ず

カベヌリは右期間外に使ふも差支なし

昭和十三年九月四日 右の事項決議す

(十八戸戸主の署名)

(工 982年 11月 西国石清氏より収集)



にみられるように、種々の互助及び共同作業や共有財産の確立と集落行事の確

認・強化がなされた。家の確立と同時に、集落機能の充実とその役割の確認が

行われたわけである。

この時期には、集落社会の共同性に加えて、個々の家が一定の経済的自

性を確保し得るようになっていた。個別化が進行する一方で集落社会の近代的

共同化も強化された。その成果は、空間的にも錨々の住居の整備と集落共同施

設の整備として結実して、近年に至る集落空間の基本的な構造が形成・整序さ

れたのであった。

( 3 )林業・多角経営時代(昭和初年~昭和50年頃)

戦中から戦後にかけてみつまた需要及び木材需要の構造が変化し、それに

伴い中久保集落の生産・生活基盤も著しく変容する。

その第一は、硬貨の登場や高額紙幣の発行、紙幣製造法の進展、和紙需要

の低下に伴うみつまた需要の低落があげられる。第二に誌自然林の伐採から植

林ヘ至る林業の展開である。以前から}lfを利用しての自然林の伐採と筏による

流し運搬が行なわれていたが、第二次大戦が勃発する昭和16年頃、馬車道が沢

筋に通り、戦時木材需要安うけて、自然林の伐採と運搬が始まる。戦後は、戦

災復興のための建材、パルプ舟木材の需要増大がこれを助長した。櫛谷村の一

部先進地では昭和初年頃から植林がはじめられたが、中久保集落では昭和25年

頃植林を開始した。

中久保集務において植林が本格化した契機誌、昭和初年の局綿みつまた価

格の暴落であった。昭和32年には柳谷村内で「百円硬貨反対決起集会 j が関か

れている。このことは、主要な換金作物として経済的基盤を形成していたみつ

またの衰退への危倶がいかに大きなものであったかを物語っている。 1O)以後、

みつまたの生産は急速に減退する。しかし、この時期に、みつまた熔の休耕地

に生育していた雑木林が新たにパルプ材として商品価値をもつようになったこ

とは中久保集落にとって幸いであった。森林伐採・パルプ材の供出によって経

済的基盤の崩壊はまぬがれ、以後 林業を主とする生業形態へと転化したので

あった。

また、林道の開発は、道路整婿に伴う木材の切り出しによって一定の収益

が確保される。さらに交通路の整備によって輿地の木材の切り出しが可能にな

り、みつまた生産の最盛期にも匹敵する経済的繁栄を一時、中久保集落にもた

らした。しかし、昭和初年には、中久保集落からはじめて工戸が離脱し、松山

近郊の謹泉町に流出している。

中久保からの挙家離村の転出は、土地の処分を伴う o 転出者は、全戸に呼

掛け、離村の挨拶と部落に対する権利の放棄宣言を行う G さらに土地の売却を
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集落全戸の入札によって行う。中久保集務では、このような入札を「オラピガ

エJ というo オラピガヱは、離村の場合だけでなく、大量に山林を売買する時

に関鑑される。まず集落に声をかけるという先買い制度といった性格を有する

点は、興味深い。

昭和30年代には、雑木林の明り出しと 1000haに及ぶ集落域全域の植林がほ

ぼ完了し、 しいたけ、養護と林業の多角経営が中久保集落において一般化した。

特にしいたけ栽培は、昭和30年代末より飛躍的に生産技術が進展し、今日にお

いても中久保集落の主要な生産物となっている。

これまでの中久保集落は、みつまたから林業へのその経済基盤は変わった

ものの、金田がほぼ同様の生業類型をもち、均質な生活スタイルであった。そ

れが昭和初年代の前半lこは、大きく変貌する。

中久保集落の内部で、タイプの異なる 2つの生業類型が出現する。その一

つは、従来からのしいたけ栽培を中心とする林業多角経営のタイプで¥いま一

つは、造林エキスパートとなるものでるる。

集落域における植林が完了した後、中久保集落では独自に林務請負い斑(

労務班)を作り、周辺集落における森林労務に従事することによって、

い収入水準を維持していた。やがて周辺集落での植林が一段落すると、さらに

柳谷村各地、上浮穴郡・愛媛県各地へと就労地が広域化することになった。

初の近隣の集落での森林労務は日帰りでも可能であったが、就労地が遠隔化す

るにつれ、数週間家を離れる場合もでてくる。この過程で¥造林のエキスパー

トとなり生業圏を拡大するものと、集落に生活・生業の拠点を維持してしいた

けを中心とした多角経営により経済基盤を支えるものの、二つの系統に分かれ

て、それぞれが発展した。

( 4 )二拠点生活時代(昭和50年頃~現在)

このようにして、昭和印年以降の中久保集落では、広域的な造林を行なう

タイプと、集落を生活の拠点として維持し、林業多角経営によって生計を支え

るタイプのニつの生菜類型に分化し、両者が相互に生活・生業面で協力するこ

とによって、互いの生活と集落社会を維持するという新たな協力関語、共同性

の展開をみるのであった。

中久保集落でl立、昭和30年頃から松山に一家が流出するものが現われ、ま

た高校も訟山に進学するものも現れた。 30年代では、上浮穴郡内の高校ヘ進学

する場合が多かったが、昭和45年以降、様相が変わるG このころから、子供の

校進学を契機に松山ヘ転出するものが増え、昭和50年頃には中学進学時から

松山に転出するものもでてきた。中久保集落は、村内においても最奥地に位

するため、最も近い久万高校ヘ進学する場合にでも親元から離れて下搭・

門
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弓
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活になるという事情があった。 8)12) 

冬期積雪期間に村の中心集落までの交通が途絶するという生活の不便に加

えて、子女の教育問題、老人の通院治療の問題を契機に、一時的に松山にも生

活の拠点を置く生活がはじまった。当初は、縁故者の家を間借りしたり、アパ

ートを借りたりして、兄弟が一緒に住み、母親が中久保と松山を往復するとい

う生活で¥不安定な居住形式であった。

中久保集藷では、このような生活パターンが昭和45年以降一般化したが、

昭和50年頃から松山市南部に住宅を取得するものが現われ、 55年頃には、大部

分のものが松山に住居を取得した。また松山での生活拠点の獲得によって、広

域化した森林労務語負にも対応できる便利な活動拠点が得られ、生活科梗が向

上した。若年麗や寡婦では都市的職業に就いている場合もあるが、松山に拠点

を取得した大半は、林務を行なっている。また、なかには駐車場やアパート経

営、プロパン販売などの都市的事業を兼ねているものもいる。こうして今日の

を一方の生活拠点、とし、都市を他方の拠点とするこ拠点型の居住形態が中

久保集落では一般化してきた。れ

このようにして、子供の就学・就業問題が大きく影響して、山村生活の比

が低下し、定住人口の流出、生活の広域化，ニ拠点化が進展することとなっ

た。生活の広域化・二拠点化の中で、 しいたけ栽培を中心とした多角経営を生

とするものは、集落生活の比重が高く(村主都従型)、造林業を営むものは

松山での生活の比重が高くなっている(都主村従型)0 容)

ニ拠点型生活が確立され、徐々に集落生活の比重が低下したといっても、

従来からの高い共同性と相互協力の関係は維持されている。それ法、

への参加、付き合いの維持、農作業における協力など、生活の時間的周期(

周期)に組み込まれている。松山に住居を取得し、日常生活の拠点を松山に

くもの誌、田植え、稲刈り時には集落で生活し、少なくとも月工、 2聞は、山

林の手入れや会合に出席するため集落を訪れる。また、祭や暮れ勘定 (12月26

日に行なわれる年末の集落の寄り合い、本家の夫婦が参加)等の集落行事は、

まり盛大に行なわれている。一方、集落生活を維持しているものは、

しいたけ栽培を中心とする多角経営によって生計を支え、日常生活の拠点を松

山に置くものの田熔の管理詰彼らが行なっている。それに対してしいたけ栽培

のホタパの提供や彼らの農関期の仕事(森林労務)の斡旋は松山に生活の拠点

を持ち、造林業を営む者が提供しており、相互の協力関係の新たな展開がみら

れる。

また、昭和57年には、住居や生活道路周辺の常畑への植林が禁止され、住

及び道路から 3m以内に植林された木は伐採することが集落で決められた。
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従来から中久保周辺で誌自分の田煩や道路にかかる木は自由に伐採してもよい

ことになっているむこれを当地で詰「カゲキ 1)Jという G 中久保集落では、

落外での生活の比重が増し、土地の管理が十分行えなくなったために常焔に植

林するものが増えた。住居関辺の鑓林は、その周辺の常熔の生産環境を悪化さ

せるだけでなく、台風などで木が倒れ、住居に被害を及ぼすことが危撰され、

さきの申し合わせになったということであった。これは、自律的土地利用規制

とみることができ興味深いG

このように集落側の拠点は、森林・国熔をはじめとする土地財産の管理と

いう基盤の上に、集落社会の維持に必要な互助、共同性を保つという役割を累

たしている。

また、集落生活の変動の中でコーロクとよばれる労力提換による相互扶助

が金銭による援助にかわってきた。言)協力・共同の形態が変わりながらも従来

の相互協力関係は翠留に維持されていることに注目する必要があろう G

現在の中久保は、第四の転換期にさしかかっているといえる。都主村従型

のニ拠点生活が圧倒的となった一方で¥財産を完全に処分して離村を宣言する

ものも出始め、 1989年に

少しつつある。また在村

は14戸となり、在村延べ人数は急激に減

の死亡による世帯減も泣じまった。 1990年に l

1991年に工戸が自然減となり、 1992年段階では 12戸となっている。一

で¥中久保規約にみられる互助的共同性は全く消滅したかといえば、そうでも

なく、昭和60年でも l軒へのコーロク(病人等への互助・労働力提供=金約)

が擁認されているo

1-3 共向性の発展区分

これまで中久保集落における 4つの時代区分にそって共同性の展開を競括

してきた。ここでは、集落の内部関域における共同性の内容と、集落の経済活

動における外部圏域との関係に着目して、中久保集落の共同性の展開過程を

理する。留 4-2-2~立、集落域という

階的な発展過程を示したものである。

と地盤域との関係、から共同性の段

一段階の自給的焼畑時代のムうは、完結した奥地の関域において、

の禁止と際、居の仕組みによって戸数を厳守し、思難な状況の中で、均等に協力

しあって生きていくシステムがあった。これは焼畑という共同作業を必要とす

る生産形態と深〈結び付いている。後に成分化され、近代的性格に脱皮する共

同性の基盤誌、この時にできあがっだ。低エネルギ…ながら、きわめてエコロ

ジカルな臨域内生活であった。

のみつまた焼畑時代は、貨幣経済が奥地の山村にも浸透しだし
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図422 向性の展開の4つの段階と デル(原図:重村力)

時代である。この時代は、みつまた導入を契機に、大蔵省局納という外部経済

に接触し、経済圏域が他躍域と結合した上に、また人づきあいにおいても、能

地域との協力が潔まった時代である。また、この持代のはじまりは、ほぼ日

戦争と一致し、みつまた時代は、日本の戦争の時代とも一致するが、軍隊への

出征・徴用等の経験により(このムラは出征兵士や戦死者がきわめて多かった)

、外部の情報や近代技術がこのムラ記入った時代でもあった。経済力の増大を、

戸{国別化の方に向けず、前段轄の共同横行を見事な近代的共同性に展開して

いった。この段階の集務社会は、いわば独立性の高い溜域の中に築かれた

-生活協同組合のようにすら見える由この見事な組織運営にどの程度、意識的

な協同組合思想が導入されたかは不明である。この時期に譲れた人材が少なか

らずいたことは開くが、傑出した一人のリーダーに指導された改革でないこと

は明かである。れこの段階辻、みつまた価格が外部の政治・経済に規定されて

いたという点を除けば、切替姻による 25年周期の土地利用と、森林の生産力

のリサイクル周期とがエコロジカルにバランスしており、世代照期とも一致し

て、きおめて安定した播造をもっていた。

ヱ段離の林業時代は、安定した物流交通路の開設、木材需要の増大とみ

つまた需要の低下にそれぞれ起思している。自然林の切ワ出しと針葉掘の植林

の開始は、投採が続行する間は罷域内の生活を可能にしたが、自然林の切り出
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しが終ると、伐期を待つ問、林産だけでは収入を得ることはできない。中久保

の山林保有国讃が各戸平均50haという規模は、林家の自立的経営にとっては、

不十分な規模であり、交通条件も撃っていなかったことから植林の開始時期も

遅かった。ムラはもちまえの共同性を発揮して、広域の林務語負の班をつくり、

収入の確保に勤める。林務請負の範囲は、この時期に県内を越え、四国全域・

中国地方南部に拡大する。経済行為の圏域が、一挙iこ広域化した時期であった

が、前段階からの互助的共向性は、この時期も継続した。

第四段階のニ拠点時代は、通学・通院等の生活活動、造林のための生産活

動の広域化に起因する。これは全国レベルでの生活水準の向上とも関係してい

るが、この広域化を準備したものが前段階の経済圏域・行動圏域の拡大と大き

く一致することはいうまでもない。

だが、都主村従型・村主都従型の生活型は、それぞれ、この 2つの醤域を

両立させようとする努力であることが興味深い。生活の第二拠点である松山に

おいても中久保出身者は近接して住むと共に、中久保ではムラでの行事・

-共同慣行を維持させて、両立を留ったのである。
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4. 社会組織の段踏的構成と相互扶助

4 1 社会組織の段階的構成

( 1 )概況

中久保集落では、空間的孤立性が高く自然条件が厳しい。このような制約

の下に、中久保集落で誌、生業条件を整え、生活基盤及び経済的基盤を維持・

発展させてきた。それを支えてきたものが、明快な集落社会の協力関係の仕組

みであり、新たな共同性の生成であった。

中久保集器では、{国々の家と家の間の相互協力・相互扶助の仕組みと麓々

の社会関係の組織化が「共同慣行Jや「社会組織J として集落社会の社会構造

に組み込まれ、また生成されてきた。

( 2 )家段階

中久保集器の位置する四園地方には隠居横行が広く容在しており、当集落

での家族生活・住居形態も隠居慣行に強く規定されている。

中久保集落においてみられる隠居慣行は、長子の嫁取りと同時に親が際、

するという点で他の四国地方の山村と同様であるが、以下の三つの特質を有し

ている。

ア)同ーの住居内にシンメトリカルな形態で者在する「本家J と「穏居J と

呼ばれる当主家族(若夫婦家族)用領域と隠居(老夫婦家族)用領域と

が、長子の婚姻に伴って交換されること

イ) r本家J • r際、居 j が、原則的に炊事、家計、生産労館、社会的代表権

を厳しく区別しながら同じ屋根の下で協力しあうこと

ウ)穏居慣行は直系家族問(長子との間)のみで行なわれ、分家を厳禁する

ことによって集落全体の戸数が厳密に維持なされていること

このような特質を有する降、居慣行によって家段階に対応する空間単位、す

なわち住居の形態とそこで展開される住生活には、本家・隠居の個々の家族生

活の尊重と棺互の協力関係の仕組みが刻み込まれているといえる。

( 2 )組段階

家段階から集落段階にいたる中間に組は、協力内容によっ異なる幾っか組

が形成されている。これらの組は、空間的組み合わせがそれぞれ異なったって

おり、質の異なった組が空間的に重層することによって集落の結束をつよくす

るという紐体としての役割と機能をも有している。

第一の組は、住居のまとまりに対応し、麗敷配置が近接し屋敷群を形成し

ている近隣集団である。中久保集落にはこのような屋敷群:近隣集団が三つあ

り、それぞれ「ニシメ j 、 「シタメ J、 「コウナ)};J と呼ばれている。 rニ
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西田国光氏宅プラン (1982年・中久保集落;

本家・隠居の生活領域

図4-2-4-1 中久保における同様二世帯型住居
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シメ J、 fシタメ Jは、山腹南斜面にクラスター状に立地しており、それぞ、れ

6戸、 8戸から成っている。 rコウナル Jは、これらから約 15伽下のJ[[筋に

立地し、 4戸から成っている。(図 4-2-4-2)

「ニシメ j には西森姓、 「シタメ Jには松田姓、 「コウナル Jには上回姓

が多く、この近隣集団は、より血縁関係の濃い集団ではないかと考えられるが、

明治以降の婚娼関係をみる限り、このような傾向はない。明治以降、昭和40年

頃まで、長子等集落に残るものの基礎的通婚圏は、関奥六ケ村(旧西谷村)を

中心に形成されていたと考えられる。

この組(社会単位)の役割は、主として日常生活における協力・互助にあ

る。例えば、病人が出た場合の農作業の遅れを補う労働の提供、老人が集落外

ヘ出向くときの車での援助、留守のときの家の監視や来客の応対、結婚式の

会の手伝いやちょっとした物の貸し借り等の協力が行なわれている。但し、 1 

5日以上寝込む病人が出た場合には、後述するように集落で対応することにな

っている。

このような相互協力・共同性の意識は、儀礼や信部面にも投影しており、

水神祭や荒神祭がこの単位で持たれている。水神はこの近隣集団でもっている

水源の神様であり、荒神祭はかまどの神様に関する祭事を各戸が持ち回わりで

行なうものである。いづれも日常生活に密着する水と火の神と祭であり、この

単位で独自で維持・信仰している点、に注目する必要がある。

その地、生産酉では、共同のしいたけ乾燥小屋を持っている組もある。ま

た、屋敷群周辺に広がる常畑の所有は、この単位を基本にの順次配列が繰り返

されており(土地所有に関しては別稿で詳述する)、この点、稲架・車庫等も

同様に近隣集団である組を単位に配列されている。

このように空間的に隣接する近隣集団である「ニシメ J、 「シタメ J、 「

コウナル Jは、生活・生産・儀礼面において最も日常的に関係する社会集団で

あるといえる。しかし、生産や儀礼に関して誌、さらにそれらの機能を特化さ

せた組が、異なった空間的組み合わせによって組織化されている。

谷筋に立地するコウナルと山腹に立地するこシメ、シタメには約 150mの

標高差がある。 150 mの標高差を克服し、一つの集落としての結束とより高度

な共同性を獲得するために山腹の2つの近隣集団と谷筋の近隣集団が結びつい

た第二の組が容在している。

JlI筋のコウナルが東西ニつにわかれ、西半分がニシメと東半分がシタメと

結びっくことによって、 「上組J、 「中組Jが形成されている。この第二の組

は、葬式をはじめとする冠婚葬祭の協力組織であると同時に、集落の役員を選

出する単位でもある。後述するように集落の役員は、 「上組j 、 「中組j から
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選ばれたもののうち一入が伍長、他の一人が副伍長となり集落を代表する。ま

た、納税組織としての機能もこの組が有している。

中久保集落では、集落としての結束をさらに強めるため、第三の組が穿在

している。第三の組は、焼畑耕作時に形成された生産組織で、空間的な対応関

係が希薄で¥集落全体をモザイク状にニ分している。この生産組織は f八人組j

f十人組J と呼ばれるもので、!日焼畑耕作地の土地の所有には、 「八人組J、

「十人組 j でのまとまりがみられ、 「八人焔J r十人畑J とよばれる。吉老よ

りのヒアリングによると、明治以前は集落は 20戸から構成されてお今、当時

は 10戸を単位とするこつの生産組織であったという。

このように中久保集落では、家段階から集落段階に至るまでに日常生活に

おける濃密な互助関係を有し、麗敷群と対応するする「ニシメ J、 「シタメ」、

「コウナル j 、山腹と川筋を結びつけ儀礼的・政治的機能を有する「上組J、

「中組j 、さらにこれらの社会組織をモザイク状にニつの生産組織として再編

する「八人組J、 「十人組j 、これら空間的に異なった組み合わせによって成

立する三種類の組の重層によって、集落はより強固に結束し、さらに洗練され

た共同性を有した社会組織を形成しているものと考えられる。

( 3 )集落段階

は、共同性の枠組みの中で家と並ぶ最も強国な枠組みの一つである。

前節で述べたように、中久保集落の共同性誌、みつまた導入以降、近代的

に発展し、その基礎は大正末期から昭和前期に確立したとみることができる。

その結晶というべきものが昭和13年に成分化された r中久保規約』である。[f'

中久保規約』は、それまでの共同横行を成分化したものである。([f'中久保規

約 J表 4-2 1参照)

中久保集落は、代表選出を行ない、独自の税を徴収し、集落の基本財産及

び共同生活- 構を形成している。本来自治体が有する撞々の機能を

が独自に獲得しているのである。

まず¥集器組織として伍長の制度があり、先に述べた上組・中組毎に工

任期の代表を年頭の常会で選出し、それを集落の伍長、副伍長とした。また、

落の基本財産は、ア)丸数税(みつまた出荷税)イ)戸数割(均等)ウ)

級制(収入)エ)寄付、オ)共有地経営、カ)納税奨励金によって積み立てら

れ、集落の生活・生産基盤の維持と整舗に投資されると共に、構成員の生産投

への融資、個人の生活環境の改善融資、個別経営の救済融資、さらには福祉

・互助的な生活支援に運用され、今日まで続いている。いわば自治体と協同組

合のさらに進んだ機能をかねそなえているといってよい。

ほ、これら金銭的な投資・融資あるいは様々な労力負担への日当保証
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当の互助財政活動以外にも、直接の労髄奉仕による互助システムをもっている。

この互助システムは、労働の質と奉仕の性格によって、 「イイ J . rモヤイ J

「オテアイ J . rコウロク Jの名称で呼ばれている。以下、集落空間との対

応に着目しながら、その概要について述べることにする。

ア)イイ

一般に言う結・手間替や沖縄のユイマールのことである。これは血

縁や前述の組組織とは関係のない任意の生産労犠交換であり、比較的

長期でおこなわれたり田 と熔仕事のように労働内容の異なる場合

もある。焼畑耕作期のイイも任意の家族問による労働交換であった。

イ)モヤイ:出役ともいう

モヤイは、集落全体に係わる共同労働または労動分担のことである。

として基盤施設の整備が対象であるが、焼畑の火入れは部落総出で

日をきめて行なっていた。各戸総出の道普請は、 4月の道さらい(

解け後の道路整備)、 7月20日の道刈ち(草刈り)、 1 0月の道堀

り(側溝を掘って台風等であれた雨道の整備)等であり、簡単な道の

修繕は、出役数を決めて「ウスヒキマワシ Jで回す。 rウスヒキマワ

シJは、各戸につけちれた永久顕番のようなもので¥各戸からの出役

の顕序を示す館、例えば精米所利用の11爵番などもこの11関障で回る。

また、集落の「公務Jや柳谷村への「出役J、関奥六か村([日西谷

村)への「出役 j に桔当するものは、個人の労働欠損を保証しるため

に決められた労役を「ウスヒキマワシ Jによって拠出される労働提供

によって捕われる。

ウ)オテアイ

オテアイは、住宅及び屋敷(基礎の石積みを含む)の建設に関する

互助である。屋敷まわりの石垣の修繕と主屡の新築が対象になるもの

で、当然、災害にも適用される。これは、災害による麗崩れや火災

の時適応されるが、物置きや隠居屋等(まれに三世代続いた場合など

に必要となる)を除いて、住居及び宅地基盤を共同で保証するという

点が注目に倍する。主屋の新築の場合、 1 2月1日から、翌年 3月2

O日までの積雪農閑期に、材木切り出し、地周め、地ならし、石取り、

建前、屋根葺に各戸9人役、 1 7戸(1 8 1 )から計 153人役の

出役を出すことが定められており、昭和2年から始められた瓦講と並

んで、鍾めてきめ縮かに協力の仕組みが作られている。

エ)コーロク
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コーロクは、個々の家族の披災に対する集落社会全体からの互助シ

ステムであり、素朴な社会保障の性格が強い。対象は、本家当主が病

気・死亡の場合で、戦前は相続人の徴兵応召による入営の場合も適応

された。ある家では、子供 12人の内、 7人が戦争で没している。

昭和 52年頃から、コーロクは 1人役=6000円に換算され金約

になっている。病院保障の場合、契約書では 20日間病気の時、 6人

役の労働力が保障されるとある。昭和 47年のヒアリングでは、 20

日に対して 11人役の保障で¥内 9人役は地内(上組・中組)からの

保障で¥残りの 2人役は集落全体から「ウスヒキマワレ Jで出すとい

う仕組みであった。このコーロクの仕組みでは「地内Jが、大きな

をしめていることがわかる。地内は、当初毎月 28日の納税に対応

する機構の要素が強かったが、代表の選出や、互助機構など、この

落運営にとっての主要な組織的要素であった。前半で述べたように現

在、大半の家族が松山等とのこ拠点居住に転換しておりまた、戸が、

共有財産を して完全離村した状況下で地内をわけることの無理が

じたため、昭和 58年度暮勘定(ケレカンジョウ:部落の納会を

ねた決算会)で、上組・中組の合併が決議された。そのほかコーロク

では、病人の入院の場合の家の世話や、葬儀の食糧の分担、入営・除

隊の時の送迎の人出や、その境界などがとりきめられている。きわめ

て精な生活互助機構である。

オ)その植

では、この他、年中行事のとりきめ、

までがきめられている。

( 4 )集落問レベル

に際しての酒の消

柳谷村は、期井村・西谷村及び中津市村の一部の工. 5村の合併村であり、

中久保は、この!日西谷村(大字)に属し、この地域は通常関奥 6ヶ村とよばれ

る。西谷は、 3つの谷が分岐しており、分岐点に古味があっ、それぞれの谷に

2つづっ集落がある。すなわち菅行・中畑、中久保・領野、高野・猪伏である。

このように?っの集落があるが、吉くは猪伏は高野と合わせて 6ヶキ?とよ

ばれていた。

この西谷(関奥 6ヶ村)の地域は、集務につぐ、大きなまとまりの題域で

あった。筆者らの調査でも、中久保外から中久保集落に嫁いだ嫁の法とんどは、

この圏域からきており、基礎的通婚慢でもあった。古味集落には昭和 33年ま

で小学校の分校があっ、また唯一商践が立地し、バス停留所とポストがあると
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いう点で、基礎的生活留を形成していた。

この圏域は、戦前までは行政の下部機構として機能し、西谷内に古味・

野総という組に分かれて、代表を送出していた。大正初期に各集港の神社を合

柁した時に、当初古味のJlf崎神社、高野の大崎神社に統合されたが、 1 0年後

に川崎神社にさらに統合されている。この圏域には寺院はない。神社の祭事は、

現在では古味と 3つの谷とが4つの組をつくって、 4年に一度当番があたると

神輿が集落の!日神社あとのオタピ(御旅所)に思ってくる。

この意味で、西谷は祭詑・合議の単位にもなっている。さらに、主要道の

整備においても、この圏域の各集落が共同で道普請を行っている。中久保から

県境地芳峠を越えて高知県原に抜ける山道(歩行者と馬の道)は、伊jえば大

の寅付業者や、行商人の通う道であっ、また西主主からも瓦の買付や、医者へ通

う道でもあったが、この道は、昭和 35年頃まで、中久保集落からやや離れた

部分からは、道の整備・修復を、中久保集落よりは速い古味集落が分担してい

。
た

4 3 社会組織の重層的構成

中久保集落における社会組織は、①家段階、②組段階、③集落段踏の三つ

のレベルの段階的構成となっている。そして家段階、集落段階の拐に位置する

組は、相互に協力する内容により幾つかの空間的組み合わせによって異なった

幾つかの組が形成されている。

このように役割。機能の異なった組が重層することによって集落の結束を

つよくする紐体としての役割と機能をも有している。

中久保集落においてみられた種々の協同は、大きくは rいえ J と「むら J

を単位とする社会組織と、その中間に位置する「近隣組織 j としてのニシメ、

シタメ、コウナル、 「儀礼組織J としての上組、下組、 「生産組織J としての

8人組、 1 0人組によって種々の協同の単位、社会生活の主体が形成され、

落としての社会秩序が形成されていた。
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5. 共同性の展開と地域主体の性格

これまでの考察を踏まえて、以下では、地域主体としての中久保集落の性

格を、時代区分に従って整理することにする。

5-1 自給的焼畑時代

みつまた導入以前、すなわち自給的焼畑時代の中久保集活は、生活タイプ

の同じ均質な工 8戸によって構成されていた。この中には、焼畑耕作地の配分

が 2戸分であり、墓の形態も他とは異なっていたという!日家も一戸存在してい

たが、いわゆる在村地主ではなかった。むしろ、他と比べて多い焼畑耕作地の

配分は、部落共有地の税負担を受け持つといったことから、当時の集落社会は

平等的共同性を基本としていたことが伺える。この時代においては、焼畑耕作

に伴う共同作業の必要性が集落社会の共同性を高めたことはいうまでもない。

土地の所有形態に着目すると、税負担の必要から形式な土地の分割がなされ

ていた。しかし、当時の土地の所有形態は、いわゆる総有で¥麗敷地とその周

辺だけの私有化が確立していたにすぎなかった。家としての土地所有は未確立

で、その経済基盤となった土地は「ムラチJ と呼ばれる集落全体の土地であっ

た。家そのものは確立して容在していたが、集落の存在を前提としていた。こ

のように当時の中久保集落は、均質な生活スタイルをもった 18戸からなる平

等的性格をもった村落共同体とみることができる。

5-2 みつまた焼畑時代

みつまたが導入された明治末期は、奥地山村にも貨幣経済が浸透しはじめ

た。全国的にみれば、この時期は、農村への貨幣経済が浸透し、全国的に地主

階層が大きく成長し農村社会の階j審構造に大きな変革をもたらした時期であっ

。
た

中久保集落でも、土地の所有と権利をめぐって集落内部で幾度か動揺がみ

られた。中久保集落の解決策は、実態に却した土地の分割、私有化であった。

そこでは、焼畑耕作の共同性を基礎とした土地の利用実態に即した土地配分が

なされた。集落域における場所によって土地割形式が異なるが、所有地の分布

傾向や均等な所有面積が確保された。そして、家レベルにおいては、住宅の整

備や土地所有の確立、みつまた栽培による経済基盤の確立がなされ、集落レベ

ルでは各種共同施設の整序化が進んだ。その結果、各戸の均等な土地所有と地

域主体としての集落機能の充実が図られた。

みつま堤焼畑時代の後半、昭和前期は、農村の疲弊と階層分化が進んだ時
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期でもあった。中久保集落でも、貨幣経済の浸透と換金作物の導入により、内

部の階層分化が一部で進み、村外への土地売却による株小作化の兆候がみられ

た。事実、一戸が一時的であるが、株小作に転落した。ここで辻、集落がー

土地を買い戻し、その家が分割して代金を返却することによって土地の集落外

への流出を囲避し、家の没落を訪いだ。このことが集落独自の「基本財産J r 

丸数税J設立のひとつの要因となっている。また、家の没落を跨ぐユニークな

土地制度の充実も図られた。その一伊jが「トネピラキ制度 j の充実である。 ト

ネピラキは、家族が多かったり閤窮したものに対して、家族労働を条件に奥地

山林の開発を自由に行うことを認めた中久保独自の開発制度である。

家の没落、土地の集落外への流出は、地域主体自体の弱体化にもつながる。

周辺の農村が疲弊と階j欝分化が進行するなかで、中久保集落では、個々の家の

社会的・空間的・経済的基盤の確立が図られ、その没落を防ぐための各種の相

互扶助システム、独自のトネピラキ制度の充実と集落の基本財産の設立、規約

の成分化などの地域主体としての集落の機能の整備がなされたわけである。地

域主体を構成する家と地域主体自体の確立が、同時に、また相互依布的なシス

ムとして整備された点は、特に在自すべきである。

5… 3 林業多角経営時代

中久保集落は昭和15年に人口のピークを迎える。その後、戦時中に人口の

減少がみられるが、昭和25年まではほぼ同水準の人口が維持された。しかし、

その後、昭和45年頃まで人口は漸減する。昭和初年以蜂、みつまたの急速な消

滅によって、中久保集落では林業が主要な経済基盤となった。林業多角経営時

代は、地域主体内部の分化が始まった時代でもある。地域主体内部の分化は、

生活・生産活動の圏域の広がりと密接に関係して進展する。昭和初年にはじめ

ての挙家離村者が現れたことは象徴的な出来事であった。

この時代の前半、すなわち昭和初年代は、みつまたから林業へと経済基盤

は大きく変化したものの、集落域における林道整備に伴う木材の伐採と植林が

セットになり、安定した収入が得られた。しかし、焼畑の消滅によって集落と

しての共同作業の比重は抵下し、各戸間の協力関係も、家を単位とする告意の

協力関係、の比重が増した。造林の仕事も、集落を単位に組織化されるのではな

く、森林組合、公団から、特定のものが請け負い、その親方が労務班をつくり

対応した。この時期における労務班は、中久保集落のなかにいくつかっくられ

たが、それはあくまでも情人ベースのものであった。一方、この時期には子供

の高校進学による集落外への転出がはじまる。

昭和40草代にはいると、地域主体内部の分化が顕在化する。それは、
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域の外部の造林を請け負う造林エキスパート(造林請負型、広域生活タイプ)

と、集落にとどまり、 しいたけ栽培を中心とした多角経営によって生業を支え

るタイプ(多角経営型、母村密着タイプ)への分化で、ある。造林エキスパート

は、造林詰負の親方として労務班を組織し、村内、県内、県外へと生業圏を拡

大した。中久保集慈の場合、当初、労務斑に参画したものの多くは、後に独立

し、親方になっている。造林請負の場合でも、降、居夫婦は集落に留まり、また

夫婦も集落外に住居を構えることはなかった。また、このタイプの中には、

落内外の山林を購入し、大規模な山林地主となるものも現れている。この場

合でも、土地の集落外への流出はみられず、集落内部の売買に留まっているo

f山林・土地の売買は集落擾先J という原則が維持されていた。

このように、林業多角経営時代において、地域主体を構成する個々の家は、

生活関域の相違、経済基盤・経営類型の相違によって大きく 2つの生活スタイ

ルに分化した。しかし、地域主体内部の分化は、地域主体の解体を意味するも

のではなかった。これは一例にすぎないが、労務斑の人員確保が国難な場合に

は、造林請負型のものが集落に拠点を置く多角経営型のものの協力を受け、逆

に、農閑期には多角経営タイプのものが労務班に躍ってもらうという棺互の協

力関係も新たに生まれている。さらに集落行事や相互扶助システムは完全に維

持・継承されている。

5-4 ニ拠点型生活時代

昭和45年以降、山村からの人口流出が激北し、過疎化が進行する。中久保

も例外ではなく、県都・松山近郊への転出者が増加する。林業多角経営時

代にみられた地域主体内部の分化傾向は、さらに顕著になる。ニ拠点型生活時

代の到来である。

この時期の大きな特徴は、都市との密接な関係にある。さきの造林請負の

広域生活タイプがまず松山近郊に住居を構え、ニ拠点型生活へと移行する。続

いて多角経営型も松山近郊に住居を取得する。前者は都市生活の比重か高く、

後者は中久保での生活の比重が高い。いずれの場合も、都市での居住拠点の獲

得は、次世代(後継者)の就学問題と密接に関わっているが、母村での住居、

法維持されている。

二拠点型生活時代の特徴は、詩、居夫婦と本家(当主)家族さらに次世代(

後継者)という世代閣の生活スタイルの相違がはっきりしていることである。

後継者の中久保からの転出は、昭和30年代にすでにみられたが、母村への帰還

を前提としていた。それが40年代以降、さらに50年代になると、母村からの後

継者の転出な必ずしも帰還を前提としないものになり、都市での住居取得と結
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びっく o 隠居夫婦は、母村に留まり、後継者は松山に住む。そして当主は、先

にみた造林請負型、多角経営型という経済的・生活的な類型によって都市生活、

母村生活の比重を異にする。これら世代間の生活スタイルの巽なった家族が、

選択した生活の型がニ拠点型生活なのである。

このことは、地域主体を構成する家が、さらに世代毎に分化しているとも

見て取れる。しかし、松山と中久保という 2つの居住拠点、を獲得することによ

って、母村・実家の維持と都市生活の利便性の確保という 2つの生活要求が満

たされている。そして新たな共同性の萌芽もみられる。その一つは都市におけ

る母村の人間関係の維持と母村における異なる生活タイプ間の協力関係である。

この時代の中久保集落では、木材の舗格低下による経済基盤の脆弱化、

齢化の進行と母村生活の比重の低下による環境管理が特に深刻な問題となって

いる。

木材の価格低下、林業経営の先行き不安から、現在の中久保集落内には、

山林所有を拡大する意志のものがいない。集落内に山林の「売ワ Jが出た場合、

必然的に集落外への土地の流出につながり、集務外の不在地主の増加が進行す

る。大部分の土地取得者は松山近郊の集落とは無縁のものである。この場合、

山林経営を前提としない、資産保有的な場合が多く、山林の手入れも行われず

放置されていることが多い。

また、このような不在地主の土地が集落外縁部にモザイク状に点在するこ

とになっている。すなわち、土地所有の空間構造に集落外の不在地主の土地の

「割り込みj が進行しているわけである。その結果、地域主体の共同性と密接

に結び付いて成立していた集落域の土地利用・土地所有の空間秩序にも変化が

みられる。

中久保の環境管理においては、耕作放棄地の増大、不在地主の増加、生活

道路の維持・管理が具体的な問題となっている。集器居住者の高齢化、生活タ

イプの分化、集落生活の比重の低下などの地域主体の内部構造の変化によって、

土地や道路、水路などの環境基盤の管理と維持の形態も変化している。

土地の利用・管理について誌、都主村従型と村主都従型の間に、家レベル

での新たな協力関係が生成している。都主村従型の畑、山林の管理は、村主都

従型に委託し、村主都従型のしいたけ栽培のホタバに都主村従型の山林が提供

されるという関係である。畑やしいたけのホタパ利用は無鎮であり、その収益

はいずれも利用者のものになる。山林については日当が払われる場合が多い。

いずれの場合も、土地の利用が土地の保全につながることから、貸し手、借り

ともにメ 1)~'}トがあるという o しかしながら、集落生活に比護を置くものに

は高齢者が多く、貸し手と借り手のバランスが崩れているのが現実である。
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集落生活における労働力の低下は、土地利用の低下に結び付く o 常畑は植

林され、また山林・常畑・水田の放置も毘立っている。常焔の植林は住居から

離れた場所から進展し、主生活域の縮小が進んでいる。

常畑の植林は、生活道路や住居周辺でもみられ、集落生活への弊害も現れ

だした。これに対して、住居周辺と生活道路周辺の撞林を禁止する申し合わせ

が昭和57年に集落で決議された。そして、植林禁止区域を設定した自律的土地

利用規制を集落独自で作成している。これは集落レベルでの新たな共同性の展

開として興味深い。

近年の中久保では、拠点集落である在昧集落への連絡路で、あるコミミチの

モヤイ(集落共同作業)での管理が復活した。この道は、通学路としての役割

もなくなり、自動車交通が浸透することで管理が低下していた旧来の尾根選で

ある。車を運転できるものが、絶えず高齢者の外出行動に付き添うわけではな

く、在村高齢者の日常生活の確保という意味で生活路として復活したのであっ

た。この道の管理は、昭和前年、集落で確認され、集落行事・共同作業として

復活した。

ニ拠点型生活時代では、コーロクが金納化され、上組・中組が廃止される

などの集落の相互扶助システム、社会組織の再編かなされる一方で、従来の共

同性の継承と新たな生成が確認できた。

6. 地域主体の性搭

6 1 地域主体による土地基盤の維持

個人、家族、各種の組は、いずれも生活主体であり、

ある。本研究では、生活環境の形成主体として地域主体を

実体として集落に着目した。

はその累積体で

し、その具体的

先に述べた地域主体内部で継承・生成されてきた共同性は、地域主体を構

成する f家j をはじめととする生活主体の基盤を支え、さらに地域主体として

自律的な土地制度・相互扶助システムを生成する推進力となってきた。ここで

は、生活環境の基盤である土地の利用と管理をめぐって、地域主体が生成した

各種の仕組みを抽出し、整理することにする。

4 2-6-1は中久保集落の自律的土地制度を整理したものである。

これらの自律的土地制度以、地域主体の維持のために生み出されたものである。

それは、また地域主体を構成する生活主体の生活とその社会的・空間的基盤で

ある土地的話用を担保するための仕組みでもあった。一方、地域主体内部の共
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中久保集落の自律的土地制度

自律的土地制度 環境基盤の整備・相互扶助制度

トネピラキ制度

家の困窮救済

基本財産の充

オラピガエ制度

土地の集落外流出の防止

カゲキリ

常畑の生産環境の保全

生活道路の確保

自律的土地利用規制

住居の安全権保

常畑の生産環境の保全

生活道路の確保

基本財産の設立 独自の税金

土地経営

共同施設の整備 お

共同精米所

オタピ

集会所

簡易水道

道路整備

共同横行

モヤイ

コーロク

オテアイ

共同作業

の維持

宅地管理

生活主体問の協力関係 生活主体の維持のための仕組み

焼畑耕作時の共同作業

都主村従、村主都従間の

協力関係 煩の維持管理

ホタパの貸与

ホタパの確保

山林管理

イイ 労力交換

問慣行・相互扶助システムは、家の没落を防ぎ、さらに共通の環境基盤を維持

する役割を担うものと理解できる。

6-2 共同性の生成と地域主体の成長

では、みつまた導入以前に存在した各種の共同性は、それが温帯され、

また時代と共に消滅するといったものではなく、時代とともに継承・生成され

てきたことが確認できた。地域主体の共同性は、生活の発展に伴って生成され
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る相対的な概念として認識すべきものであり、国定概念として捉えるべきもの

ではないことを確認したい。

以上、中久保集落における地域主体の性格を、自給的焼焔時時代、みつま

た焼畑時代(明治末期から昭和30年頃)、林業多角経営時代(昭和30年から昭

和40年代)、二拠点型生活時代(昭和50年代以降)の時代別に考察した。地域

主体の内部構造の変化を生活主体としての家と集落の関係を表4-2-6… 2

に示す。

表 4-2-6… 2 地域主体の内部播造の変化:集議と家の関係

時代区分 落と家の関係 協力形態他

自給的焼焔時代 地域主体 〉 同

伝統的

村落協同体

みつまた焼畑時代 II地域主体 : I :生活主体 II I 間

家の没落防止

近代的共同性 I I i I I集落機能充実

の確立

林業多角経営時代 II地域主体 = 
生内活部主分体化 11集落機能同維持

生活の広域化 I I 

ニ拠点型生活持代 地域主体く ;:生活主体:

:広域分化:

:世代分化:

生

め

み

村

た

組

問

母

の

仕

共

・

持

な

別

維

た

型

活

新
都市との連結
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3官官 落域における

地利用 e 土地所有の 間構造

1. 緒言…本稿の目的と方法

本稿では、集落域レベルにおける土地利用・土地所有の空間構造について

論じる。

前節の報告で、中久保集落の共向性が、 I :明治末期までの自給的焼畑時

代、 II:昭和30年頃までのみつまた焼嬬時代、 III:昭和50年頃までの林業多

経営時代、lV:それ以降の二拠点生活時代へと展開し、その間に、近代的性格

へと脱皮した平等的共同性を確立・発展させてきた経緯を明らかにした。

その結果を受けて、ここでは、①みつまた焼畑時代までに形成された

域レベルでの空間構成、②みつまた栽培を中心とする焼畑耕作にみられる共同

性の性格、③土地割形式にみられた集落社会の平等原則と土地所有の確定通語、

④土地割を基礎とした土地所有の空間構造の特質を明らかにする。

ここでは、村民ヒアリングに加えて、集落界の把握には、世界農林業セン

サス集落調査時に作成された集落界盟、集務の地形条件の把譲には 5千分の l

の森林計画図、土地割については地籍図(5千分の 1'¥ 1千分の 1)、航空

-現地踏査により作成した土地利用盟、森林簿、土地台帳、土地課税台帳を

礎資料として考察をすすめる。また、昭和初年当時の土地利用と、昭和25年

時の土地所有状況については、相馬正j誌が森林原簿に基づいて作成した土地

情報に村民ヒアリングの情報を加え考察を行する。 1) 

2. 集落域レベルにおける空間構成

2-1 雫間構成の把握方法

図431は、中久保集落の集落域レベルにおける地形条件と空間構成

の骨格を示し、図4-3-2誌、住居の立地する集落周辺の土地利用状況を示

したものである。

ここでは、まず集落域の空間矯成を理解する手がかりとして、

住居や共同施設の立地と土地利用の構成、

に着目して、その概要を示すことにする。幻

間の骨格となる

の範域、

道の体系
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2-2 集落域3) 

中久保集落の集落域は明快で、隣接する集落とは尾根線や河川等の地形の

境を境界線としている。隣接する横野、古味、菅行の各集落とは尾根線を境界

とし、西は大野が原開拓地・野村町、南は高知県壌と接している。また、隣接

する集落との境界の道端には、石仏や大木等の信仰スポットが立地する場合も

多い04 )集落域は、その東北端に立地する三つの屋敷群から、標高 700mから

1200mにかけて、西方及び南方に拡がり、その面積は約1000ヘクターJyに及ぶ。

2-3 柱居・施設立地と土地利用の構成

図4-3-2に示すように、中久保集落は、雪解けのはやい標高 850mの

山腹南斜面に立地するニつの屋敷群(ニシメ、シタメ)と、それより 150m下

の黒JI[沿いに立地する屋敷群(コウナル)からなる。これらの屋敷群の周囲に

は常畑が広がり、 JI[筋の屋敷群の近くには常畑・水田が立地している。また、

山腹南斜面に立地する屋敷群の北東には、お堂・集会所・慕地等の共同施設が

立地するテラヤマと呼ばれる鎮守の森が立地し、山腹の二つの屋敷群とJI[筋の

屋敷群の閣にはオタピ(神社跡地) ・ヤマノカミといった信抑のスポットが

地している。

屋敷群、共間施設、常畑、水田の立地する領域の外縁には、広大な森林が

広がっている。当集落は、昭和30年頃までわが関有数の焼畑地域で¥みつまた

の主産地であった。その後、みつまた生産は激減し、!日焼畑耕作地には杉・

の針葉離が植林され、現在は樹齢 25"-' 40年の森林地域を形成している。

2-4 空間構成の骨搭としての主要道

集落域に誌、図 4… 3一工、図 4-3-2に示すような主要道が配されて

おり、集落空間の骨格を形成している。

に隣接する吉昧集落へ通じるコミミチ(途中からヨコノミチに枝分かれす

る)は、通学・会合・質物等に利用する主要な生活路で¥スギョウミチは、北

に隣接する菅行集落ヘ通じる。山腹の屋敷群から西に延びるクサギヤブミチは、

クワギガドミチ(ケズリノミチともいう)に連絡し、集落域の西北端の丸石山

に至る道で、焼焔耕作時の重要な主要生産道であった。コオトミチは、黒JI[沿

いの水田に至る道で、大野が原地区(戦後開拓地)・野村町へ通じるオオノガ

ハラミチ、南の高知県境に至るシマガワミチ・ヨイチダニミチ、ユスハラミチ

の沢道と連絡する。これらの主要道は、集落内での生産活動や集落外との

流において重要な役割を担っており、モヤイと呼ばれる部落共同

常時、管理・整備されている。
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図 4-3-1 集落域における地形条件と骨格構成(t断2函、村民ヒアリングより作成)
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図 4-3-2 麟鮮の立地と集落周辺の土地利用樹兄(模式図、現地宮越より作成)
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焼畑時代に形成されたこれらの主要道は、現荘の道路体系の基礎となるも

ので、オオノガハラミチは県道、ユスハラ道は冨道へと昇格し、その地の主要

も現在の村選・農道・林道の基礎となっているものが多い。このように、み

つまた焼畑時代までに形成された道路体系や土地利用の構成ほ、その後、変化

するものの、現在の空間構成の基礎フレームとなっている。

3. 焼畑耕作と土地利用の空間構造

3-1 焼熔耕作の概要ち)6 ) 

昭和 29年に当集落の調査を行なった棺馬正胤によると、中久保集落の焼

畑方式には、自給用作物(とうもろこし、稗、紫、大小豆、甘藷)を主とする

切り替え熔と商品作物のみつまたを主要作物として、前作に切り替え畑を配す

るみつまた畑の二様式が存在していた。円前者は集落周辺で家族労働を単位と

した小規模な切り替え畑で、後者は共同作業を必要とする大規摸な切ワ替え熔

であった。みつまた熔の輪作体系は、休耕地→下刈り・火入れ(1年目)→切

り替え畑(2年目)→みつまた構え込み(5年目)→みつまた収穫(7年

以後2年おきに 2"'-'3回収穫)→耕作放棄・休耕地(約 10年開放置)

で、約 25年の周期で再び開墾された。)

3-2 土地利用の空間構造

関4-3-3、表 3-3-1は、林斑を単位に、昭和30年当時の土地利用

を示したものである。この図は焼畑耕作との関連から土地利用を区分したもの

で、集落域を祷成する 18の林斑は、 「小規模切替畑区 J、みつまた熔が多く

立地する「みつまた耕作区 j、みつまた栽培後放置された焼畑休耕地と林野が

混合する「休閑林野区 j 、部分的に焼熔が立地し林野が混合する「部分的焼畑

耕作区J、天然林が多く公有林を含む「未利用林野区 Jに分類される。 g)

小規模切替畑区は、屋敷群の立地する地区で、この地区の需に隣接する地

はみつまた耕作区、西に連なる集落北部の南斜面は近年までみつまた栽培が

行われた休閑林野区である。地形との関連からは、主要な尾根線を境に、南斜

試みつまた耕作区、北斜面は未利用林野区、部分的焼畑耕作区が立地する傾

向にある。但し、集落隣接地区では北斜面でもみつまた耕作区となっている。

中久保集落における主要な生産基盤である焼畑の分布を示したものが関 4

-3-4である。この関から、焼畑は、尾根と尾根の問、すなわち谷を単位に

していることが読み取れる。また、先の図 4-3…3の耕作区、体関林野

-140-



iJ〔叩J{1

は特'RQ翌mC恭雲山底的合符け一費税減

。笹川む心吋科縫官、回特(N話料仇刑執(咳司

寸
4

ぴ〉

岡崎嬰世部制ii

昭三宇部根室喜一

一世付22Zヨ
d句Ll話回00

500HHJEOO 

日OONHJ500

吋百円HHOON什…臨時↑閥

y，.5JK 

富山凶虫)悪事有Q賢一様緑川村斗心一泡卦中山信ソ苓のi叩

OR一 mCリ吋U

円程陵町特(N話料伶ぬ(叡沼

一占〕A

θ 

4v図
密



表4-3 - 1 みつまた時代の地区別土地利用状況 (1950年)

土也 底 利用形態 立地条件 山林・焼畑 焼畑 焼畑

地区 林班 分類 斜面 集落距離 面積 面積 構成率

分類 ① @ 方向 (K毘) (ha) (a) (ha) (a) {見)

O 71 常熔焼畑 南 ~、J 0.5 14 65 20 29 

A-l 70 主要焼畑 南 0.8""2.0 50 172 29 8 42 19 16 

2 69 混合焼畑 南 1.5""2.5 64 113 56 2 2 100 

混合焼畑 南 2.5""4.0 70 43 162 4 3 133 5 

4 I 67 拠点焼熔 3.5""4.0 52 53 98 9 12 75 17 

混合焼畑 ~t 1.0""2.5 58 1 89 65 4 7 

2 64 林野 北 l2・5""3.0 79 59 133 一 G 

3 65 林野 北 3.0""3.5 17 20 85 O 一 。
4 66 拠点焼畑 南西 3.5""4.0 40 20 200 5 55 

C-l 62 主要焼熔 0.8""1.5 30 85 35 8 26 23 20 

2 61 主要焼畑 南東 1.5'""2.5 59 108 54 26 5 50 44 

3 60 混合焼畑 2.5'""3.0 35 9 388 2 200 5 

4 59 混合焼熔 南東 2.5'""3.5 50 18 277 3 5 60 s 

D-l 55 主要焼畑 0.8'""1.5 62 1124 I 50 28 59 47 41 

2 56 焼畑 1.5'""3.0 34 25 136 6 166 20 

3 57 焼畑 1.8'""3.0 122 9 20 

4 58 林野 ~t 2.5'""3.0 29 I 20 145 8 o I -

主要焼畑 北東 0.5'""1.5 58 30 13l44129 22 

A 口 計 (平均) 60 142 350 40 40 

錆考 数値は、地区面讃を 100とた場合の家別配分率

地区区分は図4 3-3と対応した地区区分。

小:小規模焼畑、焼:焼畑及び焼畑休耕地、林林野 地区の代表的な土地利用を示す。

資料 参考文献2)相馬論文より作成、原資料は1950年森林原簿
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区、部分的焼畑耕作区に焼畑(休耕地を含む)が立地しており、特に集落域北

部の山腹南斜面一帯と集落域西南部の主要道沿い(ヨイチ夕、ニミチ・シマガワ

ミチ)が主要なみつまた生産地域となっている。

土地利用から集落域の空間構成をみると、大きくは集溶周辺地区と、焼畑

耕作地区、未利用林野区の 3つの区域から構成されていると理解できる。以下

では、村民ヒアリングと現地調査・地図作業を踏まえて、土地利用の特徴を、

落域の空間構成との対応から整理する。

①集落周辺・小規模切替焔地区

集落域の東北端に位置する屋敷群の周辺には、常畑、さらにその周間に家

族労働を基本とし自給周作物を主とする小規模な切っ替え畑が配されている。

(図4-3-3の小規模切替畑区に分類される領域)

常熔の土地利用についてみると、屋敷群に隣接する常畑は、雪解けも早く、

多謹多様な自給用作物の生産空間となる多毛畑で、オープンスペースとして日

照を確保し住居を保全するという役割も担っている。このような屋敷群に隣接

する多毛娼の外周には、昭和 35年頃まで麦作と裏作に自給野菜の栽培を行っ

ていた二毛畑、麦作のみの一毛畑がJI民次段階的に配置され、その外2議の傾斜地

には小規模な切り替え焔がひろがる。このように、農地の利用は、屋敷隣接

地から顕次、利用密度の高い濃密な土地利用形態から利用密度の低い土地利用

形態へと移行する段階的な空間構成となっている。

②焼帰耕作区

から0.5kmから2.0協の地帯には、みつまた畑が多く立地し、主要な

生産地帯が形成されている。みつまた畑は山の中腹よち上のサコ部分(緩斜面

の地形の名称)に関かれる。集器から2.0k凱以上離れた遠臨地でも耕作適地に

は部分的・集約的にみつまた畑が開かれ、出作り小屋に泊まり込んで耕作が行

われていた。出作り /j¥療は、所帯地に限らず建設が認められ、その周辺に法自

給用作物が栽培されていた。また、炭焼き小屋に寝泊まつして、薪炭の

あたる場合もあった。(国4 3-3では、耕作区、休耕林野区、部分的焼畑

耕作区に分類される領域。部分的焼焔耕作区の一部ートネピラキの対象となる

場所ーは、以下の林野区に含まれる。)

③未利用林野区・公有林

さらにその外周の標高1000m以上の奥地は、天然林野が大部分で、最奥地

には公有林が広がる。この領域は、耕作地としての利用度は低かったが、家族

η
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労協を条件に図窮した家に対して、焼畑耕作を認めたり、木材の切り出しの自

由が認められていた(このような開発行為を「トネピラキ J という)0 また、

戦中には、他の集落のものにみつまた小作地として貸与し、小作料を集落の基

本財産に算入するといった利用も行われていた。 トネピラキが行われる土地よ

りも外縁は、集落ではほとんど利用されていない天然林野で、明治期に公有地

に編入されている。

トネピラキ誌、大木を目印に、それより奥地の土地の開発を家族労働を条

件に認める中久保集落独自の開発制度である。 トネビラキというユニークな制

度は、閤窮する家の没落を防ぎ、集落社会のまとまりを維持するという役割を

担う。それと同時に、家族労働を条件にしたことによって営利目的の大規模な

開発を抑制するという効用がある。このような領域の存在は自然環境を保全す

ると共に集落社会の容続を調整する役割を担っており、共有地的な性格を有し

ていた。(国 4-3-3の未利用林野区と一部の部分的焼熔耕作区を含む)

3-3 土地利用の同心円原理

上記に示したように、住居・屋敷群から集落界に至る土地利用の空間構成

は、①住居を中心に共同施設、自給用耕作地が立地し、主として日常生活活動

(居住や社会活動、 自給イ乍物栽培等)が濃密に展開される領域、②みつまた畑

が多く立地し、主要な生産活動の場となる領域、③集落社会全体を維持し保全

する役割を担う領域により構成されていると総括できる。これらの 3つの領域

は、共通して中心(住居・集落)から外綾部に歪るにつれてその利用密度が低

くなるという段階的構成を特徴としている。

ここで抽出した 3つの領域は、そむぞれ異なった性格を有し、主として第

一の領域は生活活動、第二の領域は生産活動、第三の領域は集務社会の保全調

という役割を担っていことから、筆者らは、第一の領域を「主生活域j 、

ーの領域を「主生産域J、第三の領域を「保全調整域J と呼ぶ。そして、 3つ

の性格の異なる領域によって段階的に構成される土地利用の空間構成の仕組み

を F土地利用の同心円原理Jと呼ぶことにしたい。
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4. 集落域レベルにおける土地所有の空間構造

中久保集落における土地所有形態の確立時期は、集落域における土地の

地場所によって異なっている。また、所有地の盟列・まとまり方、土地の所有

と利用の関係も、集港域における土地の立地場所によって特色がある。ここで

は、焼熔耕作地にみられる土地所有の確定過程と土地割形式を報告すると共に、

落域レベルにおける土地所有の地区(林班)別性格について論じる。

4-1 土地所有の確立過控

中久保集落でも、他の地域間接、明治以前に屋敷地およびその周辺の土地

の私有化が確立していた。 れその他の土地の所有形態が確立したのは明治以降

であり、集落外縁部の奥地山林は、明治政府の公荷林政策によって公有地に編

入され、大規模な焼畑耕作地の土地所有は以下に示す 3つの過器を経て大正

期に確立した。

①第一段階:明治初期の地租改正により土地所有者(納税者)の明確化が必

となり、部落総有の fムラチ J と呼ばれていた切り替え畑(

焼畑耕作地)は、形式的に個人に分割された。その際、土地の

所有は利用実態とは無関係に、一つの谷を単位に形式的に個人

が所有する形態を採った。

②第二段階:換金性の高いみつまた導入後、間もなく、形式的所有者が自分

の土地に対する権利を主張しだしたため、部落で調整し、

一時的に切っ替え熔全部を部落総有(共同所有)に変更した。

(大正?年頃)

③第三段階:大正末期、当時、合柁・合社や共有地の官有地化の風潮があり、

部務有地の官有化が危慎された。そのため、再びムラチである

切っ替え熔が個人に分割された。その際、所有地の盟分は利用

に即して行われ、後述する八人焔・十人畑の土地割

となった。また、切り替え焔以外の土地も

に分割された。(大正15年頃)

になるよう

このように、中久保集落における土地所有の確定過程を集落域における空間

構成との対応からみると、明治以前に土地所有が確立した住居・施設・常熔・

水田等の立地する集落問辺地区(先に述べた主生活域)、明治期に公有地化が

行われた集落最奥地、土地所有の確定までに上記の過程を経た中間地帯に整理

できる。
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4-2 焼畑耕作地の土地割形式一土地割にみる平等原期一

(工)焼畑開墾と共同性

図4-3-5は、焼畑開墾のプロセスを示したものである。大規模な切り

え焔の開墾は、まず焼畑開墾予定地が部落合意で決定された後、モヤイ(部

落共間作業)で常時整髄されている主要生産道から開墾予定地に通じる生産路

が部落の共同咋業で、つけられる。開墾予定地の範囲(開墾単位)を決め、その

周囲に延焼をくい止めるための「火みち j がつけられた後、 「火入れ Jが行わ

れる。焼畑の火入れは、数年にわけ、毎年春に行われる。火みちの建設、火入

れは、部落共同作業のモヤイで行われる。開墾された焼畑は、 「八人組j と「

十人組j と呼ばれる二つの生産集団に 2等分され、その後、生産集団内部でく

じ引きが行われ、各々の家に土地(区画)が配分される。 11) 

土地の分割は、各戸が均等な収壌がえられるように配慮されるが、土地条

件の差から収穫高に差がでる場合もある。その場合、一度目の収穫が終了した

後、生産集団で土地割の調整がなされ、生産組織内部の各戸の平等が確保され

る。また、二度自の開墾時には、二つの生産集団の間で切っ替え畑の割り地替

えが行われ、 2つの生産集団閣の生産条件の均等化が計られる。

主要尾本殿泉

日ロロロロロロロ日日臼ロロロロ主要生fお藍 モヤイで〆制寺整備口口口口口臼至集
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八人畑と十人畑

サコ:肥沃な山腹

ぷ思昆心広みお

十人焔・十人焔

*八人組の十人畑

の2区画は

十人組の2戸へ

ぷ民県心本ふ為

八人畑と十人畑

自給用作物

関4-3-5 焼畑開墾のプロセスと土地割
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このように開墾された焼畑の土地利用には、

団関、集落社会レベルにおける平等原則が費かれており、

運営の仕組みが内在している。

( 2 )八人畑・十人畑による土地割

焼畑耕作地の土地割には、さらに徹底した平等原則が貫かれている。

中久保集落では明治以持、昭和30年まで18戸の家が維持されてきた。

しそれ以前の中久保集落はお戸から成る集落で、江戸末期から明治初期(地組

改正以前)の関に 2戸が没落したとのことであった。 12 ) 

20戸当時の中久保集落には、 10戸を単位とするニつの

おり、没落した 2戸は一方の生産集団に属していた。 2戸が没落し、

った中久保集落は、 9戸・ 9戸に再編されることなく、従来の生産集団が八人

組・十人組として維持され、その後も焼焔耕作に当たった。その際、関饗され

た焼畑耕作地の分割には、八人組と十人組の関に格差が生じないよう以下に

すような土地割の仕組みが産み出された。

関4-3-6は、焼畑耕作地の土地割形式を模式化したものである。部落

共同で開墾された焼畑はこつの生産集団(八人組・十人組)に等分され、

らを構成する 8戸、 10戸毎に家を単位に土地の配分が行われる。このままで誌、

八人組と十人組では、盟分に格差を生じることになる。そこで、八人組と十人

生産集団内部、 2つの生産集

平等的共同体の社会

しか

団が潜在して

18戸にな

それ

八人組の生産集団

八人畑

2回目 十人焔 2旺臨は十ん組の2戸に間分

sia:aia;aj自治jEialE75!?ぶ品(制!志(長率
3回目 八人畑

八
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10回目 十人畑 2区画は十人組の2戸に配分
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句八人畑 十人畑
仕 /10)x10+ (工/10)xエコ44/40
十人畑 八人組の十人畑

十人組

備考) r l¥.J は八人知!の一区部、 「十Jは十人畑の一区画。区画は生産集団内のくじ引きで告と定
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組の閣に生じた格差を解消するために、八人組が2度目に配分される切り替え

畑は10筆に分割され、そのうちの 2筆が十人組に属する 2戸に配分される。 3

度目の切り替え畑は 8筆に、次は再び10筆に分割される。八人組に対応する切

り替え畑を 8筆・ 10筆に交互に分割し、八人畑・十人焔にすることによって、

八人組・十人組問の格差を解消し、部落18戸の平等性を確保するという土地割

の仕組みが生み出された。(図 4… 3-6参照)

焼畑適地は、明治以降・大正末期までに 2"-'3回開墾された。そして、こ

のような焼畑耕作地の土地割を通じて確定した土地と利用者との対応関採を

礎に、土地所有が回定化し、確立したのであった。

( 3 )焼畑耕作地以外の土地割形式

焼畑耕作地周辺の土地については、形式的に各戸に分割され、焼畑耕作地

が立地しない奥地の土地は、谷を単位に形式的に土地の分配がなされた。その

擦には、税負担が平等になるように配慮された。

( 4 )土地利用との対応からみた土地割の特徴

このように、大正末期のムラチの分割は、徹底した平等原則の貴かれた土

地割を基礎に行われた。分割された土地の規模・形状や所有地の配列等の特徴

は、土地利用との対応から表4-3 2のように整理できる。

4-3-2 集落域における土地割の基本形 (集落周辺を除く)

利用形態

林

野

献

林
一
間

焼畑

自給用切替用・みつまた畑

集活奥地の南斜面集落近郊斜面
(部分封該自主要1慰留)

八人畑・十人畑の土地割

生産糊iに対応した土地の郡日
全戸に均等配分
分割単位(包蕗)は小ざい

*~般国外開設ít*林てや分割は大きな区
画で形式的に行われる。

立地特性| 集務より2Km以上離れる

材緬の山林、奥地山林

土地配分| 谷を単位に形式的に配分

の紺致| 閣改4に概日性なし
数戸・もしくは一戸が所有
分割単位(区画)は大きい

*最奥地は村有林、国有林と

なっている

土地割
模式図

林野地 部分1部自 主要1恕司

一つの谷
を一戸が

主要道
(至集落)

ウネ

サコ

向沢.j[ [ 
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4-4土地所有の空間構造

大正末期に確定した土地割を基礎とした土地所有の空間構造は、みつまた

焼畑時代を通じて受け継がれ、その後の土地所有の基礎となっている。ここで

は昭和25年時点、の土地所有状況から家別・地区別土地所有の特徴を述べること

にする0 13) 

( 1 )家別土地所有の特徴

表4-3-3は、家加の土地所有状況を整理したものである。この表から、

①各戸の所有面積は約50 ヘクト J~ (その内、焼畑は、 7.8ヘクターJI;)と大規模で、か

つ平均化していることは¥②集落域を構成する 18地区中、 13地区から16地区

にわたって各戸の所有地が分散していること、③各戸の土地所有には、地区別

に特徴があることが読み取れる。

表 4-3-3 集落域における家那土地所有状況と所有地の分布 (1950年)

牢地区区分:林班区分(番号は表中の地豆番号) 地区の概要

0地区集落を含む集沼周辺地[K。集活域の東北端。

A地区 0地匿に隣接する南斜面。

クワギガド道(尾干部設)周辺。

(OJ並区から遠ざかるにしたがってAl~A4地区に区分。以下同様)

B地区 A地区南の北斜面。

A地区とはオオノガハラ道(沢道)を境界とする。

C地区 B地区南の尾根で接する南斜面。

ヨイチダニ道(沢道)西側。シマガワ道・ヤシキヤマ道北側。

'¥'-.... ..J..一.-・山田山JJE ヲ一:-.......・ h. 

D地区 ヨイチダニ道(沢道)東側。東のE地区とは尾根で接する。

EJ也[K 0地区とJlIを隅て隣接する地区。集落域東端の北及び菜料間。

地区I克界が尾根 一一一 谷

ンそ J司 LJ ?可 h '[ t可 H 11 11 も I/. l:{ 114 1 h h 

所有面積 ha 81 40 45 48 51 41 4.4 57 55 48 49 39 45 56 49 41 50 

その内焼畑面積 ha 11 10 7 8 7 8 ? 5 9 3 7 7 14 9 12 ? 4 

所有地のある地区数 16 13 16 13 14 14 15 14 15 14 15 13 14 14 15 15 13 

所有地の無い地産数 2 5 2 5 4 4 3 4 3 4 3 5 4 4 3 3 5 

):]I-!':': 所有地の分布:地芭内での所有地の有無料

O 地区 O O O O 。O O O O O O O O O 。O O 

A 

8 O 8 O 
O × 

8 O O × 

~I~ 8 8 8 o 8 8 • ?l; O × 

8 O 
8 

× 
× × 

8 8 8 8 8 • 9 8 • 売 8 8 8 9 
× × 

× × × × × × × × × @ 

O × 
O 5 èl~ d 

!日 l

41 

7 

14 

O 

8 0 

8 
× 

g O 

E -1 。010 O O O O 010 01010 O O 010 010 

備考*治区醤号lま3史上の地区区分に対応。
*本地区内での所有地の有然:表中の符主きは以下の巡り

.it!!区面積の 15 %以上を所有 @10-14% 01-9% x所有していない
出典)参考文献 2)より作成.原資料は 1950if:森林原簿o ~反容号の願序には意味がない.
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このように、集落域全体としての土地艶分の平等性の確保、焼畑耕作地の

全戸均等配分、形式的分割地の容在といった大正末期の土地寄せの原則が、昭和

25年当時の土地所有にも反映していることがわかる。

( 2 )地区別土地所有の特徴

地区内に土地を所有する家の数 目して、集落域を構成する18の地区を

分類すると以下のようになる。

① 全戸が宅地・農地・山林を所有する地区(集落周辺)

② 全戸が土地を所有している地区(上記①以外)

③ 15戸'"17戸が土地を所有している地区

④ 11戸'"14戸が土地を所有している地区

⑤ 10戸以下のものが土地を所有している地区

⑤ 公有林(公有地)

図4-3-7は、上記の分類に従って地区別土地所有傾向を示したもので

ある。集落からの距離に着目すると、全戸が宅地・農地・山林を所有する

周辺地区に、全戸が土地を所有する地区が隣接し、その外題に11戸から17戸が

土地を所有する地区、さらに奥地に10戸以下が土地を所有する地区、公有林が

地していることがわかる。

① 

凡例
G 0.5XM 

全戸が宅地・農地・山林を所有する地区(集落馬辺)'----一品一一一一

全戸が土地を所有している地区(上言日以外)
15戸"'17戸が土地を所有している地区
11戸"'14戸が土地を所有している地区
10戸以下のものが土地を所蒋している地区

公有林(公有地)

資料参考文献2)相馬論文より作成、原資料は1950年森林原簿

図4-3-7 林斑を単位とした土地所有状況(1950年)
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このような土地所有の地区別特徴から、先の表4…3-2に示した林野、

焼畑の土地割形式を基礎とした土地所有が昭和25年時点、でも継承されているこ

とが確認できる。

( 3 )土地利用と土地所有の対応

4-3-4は、焼畑構成率(地区面積に占める焼畑面積の割合)と土地

所有の関係を地区別にみたものである。この表によると、一部の例外はあるが、

焼畑構成率が15%以上の地区では全戸が土地を所有しているのに対して、焼畑

構成率の低い地区では14戸以下の所省、焼畑構成率が 0%の地区では10戸以下

の所有と公有地となっていることがわかる。

このように焼畑構成率と土地所有には一定の関係があり、先に述べた集器

域における土地割形式から土地所有の空間播造が説明できる。すなわち、焼畑

耕作地では、集落全戸で平等な土地割がなされた結果、焼畑耕作地の立地する

地区では全戸が土地を所有し、未利用林野区では、形式的に大区画の土地割が

行われた結果、数戸が土地を所有する地区となったと考えられる。

土地所有の地区別特徴を、集落からの距離、土地利用との対応からみると、

落奥地は未利用林野区で、形式的所有地となり、焼焔構成率の高い集落周辺

とその隣接地区は全戸が土地を所有するということになるが、いくつかの例外

地区も容在する。その一つは、集落域の北西端の奥地である。この地区は、

地であっても南斜面の焼畑適地であることから、焼畑構成率が高く、全戸が所

する地区となっている。また、集落域西部の奥地は、焼畑構成率が高いにも

かかわらず、一部のものしか所有しない地区となっている。村民ヒアリングに

よると、この地区は、共有地的性格の強い形式的私有地で、あったが、焼畑適地

にはトネピラキによって開墾された大区画の焼畑が多く立地していた。このよ

うに土地所有との対応からも、先に述べたトネピラキによる焼畑開墾地の容

が確認できる。

4-3-4 地区別焼畑権成率と土地所有の対応 (1950年)

焼畑構成率% 3 I 5 I 17 o I 22 11 20 I 44 I 5 I 5 11 41 I 20 I 20 I 0 11 22 

備考)地返番号は表-1と同じ。焼畑構成率は焼畑面積÷地区面積、単位 % 
地区内所有戸数は地区内に所有地を持つ戸数。 18は、全戸が所有。ロは、 10戸以下が所有。

出典)参考文献 2)より作成。原資料は 1950年森林原簿。
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( 4)土地所有の空間構造

土地所有からみた集落域は、全戸が宅地・農地・山林を所有する集落周辺

地区を中心に、集落から遠ざかるにつれて全戸が所有する地区から数戸が所有

する地区、公有地へと段階的に播成されていると理解でる。

これは先に示した土地利用の同心丹原理に対応した 3つの領域からなる

間構造と整合するものである。ここでは、先に述べた土地所有の確立時期や、

土地割形式、利用と所有の関係を踏まえて、集落域における土地所有の空間構

造とその特質を整理することにする。

第一の領域は、土地所有が明治以前に確立した集落周辺地区である。集落

周辺の土地所有には、所有地の配列に屋敷地に隣接する常娼は宅地と一体に同

ーのものが所有する、その外周の常畑は近隣集団のまとまりがある等の特徴が

ある。

第二の領域は、大正末期の土地割を基礎とする焼畑耕作地区である。この

領域の主たる土地利用は焼畑であっ、所有地の配列・まとまりは生産集団に対

応し、土地所有の平等原則が貫かれていることが特徴である。この領域では、

焼畑播成率の高い地区では全戸が土地を所有し、焼畑構成率の抵い地区では土

地を所右しないものも存在する。

ーの領域は、形式的に数戸が所有する集落奥地の部分的焼畑耕作区-林

野区、公有林からなる。この領域には、先に述べたトネピラキが行われる土地

が立地する。この領域の土地所有の特質は、公有地や形式的私有地が立地し、

共有地的性格が強いこと、土地割が谷などを単位に大区画で行われ、形式的な

土地割となっていることである。

5. IJ¥活

本節では、中久保集落のみつまた焼畑時代に焦点をあわせて、焼畑耕作地

の開墾と土地割形式にみられる集落社会の平等的共同性の性格を明らかにし、

さらに、集落域における空間講迭を社会構造・生産様式との関連から考察した。

以下に、本稿で得られた知見を整理して示すことにする。

① 中久保集落における土地所有法、焼熔耕作という 動や集落社会

構造と結び付いた土地割を基礎としていること

② 焼畑耕作地の利用と土地の配分にみられるように、土地の利用と所有

は、一体的な関係にあり、集落社会の平等的共同性の論理が反映して

ワム
戸
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いること

③ その結果、集港域における所有地の分布や所有面積においても各戸の

平等性が確保されていること

④ 集落域における土地の利用形態や所有形態は立地場所によって一定の

特色がみられること

③ 集落域レベルの土地利用ほ、主として日常生活活動(居住や社会活動、

自給作物栽培等)の濃密な主生活域、みつまた畑が立地し主要な

活動の場となる主生産域、 トネピラキに象徴される保全調整域の 3つ

の性格の異なる領域によって段階的に構成されていること

@ ここで抽出された 3つの領域は、土地所有の空間構成とも対応するも

ので、土地利用と土地所有の結び付いた空間構造と理解できること

ここで得られた知見を普遍的知見として捉えることはできない。しかし、

関連した研究蓄積が不十分で、ある現状では、研究の視点・方法を検討し、

な事例研究を蓄積していくことが、まず必要で、ある。 15)集落空間・土地利用計

画研究において、土地所有の分布構造、土地の利用と所有の関係を明らかにす

ることは基礎的な課題であっ、このような研究事例を績み重ねることによって、

それら相互の比較が可能になると考える。
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1 ) 参考文献1)、2)参照

2) 集落空間の空間構成の把握方法については、日本建築学会編 r図説集落

ーその空間と計画dJ (特に、富樫穎「空間計画の課題と方法J、伊藤

一「集落空間を読む-骨格と領域j 、山崎寿一「集落土地利用計画J ) 

を参照。

3) ここでは世界農林業センサス集落調査時の集落の定義を集落概念とし、

落界留に示された範域を集落域とする。中久保集落では、センサス

落調査での集落界と住民の集落領域の認識は一致している。本来、集落

域の規定に際しては、集落の概念規定と密接に関わっておっ、藩政村・

!日村・行政区や組との関連などについても検討することが必要で、ある。

(この点については、 『日本の農業集落Jに世界農林業センサス調査時

の集落の定義、集落概念の変遷に関する整理がなされている。)中久保

落の場合、藩政村・田村では西谷村(大字)のなかの組に位寵する社

会組織である。

4) 共同空間の立地と空間構成の関係については、重村・山崎・梶原他「あ

る集落の研究#6一四国山村・中久保集活の研究J (昭和58年度日本建

大会梗概集)参照。

5) 日本の焼焔に関する研究は、地理学・民信学において、柳田国男、山口

夫、上野揺男、千葉線爾、相馬正胤らの先駆的研究をはじめ、佐々木

明の r日本の焼畑dJ [F稲作以前J等の総合的焼畑耕究、藤田佳久の r
日本の山村』、福井勝義の r焼畑のむら J等の業績がある。また、近年、

した r焼畑民俗文化論』では、先学の焼畑関連研究を

するとともに、現代の視点、にたって総合的な焼畑民俗文化論を展開して

いる。

6) わが閣における焼畑耕作は、昭和初年頃までは国土の山間地域全域に広

くみられたが、その多くは自給用作物の栽培を主とする小規模な焼畑が

であった。中久保集落における焼畑の耕作形式が四国山地における一

般的な形態であることは、相馬正j説や藤田住久の研究から指摘しうるが、

中久保集落のように集落全戸が平均50へ'J'J-Jyの経営規模をもっ焼畑経

を営んだ集落は多くない。中久保集落における焼焔耕作の特徴は、換金

作物であるみつまたの導入によって自給経済から脱皮した近代的性格を

もった焼畑経営にある。(参考文献1)3)参照)

7) 参考文献2)参照

8) 村民ヒアリングによると、みつまた畑は、土地の肥えた領斜が40度以下

の山腹南斜詣が適地とされる。地力の回復のはやい場所は、 10年前後の

放霊で再び開墾され、地力の悪い場所では40年も放寵する場合がある0

g) 圏中に示される地区区分としては、森林簿の地区単位となっている林班

区分を用いている。林班は、集落住民の日常生活には用いられていない

が、森林計画・林政の基本となる地区単位である。また、尾根や河Jlf
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により区切られた地形のまとまりを基準として設定されていることから、

ここでは林班区分を地区区分として採用している。尚、林斑はさらに細

かい小班に区分される。

10) 村氏ヒアリングによると、屋敷地、及び集落馬辺の土地の所有は、江

期において確定していたものと推測される。屋敷地や集落周辺の耕地の

私有化が明治以前に確立していたことは、木村礎の r耕地と集落の歴史J

71<津一郎の r社会地理学の基本問題』等の研究業緩や、相馬正j誕の四国

山脈寺Jfl部器の事例とした研究からも確認できる。(相馬正j鼠「高知

Jfl部落における焼畑経営の構造J、地理学評論、第32巻 5号， 1959年)

11) 中久保集落ではユニークな龍、居慣行があり、配分された土地をさらに本

家、隠居に分ける場合もある。その際には、本家?、隠居 3の配分比

が一般的であった。

12) 中久保集落は、昭和34年に 1戸が松山近郊に流出するまで18戸の戸数を

維持していたが、昭和40年に工戸、さらに昭和55年以降 2戸が流出し、

1982年の調査時には14戸となっていた。 1992年現在では 2戸が自然減で

12戸である。

13) 村民ヒアリングによると土地所有の確定した大正末期から昭和25年の間

に数例の土地売買もあったが、全体としての所有地の分布や所有面積に

は大きな変化がなかったという。中久保集落では、没落して小作に転ず

る家がほとんどなかったこと(但し、戦前に、ある家が土地を村外に

却し小作に没落しそうになったことがあった。その時には集落が土地を

い民し、売却した家に代金を長期で返却させたことがあった。)、

地改革自体、山林には適応されなかったことから、昭和25年当時の

タは、みつまた焼畑時代の土地所有を示すデータとみることができる0

14) 表 4-3-3 の番号工の家は、所有面積が 80ヘクターJ~ と他と比べて卓越し

ているが、その理由は、共有地の分割時のリーダー搭の家で、この家の

に登録した共有地が多かったためである(村民ヒアリングによる)0 

現在でもテラヤマと呼ばれるお堂や集会所の立地する共同空間の土地は、

この家の所有地となっている。

15) 共同体と土地利用・土地所有の関係を実証的に示した研究は、近世以降

の共有林の分割や部地替制度について論じた筒井迫夫の研究([J林野共

同体の研究Jl)、甑島や壱岐に残存する部地替制度を紹介した白砂開二

( [J 住の思想J])や浮田典史(r農業と土地制度 j 、藤岡謙ニ部編 r離
の人文地理』所収)の先駆的研究が春在する。また、地井昭夫は、

崎県五ヶ瀬を事例に、山村の土地利用モデルを提示し、集落域の土地利

用と共向性の関係を明かにしている(r集落的土地利用変化のパターンJ

、過疎地域問題調査会 r過疎開題調査報告書一過疎地域における土地利

用の現状とその有効利用の方途に関する調査-研究s所収、参考文献4)

に概要紹介)0 土地の配分や所有地の分布の解明には、当時の集落の社

との関連から土地所有の空間構造を理解することが必

である。上記に示したいくつかの先駆的な研究以外に、生産活動と結

び付いた土地割形式や土地の配分の仕組みを論じた研究は隣接研究分野

も含めてきわめて少ない。
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{参考文献)

1 ) 重村力、山崎寿一 r中久保集落の共同性の展開過程一共同性の空間構

造j 日本建築学会計画系論文報告集、第424号、 1991年8月

2 ) 桔馬正胤 r愛媛県中久保部落における焼畑耕作と土地所有形態J、地

理学評論、 29巻 8号、 1956年

3 ) 相馬正胤 r四国山脈西部における焼畑耕作の転移一愛媛県予土境域 4

村についてート愛媛大学紀要、第 4部社会科学、 l

4 ) 日本建築学会編、 『図説 集落 ーその空間と計画』

1989年、都市文化社
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節 生活地名にみる意識空間の構成

1. 緒言一本節の目的

本節でな、引き続いて中久保集落の空間構造について考察するo u筆者は

落域を、物的空間、社会空間、意識空間が重層し、統一された空間概念体と

して捉えている。前節では、主として土地利用、土地所有の空間構成に着目し

て、物的空間、社会空間としての集器域の空間構造を明らかにした。ここでは、

新たに「生活地名J を概念規定し、その分布特性の分析から意識空間の構成を

察する。

以下では、①先駆的地名研究の成果を整理し、本稿で用いる r生活地名 J

の概念と性格、地名に着目した生活空間(集落空間)の分析手法を概括するこ

と、②中久保集落で採取された生活地名の分布特性と立地場所による生活地

の性格の相違を明らかにし、集落域の意識空間の構成を考察することの 2点を

体的な研究課題とする。

2. 生活地名に着呂した 間の分析方法

2-1 先駆的地名研究の成果

( 1 )地名の概念と性格

土地は、本来、連続して者在するものであるが、河川、尾根・谷などの地

形の境界や人工的な区画によって一定の範域をもった土地区画として認識され

ている。また、土地のうえに建った施設や岩・木・滝などのランドマークの容

在によって場所が認識されている場合もある。そして一定のまとまりをもった

土地区画や地点に対して地名が付けられている。

地名の観念について、構田国男(民俗学)は「二人以上の人の間に共同に

捜用せらるる符号J、 f人と土地との交渉が部ち地名 j と述べ、れ山口恵一郎

(地理学)は「地表が表現する、あるいは土地の上に表現された、いろいろの

に名付けられた名称J と定義している。れそして山口は「地名のあらわす

地域相と時代相とは、そのこ大性格と考えられるが、これはいいかえれば地
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が地理的性格と歴史的性格を錆えており、地理と歴史のはざまの中で地名の果

たす役割が大きく作用していることを示している。 J と地名の性格を指摘して

いる04)

地名には、行政区画名や土地台帳に記載されている字名、国土地理院の地

形園、一般の地図などの公的に用いられる地名(公称地名・客観地名)だけで

はなく、地域住民の日常生活に用いられている地名(私称地名・主観地名)が

ある。地域住民の生活との関わっゃ生活空間の研究において注目されるのは、

後者の地名である。

( 2 )関連地名研究の成果

地名は、人と土地とを結び付ける土地、空間の呼称であり、地名を題材と

する研究も、言語学、民俗学、地理学をはじめ多岐に及んでいるo u地名の研

究は、柳田国男、鏡味完二、千葉徳爾らの先学の興味深い研究の蓄積があり、

識空間の解明にとって重要な手がかりとなる知見もいくつか示されている。

特に本研究との関連からは、地理学における千葉徳欝の r新・地名の研究』、

における平井秀一の f方言地名J、寺内征男の f Jの研究に

目したい。

千葉徳爾(地理学)は、 「地名は土地と人とを結ぶ一本の糸にも似て、両

のかかわりをさぐるための手がかりとなる J ことを指摘し、 「①地名呼称の

中に、人が特定の土地をどのような土地の特性、内容に注目して命名したかが

されていること、②土地と人とを結ぶ糸が継続されていればこそ、それをた

ぐって人とその土地との結びつきまかたを知ることができる j という地名の性格

を指摘し、自らの研究で地名に着壊する理由を述べている。千葉の地名研究で

は、いくつかの限定が明示されている。それは、①語義呼称の出来考証にはほ

とんどふれない、②土地の状態との関係がはっきつしない広域の地名について

も全く論じない(小地名に限って対象とする)の 2点である。このような限定

をつけることによって、地名研究の飛躍を取り除くことに成功しているG

の研究方法は、地名をこれまでのように個々の名称としてばかりでなく、一つ

のセットとしてその配置状態をとらえている点が大きな特徴であり、 「地域

民が日常通称として使用している小地名J に着目し、空間的艶置関係、の要因分

析を行っている。)

地域計画分野において地名分析を先駆的に したのは、平井秀一(象グ

ループ)の方言地名の研究である。平井は、 r方言地名』について、 「地形図

に見られたり、公的な場で使用されている公称地名を含みながら、それより小

さい地名を主として指している。これらは通称地名、あるいは私称地名とも呼
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ばれ、小さな土地区画を表現しており、ある特定の小集団の中のみ共布されて

いる地名 J と述べ、 「方言地名の採取と分析は、生活者による自らの地域空間

の主体的な空間認識の様子や地域社会で共有されている空間構成の構造を明ら

かにしてくれる。 J、 「土地・空間情報を忠実に視覚表現化した地形閣とは一

味違った、生活の臭いのする地域空間橡が浮かび上がってくる j と方言地名研

究の意義を述べている。 7) 

また、寺門征男は、 『空間言語』を「集落に居住する生活集団が、彼等の

生活を共有する場所と空間にたいして名付けかっ現在まで受け継いできたく地

>の呼び名または呼称のことで地景名にあたる言語 j と定義し、空間言語の

分類・類型とその分和・意味の検討から、集落の空間分析を行っている。そし

て、生活空間としての集落空間の組立てに見いだされる基本概念ないしは形成

原理の 5つの基本概念として、①領域、②出入口、③中心、④分節と結節、⑤

方向を抽出し、あわせて空間の統合原理の存在を示唆する論文を著している。

れ寺門論文は、①空間言語を手掛かりとした集落の空間分析手法の有効性を

体的に示したこと、②集落の空間的秩序だてに関わる 5つの基本概念(空間の

形成原理)を抽出し、空間の統合原理の寄在を指摘した点で高く評舗できる。

2…2 生活地名に着目した 間の分析手法

( 1 )生活地名の概念

本研究では、 「一定の地域空間に対応する社会組織(地域主体)内部で日

常用いられる土地(土地区画・地点)に対する呼称j を『生活地名Jと定義す

る。尚、本稿の考察では、地域空間:集落空間・集落域、社会組織:集落(ム

ラ)と考える。

生活地名は、一般の公称地名とは異なる、新たに概念規定した生活空間(

落空間)の分析指標である。生活地名は、字名と一致する場合が多く、対象

地域では字よりさらに細分されたホノキと呼ばれる小地名とほぼ一致する。ま

た f生活地名 j は、地名の採取方法や地名分析の方法には若干の相違があるが、

井の「方言地名j 、寺門の「空間言語J、柳田国男や千葉徳爾の着目する「

小地名J と類似する地名概念である。 9) 

生活地名を用いて、集落空間、意識空間の分析を行う場合、①どのように

生活地名を採取し、分析の題材として把握するのか、②生活地名をどのように

分析指撲として処理し、分析結果をどう読み取るのかが検討されなければなら

ない。

以下では、生活地名の採取方法、生活地名を用いた空間分析の手法につい
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て述べることにする。

( 2 )生活地名の採取と確認作業

生活地名の採取は、集落の古老数名よりの聴取及び旧地籍簿(土地台帳)

中の字名の採取によった。土地台帳に記載されている字名については、石川県

のようにイロハと通し番号による符号に寵き換えられ、地名が消滅してしまっ

ている場合もあるが、 1((1 )多くの場合、字名は具体的な意味をもった地名とな

っている。中久保集落の旧地籍簿の場合、字名は甲地番(宅地、農地)、乙地

番(山林その借)に分かれ、具体的な字名と地番が併記されている。しかしな

がら字名を地域住民の日用されている生活地名としてそのまま用いることには

問題も多く、現地で採取された生活地名と土地台帳に記載されている字名の照

合が必要となる。 11) 

土地台帳の字名と中久保集落で採取した生活地名の照合によって、①土地

i践に記載されている字名は大部分、生活地名と一致していること、②台帳に

記載されていない生活地名も存在すること、③台帳に記載されていない生活地

名の多くは地点名や施設名であること、④生活地名の範域は地籍留の字名の範

域とは厳密には一致しておらず現地での確認作業が必要なことが確認できた。

土地台帳や地籍閣から採取された字名は、いくつかの摂定条件を擁認して、

生活地名分析に用いることが肝要である。ここでは、以下の生活地名の確認作

を行った。

① 土地台帳に記載されている と生活地名の相違がみられるときは

活地名を鐙先させる。

② 集落周辺については 1000分の lの地籍国によって生活地名の分布

と範域を確認する。

③ その他の場所については、 2500分の lの地籍留によって上記と間

様の確認作業を行う O

これらの生活地名の確認作業を経て、生活地名の分布、範域を地関上にお

とし、集落周辺部分(集落レベjレ)、集落域全域(集落域レベル)の 2種類の

「生活地名分布図 j を作成した。

( 3 )生沼地名分析の指標

の作業によって採取・確認された生活地名を意識空間の分析に用いる

ために、以下の分析指擦を設定した。
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1 )生活地名分類

生活地名には、家の名がそのまま地名になっているもの、集諸における位

関係を示すもの、土地利用を示すもの、大地形や徴地形を示すもの、告仰や

イ云説、言伝えをもつものなどがあり、生活地名の名称やその由来は、住民の

地への意識を読み取る手がかりとなる。既往研究では、地名の語源の分析が数

多く試みられている。しかし安易な語源解釈も多く、地名の一般的な分類をそ

のまま特定地域に用いることは適切ではない。

ここでは、既往の地名分類、地名解釈は参考にとどめ、村民ヒアリングで

られた証言に基づき、表4-4-1に示す生活地名の分類を行った。 12)

4-4… 1 中久保集落における生活地名の分類

生活地名の分類 な生活地名

類型 1.固有地名

①社会地名:屋号、屋敷群、近隣集団を示す地名 iマヴゲ、ヨシゲ、ヨウナJv

②施設地名:共同施設などの存在を示す地名 i七代行、(ヨ開イドウ)

③位置地名:集落での位置を示す独立した地名 |協やシ、ニシ、トッ}¥Oナ、ヲモテ

類型II:相対地名

④相対地名:他の地名との位置関係、を示す地名 I t?)j夕、ニシjナ百

ナカ、 シモなど集落域における位置 Ijモカウナ島、村了朴、内j

類型III:利用地名

⑤利用地名:田畑、キピなど土地利用を示す地名 I7)v夕、ナラjド夕、ゆイ""'J 

@分割地名:カミなどの接頭語÷利用地名 iカミゲ、カミjγタ

類型IV:地形地名

⑦地点地名:淵、 石、 滝に対する名称 11ラγタキ、ヤスミイシ

@微地形地名:緩斜面、産、小さな谷などの名称 i打、減、ヴ工j打、ザクラ

@大地形地名:山、 谷一帯に対する名称 Itシキt?、ヨヨススキt?

類型V:信仰・伝説地名

@信仰地名:信仰の対象となる場所・施設の名称

本ヤマノカミダキは、ヤマノカミ十タキであり

複合地名が多い。

@伝説地名:伝説や言伝えのある地名

類型VI:その他意味不明のもの

テラ?マ、才タピ、事トケjト

t?)主ミ(ヤマj主ミ}}¥ネヤヌミ、

t?ノカミゲキ)
キγヤド3、、シライプヤ

ヴカタピ、事ドウチ

備考)採取した生活地名を村民ヒアリングに基づき分類。

本 信仰・言伝え十地形のような複合地名は、信仰・伝説地名とした。

この分類は、後述するように、住居から集落域に至る空間構成を踏まえた
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地名分類である。

2 )生活地名面讃

柳田昌男の「多くの場合、地名は地点・地区の意味・場所性を表現してい

ると同時に地名に対応する土地空間の限界・面接を有しているが、中には地点

・地区のみを示し限界・面積がはっきりしないものも容在する。 Jという

でもわかるように、一定の範域の土地に地名がつけられている。 13) ここでは

その範域を、生活地名の範域として捉え、生活地名面積とした。尚、生活地名

面積は、地籍簿と先の作業で作成した生活地名分布留を用いて算出した。

生活地名面積は、空間認識の禰密性の相異を示す指標であ与、生活地名面

が大きい場合は、空間に対する意識が疎であり、小さい場合は密であると

えられる。

3 )平均一

平均 は、生活地名面積を筆数で割った舘で、土地利用の禰密性を

す指標である。平均一筆面積は、 「入用の多い地面は地名が多く、入用の少

ないものは名前の少ないのが通期J という柳田国男の指摘を参考に、 14) r土地

分割がすすんでいるところは、土地の利用が盛んである j という考えから

した指標である。

生活地名分析の準備作業として、①上記に述べた生活地名の採取・確認作

②生活地名分布図の作成、③生活地名の分類、地名面積、平均一筆面積な

どの分析指標の把握を行い、その結果を表4 4-2に示す生活地名一覧表に

した。表4 4… 2は、生活地名のデータ・ベースという性格のものであ

る。
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3. 中久保集落の生活地名の分布にみる意識空間の構成

3-1 中久保集落における生活地名ー

今回の生活地名の採取作業によって、 108の生活地名を確認することが

できた。表4-4-2は、中久保集落における生活地名の一覧を示したもので

ある。

ここでは、集落域における生活地名の分布の特徴をみるために、地区別に

生活地名を整理し、生活地名分類、対応する範域の土地利用、生活地名面積、

平均一筆面積、住居からの距離を示した。

表の左側は、住居・集薄から約工 km額域に分布する生活地名、右側には

その外縁に分布する生活地名を地区別に掲載してある。

3-2 集落域における生活地名の性格

( 1 )住居・集落問辺の生活地名(集落レベル)

図4-4-1は集落毘辺の生活地名分布図である。図 4-4… 2は、その

地形断面図である。ここでは、山腹に立地する西日(ニシメ)、下回(シタメ)

の崖敷群(近隣集団)とJf!沿いに立地するJf!成(コウナル)の屋敷群周辺の

地利用、地形状況と生活地名の分布を示した。

まず、屋敷群の周辺から生活地名の分布状況をみることにする。

屋敷地(宅地)の生活地名には、マツダ、ナカムラ、ヨシダ等の家名やコ

ウナルといった近隣集団名がそのまま用いられる場合と、ニシ、ヒガシ、 トツ

バナ等、集落における位置を示している場合がある。これらの生沼地名はいず

れも国有性の高い生沼地名で、ある。(本研究の分類では国有地名と呼ぶ。)

これらの屋敷地に隣接する一帯には、屋敷地の生活地名との相対的な位

関係を示すニシノマエ、ニシノナ口、タクチノヒガシ等の生活地名(相対地

が付けられていたり、ハナノキ、サクうといった目印となる特徴的な地形地名

が付けられている。村民ヒアリングによると、ハナノキの「ハナ Jは突起した

丘の地形条件を示す一種のうンドマークとなる生活地名で¥サクラも特徴的な

地形を示す生活地名である。その外周には、ウシノ夕、パ、サコ、ムネ、タニオ

ケ等の微地形を示す生活地名やフル夕、カミバ夕、カミ夕、といった土地利用を

す生活地名が分布している。

屋敷群・常熔の外縁には、お堂・公会堂の立地するテラヤマ、かつて神社

が立地したオタピ、山の神が休養をとる言い伝えがあり大木が目印となるヤマ

ノカミ(ヤマノカミノハネヤスミともよばれる)がある。テラヤマは隣接する

から中久保集務への入ワ口、オタビ、ヤマノカミノハネヤスミは、
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4-4-2 中久保集落における生活地名ー

1) 21 3) tl 

地名目 住よ居り1民活レベルの生活地名 生活地名分対
焼畑(土1時地98干2代111手→Jf当1形i時98態2) 年

若返 iよHり当 集活減レベルの生活地名 生活地名分頬
1先畑土打地9符8利2代t手用→当形i時S態82} 年 務積面.ll!沼周辺初関内 大 中分絞 l節a 商l員 IE。h〉z 

地区別 大 中分類 ~[jの縦
下回の宅地ダダと隣倍増 '. k踊 集F!城北部商斜面 k周2 l ヨシ 8長室母語 主題J震路地} A B a a 00..1 1 マツ 66 アカタキ W D d 1.0 3 ナカムラ 8社会地名 宅地 Ala 0.1 67 ケズリサノ w iv C C B 

d 
011...8 8 0 

4 ヒガシ 位置地名 宅地 Ala 0.1 68 ツエノ コ

C b d d 
5 ハナノキ W ⑦地点地名 宅地(蔵)+常畑 Ala 0.1 69 ヤスミイシ W 8 ハナノキノモト 11 af制的名

革調
Ala 0.1 70 ダクサギヤブブ IV 

E B 1.3 7 ハナノキノウヱ 11 !l対地名 Bla 0.1 71 イコンチ W LIJ u 8 タクチノヒガシ 11 8j日対Jtl!ゑ
器調 A Ba  b 80..1 1 73 2 ナカスカ

W iii i giiz置
C D D 

e 
311...4 5 0 g 凶ヲモテ i立iijtl! 7 ナナルヤマ e 下回と 自の中間 74 カノ e 10 セイマイジョ 8盟関雲 共常同胞施絞 A A a b 0.1 75 シモノジ 11 31i i塁 C EB E 

f 
322...5 5 7 11 サクラ隣(ツ畑ジ} W 焔→ 設 .1経路 O. 76 シキホンパダタ liV li e 回目の宅地と i妥 77 ジヤニ e 

12 トツバナ Ala 0.1 78 カパノサコ W @微地形m C e 3.0 13 ニシ 佐渡地名 宅 地 十 焔 Bla 0.1 79 オスダニ W @不明大地 D e f 4.0 1~ ニシノナロ 11 的対地名 常焔 Ala 0.2 80 クワギガド VJ E 5.0 15 ニシノマエ 11 ~m対 fl!!名 ち首守t地縮 A a 0.2 81 ホドウチ VJ sill! E f 5.0 16 ヲモテ 湿地名 B a 0.1 82 シライゴヤ V 伝説地名名 E e 4.0 
テラヤマ鴎辺 83 ヒメガプチ V ⑪信仰j出 A a 5.0 17 ウシノダパ W IW地形 1小:自由機i器誼i理F工iP米ii時

B a 0.3 
18 ユーロナ口 IV JI!!形 A a 0.3 .ll!f喜城中筋 ~t斜箇
19 サクラ N 8 a 0.3 
20 テラヤマ V 

共お堂陪規総・ . fのi1*ii野
B C 0.2 8~ ゴヲト W 

忠信部揺点

水詞作議上悶水体→凶UJ林

C A C 81..a 2 (コウカイドウ} 85 ヤマノカミダキ V a 21 ヤマシタ 11 錦織急 鎮m嫡守の森
B a 00..2 2 86 タカダル VJ 不明 C e 

243...5 0 5 22 ヤマノシタ 11 A a 87 ツカタピ VI 不明 C e f 西目・下回周辺の滋itl! 88 シロウズ ¥'1 不自1)1 F く ~tßl~ > 89 ヨイチフチ V ⑪伝説地名 C D a f 23..5 0 23 サコ W @微地形 ?持11Il C b 0.3 90 シタラ VJ 不明24 ムネ W g微微ii也由形}彩 小字詰焔規彼焼焔→L1J林 C C 00..3 2 91 ネコダニ N g大伝説地形i曲名・ D F f f 3s ..5 0 25 ウネ W B a 92 ゼンクロ V 
く2256014〉

ハエノセナ VJ 

耕微地地形形
数:作古畑畑業→小・屋作111林業場

B b 
0a 8...3 3 3 

集海域中部 硲斜溜
27 ~tデ W A a b 28 ノジ W 'B 93 ヲクゴヲト 1I1@相対点地名形

唱71111→Ilt詰

Clc 1.2 
29 ツエノサコ IV @微}由形 小規i災焼畑→山林 Clc 0，3 94 ユラガタキ

IV ⑦@不地大iln i也 A F a e 22..0 5 .ll!洛北部のIIJ頂部 95 ヨコススキヤマ iV v i由形30 ショブガクボ V φ伝説地名 Ilt林 Clc 0.3 96 3コス 三 IJt →lIt Fle 2.5 31 ム、

I日V 審@議微!地iz 形
;出iI;器炉林俄燐焔→山 C D C d 0B ..3 3 32 ムネネヤマ m洛城南邸

33 アカタキ 11J Dld 0.3 
四目・下回とJlJ成の悶 97 キピシリ

細続j!i1ll畑1/j工兎山持鉢

。E e f 21..5 0 34 フルタ 1II1@干IJmj曲名 手話熔・水田→111林 Clb 0.5 98 ヨイチダニ

w Vm 明土伝地説 m名l 

IJt 
数カ所iこ分散 99 オオハタ 11t →111林 nF f f 3.5 

35 ミナミノアエ ~ I~相対地名 1J't畑→Ilt林 Alb 0.2 100 イシブネ 3.0 
36 タニオク W 微i由形 小規|則廃熔→山林 Dlc 0.3 101 ヲヲモシネワキ

r jj指名

C 1 f 5.0 
37 オタピ V ⑪⑪摺{言仰i也名 信仰絡設 Ala 0.2 102 ワラピヤマ Dld 4.0 38 ヤマノカミ v 1 @1~ (J1Jm名 大木 Ala 0.2 103 カジヤドコ

Eo e f 4.0 49 ノジ 111 用地名 常焔→IIJ林 Bla 0.3 1O~ メド{サワ)
W W jijE 出自

5.0 
10 ホイトイワヤ IV ⑦@地分点制i曲名 菜畑叫1J Bla 0.2 105 ミツケイシ 界(係属{) A Ea  f 55..0 0 ~ 1 1Jミパタ JIII@;-HII!也名 ~m→襲 A A b a 0.2 106 ドウキン

V V 地E名42 イセキノウこに V 説地名 事u自 0.2 107 キジヤドコ Elc 5.0 .13 ジヘイパタ

ID I ~創不割明用地名 i山畑畑綜自→Hill→山祢

Ala 00..2 1 108 ヤシキヤマ W ⑨大地Jf~ Glg 6.0 
H コヒラ

W iiH ii 制i用a形地地名名
Blc 

~5 フ )v タ Cla 
000...5 5 3 

f地区区分』岡及び山『住ー居かy零らとうの時箆雌時相」Y説5佼明タ国《)口fJ i 
46 カミダ

A C a d 47 ヨコフキ VI 

jliE4R8の宅カ地ウナと隣ル t~~ねmり品}

錦副i繍君臨室開需品
Bla 00 .1 

49 タクチノワキ A1a 
50 タクチノシタ Ala 00..1 1 

If<l 
51 ツルイノワキ Ala • 川成52立!is!IJの滋jキ自

カキノ

WWIlU ⑦@自@地地話判l会点点H地地t地a名名名名 持帯22Tt焔t1 霊m地
Bla 0.1 

53 *イトイワヤ Ala 0.2 
54 ジヘイパタ Ala 0.2 

制a，} 3幻tj3小掌土拙地活地腹AB酬判協各地・Um同踊名は分zl1ad、銅製I~噌f，lt生，ttごSれつ1l活1Sa91qE地"8地い附調'21て開名F同‘‘U例蘭施町ttUaaBaSの一三E車倍書ものm両tt，ab 、聞三>>削はr萄，sn+Sr櫛8附平』8均ιUの岡ー平盟奥姐均l未醐畑車一j凶 両 時 舗>>代im‘h面四倒uの95崎点51でF巡叫わ}のかと酬分らMのIj変以It下~の吊泊す.り.
55 カウナル 水m Blb 0.2 
56 ナガブチ N 点地名 水m Blc 0，3 

111成液型の燥地

~I~⑥微利i用由形地名 水il<f田R A A b b 0.2 57 ヲト
58 カウソラス 0.6 

111蹴 sNの燦歩
59 ムカイ iH FIlm地名 水間 Blc 0.2 C D 10i ~~ 210自5ヘ司ヘ9P Pト品 c d t10B9O9fi ~~ 32c8oBe o m m a 

60 シモコウナル 11 相対地名 氷山 Bla 0.4 25 -50\~t“Se f 3aeo~5aaa阻a
61 ムカイバタ

11v1111 申由I干利p大111J仰1l1i地地地名名名
水詩常ti畑問m /1長野のj魔界

Blb 0G .8 F 50 -100ザト品 5000 -10000 m' 
62 ナラパタ B 1 c .8 

it ) “l E周(flll辺G目か陀組下刷らの駈哨上、川剣rtdr叫2笠島ク建atna止E返悶日飢過惨悶aa{健.タ尚で仙制単のz川U名U怖剛すMる山耐fOを以制IJ吊上UしたU繍11合田の家住胤居から鳩山叫までの63 ヤマノカミダキ Ala 0.8 
6.1 オクナラパタ 111 喜IIJ自名 ~→L1t綜 Blc 1.2 

2i}Eサ2コ‘ム8ネ、 1ラ1.ヲモ臼テ、 ノのジ‘ フル世等の当，idl曲名11数カ所iこ分布する.65 ムカイヤマ IV I@*J由形 三段→LJlf本 F 1 e 1.5 
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Cごコ国有地名 Cご二i相対地名に二コ 地形地名むコ信仰・伝説地名

来 共問題設----利用地名 O 信仰の対象となっている場所路該

国間 日開→山林匡水田ご新しい道一!日道
( 1972年常 均) ー自 動車 用徒 歩用 )

図4-4-1 生活地名分布図(ユ) :集落周辺
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)内は焼畑時代の主な土地利用形態

落周辺の地形断面図(地形・土地利用・生活地名の対応)

注)縦軸は標高、

2 図4-4

地してい

周辺部の生活地名面積は大きくなる傾向にある。

し限界や面犠が不明確なものや、隣接する生活地

下回の屋敷群とJlI沿いの川成の中関の山腹

る。

屋敷群・常熔に比べて、

地点・場所のみを

山腹に立地する西目、

このような

しかし、

名に比べて小さな生活地名面積の生活地名が分布する場合もある。
場所には信仰空間・共同空間が立地する場合が多く、オタゼ、ヤマノカミの
活地名面積は周辺のタニオクやフルタといった生活地名と比べると著しく小さ

耕作からの帰路で必ず一体みするというヤスミイシは、耕作からの揺り道
落のみえだす地点であると共に集落から声のとどく隈界でもある。

このヤスミシも周辺の生活地名面積と比較すると生活地名面接が小ざい。北東

味集落との境界にはシヨブガクボという場所がある。シヨブガク
かつて古昧との境界争いの勝負にけりをつけたという言伝えがある。

ではじめて
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このように集港周辺の生活地名の分布には、①屋敷群を中心にきめこまか

に生活地名がつけられていること、②回有性の高い生活地名が多く存在するこ

と、③住居から遠ざかるに従って、国有地名から相対地名、微地形へと生活地

名分類が変化する領向にあること、④住居を中心として願次、生活地名面積が

大きくなる傾向があること、⑤山腹の 2つの屋敷群(近隣集団)とJf[沿いの

敷群の中間や隣接集落との境界には共同施設や信仰・伝説を伴う生活地名が帯

在していることなどの特徴がある。

( 2 )集落域レベルの生沼地名

図443は、集落域レベルの生活地名分布図である。また図 4-4-

4は、生活地名分類からみた生活地名の分布、図4-4 5には生活地名面積、

図4 4-6には平均一筆面積からみた生活地名の分布を示した。

図4 4-3 生活地名分布図(2 )集落域レベル
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図4-4-3からわかるように、集落域における生活地名は、在や山を

位に分布する傾向にあり、地形条件との結び付きが強い。しかし、標高 1000m

を超える奥地では、生活地名の分布密度が低下し、さらに地形条件との対応も

みいだしにくくなる。

図4 4 -4 ~こ示した生沼地名の分類部分蒋みると、集落域奥地では大地

形地名や伝説地名が多く、集落域中部の北斜面では、意味不明の地名が多くな

る。意味不明の生沼地名が分布する場所は、人が入り込むことが少ない場所で¥

焼畑時代においても、未利用地が多く分布した場所である。それに対して、焼

畑の主要な生産地帯であり、土地の利用が盛んであった北部南斜面は微地形地

名が多く分布し、集落近郊では徴地形地名や利用地名が多く分布している。ま

た河J!Iの流れが緩やかな淵の周辺には、田畑が開かれたり、焼畑や炭焼きのた

めの出作り小屋が立地する。この場合、ダイコンブチやヨイチブチなどうンド

マークともいえる地形のスポットが地点地名なっている。

ヒメガブチは、集落最奥地のJI!の淵を示し、おと姫缶説にちなんだ信仰・

缶説地名で¥信仰の対象となっている。この場合、地点名が地区名を代表して

いるが生活地名の限界や面積は明確ではない。

隣接集落との境界の生活地名に注目すると、吉味集落・ との境界

にlまシ日ブガクボ、横野集落との境界にはヤマノカミダキ、高知県墳にはイシ

ブネ、ミツケイシ、野村町との境界にはヒメガブチの生活地名が確認できる。

これらは何れも信仰地名、伝説地名であり、強く意識された場所といえる。

① 

E E  

図4 4-4 生活地名分析函(1 )一生活地名分類
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A
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一筆蹟積:平均一筆菌模
f a 50G m2未満 (募芦間¥llrq.叫j

Eド ib 500，....， 1000 m 2 

園 司 c 1000，....， 2000 m 2 

田辺;i;;;:230 ・ Im2 

f 5000，....， 10000 m 2 

g 10000 m 2 以上

図4-4-6 生活地名分析図(3 )…平均一

I klT¥ 
22  

図4 4-5、関4… 4-6に示した生活地名面積、平均一筆頭積から生

活地名の分布傾向をみると、集落域の奥地に入るほど、生活地名面積・平均一

筆面携が大きくなることがわかる。
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3-3 集務域における生活地名の分布特性

これまでの生活地名分布の分析を総括する意味で¥ 「住居からの距離j 別

に、生活地名の分類、生活地名面積、平均一筆面積を整理したものが表4-4

-3である。

この表から、住居からの距離によって、生活地名分類、生活地名面積、平

均一筆商積の特徴も異なり、生活地名の分布・立地には、一定の傾向があるこ

とがわかる。

住居から300m醒域では、 55の生活地名が寄在し、その数は集落域全体の

約 5割を占めている。この圏域の生活地名は、①100頭以内では臨有地名を中心

に、それに隣接して相対地名が分布すること、②その外周では相対地名、微地

形地名、さらに300語圏域では微地形地名が卓越して分布していること、③テラ

ヤマ、オタピ、ヤマノカミノハネヤスミといった搭仰地名がこの圏域の外縁部

に立地していること、④生活地名面接、平均一筆面積が全体的に小さいなどの

特徴がある。

から300m から lkm離れた圏域では12の生活地名が分あし、利用地

も多い。さらに遠ざかるにつれ、生活地名の分帯密度は小さくなる。

それに対して 1krnから 2krn圏域では微地形地名が多く、 2 krnから 3krnの

域では大地形、 3 krn以上離れた盟域では大地形が多くなる。生活地名面積、平

均一筆面積に着目すると、集落域奥地になるほど大きくなる傾向があり、 3 krn 

以上離れた範域では、生活地名面積が25ha、平均一筆面積が5000がを超える

活地名も多く立地する。

このように、集落域は、生活地名が密に分市する集落周辺(1 k m圏域、

特に300m圏域)、大きな生活地名(生活地名面積が大きい)が分布する集落域

奥地 (3k m以上)、その中間地帯に区分できることがわかる。

4-4-3では、生活地名分類、生活地名面積、 の数値が、

持れも右下がりとなっている。これは、

名分類が、固有地名、桔対地名から利用地

地名へと変化し、生活地名面積、平

が大きくなる額向を示している。

から離れるにしたがって、生活地

微地形地名、大地形地名、信仰

も、 から離れるに従って面

このような生沼地名の分布傾向は、住居(集落)より離れるにしたがって、

生活地名の密度が疎になると共に、集落域全体として、生活地名面積は住居か

ら離れるにしたがって大規摸になり平均筆面積もそれに対応する。

集落域全体として、意識空間の段階的な構成を確認できたが、集落域には

周辺の土地より強く されている意識空間があることにも注目しなければな

らない。それは、共同施設や信仰スポットが立地する場所である。この場所は
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生活地名面積が小さく、ランドマ…クの存在を示す生活地名や共同施設の存在、

信仰の対象を示す生活地名の存在する場所である。集落周辺におけるテラヤマ、

オタピ、セイマイジョ、ヤマノカミ、その外援に寄在するヤスミイシ、ヤマノ

カミダキ、隣接集落の境界に存在するジョブガクボ、ヒメガブチなどの生活地

名がそれである。これらの意識空間の存在を踏まえて、集落域の意識空間の播

成をモデル図で示したものが図 4-4 7である。

このモデルは、集落域を構成する土地に対する住民の意識が、①住居から

遠ざかるにつれて段階的に肴薄になっていくこと、②集落境界や意識空間のひ

ろがりの節目となる地点(地区)には信仰地名やランドマークとなる生活地名

が帯在し、特に強く意識されている場所となっていることを表している。

以上述べてきた意識空間の段階的な構成は、前節の報告で明らかにした

生活域、主生産域、保全調整域からなる土地地用や土地所有の空間構造とも対

応するものである。

く境界・結節点に存在する生活地名:貴信仰、務施設*地点〉

=部分的に意識の強い場所
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4. 小活

本節では、 r生沼地名Jを新たに概念規定し、生活地名分類、生活地名面

平均筆面積に着目した生活地名分析によって、生活地名の分布特性を明ら

かにした。ここでの考察から、中久保集落における意識空間の構成は、以下の

ように理解される。

① 集落域の意識空間は、住居から集落界に至る段階的な空間搭成をもち、

領域構成の節目となる意識空間の存在によって秩序づけられているこ

と

② 集落域の意識空間が3つの領域によって段践的に構成されること

③ この領域は、先の報告で明らかにした主生活域、主生産域、保全調整

域による集落域の空間構造(土地利用や土地所有の空間構造)と対応

していること

本節では、中久保集落で採取した生活地名を用いて、生活地名分析から

落域の意識空間の構成を明らかにする手法の有効性を確認した。しかしながら

いくつかの課題も残されている。

その第一は、生活地名は、歴史的に変容するものであり、その点に関する

察が不十分であることである。

には、居住者属性、世代の相違による

ネ斤できなかったことである。 15)

生活地名は歴史的に変容するものであ号、さらに

聞の -共通点を分

では、その認

識が異なることが予測される。 16) 今留は、 1982年以蜂の調査において、数名

の古老(1900年生まれから1930年生まれのもの)を対象に生活地名の採取を行

った。この世代の後継者は、中学・高校就学時に集落を離れ、その後流出、ま

たはこ拠点型生活に移行している世代である。戦後生まれの後継者世代の生活

地名分析は、今後の課題としたい。

[播]

自の報告では、中久保集落における生活地名を題材に論じたが、中久保

落の周辺集落における生活地名(字名)の分布との比較も行っている。ここ

では柳谷村 r柳谷村誌ト巻末付表(字名一覧)、檎原村『構原村誌 2ト付

図(地籍関)及び現地ヒアリングにより賭辺集落の字名と中久保の生沼地名の

比較を行い、①屋敷群周辺では毘有地名が多く、その外縁で、は地形地名が多い

内
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こと、②集落域奥地の地名には類似性が少ないこと、③県境を越えた構原町で

は地名の類似性が低下すること等が明らかになった。期辺集落との生活地名の

比較は今後の課題としたい。

司
taaa

n代、
古
書
吋
・在

g
f
s
a弘

エ) 本節は、西国山村・中久保集落を対象とする一連の研究の一つで、

域レベルの意識空間の構成について論じたものである。研究の全体像に

ついては、参考文献 1)に示した既発表論文の中に示しているので参照

されたい。

2 ) 柳田国男 r地名の研究 CD 1936年、 『定本柳田国男集第20巻』、筑摩書房。

3 ) 山口恵一郎編著『地図と地名』、 1974年、古今書院より引用

4) IT'地名の世界 CD1982年、古今書院(雑誌 r地理 CD 7月号 増刊「地名の

世界j 復刻)、山口恵一郎 f発刊にあたって Jより引用。

5 ) 鏡味明克・山口恵一郎による主要地名研究文献目録の整理と主要文献解

題が掲載されている。(山口恵一郎編著 r地閣と地名』、 1974年、

院)

6 ) 千葉徳諦『新・地名の研究』筑摩書房、 1982年

7 ) 平井秀一「方言地名 J (重村力監修『まちづくりの新しい視点をさぐる

用語キーワード50CD所収、建築知識別冊ハンディ版第 3号、 1982年)よ

り引用。平井の方言地名研究としては「方言地名とムうの生活空間J建

築雑誌、 1978年11月号、 「方言地名の研究J、日本建築学会大会摂概他。

8 ) 寺内征男IT'空間言語く地景名>からみた集落空間の組織化と構成原理

についてー農村集落の空間的整序性に関する研究・その 1CD (日本建築

会計画系論文報告集、第416号、 1990-10)0 以下寺門論文と略す。

9 ) ここで取り上げられたいずれの地名も、関連分野の地名研究では小地

-ホノギといわれるものである。柳田らの指摘するホノギは、中国四

地方で用いられる小字の下の地名、または地検!擦の添え書きにあらわれ

る地名とされる。四国地方のホノギについては、]1.1野茂信「長宗我部地

検i践のホノギと小字の関係について J (円強名の世界』所収)を参照。

門論文では、 「地景名は方言地名ほど広域的、地方的な広がりをもっ

共通言語でなく、むしろ集落レベルの特定集団の即地的日常生活の広が

りのなかで共有化され狭域的範囲で使用されてきた回有の地景名であり、

集落の空間言語という性格をもっo J と空間言語と方言地名の相違点を

のべているが、生活地名も含め、三者の地名概念、着眼点には共通点が

多い。

10) 櫛田国男の「石川黒などは地租改正の当時、ほとんど全部の字以下の地

名をイロハまたは甲乙丙了等にしてしまった場合もある。」という指摘。

(円強名の研究』参照)
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11) 柳田国男は「明治 9年に切絵図をつくるとき、地図をつくる便宜上、数

で地面をよぶようになった。その擦、ある種の操作が行われた。その

結果、一部の地名が統合され、新たな小字の下の地名が公簿上消えるこ

とになった。また地名と地番の厳密な照合が行われず¥境界のずれがあ

る結果となっている。 J と地組改正当時の状況を述べている。(柳田国

男「地名の話J、 r信濃教育C!J523号、 1930年、 r地名の世界C!J1982年、

腕に再録)

12) 都田国男は、土地利用の発達に着目して、 「①利用地名:土地を利用す

る必要からまず目印的に生まれた地名、②占有地名:土地の利用が進み、

個人や一族が土地を占有することから名づけられるものo 比較的新しい

もの、③分割地名:土地の利用がさらに複雑北し、すでに区画された地

域をさらに細分することから生じた名称。上中下、東西南北、大小、新、

元などの接辞を使用する。最も新しい。 Jの分類を示している。

また、山口恵一郎は、 「①自然環境を端的に表現した地形語、②土地制

度や税制または政治・軍事などに関連して与えられた法制的・政治的な

味の法制語、③狩猟や漁労や農耕、または交換経済、共同生活など、

民の生産・流通に関連して発生した社会経済史的な意味の社会語、④

仰・民{谷・口碑・伝承・衣食住など、素朴な生活の中から生まれた

活語j の4つの類型による地名分類を示している。

これらの分類は小地名に限定したものではなく、一般的な地名を対象と

したものである。それに対して、寺内論文では「①自然地景:山、谷、

} I r、②道景:道、施設(道沿いに立地上③聖地景:神仏、調、@人

:組、家、野良Jの分類が示されている。これは小地名に限定した

間分析のための空間雷語の分類である。筆者なりに寺門の分類を空間講

成との対応から理解すると、集落の骨格を形成する道景、居住と利用の

濃密な空間を示す人家景、意識空間として重要なポイントを

落空間の成立基盤となる自然・地形の構造を示す自然地景という捉

方になる。しかしながら集落の土地利用という撹点から寺門の分類をみ

ると、野良(農地)が人家景に含まれていることには疑問がある。

13) 柳田国男 r地名の研究Jより。

14) 向上

15) この点については、末原達郎(人類学)は「ムラ空間の環境認識の変遷J

において、岐阜県石徹自の土地に対する呼称に着目した環境認識の変遷

を明かにし、興味深い知見を報告している。(石毛直道編著 r環境と文

化J、 NHK出版、所収)その機要については「集落空間のモデル j で

その概要を紹介している。(参考文献9)、81p)また、寺門論文において、

未利用地の地名の消失を指摘している。(野良系 22 ゴルフ場開発に伴

う撤退が地名の消失につながっている。これは住民の土地意識の低下を

味する。)参考文献7)参照。
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5節 地域主体の性格と

集落域の空間秩序

1.地域主体の共同性

1 1 共同性の生成と地域主体の役割

組入、家族、各種の組は、いずれも生活主体であり、集落はその累横体で

ある。本研究では、生活環境の形成主体として地域主体を し、その具体的

実体として 目した。

地域主体内部で継承・生成されてきた共同性は、地域主体を構成する「家J

をはじめととする 体の基盤を支え、さらに地域主体として自律的な土地

制度・相互扶助システムを生成する推進力となってきた。

地域主体としての集落は、 トネピラキ制度などのユニーケな自律的土地制

度をはじめ、各種の社会運営と空間運用の仕組みを生成し、地域主体を構成す

る生活主体の生活とその社会的・空間的基盤である土地の活用を担保するため

の仕組みをつくりあげてきた。

方、地域主体内部の共同横行・相互扶助システムは、家の没落を防ぎ、

さらに共通の

とその仕組みは、

を維持する役割を担うものであり、中久保集落の社会秩

間構成との対応も明快で、あった。

特に山践に立地する 2つの近隣集団と標高差150恕を橋てて川沿いに立地す

る近隣集団が一つの集落として結束を保つ仕組みが興味深い。それは空間的な

組立の異なる 2つの組、すなわち儀礼集団と生産集団の存在である。それは、

団は山腹の一つの近隣集団とJII沿いの半分によって構成され、生産集団

は、 3つの近隣集団とは対応しないモザイケ的な構成となっている。家段階、

集落段階の間に桂置する組は、相互に協力する内容により幾つかの空間的組み

合わせによって異なった組が形成されており、機能の異なった組

おいて重層している。その結果、標高差150mという空間的な隅たりを克服した

社会距離を獲得し、集落の結束がたもたれた社会秩序が形成されている。

また 3つの近隣集団は、それぞれの集団に対応した共同空間をもっo また

落としての共同空間は、山腹の2つの近隣集団と他の近隣集団の中間、狭義

の集落空間の核としての位置や軸線上に立地する。オタピ、ヤマノカミ、共同

矯米所がそれである。また集落の精神的シンボルでもあるテラヤマは、尾根道

ぞ、いの集活への入り口に立地ている。このように共同空間の立地にも、社会秩
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の投影をみることができる。すなわち、地域主体の内部構造が空間に投影さ

れているとみることができる。

このような論理によって、中久保集落の平等的共同性という地域主体の性

格に対応した空間構造が形成されているものと考えられる。

1 2 地域主体の性格

中久保集落の共同性が、 1 :明治末期までの自給的焼畑時代、 II:昭和30

年頃までのみつまた焼畑時代、 III:昭和50年頃までの林業多角経営時代、 N:

それ以降のニ拠点生活時代へと展開し、その間に、近代的性格へと脱皮した

的共同性を確立・発展させてきた経緯、および地域主体の内部構造の変化を

明らかにした。ここで注目したいのは、地域主体の性格も、経済基盤、生産力

の発展に伴って変化し、集落の平等原射に基づいた新たな共同性が生成されて

いることで、ある。

すなわち、集務社会における共同性は、前近代的な性格を温存しているも

のではなく、近代的な性格をもった共同性へと発援をみるのである。そして地

域主体としての集落自体が近代的な地域主体へと変化ていることが確認できた。

わが国の共同体認識は、共同体をある経済の発展段階のー形態として題定

した概念として捉えてきた。しかし、共同体自体、相対的な存在であり、また

落の共同性も固定した概念で捉えることはできないことが確認できた。

2. 集落域の空間概念と 3つの基礎領域

2 1 集落域の空間概念による 3つの基礎領域の抽出

本研究では、集落域を物的・機能空間一社会空間一意識空間の三つの位相

簡の重j寵した統一体とみる空間概念を提起している。それは、集落空間を、

日常の生活・生産活動の機能空間、物的空間であると同時に、生産関係・

関係が空間に投影した社会空間や、民衆の信仰や地域社会の共同性を空間に投

影させた意識空間と捉えるものである。

このような視点から、集活域の空間講成の実態を解明するために、空間構

成の抽出指標として、①物的空間については土地利用の空間構成、②社会空間

については土地所有の空間構成、③意識空間については生活地名の分布傾向に

毘するという方法で、物的空間一社会空間一意識空間のそれぞれの構成と相

の対応-整合性を分析した。
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また、空間構造を地域主体の共同性との関係から捉えるという視点から、

考察を進めた。

その結果、集落域拡 3つの異なる性格をもった領域によって、住居を中心

に段階的に構成されていることが明らかになった。

本研究ではここで抽出された 3つの領域を集落空間の基礎領域として、

生活域、主生産域、保全調整域と呼ぶことにした。

2-2 土地利用・土地所有・生活地名の空間構造

以下に土地利用・土地所有・生活地名の空間構造の特色を整理することに

する。

(工)土地利用の空間構造

物的空間としての集落域の空間構成を土地利用(建物、施設を含む)から

した。集落の社会構造、共同性からみた主生活域・主生産域・保全調整域

の三つの基礎領域は、以下のような利用がなされている。

1 )主生活域

屋敷群、集落共同施設、隣接畑。分散畑の常畑、その周囲を取り囲む小規

模切り替え畑、水田により構成される主生活域は、日常生活の主要な場となる

と共に自給用作物の生産地域ともなっている。際、居慣行が色濃く残害する

落の社会構成は、夫婦家族・老夫婦をそれぞれ単位とする核家族、夫婦家族・

夫婦が同じ住居において生活と空間の分離と共同のシステムを獲得している

家、明治以来18戸を維持して来た集落(ムラ)、そして集落と家を結びつける

各種の組によってかたちづくられている。

ここで空間の利用形態と利用行為の共同性の対応に着目してみると、一つ

の家に対応する住居(屋敷)は一つの主屋と蔵・納屋からなる付属棟から成り、

その利用は老・若夫婦家族を単位とした生活の協同と分離が空間的に様式化し

たものとなっている。常焔は、本家畑・際、居畑に分けられそれぞれが独自に利

用・収穫するが、水田は協同で耕作することになっており家が生産単位となっ

ている。水田耕作や水田の整備時のユイ(労働交換)は、 の形態をとって

おり閤定した社会組織は形成されていない。

また農地所有の配列関係に着目してみると、宅地(屋敷地)および隣接す

る常畑を一体として一つの家が所有し、各戸が所有する分散畑はニシメ、シタ

メ、コウナルの近隣集団に対応した空間的まとまりを示している。

2 ) 
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みつまた畑が多く立地し、焼畑耕作率の罷めて高い主生産域は、主要な生

産地域であり焼畑耕作時の二つの生産集団とそれぞれの家を対象に配分された

切り替え焔がさらに本家・際居にわけられて耕作・収穣されていた。

路や火みち等の生産条件の基本的な整備は、集落全体の共同作業であるモヤイ

として行なわれていた。ここでは、集落と家が社会組織の基本単位として基本

的には機能し、集落がニつの生産集団である 8人組と 10人組に、家が隠居と

本家にさらに分割された構成を取っている。

3 )保全調整域

集落最奥地の保全調整域は、集落社会を維持・保全する機能・属性を有し

た地域である。その社会的属性は、 トネピラキの役割に代表されていると考え

られる。

トネゼラキは、主生産域に隣接する耕作可能地で、家族労働を条件に自由

な開発が集落によって認められた土地である。この場合、家族が多く食糧が不

足している家や借財を抱え困窮している家がその対象となった。集落社会を構

成する一戸の家の維持が集落全体の維持にとって極めて重要な要件になってい

たことをこのことは示している。また、集落のなかでトネピラキの利用希望が

なかったりトネピラキの利用に余裕がある場合には、集落外の者に対して小作

地として貸与し、その収益を集溶の基本財産(共同財産)に算入した。 トネビ

ラキの土地所有形態は、共有ではなく数戸の家が分割して所有している私有地

である。登記上は私有地であってもその利用形態や土地の属性誌共有地的性格

を有しており、集落社会全体を保全・維持している。

4)土地利用の同心円原理

このように、住居・屋敷群から集落界に歪る土地利用の空間構成は、①住

を中心に共同施設、自給用耕作地が立地し、主として日常生活活動(居住や

社会活動、自給作物栽培等)が濃密に展開される領域、②みつまた畑が多く

地し、主要な生産活動の場となる領域、③集溶社会全体を維持し保全する役

を担う領域により構成され、 3つの領域は、共通して中心(住居・集落)から

外縁部に至るにつれてその利用密度が低くなるという段階的構成を特徴として

いることが明らかとなった。

(このような性格の異なる 3つの領域によって段階的に構成される土地利

用の空間構成の仕組みを F土地利用の同心円原理J と呼ぶ。)

( 2 )土地所有の空間構造

社会空間としての集落域の実体を明らかにするために、ここでは土地所有

の確立時期、土地所有者の構成、所有地の分布などの特徴を集落域の空間構成
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から考察した。その結果、①土地所有の土地所有の確定過程は、集落域におけ

る土地の立地場所によって異なっており、明治以前に土地所有が確立した住

-施設・常娼・水田等の立地する集落周辺地区(先に述べた主生活域)、明治

期に公有地化が行われた集落最奥地、土地所有の確定までに上記の過恕を経た

中間地帯に整理できること、②土地割形式は集落域における土地の立地場所に

よって一定の型があり、その分割には集落全体の平等性が反映されていること、

③土地所有からみた集落域は、全戸が宅地・農地・山林を所有する集落関辺地

区を中心に、集落から遠ざかるにつれて全戸が所有する地区から数戸が所有す

る地区、公有地へと段階的に構成されていることが明らかになった。

すなわち、土地所石の空間構造の特色も、土地所有の確立時期や、土地割

形式、利用と所有の関係に著目すると以下に示す 3つの領域の分類から説明で

きる o

の領域は、土地所有が明治以前に確立した集落周辺地区である O

周辺の土地所有には、所有地の配列に屋敷地に隣接する常畑は宅地と一体に同

ーのものが所有する、その外開の常焔は近隣集団のまとまりがある等の特徴が

ある。

ニの領域は、大正末期の土地簡を基礎とする焼畑耕作地区である O この

領域の主たる土地利用は焼畑であり、所有地の配列・まとまりは生産集団に対

応し、土地所有の平等原則が貫かれていることが特徴である o この領域では、

焼畑播成率の高い地区では全戸が土地を所有し、焼畑構成率の低い地区では

地を所有しないものも容在する o

ーの領域は、形式的に数戸が所有する 奥地の部分的焼畑耕作区・林

野区、公有林からなる o この領域には、 トネピラキが行われる土地が立地する o

この領域の土地所有の特質は、公有地や形式的私有地が立地し、共有地的性格

が強いこと、土地割が谷などを単位に大区画で行われ、形式的な土地割となっ

ていることである o

これ泣先に示した土地利用の同心円原理に対応した 3つの領域からなる

間構造と整合するものである o

( 3 )生活地名の空間講造

識空間としての集落域の空間構成を明らかにするために、 r生活地名』

を新たに概念規定し、生活地名分類、生活地名面積、平均筆面積に着目した

活地名分析によって、生活地名の分和特性を考察した。その結果、住居からの

距離によって、生活地名分類、生活地名器績、平均一筆面積の特徴も異なり、

活地名の分布・立地には、一定の傾向があることがわかった。
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住居・集落からの距離に着目して、生活地名の分布の特徴は以下のように

理できたo

住居から 300m圏域では、①10旬以内では固有地名を中心に、それに隣接し

て相対地名が分布すること、②その外周では栢対地名、微地形地名、さらに30

h圏域では微地形地名が卓越して分布していること、③テラヤマ、オタピ、ヤ

マノカミノハネヤスミといった信仰地名がこの圏域の外縁部に立地しているこ

と、④生活地名面議、平均一筆面積が全体的に小さいなどの特徴がある o

住居から 300m から lkm離れた圏域では 12の生活地名が分布し、利用地

名が最も多い O さらに遠ざかるにつれ、生活地名の分布密度は小さくなる O

それに対して 1kmから 2km圏域では微地形地名が多く、 2 kmから 3kmの

域では大地形、 3 km以上離れた密域では大地形が多くなる o 生活地名面積、平

均一筆面積に着目すると、集活域奥地になるほど大きくなる傾向があり、 3k踊

以上離れた範域では、生活地名面積が25ha、平均一筆面積が5000がを超える

活地名も多く立地する o

すなわち、住居から離れるにしたがって、生活地名分類が、間帯地名、相

対地名から利用地名、微地形地名、大地形地名、信部地名へと変化し、生活地

名面墳、平均一筆頭積も、住居から離れるに従って面積が大きくなる傾向があ

ることが明らかになった o 生活地名の分布傾向は、住居(集器)より離れるに

したがって、生活地名の密度が疎になると共に、集藷域全体として、生活地名

面積は住居から離れるにしたがって大規摸になり平均筆面積もそれに対応して

いるのである O このように、集落域は、生活地名が密 lこ分和する集落周辺(1 

km圏域、特に300m圏域)、大きな生活地名(生活地名面積が大きい)が分布

する集落域奥地(3 k m以上)、その中間地帯に区分できる o

域全体として、意識空間の段階的な構成を確認できたが、集落域には

周辺の土地より強く意識されている意識空間があり、その点に特に注目しなけ

ればならないo それは、共同施設や信仰スポットが立地する場所である o この

場所は生活地名面積が小さく、ランドマークの存在を示す生活地名や共同施設

の容荘、信仰の対象を示す生活地名の存在する場所である O

これらのことから、集落域を構成する土地に対する住民の意識が、①住

から遠ざかるにつれて段階的に希薄になっていくこと、②集落境界や意識空間

のひろがりの節目となる地点(地区)には信仰地名やランドマークとなる生活

地名が存在し、特に強く意識されている場所となっていることがわかった。

以上述べてきた意識空間の段階的な構成は、前節の報告で明らかにした

活域、主生産域、保全調整域からなる土地地用や土地所有の空間構造とも対

応するものである O
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2 -3 土地利用・土地所 識空間の空間構成の整合性

中久保集落のみつまた焼畑時代に焦点をあわせて、焼畑耕作地の開墾と

地割形式にみられる集落社会の平等的共同性の性格を明らかにし、さらに、

議域における空間構造を社会構造・生産様式との関連から考察した G

ここで得られた知見を以下に、整理して示すことにする O

① 中久保集落における土地所有は、焼畑耕作という生産活動や集蕩社会

造と結び付いた土地割を基礎としていること

② 焼畑耕作地の利用と土地の配分にみられるように、土地の利用と所

は、…体的な関係、にあり、集落社会の平等的共同性の論理が反映して

いること

③ その結 落域における所有地の分布や所有面積においても の

平等性が確保されていること

@ 集落域における土地の利用形態や所有形態は立地場所によって一定の

特色がみられること

⑤ 集落域レベルの土地利用は、主として日常生活活動(居住や社会活動、

自給作物栽培等)の濃密な主生活域、みつまた焔が立地し主要な

活動の場となる主生産域、 トネゼラキに象徴される保全調整域の 3つ

の性格の異なる領域によって段階的に播成されていること

@ ここで抽出された 3つの領域は、土地所有の空間構成とも対応するも

ので、土地利用と土地所有の結び付いた空間

活地名の分析から得られた知見から、中久保

成は、以下のように理解される O

と理解できること

における意識空間の

① 集落域の意識空間は住居から集落界に至る段階的な空間接成をもち、

領域構成の節目となる意識空間の容在によって秩序づけられているこ

と

② 集落域の意識空間が 3つの領域によって段階的に構成されること

③ この領域は、先の報告で明らかにした主生活域、主生産域、保全調

域による集落域の空間構造(土地利用や土地所有の空間構造)と対応

していること

このように物的空間・社会空間・意識空間のいずれの場合も三つの段階性

をもった空間講成であり、相互に結び付いて整合性を獲得している o

表 4-5-1誌、集落域の空間概念を踏まえて、土地利用、土地所

活地名の空間矯成とその特徴を整理したものである o
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表4-5-1 土地利用・土地所有・意識空間の空間構成

領域区分 物的空間の構成 社会空間の構成
土地利用の特徴 土地所有の特徴

宅地・農地 宅地 宅地と瞬竣畑がセット

集落(屋敷群)、 隣接畑 (宅地ー農地単位)

生活・生産関連施設

と生活と結び付いた 分散熔 近隣集団(ニシメ、シタ

主生活域 農地が立地する日常 (常畑) 全 メ、コウナル)に対応し

生活の濃密な空間で 戸 た農地のまとまり。

、集約的な生産活動 が (近隣・分散畑単位)

も行われる。集落関 均

辺の農地は、環境保 小規模 等 明快な社会組織との対1it

全機能も担う。 切替熔 所 がない。家単位で分散

有

農地・山林 主要焼畑 生産組織の8人組、 10人

主要な生産基盤で 耕作地 組に対応する 8人畑、 10

ある農地(かつては -切替畑 人畑の焼畑単位。

主生産域 三組畑が立地)、山 -三樟畑 開墾地が均等間分される

林が立地する。近郊

は濃密に、外縁部は 拠点焼畑 形式的分割。各戸が均等

適地を拠点的に利用 耕作地 形 になるように翻藤。

式

山林(一部開拓地) トネピラキ 員守 納税能力があるものが形

集落社会全体を保 所 式的に所有。利用は家族

全し、調整するため 有 労働に摂り自由。

保全調整域 に必要な空間であり -大区画、形式的所有地

予備地・保留地を含

む。大部分が森林。 共有地 -共有

公有林

4. 集落域の空間秩序モデル

4-1 空間構造の

の考察から、中久保集落の

摺の三つの位相空間が相互に結びつき、

を獲得していることがわかる。こ

の知見法、 「三つの位相空間が整合性を

ることによって集落空間の構造は

定する J という本研究の仮説を裏付け

るものである。(図 4-5-1)

このことは、安定した空間講造を

するためには、 3つの位相空間の

性が求められるという計画論的視点をも

提示するものである。
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図4 1 

意識空間の構成
生活地名の特徴

-間有性が高く、家名もし

密 くは木などの目印の名

-犀敷群との位置関係を示

す。(・・のマエ)

-地形との繍密な関係が見

いだせる。(ナラパタ)

-また、主要生活域の外縁

には信仰的な地名が存在

する。(ヤマノカミ)

-地形との対応を示すもの

が最も多い。

-出作り小屋や地点を示す

地名が部分的に得在する

-全体的に地名萄積が大き

い。(認識が疎)

-ヤシキヤマなど、総称的

な地名が多い。地名面積

は最大。

-伝説や言伝えによる地名

疎 や、信仰スポットを示す

ものが集落境界にある。

整合性



4-2 集落域の空間秩序モデル

三つの位相空間の統一体としての集

落空間は、屋敷群・施設、常畑・水田が

立地し濃密な日常生活の展開されるく主

生活域>を中心に、主要な生産空間の広

がるく主生産域〉、家族労働を条件に集

落全戸に開放された形式的私有地(この

土地を耕作することをトネピラキという)
保全調整域

や共有地が立地し集落社会を維持・保全

するく保全調整域>によって段階的に構

成されている。

生活域

生産域

図4-5-2 集落域の空間秩序モデル

ル(集落土地料用秩序モデル)として

本研究では、これを三つの基礎領域から構成される

したい(図 4

の空間秩序モデ

5 ~ 2 ) 0 

5. Jj¥活

中久保集落の空間捧造は、 「生態系や社会関係とも整合のとれた合理的な

落土地利用の空間構成」をもち、 「地域主体の共向性と明快な対応関係 j を

特徴としていることが明らかになった。また、中久保集落の

ふ集溶域の空間秩序モデルを提示することができた。

の考察か

ここで提示した概念モデルは、単なる伝統的空間秩序の静的なモデルでは

なく、集落空間の認識と集落空間の変容(発展)法則を理解するうえで、有効

な認識手段、説明手段となる動的な構造モデルある。この点については?叢に

おいて論じる。
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節 落土地利用の

複合的性格と 構成

1. 

1 -1 本節の目的

本章は、奥能登外浦に立地する 落・上大沢集落を対象とする集落モ

ノグラブイーである。 1)ここでは、集落域を構成する倍々の土地利用の捜合性

・関係性に着目して、土地利用の実態と空間構成の仕組みを考察する。

尚、土地利用の被合性、関係性は、以下の意味で用いている。

① 集落域を講成する儲々の土地利用は、複合的な役割を担って帯在してい

る。このような土地利用の性格を本稿では土地利用の複合性と呼ぶ。 2) 

② 個々の土地は、それ自身で関有の利用目的をもって容在すると同時に、

周辺の土地利用と関係づけられて寄在している。このような土地利用の

性格を土地利用の関係性と呼ぶ。

1-2 研究の意義と

はじめに、生活空間研究として農山漁村集落に着目する研究の意義と従来

の農村土地利用研究の問題点について簡単に述べ、用語の確認をしておく o

( 1 )研究の着眼点

山漁村地域において人間は、一定の土地(集落空間)に定住し、眠られ

土地資源の包括的な活用によって、その生存と生活を支えてきた。このよう

な農山漁村地域の最も基礎的な生活空間の単位が集落空間である。

集務空間は、住民の主体的・歴史的な空間への勧き掛けによって形成され

たものであり、実現されている土地利用には、地域住民を主体とした生活環境

形成の論理が刻み込まれている。その論理を解き明かすことに、生活空間とし

ての集落に着目する意義があると筆者は考える。)

( 2 )集落土地利用計画の現状と既往研究の問題点

集落域を構成する個々の土地利用を包括的に捉える土地利用計画は、計画

理論・計画法制のなかで明確に規定されておらず¥宅地部分は、法定土地利用

計留から除外された白地地区とされているのが現状である。また、従来の土地

利用計画の法体系・制度においては、農業振興計画、森林計画など個別土地利

用計画の単なる集積が一定地域の土地利用基本計画とされ、集落域レベルの
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地利用計画は未確立の段階にあるといえる。

1987年に制定された集落地域整備法によって集落を単位とする土地利用計

画の法的基盤が与えられた。しかし、その適応地域は、都市計画区域に含まれ

る農業振興区域に限られており、適応地域の拡大と集落土地利用計画の理念や

計画手法の検討が今日的な研究課題となっている。特に集落土地利用の特性や

空間構成の仕組みを明らかにすることは計画学の基礎研究として重要な意義を

もっているにもかかわらず、研究の蓄績は十分で、はない。

これまでの農村地域を対象とする土地利用計画では、農地の計画的宅地化

や土地利用規制による農地保全など、都市化に伴うスプロ…ル対策、土地利用

調整といった当面する問題の解決に重点がおかれてきた。れそして、研究・計

画の対象も、事業区域に対応する一定区域の土地利用に限定され、集落域全体

を包括的に捉える視点を欠く場合が多かった。その結果、事業・計画区域と既

容集落の関係や周辺土地利用への配慮を欠く計画が策定される結果となってい

る。

山漁村地域を対象とする土地利用計画研究の課題として、 は以下の

2点を特に強調したい。

① 集落土地利用を捉える包括的視点の欠落

山漁村地域を対象とする従来の土地利用計画研究は、住宅や地域

施設を主とする宅地部分を建築学が、農地に関しては

が個別に研究をすすめており、住居から集落域に

落土地利用を包括的に捉え、集落域を生活空間の基礎的な

として認識する視点が希薄で、あった。

② 集落空間計画の原論的研究の立ち後れ

従来の農村土地利用・空間研究では、都市化に伴うスプ口…ル対策、

土地和用調整問題に重点がおかれ、集落域全体の空間構成原理の解

明という集落空間計画の原論的な研究の蓄績が不十分で、あった。 5) 

( 3 )包括的な集落空間としての集落域

空間という用語を用いる場合、必ずしも農地や山林を含まずに、

の集合する区域(宅地部分口集落宅地)、もしくは住居集合区域・居住域とそ

の周辺を とする場合が多い。 では、住宅や施設等の建築物、そ

の集合形態に関心が深いことから、農地や山林を含む集落の領域すべてを

間として捉える視点が希薄であり、集落空間の概念規定が唆昧であった。特

に、漁村集落研究では、集落背後の土地利用をも含んだ集落空間の認識はこれ

まで一般的ではなかった。

先にも述べたように、土地資源の包括的な活用によって生活と生存を支え
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てきた農山漁村の集落を対象とする生活空間研究では、住居の集合する区域の

みを取り扱うのでは不十分である。筆者は、住居群周辺(集落宅地)を狭義の

集落空間(集落レベル)、集落域によって把握される集落に属する土地すべて

を含む空間のまとまりを広義の集落空間(集藷域レベル)として把握する必

があると考えている。

本研究では、 「集器域j を、住居、共同施設、道等の宅地、農地、山林、

海浜、河川等を含む集稽に属する土地・空間の領域で¥社会組織であるムラに

対応する一定の地域空間のまとまりと定義する。これは農業センサスにおける

集落界にほぼ一致する区域である。

2. 調査及び対象地域の概要

2 1 対象地域の選定理由

今回の研究では、奥能登外浦に位置する輪島市、珠洲市の中から、海に面

して立地する全沿岸集落を現地踏査し、調査・研究対象として輪島市上大沢集

務を選定した。対象集務の主な選定理由は、以下の 3点、である。

① 内発的論理の

自然・環境条件が厳しく、土地・環境資源の乏しい地域では、自治

的に住民の生容と生活を確保・発展させ集務社会を維持するための

条件として、環境条件の克服と土地・環境資源の有効な活用が必

不可欠である。

そこで実現されてきた土地利用には、 が主体的・ 的;こ

してきた土地・環境資源の活用と生活環境形成の論理が内在してい

ると考えた。

② 詳細な調査が可能

落社会が維持されており、外部からの開発圧力の少ない集落では、

土地利用が安定していると共に、伝統的な生活空間の組み立ての観

察が容易である。また、土地利用の仕組みゃ空間構成の仕組みの

本原射を把握することが容易であると考えた。

③ 社会・空間構造の明快さ

小規模の安定した集藷では、集落社会の基本単柱である「ムラ J と

生活空間の基本単位である f集落空間Jの対応の抽出が容易であり、

詳細な集落調査が可能である。
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2-2 調査概要

な調査内容は、土地利用及び集落空間の図面作成、現況サーヴェイ、土

地利用の歴史的変遷についてのヒアリング、家族形態・生業形態・集落の社会

組織・集落行事のヒアリング、部落行事日誌・西保村誌等の文献資料の収集な

どである。その館、家別・字別土地所有の把握、地域住民による土地に対する

呼称(生活地名)の採取も行った。

特に土地利用については、生活・生産活動における季節毎の多様な利用行

為の掌握、土地利用の複合的な機能・役割の把握、利用と管理の関係の把握に

留意した。

尚、上大沢集落では、 1983年から1991年 6月にかけて 5自の現地調査を行

ない、土地所有関連資料は、輪島市役所にて入手した。

2-3 上大沢集落の概要

上大沢集活は、輪高市の西端(市街地から 15k問、車で約 50分)、奥能

登外浦の西保海岸に面する半農半漁の沿岸集落である。当集落の形成時期は定

かではないが、 『輪島市史.Jl . IJ西保村誌』によると中世以前に形成された自

然村と考えられる。上大沢集落は、明治22年の町村制施行までは独立した行政

村で、その後、西保村に編入され、現在は輪島市に属している。

図5-1 1は、奥能登沿岸集落の農家率・漁家率の対応と上大沢集藷の

位置を示したものである。上大沢集落球、農家率、漁家率共に高く、海浜(漁

)、農地(農業)を生産基盤とした集落であることがわかる。
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間坦の景観

奥能登外浦一帯では、冬期の風波が厳しく、上大沢集落でも、防風が環境条

件克服の重要な課題となっている。さらに、この地域の山林の多くは、地すべ

り地帯でもある。

上大沢集落では、海から吹きつける北西の季節風や押し寄せる高波から

を保護するために、間垣(まがき)を集落の周囲にめぐらせて、風情ある集落

を形成している。かつて奥能登外浦一帯に分布していた間塩は、戦後減少

し、上大沢で維持されている関塩は、近年観光資源としても注目されている。

2-4 集落社会の特徴と生業形態

この集落では、明治以降、分家が認められず、現在まで 20戸が維持されて

おり、安定した集落社会が形成されているのこの点、にこの集落の特徴の一つが

ある。

5-1-1に示される生業形態をみると、各戸とも農業を中心としながら

も漁業・林業にも携わっていることがわかる。また、大部分の家が農地一山林

一舟をセットで所有している。

土地所有状況をみると、ほとんどの家が、水田、畑、山林のいずれをも所有

してるものの、土地所有には明快な階層性が認められ、この点に当集落の社会

的特質をみいだすことができる。(土地所有の分析は別請で詳述する。)

次に(一次産業以外の)就業状況をみてみると、近郊の輪島、門前に通勤す

るもの、出按ぎ・輪島塗つの内織をするものが多く、ほとんどの家が第一



5-1-1 上大沢集落における家族形態と生業
(1983年現在)

No 家族形態 生 業 形 ，自uE，、 生産手段の

( )内年齢、下段:生業よ 就労状況 所有部兄

世 世年
世帯妻の

同者そ 主 農漁、林通出内民 山

帯 帯齢 居のの な 勤か 田畑 舟

貝 主職 主職 後有職 生 兼せ

数 の業 の業 継無業 業 業 業 業 業 ぎ 職 宿 林

1 5 (57) (47) 有 農業 * * 一一* * D D - * 
漁、出 民、農 学生

2 3 (59) (55) 毎 農主漁旋 * * * 一* * 一 B B A * 
蔚魚、出 肉、農

3 4 (51) (49) 鑑 兼業主農従 * * * * 一一一 c c c * 
森榊E合 通勤、農

4 8 (59) (52) 有 農業 * * * * * * 一 B B A * 
農、出 内、農 通勤

5 7 (59) (53) 有 農業 * * * * 一一* c c D * 
農、民 農、民 大工

6 3 (75) (68) 一 農業 * * * 一一一一 B B B * 
農 農 在輪島

γ 5 ( 49) (45) 有 半農半漁 * * * * * * 一 c c D * 
康魚、出 内、農 通勤

8 D (45) ( 46) 有 農業 * * * * 〉ド * 一 A B A * 
船員 内、農 通勤

9 3 (59) (57) 有 農主漁従 * * * * 一一一 A B A * 
蔚魚 農;魚、 通勤

10 3 (49) (47) 担 農業 * 
;:こ 一一* * 一 C C 即時 、'ト・，

務魚、出 内、農

11 4 (57) (51) 有 農主j魚従 * 2ド * えご ‘:f、~ 一一 B B B 三〈

漁、出 E睦2毛3 学生

12 2 (43) (目) 館 農業 ‘:;・、， ::、， ‘'" 6、 一一一一 A B 入:ド

農 農

13 8 (43) (41) 有 農主漁従 * 
‘:!言、， ヰ * :~ 一一 C B D * 

総魚、出 通勤 学生

14 4 (50) (43) 知E 農業 ‘~:: 、 :ド 側一 ‘::: 、 一一 ;i: c c D ド

森本本忠良合 森林組合

15 5 (47) (.16) 知E 民主漁従 ‘ド ‘'" E、 '‘:、， 割問栴 ‘'hF、， 2k 一 C B f3 ‘''s， 、

J!~魚、tH 内、民

16 3 (52) (.16 ) 1m: ~N1~ï~~ff.t ‘::~ 、 :i、.-自由 Em  4，:、， f3 C 日 :iご

K~魚、出 内、民

17 3 (60) (57) fUE h2d2ふJぜ'1.と. ‘'lt，、.::、a '‘:~ 、 ‘:;・、， ‘'a'、， 一 I3 (、 ‘::、， 

通勤、 C~ 内、;;~

18 、2 (5s) (51) fllE tzj長 ‘4'、・ 、:;‘，、 ‘e・:.、 ー一 、::、， c c 13 
大て、 tz!材、民

19 G (33) (29) 平成判魚 ‘，:'、， ::、e・ '‘:・、・ 、::、， ‘::~ 、

通勤 通勤

20 3 (.1()) (.tH) J長業主tZ従 、:i=、
mー“一‘::= 一一 D C D ー

1E与fえ122 ふ4 通勤

的考)農は農業、 j魚(ま漁栄、内は内戦、 LHは出版ぎのP1K
就労1犬況 :*は家族の中で就労しているものがいる、ーいとにい
生産手段の所有:[11 .畑:人(1ha-) B(O.5-1lta) C(O.1-O.5ha) D(-O.lha) ーなし

山 林 :A(;3ha-) B(1-3ha) C(O.5-1ha) D(四 O.1ha) ーなし

舟 :ネ印は所有を示す
出所)匝・焔・山林の所有については土地課税台帳、家政情jj立は住民基本台帳、{告はヒアリングより作成
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生活周期と土地資源の周期的活用・労働力随分

となっている。住民ヒアリングによれば、収入屈では集落外での就労

による収入が多いにもかかわらず、農繁期には農業を優先できる職種について

2 図5-1 

おり、一年を通じた生活リズムも、農林漁業によって規定されているという o

図 5-1 2は、一年の生活周期を気候、土地資源の活用、労機、生活時

国して整理したものである。このように上大沢集落においては、農・漁

地域外就労の総体によって生活(家計)が支えられ、

も年周期に組み込まれている。

195-

た中仏

関に

を基調に、林業・観光、

独自の生活周期をもっている。



表 5-1-2 集落行事一 (集落日誌より作成、現地にて採集)

昭和57年度行事日誌

l月 1日 朝6時初詣・お宮(日吉神社)

7日 初寄合 年中行事並びに各種田体役員の決定

14日 西保地区区長会 年中行事及び決算報告

26日 生産組合長会議
2月 3日 市役所陳情 4名参加

'. 

キャンプ場の水道の件、上大沢橋欄干の件

6白 お祭
婦人自衛隊を中心に消化訓練、市より防火キャンベーン映画

その後、祭
1 3日 御議様:中村宅
20日 御誘様:土肥宅 " 

26日 西保地区区長会
28日 共同作業

橋の材料きり、木の枝打ち 19名(男 12、女9)
29日 共同作業

木の枝打ち:各戸 1名19名
3丹 1日 共同作業

輪島まで橋の材料を取りにいく。橋工事の大工さんの受入れ

8日 西保地区区長会
農協役員選出・・決定翌B

9日 向上
12日 春祭:神主さん呼ぶ
1 3日 共同作業

枝打ち :20名参加

14日 共同作業
枝打ち :20名参加

19日 橋の欄干かけ、水道の屋根鋒け
4月 4日 祭

神社の鳥居の改修の件
5月 特別の行事なし
6月 特別の行事なし
7月 58 市道の整備

1 6日 西保地区区長会
18日 鳥居の地祭り
22日 西保地区プール竣工式
26日 匿長会
27日 共済組合研修会

8丹18日 鳥居の完成祝い
1 9日 夏祭
30B 西保地区区長会

9月12臼 共同作業女男総出
農道・道っくり

1 0月 3日 お祭り
1 1月12日 こまいぬの地祭:こまいぬが寄進される

2 1日 お宮の間垣づくり
ミズガシリまでいって岩のうえの水の具合いをみる

23日 お祭り
12月 6日 西保地区区長会 決算報告

1 2日 西保地区区長会 決算承認
決算役員会
決算総会
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3. 集落域レベルの土地利用と空間構成

3-1 集活域レベルの空間播成

集落は、背後の山地から流れ出す男女滝}lfの河口に海に面して立地し、西

測の山に寄り添うような形で密集した集村を形成している。集落域の総面積は、

約 70ha、その約 65%は山林、約 30%は農地(水田 14.7%，熔 14.8完)

である。

集落域における土地利用とその空間構成を示したものが、図 5-1-3、

図5-1-4である。

図 5-1-3 集落域の土地利用(1983年)
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集落域は、間垣に囲まれた集落、砂浜・磯辺・舟だまりからなる海浜、そ

の間に「デカド Jと呼ばれる空地、集落後背地の}lf沿いに開かれた水田、集落

域南部の斜面に山の頂きまで関かれた槻田、及び集落の東西両側の山林により

構成されている。また、隣接集落との境界には、ヤマザカイと呼ばれる掃がま

つられた地点があり、集落の範域(=集落域)が確認できる。

日本海からの強風と地すべり地帯という厳しい環境条件をもっ当集落では、

山林・竹林・水田などが、防風、大地保全、土砂流出防止、水源i函養などの役

割を果たしている。そして、複合的な役割を担う土地利用の適切な配置によっ

て、集落の安全性が確保され、住民の生活と生産活動が守られている。

土地は、地形条件・環境条件と綴密に対応した利用がなされており、それ

ぞれの立地(配置)には厳しい自然条件を克服し、住民の生活環境を保全する

仕組みが内在している。以下では 土地利用の援合性と関係性に養目して、

地の利用実態を紹介する。

3-2 土地利用め複合性と関係性

( 1 )山林の複合的利用

山林は、昭和45年頃までは、木材の切り出しが行われ、それ以前には

炭林でもあった。また、化学把料が一般化する以前には、農地に入れる肥料の

供給源としても重要な役割を担っていた。しかし、現在は、分収造林による植

林地となっているが、収入をえる経済基盤とはなっていない。山林の利用は低

下しているが、集落域の約65%を占めており、現在でも生活と結び付いた利用

や手入れが行われている。

地すべつをおこしやすく、集落や農地、道路などに被害を及ぼしそうな斜

面には、意識的に竹や木々が植えられている。特に地盤保持、土砂流出防止機

能の高い竹林は、河岸や水取り場、主要生産路の際に植えられ、災害の発生を

防止し、環境を保全している。また、集落の西側の山林には、部落有地が多く

地し、茅場や間塩の竹を結わえる藤のつるの採取場、まきや木材の生産空間

となっている。晩秋から初冬にかけて各戸は、関墳の手入れを行うために山に

入る。その際¥土砂崩れなどの危険性があれば随時集藷の共同作業(仲間しご

と)としてその修復を行うようになっている。

このように山林の利用と住民の生活の簡には、山林が住民の生活を支え、

住民の山林利用が山林を管理・保全するという「利用と保全の一体的関係 j が

みられる。

山林の外縁部分には、部落有林が立地している。共同施設や道路・播の

設など、集落として巨額の出費を必要とする時には部落有林から切っ出した木
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材が財源にあてられる。また、戦中、戦後には山林の一部の耕作可能地は農地

として開墾され、作物の供出や自家食糧の補填がなされた。このような山林の

なかの畑は「マキパタ J と呼ばれている。集落内で農地をあまり所有しないも

のの自家菜園が部落有地の一部に立地する場合もある。

このような部落有地の寄在は、土地をあまり所荷しないものの自家消費を

保障することによって集落を構成する家の没落を防ぐと共に、緊急時の予備地、

共有財産として機能し、集落社会を維持・調整する役割を果している。

( 2 )農地の複合的利用実態

上大沢において、農地は、主要な生産基盤である。集落後背地の平坦部の

水田はハマ夕、と呼ばれ、集落南部の山頂まで開かれた農地はヤマダと呼ばれて

いる。

集落後背地の水田(ハマダ)は、 HI筋に沿って関かれており、洪水時には

水害の影響を受けやすく、海からの突風も厳しい。ハマ夕、は 1反当たり収量が

7… 8俵と生産性も高く、以前は苗代もここにつくられていた。ヒアリングに

よると、集落周辺のハマ夕、は、利用度が高く、住民から「最も大切な田んぼJ

として認識されている。また、洪水時には水田が遊水地として機能し、

は水害が及ばないというo

周辺のハマダ地区には、水取り場や墓地が立地する他、防嵐用に築か

れた土手、竹林などが立地し、近年、キャンプ場に隣接する場所に集会所が建

設された。河川の改修以前には、浜風から水田や日常の通行を守ると共に集落

に水害が及ばないように三箇所に土手が築かれていた。また、JlI岸には竹が植

えられ、水田を浜風から守ると共に間垣の主要な材料となっていた。

このように、ハマ夕、地区は、主要な生産空間であると同時に集落を水害か

ら守ったり、間垣の竹の供給、墓地・水取り場なども立地する日常生活活動の

場であり、集落との結び付きが強い。ハマダ地区は、手間のかかる作物や自家

消費野菜などの生産空間(畑、育話用ハウス)、生産を補完するための施設、

大切な水田が立地しており、水田は時には洪水から集務をまもる役割も担う o

このように、ハマダ地区の土地利用には、集落とむすびついた一体的な関係を

みることができる。

ヤマ夕、は、 な生産基盤であり、山の頂まで延びている。乏しい平坦地

しか持たない当集落では、台風によってハマダの作物が全滅することも希では

ない。そのことからも、開発可能な山を切っ開いて農地を確保する必要から棚

田が発展した。棚田は日照条件の良い集落域南部の斜面に関かれており、北側

の山林の容在によってヤマ夕、は浜風からまもられている。

ヤマ夕、はハマダに比べ、日照条件や水はけが良く、風も弱く けも早い
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いう利点、を有している。一般に斜面の開発は、土砂流出、地すべり、洪水など

の災害の危険性が増す。地すべり地帯という地形条件から、その農地開発は小

規模で地形に対応した開発がなされており、独特の農地景観を形成している。

( 3 )海浜空間の複合的利用実態

間垣をくぐり、集落から浜辺に出る間には、 「デカド J (写真参照)と呼ば

れる空地があるo デカドは集落の前庭のように配置されており、海浜と集落を

結ぶ結節空間としての役割を果たしている。上大沢集落では、 「デカドに出て

みよう o Jが朝のあいさつになっており、毎日、朝夕一度づ、つデカドに出て海

をみることが習慣となっている。

写真 デカドとオオハマ(上段は1988年、下段は1955年頃)

/ρi 

争o， 



:国

朝毎

図5-1 5 デカド・オオハマの複合的利用状況

(1965年頃と 1983年の比較)
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海と天候の状態から海に出るか否かを決め、その日の作業予定を各自決定

する。デカドに集まった人たちが協同で作業をする場合、その打ち合わせもそ

の場で行われる。このようにデカドは、集落のコミュニケーションの場として

も重要な役割を果たしている。デカドは個人的に占有しではならないが、だれ

もが作業空間として利用でき、漁業や農業のための補完的作業空間ともなって

いる。

デカドから続く砂浜は、沖からの漁獲物を荷揚げして仕分け作業を行う生

産空間である。さらに家庭からでたゴミを燃やす場所、子供の遊び場、海水溶

場ともなっている。昭和40年以前、陸上交通が発展するまで¥主な交通手段は

舟であり、当時の浜は、荷置場や交通の拠点としても栄えていた。

砂浜から続く磯辺は、岩のりやわかめ・てんぐさ・えごなどの海草類の採

取場であり、婦人がその仕事を担っている。海草類の採取は集落の住民であれ

ば誰でも自由に行なえるが、その収穫期間は集落で厳密に決められている。ま

た、海草の採取場所は、各人独自の場所が慣習的に決まっているという o

上大沢の海は、マグチとよばれる内海から外洋へと広がる。マグチは、カ

ミウミのジ日ロウジマとオクウミのミズガシリと呼ばれる磯辺を結んだ線の内

側で¥住民からは集落の内と外を意識させる境界である。

このことは、 8月に行われるムシマツリの風習によって確認できる。ムシ

マツリは虫送りとも呼ばれる行事で、集落総出で国の虫を追い払う行事である。

たいまつを掲げた住民の行列は、南は集落境界のヤマザカイまで行進し、オオ

ハマまで戻ってくる。そこで¥稲葉でつくった舟に火をつけて、海に流す。こ

の舟が、マグチまで火を消さずに進んだ年は豊作であるという言伝えがある。

上大沢集落の人々の心の中には、 r~誇は宝 j という言葉がたえずあるとい

うo 上大沢集務では、漁業が主な収入源というわけではない。 r海は宝j は、

何か事があった場合、海に頼れば生きていけるという意識を表わした言葉で、

海が生存を支える精神的なよりどころであることを示している。このことは、

海に対する信仰行事(海の神の祭り、寄っ神信仰など)が多いことでもわかる。

マグチと呼ばれる内海は、カミウミとオクウミに分かれ、それぞれの起点

にはメイシ、オイシとよばれる大きな石がある。この石にはそれぞれ神様が指

るという雷伝えがあり、デカドにはギョウジャサマと呼ばれる石碑がある。海

浜空間は、デカドより砂浜(オオハマ)に続き、複合的な利用がなされている。

さらに磯辺より海に向かつて生産空間としての海浜空間が広がっている。この

ような信仰スポットから内側は生活活動の濃密な領域であり、集落より遠ざか

るに従って、 JI霞次、生活の場ら生産の場へと段階的に構成され、

神的支えとなっている海へと広がっている。
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3-3 集落域における土地利用の関係性

集落域の空間播成は、住居、間垣に臨まれた集落を中心に、陸域方向では、

ハマダ、その外縁のヤマダ、さらに山林が寵置され、海域方向ではデカド、オ

オハマ、磯辺、マグチと呼ばれる内海から外海へと広がっている。個々の土地

利用は、それ自体固有の利用目的をもち、一定の土地利用形態として寄在して

いるが、隣接する土地利用とも機能的に結び付いて存在している。さらに集落

住民の生活活動・生産活動と結び付いている。土地と人間の相互の関係を土地

の利用と保全という側面に着目して整理したものが、図 5-1-6である。

図5… 1-6 土地の利用と保全、土地利用の相互関係
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国中の白い矢印は、土地の保全、黒い矢印は土地の利用を示している。土

砂崩れをはじめとする災害の発生を防止したり、強風による弊害を克服する仕

組みが、上大沢集落では、土地利用の配置(空間播成)や土地の保全的利用と

なって生活の中に組み込まれているのである。

土地の利用を集落域の土地利用の配置には、!膜次、外縁の山林が隣接する

ヤマダ(高部の農地)を、集落賠辺の農地(ハマダ) ・山林が集落を保全する

という土地と土地の保全関係が布在していることがわかる。このことは、鰭々

の土地利用は、単独ではなく、周辺の土地利用と相互に機能的な関係を有して

存在し、生活上合理的な集議域の空間構成をつくりだしていることを示してい

る。

また、土地は、個人の利用行為や集港としての共同管理によって保全され

ている。これをモデル図に示したのが図 5-1-7である。

このように、集務域を構成する個々の土地利用は、土地の利用と保全の関

係、土地科用棺互の関係によって結びついた、生活上合理的な空間構成を

しているのである。

共同作業(fJj1rmしごと)

防

図5 工 7 空間関係モデル(土地と土地、土地と人の関係)
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4. 集落レベルの空間構成と住居配置

上記のような空間構成の仕組みは、間垣に囲まれた集落内部の空間構成にも

みられる。以下では、集落レベルの建物配置、空間構成の仕組みについて考察

する。

4-1 間垣による景観形成と環境保全(写真参照)

北西の季節風は雪や海鳴りを伴って集落に吹きつける。間垣は高さ 3メート

ル位の竹垣で、集落を囲い風雪から集落を保護している。夏には間垣の竹が間

引かれ、心地好い風が集落に入り込む。 r間垣はいいがや、夏は涼しいし冬は

ぬくい。 J、上大沢集落の人々は口をそろえていう o

風雪の厳しい冬期の問でも間垣に囲まれた集落内部は、自由に各戸間の往来

ができるようになっている。間垣は、各戸が個別に所有・管理しており、それ

らが連なって集落を取り囲んでいる。個人の間垣が集合することによって風情

ある集落景観が形成されているのである。間垣の材料は川筋の竹林の竹が、竹

を束ねるつるは集落西側の山林の藤のつるが利用されて、間垣は、稲刈りが終

わった後、冬が来る前に各戸が責任をもって整備される。最近は、間垣の材料

の確保が困難になってきており、輪島市から一部補助を受けている。

間垣の整備を土地の利用と保全に着目すると、間垣そのものの保全・管理の

他に、材料の竹ゃっるを取るとために山や川岸に人が立ち入ることによって、

山林や河岸の点検が行われ、それらが保全される結果となっている。このよう

に間垣の役割は、防風の他、山林や河岸の保全にまで及んでいる。

写真 間垣に囲まれた集落内部

ェoら



4-2 集落内部の空間構成と住居配置

図5-1-8は、集落内部の建物配置を示したものである。冬期の厳しい

風波に対する配慮は、間坦lこ囲まれた集落内部の建物産日置にもみいだせる。

図 5 1-8 内部の建物配置
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間垣に閉まれた集落内部では、住居(主屋)を取り臨むように納屋・蔵の

付属棟群が列状に配霞され、さらにその外周の間垣によって、主屋は、海から

の風雪から二重に保護されている。図 5-1-9は、付属棟群による主屋の保

全状況を示したものである。

図5-1-9付属棟群と主屋の配置関係 国5ート10集落空間の骨格と

(付属棟群の防風蟹) 海へのアプロ…チ

当集落の生活は海との関係が濠く、各戸の前庭は、海への通路・交通空間、

作業空間や貴重なオープンスペースとなっている。前庭での作業は、隣人の海

へのアプローチの妨げにならないよう配躍されており、その整備・管理は各戸

が震任をもって行っている。このような性格を持った前庭が、連続することに

よって、各戸の海へのアプロ…チが確保され、海に向かつて整序された建物の

配置形態をつくりだしている。図 5-1-10は、前庭が連なって形成された

海への道が集落空間の骨格となっていることを示している。

図 5-1…1 1は、主屋、前庭、付属棟、間垣をセットにもつ住居単位の

空間播成の仕組みのモデル密である。この罰法、主屋を強風から保護する付属

棟、間壊の空間構成の仕組み、複合的に利用される前庭が連続して集落空間の

格が形成されていることを示している。

このように、集落内部の空間構成にも、先にみた集落域の土地利用の空間

構成にみた、空間(土地利用)の関係性と複合性の論理が貫かれていることが

わかる。
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風

ト失命創ぎ:
山神 主前付問タ;水
林社 屋挺 htt，豆女 m

関5-1-11住居単位と空間構成の仕組み図5-1-12 落空間の基本単位

位

4 3 住居一屋敷群一集落の単位性と包摂関係

レベルの

形成の基本単位(

間構成は、個々の主屋と付属棟、その間にある前庭が空間

居単位)となり、前庭で住居単位が連なることによって

敷群が形成されている。さらに は集落のほぼ中ほどに位置する神社・!日

家を取り阻むように構成されている。

以下では、住居から屋敷群、集落に る 間(狭

みを確認する。

( 1 )住居単位(図 5-1-11、図 5-1-12参照)

空間の最も基本的な構成単位は、住居である。

)の組立ての仕組

は、 [主題一前庭一付属棟一間垣]によって構成され、間壇が付属棟

さらに付属棟群が主爆を保護している。また、作業空間は、前庭にを、

面している。

( 2 )近隣・屋敷群単位(図 5 1-13) 

住居単位は、それぞれの前庭を媒介に集合し、鹿敷群を形成している。こ

れらの屋敷群は、集落の中央に位置する!日家を除いて、近隣社会の単位(組)

と対応している。

20 からなる上大沢集落は、 5 を単位とする 4つの組(斑)に分かれ

ている。 この組は、 日常の近隣組織、 の選出の単位であるほか、 かつ
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ては講の単位としても

機能していた。(現在

は集落全体で行われる。

)またこの組が2つ

まって、 j毎よりの 10 

戸、その奥の 10戸が

カミテ¥シモデと呼ば

れている。ヒアリング

によると、この 10 

位の区分には、特lこ

対応した機能がないと

いうことだった。さら

に集落は、西の山掘に

地するタカと平坦部

のタイラに分かれる。

それぞれの組は、カミ

デノタカ、カミテ、ノタ

イラ、シノデノタカ、

シモデノタイうと呼ば

れている。

これらの近隣集団
v.iJ/::ぜふミマーì~ ¥ 嚢重量 j 

と住居単位の集合形態談話潟ミ題/ls
の対応をみると、図に 図ト卜13 近隣集団・屋敷群の構成

すように、旧家を中心に屋敷群が形成されていることがわかる。

海に面するシモデノタカは、主患とデカド・関壇の間に付属棟群が塊状に

地し、主屋は前庭でループ状に連なっている。敷地が狭くく主屋一前庭…付

棟>の基本的な住居単位を実現することが器難な場合は、付属棟が主屋から

離れて他の付属棟群に隣接して配置される。その結果、集落内部の過密を緩和

すると共に、付属棟群を強闘にし、各主題が-J寄強留に保護されることになっ

ている。

カミデノタイラは、 i自家を除き、住居単位が列状に並び、く主屋群一庭道

一付属棟群一関塩〉の構成を持つ。付属棟群、関垣が集落北東の外縁部に帯状

に配置されることになり は風雪から保護される。住居の前庭(庭道)は、

海への最短のアプローチを確保すると共に屋敷群の配置形態を規定し、

聞の骨格を形成する軸線にもなっている。
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シモデの近隣集団も、集落中央に位置する!日家に速なるように住居単位が

合している。シモデ、は、地形条件から住居、付属棟が縦に連なる構成となっ

ている。

( 3 )集落単位

狭義の集落空間(=集落内部空間)は、神社、!日家を中心に、それに隣接

して屋敷群が立地する構成となっている。また、各住居の前庭が庭道として海

への空間軸を形成し集落空間を整序している。明治末期まで¥神社法図 6 1 

-13に示すように、カミデとシモデの中間、!日家の西に立地していた。現在

の神社はその南に隣接して建てられ、鳥居の向きも、海方向から集落方向に改

めらてたということだった。

住居、屋敷群、集落は、それぞれ国有の空間構成をもっ単位空間で、あると

同時に、住居は屋敷群、屋敷群は集落の構成要素となっている。そして個々の

土地利用が互いに補完・依容することによって、厳しい環境条件の克践と生活

・生産活動の和梗性を確保しうる空間構成を獲得し、集落の内部空間は秩序づ

けられている。

このように集務の内部空間は、単位空間である住居、さらに屋敷群の集合

として構成されている。

6. 小活

ここでは、集務域を構成する個々の土地利用の複合性・関係、性に着目して、

土地利用の実態と空間構成の仕組みを

ことができた。

した。その結果、以下の知見を得る

① 収入面で、は集落外で、の就労が中心であるにもかかわらず、いづれも

繁期には農業を優先できる職種についており、一年の生活リズムは

林漁業の一次産業によって規定されていること、

② 農・漁業を基調に、林業・観光、地域外就労の総体によって生活(家

計)が支えられていること

③ 土地の利用と住民の生活の関に泣、山林が住民の生活を支え、住民の

山林利用が山林を審理・保全するような「利用と保全の一体的関係 J

がみいだせること。

④ 集落域の土地利用の配置には、J!民次、外縁の山林が隣接する南部の

地を、集落周辺の農地'山林が集落を保全するという土地と土地の保
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全関係が容在していること。

⑤ 個々の土地利用は、単独ではなく、周辺の土地利用と相互に機能的な

関係を有して容在し、生活上合理的な集落域の空間構成をつくりだし

ていること。

@ 陸域方向の集器域は、日常生活の拠点となる集落を中心に、集落罵辺

に立地し、特に利用度が高く綴密に利用されている農地、生産活動の

な基盤となっている農地、集落の共同的利用がなされ、一部自家

菜園も立地する山林へと段階的に構成されている。また、海域方向も、

陸域と同様に、日常生活が濃密に展開される空間から、生産空間へと

段階的な空間構成となっている。

以上を総括すると、①集落域は、生活活動の濃密な空間から生産活動の濃

密な空間へと段階的に措成されていること、②個々の土地利用が勉の土地利用

と機能的関係を有することによって、集落域全体として合理的な配置関係が獲

され、秩序づけられていることがわかった。

また、このような空間構成の仕組みは、関塩に屈まれた集落内部の空間構

成にもみられる。間塩の整備を土地の利用と保全に着目すると、間垣そのもの

の保全・管理の他に、材料の竹やつるを取るとために山やJlI岸に人が立ち入る

ことによって、山林や河岸の点検が行われ、それらが保全される結果となって

いる。このように間垣の役割は、防風の他、山林や河岸の保全にまで及んで、い

る。集落内部の土地利用にも複合性と関係性が確認できる。

上大沢集落における土地利用の特徴および空間構成の仕組み(論理)を

約すると以下のように整理できる。

① 集落域の土地利用は、個々の土地利用が複合的な役割を担うと共に、

他の土地利用や地域住民の生活・生産 活動と不可分な関係によって

相互に結びついていること。

② 住居・集落から集落域に至る 間は土地利用相互の結び付きによ

って秩序づけられていること。

③ 集落レベルの空間構成は、主屋一前庭(庭道)ー付属棟からなる住

単位が、集合することによって海への軸線と屋敷群が形成され、さら

に神社、!日家を中心に屋敷群が集合することによって集落が形成され

ていること。

④ 住居、屋敷群、集務は、それぞれ囲有の空間構成をもっ単位空間であ

ると同時に、住居は屋敷群、屋敷群は集落の構成要素となっている。
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すなわち、集落は、単位空間である住居、さらに屋敷群の集合体とし

て構成されており、住居・屋敷群・集落へと段階的に広がる単能性を

有した空間の包摂関係、を有しているといえる。

⑤ 住居・集落から集落域に至る集落空間は、集落を中心に海域方向と陸

域方向の 2つの方向性をもつこと、

⑤ 集落と周辺土地利用が一体的な関係をもった生活活動の濃密な領域か

ら、生産基盤となる領域、さらに集落の縁辺部に立地する保全と調整

を担う領域によって段搭的に構成されていること。

(空間構成の方向性と段階性)

本稿の知見から、計画対象となる限定された集落域の一部の土地を対象と

するのではなく、住居から集落域に歪る土地利用を包括的に捉えること、倍々

の土地利用の複合的役割や周辺土地利用との関認に対しでも十分注意を払うこ

との必要性の 2点を特に強調したい。

次節で、は、ここで抽出された集落域における土地利用の空間構成と土地所

土地意識の対応を明らかにする。

釈注

1 )重村力、山崎寿一 r中久保集落における共同性の展開過程一共同性の

間構造J (日本建築学会計画系論文報告集、 243号、 1991-6) において、モ

ノグラブイー的研究の意義、着眼点について論じている。ここでは、

する集落空間から得られるモデルは、包括的で総合的な単位としての性格

をもっという認識のもとで、モデル性をかねそなえた集落のモノグラフィ

ーとしての研究の必要性を指描している。本研究も上記の問題意識に立脚

した研究である。また集務モノグラブイ…研究の意義については序章、 4 

l節においても述べているので参照。

2 )集落空間は、日常の生活・生産活動の機能空間・物的空間であると同時に、

関係・社会関係が空間に投影した社会空間や、民衆の信仰や地域社会

の共同性を空間に投影した意識空間としての側面をも有しており、

簡は、物的空間一社会空間一意識空間の三つの位指空間の統一体として認

識することが必要で、あると筆者は考える。集落域の空間概念については、

1童 2節参照。
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このような生活空間の認識論は、 1970年に重村力によって示された物的空

間、心的空間、生活行動的空間の 3つの位相空間(r見える領域、見えな

い領域J If建築Jl， 1970)、環境心理学者のデビッドカンターの rTHEPS 

YCHOLOGY OF PLACEJ (1977) (邦訳「場所の心理学 j 昭和57年、彰盟社)

において展開された行動、物理的属性、概念の関連によって場所が生まれ

るという視覚的モデルが先駆的である。別構では、社会空間を把握する一

つの指標として土地所有、意識空間を把握する一つの指標として土地の呼

称(生活地名)に着目し、本稿で明らかにした集落域の空間構成との対応

を考察する。

3 )このような視点にたった研究には、離島を対象とした白砂間二の三位一体

型土地利用の研究、一連の伝統的空間利用の研究がある(白砂間二 r住の

思想』農山漁村文化協会、昭和52年)0 ここでは、都市化批判の立場から、

伝統的土地科用の合理性に学ぶことの必要性が論じられている。この点、に

ついては 2章 3節参照。

4 )国土利用法によって都道府県レベルで土地利用基本計画が作成されている

が、これは儲別法による{国別土地利用計画を重ね合わせたという性格のも

のである。また、農業振興地域整髄計蕗や自治体の農業振興計画は、農村

地域における基本的な地域計画である。しかし、前者は麗振地域・農用地

指定の見直し、後者は農業生産振興が中心であり、集落域全体を対象とし

た集落単位の土地利用計画はほとんどない。この点については 3

5 )農業経済学による土地分級の研究や、生態学・緑地学の自然立地的土地利

用の研究は、それぞれ農業経済学・生態学的観点、からの総合的な土地利用

計画研究として近年一定の成果をあげている。例えば和田照男「現代農

と土地利用計画 J ( 出版会)、井出久登・武内和彦「自然立地型

土地利用計画J (東京大学出版会) 0 しかし、荷れもマクロなスケールか

らの接近で、集落レベルに焦点をあわせた研究は立ち遅れている。

6 )建築学分野で誌、荻原正三・東正則・岩田後二・JlI島雅英ら lこよる土地利

用秩序、集落土地利用計画の研究があり近年一定の成果をあげているが、

都市近郊農村を対象とした都市化に対する計画的対応を目的とするもので、

集落域の土地利用を総合的に取り扱う視点が希薄である。

7 )建築学の分野では、 1960年代後半より地井昭夫らによって漁業集落の新究

が行われ、近年三国政勝、斎藤輝二、宮崎蜂昌らの研究成果が発表されて

いる。

8 )ここで取り上げた沿岸集落は、集活域の一部が海岸線に援する輪島市・珠

洲市の全集藷である。
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2節 地の利用@所有@意識からみた

空間構造の整合性

1. 緒言

集落空間および集落土地利用研究において、集落の土地をどう捉えるかは

本的な課題の一つである。ここでは、土地利用、土地所有、土地の呼称(

沼地名 4章 6節参照)に着目して、土地の 3つの側面から、集落域の空間構

造について考察する。

簡は、集落(居住地)と農地。山林等の土地利用が一体となり明援

な境界を持った生活空間のまとまりを形成しており、農山漁村地域の最も

的な生活空間の単位となっている。また、集落空間(土地利用)は、日常の

活・生産活動の機能空間・物的空間であると問時に、生産関係・社会関係、が

簡に投影した社会空間や、民衆の信仰や地域社会の共同性を空間に投影した

識空間としての側面をも有しており、集落空間は、機能空間一社会空間一意識

間の三つの位相空間の統一体として認識することが必要で、あると考えられる。

ここでは、前節で明らかにした集落域を構成する個々の土地利用の配置関

係・空間播成と、土地所有及び土地意識(生活地名)の空間配置との対応(

合)を考察し、土地利用、土地所有、土地意識(空間認識)の空間構成の整合

性を検討する。

的には、以下の課題設定のもとに考察を進める。

① 地域住民が日常的に用いる生活地名に着目し、集落域の土地意識・空間

認識の組立てを明らかにする。

(生活地名にみる意識空間の組立の解明)

② 集落社会における社会関係の土地(空間)への投影の主要な要閣の一つ

として土地所有に義自し、土地所有の属地・購入的関係、土地所有と

落土地利用の空間構成の対応を明らかにする。

(土地所有にみる社会空間の組立の解明)

③ 土地利用の空間構成、生活地名の分布傾向、土地所有の空間構成の対応

関係・整合性を検討する。さらに土地の利用・所有・ 自して社

会・空間の統一体としての集落域の空間構造の概念を提示する。
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2. 生活地名にみる意識空間の構成

上大沢集落の集落域の土地空間には、約 100に及ぶ生活地名が刻まれてお

り、地域住民棺互の共通した空間認識の媒棒となっている。

ここでは生活地名の分帯状況及び生活地名と対応する土地の範域の大きさ

(生活面積)を手掛かりに地域住民の意識空間の組み立てについて考察する。

図5… 2-1は、上大沢集落域における生活地名の分布状況を示している。

落域を構成する樽浜、農地、山林におけ生活地名の分布には、海浜が最も密

で山林が疎に分布するという傾向がある。また、間墳の内部の(狭義の)集落

空間は、家名や建物の名称がそのまま土地・空間の名称として用いられている。

イ

1o 5000 

図 5-2-1 上大沢集落における生活地名分布図
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表 5-2 1 上大沢集落における生活地名一

海 浜

A (ハマ)

1.デカド

2.オオハマ

A1 (カミウミ)

1.オオイシノシタ

2.イワンサキ

3.ナガラメパ

4.カイトイワ

5.シタマツバ

6.ウワマツバ

7.ジョロウジマ

8.ソウトグリ

9.ナカパシ

10.コママワリ

11.シンベイウミ

12.ミョウシパ

13.ギョウブジマ

14.ヨコイシ

15.アソガシリ

16.サバジマ

17. ドヤガリ

A2 (オクウミ)

1.ムカイバパ

2.ヒラトコ

3.ヒラトコザキ

4.ミズガシリ

5.タナゴパ

6.ウシノセナカ

7.オオガエジリ

8.オオナガテ

9.コグリ

10.ツツヒラドコ

11.キドガシタ

12.シリタレ

13.ナガイワ

農地

B-ハマダ

1.シンピラキ

2.シュウドノイケ

3.シバタ

4.ガンダ

5. ドウノワキ

6.ムクロモッタ

7.オソボチヤチ
8.ヤシキ夕、

9.オソボチカワラ
10.ナカ夕、

11.ハチジュウガ、1)

12.ウシャクチ
c-ヤマ夕、

1.ヨノウエ

2.ヨコジ

3.ヤスンパ

4.ナシキピラ

5.ウリヨンダイラ

6.モモノキジャラ

7.カキノキジャラ

8. ドスガイワ

9.キタテパ

10.カミ

11.キョウサイノハヤシ

12.ナカンツボ

13.シタダイラ

1-1.オパタケ

15.コグルマ

Is.アブラデン

17.アブラデンノタニ

18.タデケ

19.コヅツミノタニ

20.ハザマザ

21.キジガトリパ

山林

Dー(西側)

1.マキグチ

2.イシガシノタカ

3.クロカケ

4.ニノヒラ

5. ドウサニ

6. ドウサニノタカ

7.ムクロモツタノヒラ

8.オソボチヤチノヒラ

9.イヌノヒラ

10.シモギンジャラ

11.ヤマザカエ

主ー(東側)

1.イヤガエ

2.ソロジノタキ

3.ソロジ

4.ヤナギシュウド

5.キョウサブロウパタケ

6.カミノジャンギ

7.ウリヨンダイラ

8.ウリヨンダイラノヒラ

9.ヤスンパノヒラ

10.ヤスンパ

11. ドウノワキ

12.ガンダピラ

13.ササズコ
1，1.ブタワレ

15.ウリヨン

16.イワンタニ

17.イワンタニノセナ

l8.イワンタニノシリ

IB.パックじ1

20.ムカイヤマ

21.マキヤマ

注)表中の記号は、図 5-2-1に対応。 聞き取りにより作成
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海浜は、集落から続くデカド、オオハマを経て西方のカミウミ、東方のオ

クウミへと広がっている。カミウミ、オクウミは、岩場とその近海を示してお

り、それらの内部は、岩場の形状や生産条件に対応してさらに綴密な地名の分

布がみられる。

集落後背地からJI[沿いの平坦地に広がる農地はハマ夕、、集落南東部の斜面

に関かれた農地はヤマ夕、と呼ばれている。農地に対する生活地名は、地形的な

まとまりや水利・土壌などの生産条件との対応が明快であり、特にヤマ夕、の地

名の分布は、微地形との対応が明快である。また、ハマ夕、のなかでも集落に隣

接する周辺農地の生活地名は、ナカガンダ、ガン夕、ジりなど、さらに分割され

る傾向にあり、利用の簸密さと対応している。また、ハマ夕、とヤマダの聞には

ヤスンバとよばれる地名があり、現在でも農作業の帰りに一旦休憩をとる場所

となっている。(ヤスンバには、終戦直後まで大きな石がおかれていた。)

山林の小地名には、農地などの隣接地名との対応関係で名付けられたもの

と、山林の位置や利用状況に対応して名付けられているもののニ系統が存在し

ている。上大沢集港では、傾斜地をヒラと呼ぶことから前者は、 00ノヒラと

よばれることが多い。後者には、カミヤマやマキヤマがあり、共有地が多く立

地している。マキを農林業の共同作業や同族を示す雷葉として使用する地域が

あることが報告されており、土地の共有的性格と生活地名の語源は対応してい

ることも考えられる。

また、上大沢集落ではヤマという場合ヤマ夕、を指し、山林のことをハヤシ

というo

一方、隣接集落との境界には、ヤマザカイと呼ばれる地点があり、石仏が

祭られている。また、日常生活空間(後述:主要生活域)の外縁にあたるオオ

ハマと岩場の中間には、カミウミ方面に雌石(メイシ)、オクウミ方面に雄石

(オイシ)とよばれる信仰地点(大きな石)があり、集落がはじめてみえる位

には、ヤスンパなどのランドマークを示す地点や石仏や老木が立地している。

このように集落域における空間構成の結節点に誌、信押空間やランドマー

クの意味をもっ生沼地名がつけられている。

上大沢集落では、集落域の小地名のなかで方向を示すカミの地名が、海浜

とヤマ夕、の外延の二地点に子学在している。このことから、上大沢集落域の空間

認識は、集落を起点に海浜方向、陸域方向のニつの方向性をもって広がってい

ることカぎわかる。

海浜方向では、集落から岩場、海に歪るにつれ生産条件との対応関係が強

まる傾向があり、陸域方向で泣集寝からハマダ、ヤマダ、マキヤマに至るにつ

れ、間有的地名、生産的・地形的地名へと小地名の性格が移行すると共に地
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面績(生活地名で認識される土地の範囲)も大きくなるという傾向がある。
以上より、生活地名を媒介とした集落域の空間認識の構成は、先に示した

集落土地利用の段階的な空間構成とも対応していることがわかる。

3. 土地所有にみる社会空間の構成

表 5-2-2は、家別の土地所有状況を示したものである。上大沢集落の
土地所有傾向の特徴は、はっきりとした土地所有の階層性の容在と共有地の占

める割合の高さに見いだせる。

表 5-2-2 家別土地所有状況

家 もμ品岬 地 国 熔 ため池 山 株 原野他

1 896 10239 6805 一 47972 1741 
2 370 10692 7114 131 43131 2307 
3 544 6702 6390 一 37662 1494 
4 542 10073 6750 一 31552 2259 
5 407 9053 5844 320 31332 1244 
6 383 6467 9418 一 28065 1320 
? 5648 8188 一 27473 1701 
8 270 8197 3913 341 20744 1397 
9 3958 7672 208 17393 782 
10 373 3751 4407 一 15144 830 
11 318 2951 3398 一 11839 1936 
12 688 4459 5700 一 10606 511 
13 305 5526 2647 一 5744 704 
14 493 2655 2702 一 4869 989 
15 3978 5514 280 3039 989 

16 780 2181 4675 一 1409 771 
17 1851 4183 一 1339 709 

18 391 435 2137 一 396 一
19 172 2620 2533 一 一 342 
20 182 32 578 一 一 49 

平均 445 5075 5038 - 64 16987 1108 

共有 758 1783 3231 221 116759 7470 

単位〈ポ) 1983年現在
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図 5-2-2 土地所有の階層性(1 )図 5-2-3 土地所有の階層性(2 ) 

図522、図 5-2… 3に示すように集落社会の暗躍性は、山林の所

傾向に最も投影され、田の所有傾向も山林所有の階層性に相関している。そ

れに対して焔の

所宥傾向は、山

林や国と同様の

階j欝性がみいだ

せるものの、そ

の格差は比較的

小ざい。

5… 2-

3は、土地(山

林)所有の階

性と地区(字)

の対応を示して

いる。上大沢

落を構成する 2

G戸を山林所有

の階層性に着目

して 4つの階

に分類してみる

1I取!立

図5-2-4 地区底分図( 図)
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表 5-2-3 土地(山林)所有の階層性と地区(字)の対応

----土地利用 農 地 出 林

土地所有 ハマダ ヤマダ¥マキヤマ 西側 東側

の階居住旦空全 ABCDE F G H 1 J 8 910 123 除5678 910 

〈高い) 1 ....-.E b.大・ •• ムム*~ムムムム
2 .....1.*大 •• ムムム~6ム涼ム

A 3 .....l~.*・ e • ムムb.6*ムム
4 -・・・ ・*・ ••• ムム*ムムムム
5 ••••• 公・*・ •• ムムムd.ムム*ム
6 ...*・-大・・ • ムムム~ムム *6
7 ...*・大・・・•• ムム*~ムムムム

B 8 @・・ .10*・・ •• ムムムbム涼ムム
9 ....* 公・・・ •• ムムAムムム*
10 • ••• .*公 •• 66 ムム6*
11 .*・・・・・・公 •• • ムムムムムムム*ムム
12 .*・・・女・・・ • ムムム 6*ム

C 13 ...*・•• -公 ムム*ムムム
14 ••••• ~・* ム*ムAムムム
15 • ••• ..*. 。. 6 * 
16 @大・ 公・..・ •• ム*
17 @大・...~ • •• 6* 

D 18 • ..*18 • -公19 @ ..* ..・・ @武
〈低い)20 女大

共 仲間地 ••• •• ム
有

i出 部薄地 000 • ..・ ム~6 @@ム

H.例 :0 農地の所脊を示す 大 水田の最もまとまって存在する地区

6 t1l林の所有を示す 公 知!の最もまとまって存在する地区

@ 共有林と共有民地 * 所有 IIJ林の品もまと主って存指する地区

O その{也の共有地

i命考:輪島市土地課税台帳より作成

と、所有レベルの最も高いA層と最も低い D)警では、地区別土地所有領向に大

きな相異がみられる。

の土地所有法、集落域全域に及びその主要水田のすべてがヤマ夕、地

に存在しているのに対して、 D層の主要水田のすべては集落周辺のハマダ地区

に集中している。このことから、踏層性が高くなるにしたがってハマダからヤ

マダ地区へ主要な生産基盤が移行する傾向があることがわかる。ハマダ地区に

は、高い踏層のものも含めて全戸の水田が立地しており、ここでの土地所有傾

向にははっきりした階層性が表われていない。それに対してヤマダ地区の土地

所有頒向には踏麗性がはっきりと表われている。

一方、主要畑の地区別所有状況に着目した場合、最下層のD層を除く全

の主要畑がF区を中Jむとするヤマダ地区に集中している。それに対して DJ替の
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主要畑は、共有的性格の強いマキヤマ地区に立地している。このことは、自給

用作物の栽培を主とする畑の所有面讃の少ないものの生存と生活を一定のレベ

ルで維持するために、本来共有地的性格を有していたマキヤマ地区の一部がD

の焔としての利用に供されたものと考えられる。

集落域の約 65%は山林で、その4分の 3は私有林である。私有林の所有

傾向に詰最も階層性が表われており、また、その分布は 3区、 6区、 7区を中

心にヤマダ、ハマダ地区の主要な生産基盤となる地域を取り囲むようになって

いる。

集落域の約 20%を占める共有地には、集落全戸が共有する部落有地と数

が共有する仲間地の二種類がある。部落有地は、集活域の外縁部に位置して

おり、集落の西側の 3区(イノヒラ)、東側の 8区、 9区、 1 0区のマキヤマ

地区に多い。数戸が共同で所有、利用する農地は、仲間国と呼ばれ、ヤマダ地

区に多くマキヤマ地区にも者在している。

集落域の土地所有傾向を属人・属地の対応関係で捉えた場合、集落域は、

落を中心とした 3つの性格の異なる領域によって構成されていると考えられ

る。すなわち、集落全戸が各自に宅地、農地を所有し、その生存と生活を支え

る領域(1 :集落及びその周辺部、ハマダ地区)、主要な生産基盤となる農地

が集約的に寄在し、土地所有の階層性が明快な領域(2 :ヤマダ地震、及びそ

の周辺)、共有地が多く し、集落社会の存続を維持、補完する領域(3 : 

マキヤマ地区、イノヒラ地区)、これら 3つの領域が抽出できる。

ここで抽出した 3つの領域は、先に示した集落土地利用の段階的な構成、

生活地名分布を媒介とした意識空間の段階的な構成とも一致している。

また、土地利用の構成と土地所有の属地的関係との対応は、生産関係や社

関係が土地利用の空間構成と対応して展開していることを示している。

このように、土地の科用・所有・意識の 3つの制覇に着目すると、

は、機能空間、社会空間、意識空間の相互に整合した空間講造となっているこ

とがわかる。
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4. 総括

前節の考察を踏まえて、集落域の空間構成と土地利用の複合的性格の特徴

をまとめて、総括としたい。

4-1 集落土地利用の空間構成と三つの基礎領域

集落土地利用の空間構成は、土地所有や空間認識の空間構成とも整合性を

獲得した三つの基礎領域、すなわち主生活域、主生産域、保全調整域によって

段階的に講成されていることが明かとなった。

そして、集落域の空間構成は、陸域方向と海域方向の二つの方向性を有す

る概念モデルとして図 5-2-5のように担握できる。ここに示した三つの

礎領域の性質は、以下のように整理し得る。

f~ .i:よ!耳む域

図 5-2-5 上大沢集器における集落域の空間秩序

(集落土地利用秩序モデル)
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① 主生活域

日常生活活動の拠点となる住居・集落を中心に、撞々の生活施

設や濃密な利用がなされ、集落環境の保全にも寄与する周辺農地を

含む領域。

この領域には、手間のかかる作物や自家消費野菜などの生産空

間(畑、育商用ハウス)、生産を補完するための施設、集議を洪水

からまもる水田などの生産空間も立地し、集落と隣接する土地利用

が一体的な領域を形成している。

② 主生産域

な である農地を中心とする領域。

集落社会の社会的性格(生産関係・社会関係の特質。上大沢

落の場合、土地所有の階層性)と最も対応する。

③ 保全調整域

主要生産基盤を保全する山林や下層住民の自給用菜園、共有地

が碍在し、集落社会の布続・保全に寄与する領域。

一般に土地の利用度は低い。

ここで明かとなった集落域の空間実体は、 「集落域という一定の地域空間

において土地と土地、土地と入閣の生活・生産活動とが相互に機能的関係を有

して形成される合理的な土地利用の空間配置であり、地形条件(生態系)や

地所有(社会関係) ・空間認識とも整合した主生活域、主生産域、保全調整域

の三つの基礎領域からなる空間構成 j という集落域の空間秩序(集落土地利用

秩序モデル)の概念として総括できる。

4-2 集落土地利用の複合的性格と空間構成の論理

さらに、上大沢集落における土地利用の複合的性格、空間構成の仕組みを

整理したものを以下に示す。

① 集落域における土地利用の一体性

宅地、農地、山林、海浜など集落域を構成する儲々の土地利用は、

から集落域に至る集落空間を一体的に形成している。地域住

の生活周期は、土地資源の総合的・周期的利用と密接に関わってい

る。

② 土地利用の複合性

集落域を矯成する鋼々の土地利用は、国有の利用目的を有すると
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同時に集落の環境保全や生活環境形成にとって捜合的な役割を担っ

ている。

③ 土地利用の関係性

(土地と土地、土地と人の関係による集落土地利用の秩序化)

土地の利用と保全には、土地相互間の機能的な関係と、土地を利

用することが保全につながる土地の保全的利用によって人間と土地

の相互依存関係が存在している。そして住居から集落域に至る集落

空間は土地と土地、土地と人の関係によって秩序づけられている。

@ 空間構成の段踏性

集落と周辺土地利用が一体的な関係をもった生活活動の濃密な領

域から、 となる領域、さらに集落の縁辺部に立地する保全

と調整を担う領域によって段賠的に構成されている。

⑤ 空間構成の方向性

住居・集溶から集落域に至る集落土地利用は、集落を中心に海域

方向と睦域方向の 2つの方向性をもっている。

@ 集落レベルの空間構成

レベルの空間構成は、主屋一前庭(庭道)…付属棟からなる

住居単位が、集合することによって海への軸線と屋敷群が形成され、

さらに神社、!日家を中心に屋敷群が集合することによって集器が形

成されている。

⑦ 集落空間の構成要素の単位性と包摂性

住居、屋敷群、集落は、それぞれ国有の空間構成をもっ単位空間

であると同時に、住居は屋敷群、屋敷群は集落の構成要素となって

いる。

すなわち、集落は、

として構成されており、

位空間である住居、さらに屋敷群の集合体

-屋敷群・集落へと段階的に広がる

位性を有した空間の包摂関係、を有しているといえる。

③ 土地の 3つの測面からみた空間構成の整合性

間の 3つの領域は、土地の「利用(機能) J 、 「所有(社

会) J 、 「地名(意識) Jの分析結果とも一致することが明かとな

った。このことは、ここで抽出された 3つの領域が、単なる物的な

関構成の区分ではなく、社会空間や意識空間としての領域区分で

もあることを示している。

さらに、このような「和用(機能) J 、 「所有(社会) J、 「

地名(意識) J面での空間構成の整合が、集落空間の構造を安定さ
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せているものと考えられる。

4-3 まとめ

ここでは、集落域を構成する個々の土地利用の配置関係・空間構成と、土

地所有及び土地意識(生活地名)の空間配置との対応(整合)を考察し、土地

利用、土地所有、土地意識(空間認識)の 3つの側面から集落域の空間構造を

解明した。

これまでの考察から、集落土地利用の基本性奨および空間構成の論理を要

約すると以下のように整理できる。

① 宅地、農地、山林、海浜など集落域を構成する{国々の土地利用は、棺

互に関係をもって構成され、住居から集落域に至る集器空間を形成し

ていること。(集落土地利用の一体性)

② 集落域の土地利用は、個々の土地利用が捜合的な役割を担うと共に、

地の主地利用や地域住民の生活・生産活動と不可分な関係によって相

に結びついた配置関係をつくりだしていること。(土地利用の被合

性と関係性)

③ 土地の利用と保全には、土地相互間の機能的な関係と、土地を利用す

ることが保全につながる土地の保全的利用によって人間と土地の相

依容関係が寄在していること。(土地相互間の保全関係と土地の保

的利用)

@ 上大沢集落の空間構成は、主屋一前庭(庭道)ー付属諌からなる住

単位が、集合することによって海への職線と屋敷群が形成され、さら

に神社、旧家を中心に屋敷群が集合することによって集落が形成され

ている。住居、屋敷群、集落は、それぞれ留有の空間構成をもっ単位

間であると同時に、住居は屋敷群、屋敷群は集落の構成要素となっ

ている。すなわち、集務は、単位空間である住居、さらに屋敷群の

合体として構成されてお今、住居・屋敷群・集落へと段階的に広がる

単位性を有した空間の包摂関係を有しているといえる。(空間の単位

性と包摂関係)

⑤ 住居・集落から集落域に歪る集藷土地利用は、集落を中心に海域方向

と陸域方向の 2つの方向性をもって、集落と周辺土地利用が一体的な

関係をもった主生活域、生産基盤となる主生産域、さらに集落の縁辺

部に立地する保全調整域へと段階的に構成されている。(空間構成の

方向性と段階性)
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今回の考察から、上記に示した集落土地利用とその空間構成の論理が明ら

かとなった。

また、集落域の空間実体は「集落域という一定の地域空間において土地と

土地、土地と人間の生活・生産活動とが相互に機能的関係を有して形成される

合理的な土地利用の空間配置であり、地形条件(生態系)や土地所有(社会関

係)・空間認識とも整合した主生活域、主生産域、保全調整域の三つの基礎領

域からなる空間構成である J という集落域の空間秩序の概念を得ることができ

。
た

集落域を構成する個々の土地利用は、固有の土地利用形態としての単位性

を有すると同時に地域生活空間系の要素としての関係性を有し、総体として三

つの基礎領域からなる集活土地利用秩序が形成されているものと考えられる。

集議域は、地域社会の基礎単位である「ムラ j と対応する農山漁村地域に

おける最も基礎的な生活空間の単位であり、ここに示した集落土地利用秩序は、

地域社会と深く結びつくことによって実現されたものである。今後、土地利用

計画の体系化の中では、集落域を基礎単位とする計調体系の整備が必要な根拠

として、すなわち、計画対象となる限定された集落域の一部の土地を髄別的に

計画するのではなく、住居から集落域に主る集落土地利用を包括的に捉えるこ

とが必要である。その擦、個々の土地利用の複合的役割や周辺土地利用との関

係に対しても十分注意を払うことが重要で、あると考えられる。

特に、計画論的視点、から、計画対象となる隈定された集落域の一部の土地

を対象とするのではなく、住居から集落域に至る土地利用を包括的に捉えるこ

と、個々の土地利用の複合的役割や周辺土地利用との関採に対しでも十分注

を払うことの必要性の 2点を特に強調したい。

上記の展望を示す根拠となる知見が、 l節及び本節の考察で得られた

今回報告したよ大沢集落は、外部からの開発圧力のない安定した土地利用

の集落であった。都市化や混住化といった外的・内的圧力にさらされた

過疎化が進展し集落社会の維持が困難になっている集落など、土地利用の変容

が著しい集落を対象に、従来の土地利用との関連から土地利用の変容メカニズ

ムを解明することが課題である。この点について拡第 3編において論究する。
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3節 海浜空間の複合的性格と 境管理

1. 

1 -1 海浜空間の複合的性格と地域主体による環境管理

上大沢集器のデカドやオオハマでは、さまざまな生活行為、生産行為がな

されいた。また「海は宝。 J という言葉は、磯辺や海自体、生産基盤、生活基

盤であり、精神的なよりどころともなっていることを示していた。このように、

海浜空間は、沿岸集落の代表的な共同空間であり、住民の生活、生産活動を支

える複合空間となっている。そして、その利用を担保するために、地域社会内

部で¥生活を支え、環境を維持するための f仕組みj が生み出されてきた。

本節では、海浜空間のもつ複合的性格やその利用・管理の仕組みから、地

域住民の立場に立った生活環境形成の論理を考察したい。ここでは、前節で取

り上げた奥能登・上大沢集落での調査結果を踏まえて、アンケート調査の結果

に基づいて考察を進める。具体的には、以下の課題設定のもとに考察を進める。

① 海浜空間の複合的利用実態を明らかにすることによって、海浜空間の利

用特性、生活環境形成上果たす役割を考察すること。

② 海浜空間の管理実態を地域主体との関連から明かにする。あわせて、

境資源の資源的髄髄を保ち、永続的・共同的な利用を可能にする「仕組

み j を抽出すること。

③ 海浜空間・沿岸域の開発整髄( )が、こうした海浜空間の利用

や の秩序形成にどのような影響を与えているかについて

ること。

1-2 調査の方法と概要

調査対象としては、奥能登・外浦の沿岸集藷(輪島市・珠洲市の沿岸集落)

とした。アンケート調査に先立ち、対象地域の を踏査し、上大沢集器を

はじめとする数集落では海浜利用と環境の管理についてのヒアリングを行った。

アンケート調査は、 1984年 6月に輪島市・珠洲市の全沿岸集落の区長(郵

送配布 130票)に対して郵送で行い、 90票の有効問答を得た。(有効回

答率 69. 2%)さらにその後数回にわたって、対象地域の踏査調査、 ヒアリ

ング調査を実施した。
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⑧ 日本主静

」日時』5km

~~-

図 5-3-1 調査対象集落の (奥能登・外浦の沿岸集落)

表 5… 3-1 調査項目ー

o .醤答者のブエースシート

A)地区での役柄 B)年齢 C)職業 D)回答者の生業形態 。地区の生業形態

1 .日常生活における海浜空間の利用実態〈日帯利用行為、空間、主体、時期〉

2.集落行事・儀式、信仰の対象にみられる海浜空間の利用実態

1)集落行事・犠式における海浜空間の利用実態

〈行事・儀式名、期目、空間、主体、内容〉

2)昔されていた集落行事・儀式とされなくなった理由

〈行事・儀式名、期日、空間、主体、理由〉

3)集落内の信仰の対象となっている土地

4)瀧や瀧辺に関する言い伝え・伝承

3 .集薄環境資源の管理実態

1)集落共有の土地・施設の管理実態〈共有土地・施設、所有形態、管理主体〉

2) r前浜・磯辺j の清揖・管理実態(清掃。管理主体、理由、今後の管理について〉

3)解禁自の定められている魚貝類・ i毎藻類

4)地先の海の漁業権の所有状況

5)非漁業組合員の魚員類・海藻類の採取に対する制眼

4.集落内の観光施設と観光化の影響

1)集落内の観光施設の経営・管理実態〈観光施設、経営者、清掃・管理者〉

2)観光地化による諸影響

3)観光地化の評価

5.集落環境整様lこよる諸影響

1)沿岸道路整儲による諸影響〈整舗前後の比較〉

2)沿岸道路位置の評髄

3)漁港・船だまり・船揚げ場の整備による諸影響〈整備読後の比較〉

4)海や海辺に関する考え方

今自の調査の柱は、①日常生活における海浜空間の利用実態の把握、②非

日常の利用行為(集落行事、信仰、儀式など)の抽出、③海浜空間の管理実態

の把握、④観光化の ⑤環境整備の影響の把握などである。主な調査項目

は、表 5-3 1に示した。
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り

容器 2 

図 5-3-2 道路との関係からみた沿岸集落の分類

海浜空間の利用実態は、利用行為を日常の生活・生産行為、集落行事・議

式・信仰など非日常行為に分け、把握した。海浜空間の利用は、事前調査によ

って、可能な限りの利用行為を抽出し、今回は、 18の利用行為についての利

用実態を把握した。また、非日常行為について記述回答を依頼した。海浜空間

の利用実態の把握では、利用行為誌、 「いつ J (時期)、 「だれがJ (主体)、

「どこで、 J (場所)なされたかを調査した。

海浜空間の非日常利用行為の把握では、集落全体で行われている行事、消

滅した行事とその理由、消滅時期を調査した。さらに信仰の対象となる土地の

有無、言伝えの有無を把握した。

海浜空間の利用を支えるのは、資源の保全・環境の管理である。ここでは、

海浜空間の管理、利用規制の内容、管理主体、時期について調査した。

近年、観光化や道路整備によって、海浜空間と地域住民の関わりも変化し

ている。今回の調査では、その影響についても把握した。ここでは、特lこ環境

整備の前後における海浜空間の利用の変化と住民による評錨に注目した。

2 2 奥能登沿岸集落の分類一生業と立地

沿岸集落とは、集落域の一部が海岸線に接している集落である。輪島市に

は29、珠洲市には 101の沿岸集落が存在しているが、その立地や生業形態

は多様である。

漁業と農業の比重に着目すると、漁主農従型、半農半漁型、農主漁従型、

業型に集落は分類でき、それぞれ 6. 8先、 11. 7 %、 5 5. 3 %、 26. 

2%の構成比となっている。

また、集落と海浜空間の配置関係、も多様で、ある。図 5-3-2に示すよう
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に、ここでは海岸線と集落の距離、沿岸道路との関係に着目して、集落を 3つ

のタイプに分類した。それは、 「接岸・道路ナシ型 j 、 「接岸・道路アリ型 J、

「離岸型 Jで¥それぞれ 17%、 62%、 21%の構成比となっている。

以下では、ここに示した生業と立地からみた 2つの集落類型との対応から

察を進める。

3. 海浜空間の複合的利用実態

3 1 海浜空間の利用行為の把握と分類

沿岸集港の海浜空間は、日常的な生活・生産の場、非日常的な犠礼・

の場として多様な利用がなされており、複合的な役割を担っていることが事前

調査で明らかになった。その知見を踏まえて、ここでは、海浜空間の日常的利

用行為を生活的行為、生産的行為に分類したうえで、それぞれ 9つの行為を抽

出した。そして、 1 8の行為について、それぞれの利用行為の有無、時期、場

所、利用主体(f国入、数人、集落)等について調査した。

3-2 海浜空間の接合的利用実態

関5-3… 2は、海浜空間の利用実態を示している。沿岸集落では、 1 8 

為中、平均8項目の利用行為が海浜空間でなされており、日常的な生活・生

の場として援合的な利用がなされていることがわかる。

5-3… 2 海浜空間の日常的利用行為(項目数)

号 嗣 主-6I 7 告自立姥醐

7 

( 容 2 合

思〉

生業類型に着目してみると漁家率が高いものほど、海浜空間の利用が多項

目にわたっており、多様な利用がなされているという傾向がある。また、漁

との関係の薄い農業型集落においても生活・生産両面の日常的な利用が数

多く見られ、特に日常余暇行為の場として生活的利用の比重が高いことに詰注

目する必要があろう。
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利用行為分類 利 用 定自 自
すると答えた割合(%)
o 50 -I( 

A日常生活習慣行為 1 .朝、海老見に行く
a認

】e 匂‘
ム ψμ々、，

2.寄り物、流木をひろう

生 3.朝晩に人が集まる
甲子J

活 B日常余暇行為 4.海辺で遊ぶ 。。
t、E誌 6

a3 5 .潮干狩 長=

1r 6 .海水浴
む声

為 C日常信仰行為 7 .毎の神様を拝む
帽 .‘ 

~ 
---守

D生活あふれだし行為 8 .車を置く 4ν 

，ー

1 

9.ゴミを捨てる
‘“ 切

三三三百j

E 漁獲・採取行為 10.魚やタコ等をとる
崎、 ~~~f~'t!.~;

11.アワピやサザエ等をとる ザ手

生 12.岩のりをとる
限移貯“

産 13.わかめ等の海漢をとる s

的 F 漁業作業仔為 14.漁獲物の出荷準縞
IW 

1r 15.漁獲物を分配する P¥  

語、 f

ヰ正日j

為 16.漁異の修理、乾燥
HtJJ野 5 

‘ り¥令、

i7.魚や海藻を干す
~ 

吾

?‘ 

G農作業行為 18. 稲だなをたてる、野認を干す

半農半漁型 農業型

図5-3-3 海浜空間の日常的利用実態

G 50 100 (%) 日常的利用項目数

彰移勿忽nm..・...川:・:・:・.，・:ヲテ:)( 7) 鶴劉少ない(0-4) 

2. ~ふつう( 5-11) 
~多い (13以上〉

. ( 36) 

( 22) 

図 5-3 4 類型( )からみた海浜空間の日常的利用項目数

。 50 100 (%) 自 自

17) 塵欝劉 ( -
~ ( 5-11 

57) f2ミヨ

( 16) 

図5-3-5 (立地)からみた海浜空間の日常的利用項目数
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立地形態に着目してみると、海との近接性が強い接岸型のほうが離岸型よ

り利用項目が多くなる頬向がみられる。しかし図 5-3-5に示すように、接

岸・道路ナシ型と接岸・道路アリ型とでは、利用項目数に大きな差がみられる。

従って、海浜空間の利用は海との近接性lこ規定されるだけでなく、道路や護岸

など海へのアプローチの妨げになるものの者在にも強く規定されていると

えられる。

このように、海浜空間は単に生産空間としてのみ機能しているのではなく、

落のオープンスペースや、海との接点として生活上の慣習や祭等の儀礼空間

としても柔軟に対応しうる極めて複合的な生活空間となっていることが明らか

になった。特に、朝起きて海をみることが習慣になっているというよ

うに、海とのつながりが沿岸集落住民の生活の起点になっている場合や、祭の

間になっている場合等は海浜空間が、地域の生活環境を構成するうえで重要

な役割を担っていることを端的に示している。

3-3 海浜空間の利用の特徴

複合的な機能を持つ海浜空間の利用は、次に示すような特徴を持っている。

(工)空間との対応:海浜空間の段階性

地先の海は、余暇的利用もみられるが、基本的には生産的利用の場となっ

ている。磯・磯辺は、生産的な錨値が極めて高いが、一方で砂浜・前浜も含め

て、生活的利用や漁業生産の補完的作業空間としても多様に利用されている。

港や舟だまりは、生産基盤となっている。集落と前浜の間の空地は、多目的な

利用のなされる場合が多く、農作業や漁業の補完空間となると共に、子供の遊

び、 日常の家事作業の一部もみらむる。このように集活から続く海浜空間は、

捜合的な属性(性質)を有すると共に、集落から海に向かつて、生活行為の濃

図5-3-6 海浜空間の空間構成一説明図

( 2 )社会との対応:利用主体の段階性

日常的な海浜空間の利用は、基本的に個人が単位となっている。しかし、
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‘、、

利用主体3) 利用場所じ

2 3 1 I 2 3 I 4 6 8 7 

-一-
利用行為分類 利用組目

Z 集落全員

間仲
個人個人

先地
車整

浜砂 集合r奇俗 設宇
閉の土地の鉱落梅とと

な.家各

の 辺聖書 の ま ゃの

組合 i毎 辺浜 浜前
り

庭先

100 40 83 83 39 19 100 

A日常生活習慣行為 1 .朝、海老見に行く 、Iii弘~ O @ @ O @ O 
2.寄り物、流木をひろう 01 種参 oi@|@10110! 

生 3.朝晩記入が集まる 1@3) O 10101 
活 B田宮余暇行為 4.海辺で遊ぶ I~ ③ 01@1@1@Ø101~1 
的 5.潮干狩 必、弘~ 101 
fI 6. ?毎水浴 @ ③ @I@I@ @| 
為 C日常信i印行為 7. ?毎の神様を拝な @ 

己主;奇あふれだし行詣 8.草を置く d、‘a弘~ 

9.ゴミを捨てる t、a，弘v O 
E漁獲・採取行為 10.魚やタコ等をとる O ，wav 福h@I@ 

11.アケビやサザエ等をと苔 O t、a弘~ 。I@
止と 12.岩のりをとる 010 dqa理s，vh 01@1 
産 13.わかめ等のie渓をと弓 O t、a弘型炉 動物
自守 F漁業作業行為 14‘漁獲物の出荷準備 I~ @ を多@ 
1T 15.漁獲物を分配する I~ O @I 
為 16.漁具の修理、乾燥 10 、ta，弘v 010 O ~I@IO 

17.魚、や海藻を干す t、a弘~ @ O O O 物
む農作業行為 18. lfuだなをたてる、野;K:宅千ず 、ta，弘v O 物O

函 5-3 7 利用主体一場所一利用行為の対応

漁獲・採取、余暇、生活審慣等の行為に見られる共同性は、生産の効率、利用

の安全、共有の海浜資源の利用にたいする平等性の確保などの理由から必然的

に生まれて来たものと考えられる。

また、非日常的利用は共同祈願や祭事、行事を集落全体等が主体となって

共同的に行なっている。

以上から共有的な海浜空間の利用は日常的に泣個人が主体となり、非日常

的には集落が主体となり共同で行なわれており、個人から集器(部落)に歪る

社会集団の段階性に利用は対応していると考えられる。

( 3 )時間との対応:年周期・季節との対応[周期的利用]

日常的な海浜空間の利用は、気温や水温・風や波による海の状態を左右す

る気象条件、及び魚、の回遊や海操の生育にみられる自然のもつ年周期律に対応

した年周期性を有している。特に、 7. 8月を中心とした夏場に種々の利用が

中している。

また、海浜空間の非日常的な利用形態である儀式や行事は、生産開始の前

と収穫の後に行なわれることが多く、 l月、 2月と 11月の漁業祭、 8月と l

O丹の集落の祭礼が、農漁業の労働の節目に当たる時期に行なわれている。こ

のように、海浜空間の日常的利用と非日常的利用の関には、集落の生活周期に

対応した一定の関係、によって結びつけられていると考えられる。
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為生百

生産的行治

利用行為分類

A 8 常生活習慣行為

B 8'it余瞭行為

C 日常信仰行為

D 生活あふれだし行為

E i窓j葉・採取行為

F 漁業作業行為

G 農作業行為
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2.寄り物、深木をひ::sう
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/冬型一士士/夏三型 ヨ
7 

3.新晩lこ人がま誕lI:忍

7 

一/¥)4. i毎辺で量生ぷ 「寸
2 

7 8 

5.潮干狩

6.海水浴 ハ 円
八

7. i径の禅械を拝主;

8.家宅E援〈

~ 

9. ゴミ~主主てる

io.魚やゲコ等をと忍
r繭鮒剛悶悶悶抑制嶋崎吋

4 10 
， 

11.アワビやサザエミ事をとる

ー~\\一 γ一一一一寸

12. ~苦のりをとる (¥  /'つ
1 2 

13.わかめ毒事のi縫渓をとる
一/¥¥ 「一~一一一、

14.漁獲物の出荷準緩

4 7 

15.漁獲物を分偲する

一 、、‘崎明暗蜘ーー・

16.漁具の法認で乾燥

4 ヨ

17. ~itや iltH高をニFす
~一~\丸一 一 一4 7 

iふ一指だなをたて~、聖子*を干す
~/ヘ\ JI  

図5-3 8 利用行為と利用時期の対応

油J.liLた

れ'1h教 務雪機業祭

?白骨「止判明集落の祭
v'  1 ' 2 '3 4' 5 ' 6 '7 8 9 10 11' 12 '(月〉

図5-3-9 海浜空間における月別行事数
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4. 地域主体による海浜空間の自律的管理

4-1 環境管理の諸形態

沿岸集落では、海浜空間のみならず集落空間から種々の土地利用に至るま

での環境を自律的に管理し、環境資源の永続的な活用を可能にしうるような人

為的営為がみられる。本研究では、環境資源の自律的管理を次の表のように 4

形態に分類した。

①保全的利用

②共同管理作業

表 5-3-4 環境管理の諸形態

日常的な生活・生産行為が、同時に環境の保全・管理に

つながるような利用形態。

[伊tl:1節参照)

共荷・共同の財産や生活・生産基盤を集器等の社会集団

の共同作業によって管理すること。

[例:共有林の手入れ、道普請、 JIIざらえ、浜掃除等]

③規制・申し合わせ 共有的な性絡を有する環境資源を利用形態や利用時期の

規制・申し合わせによって制限し資源の確保と管理を行

なうこと。

[伊tl:解禁日、禁漁区の設定等]

④生活意識的規制 言い伝えや信仰を通じて形成される環境資源の保全・管

理意識。

[伊tl:迷信、土地神信仰における禁忌(タブー)等]

4-2 海浜空間の共同管理作業

今回の調査では、 83%の集落で「前浜・磯辺Jの共同的な清掃作業がな

されていた。また、利用項目が多いほど管理も様々な形態・管理主体で行なわ

れるという傾向も奇在しており、管理と利用の間には密接な関係が存在してい

ることがわかった。約 90%の集落で総出で行なう共間管理作業があり、集落

が環境資源の管理主体となっていることを示している。

共同管理作業の主体は、他に近隣地区との共同、観光業者、漁業者等の場

合が 1-2割程度ある。
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表 5-3-5 共同管理作業の主体表5-3-6 解禁日対象品目の内訳

1.ワカメ

2 .チン

3.エゴ
4.モ
5.その他の海藻類

6 .サザエ

7.その他の魚貝類

8.解禁日の設定なし

回答数

(%) 

29 (32) 

19 (21) 
25 (28) 

11 (12) 
4くり

13 (14) 

1o (11) 
45 (50) 

解禁日の対象品毘

日

少

自

0-

O 50 100 (%) 仕爵

( 23) 鶴嬰覇

沼~

広232
つう

関 5-3-10 海浜空間の利用項目数と 体の関係

司
.
u
q
u

nノ
」

尺

υ国

4
2
F
 

ハV

行

な

わ

れ

る

割

合

4 5 6 7 8 9 10 11 12 (月)
1 1 海浜空間の利用と管理時期の対応

管理作業時期は、図 5-3 1 1に示すようにほとんどが利用の集中する

7月下旬 -8月の前の 7月中旬に集中しており、管理行為は浜辺や磯辺の利用

に対する安全性、快適性を高め、利用条件を整えるという役割を担っているも

のと考えられる。

4-3 海浜空間利用の自律的規制

沿岸集落でほ、共荷的な性格の強い地先の海産資源の採取に対して特定の

品目について解禁日を設定している。解禁日の設定は、回答集落の 50%でみ

られ、その対象となる品目は、ごく近海や磯辺で採取される海漂・貝類が大半
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を占めている。(表 5-3-6)

このように、解禁日の設定は、集落の共有海産資源を十分に生育させてか

ら採取することで、生産性を高めると同時に機会均等や資源の保護を図ってお

り、資源活用の永続性を確保している。

漁家率との関係でみると図 5… 3-12に示すように生業が漁業に強く故

砕するほど、解禁日を設定する割合も高くなっている。また、地先の資源が

と直接関係、のない漁家率が低い集落で、も 4割近くが解禁日が設定されており、

自律的な規制がなされている。

これらの諮管理に生活意識的規制が加わり環境資源の維持と活用が図らむ

ている。例えば、 「梅ぼしの種を海に捨てると、海があれる。」という禁忌の

意味を持つ言い伝えは、海を汚すことを戒めたものである。

。 50 

(1 

100 くお〉

( 

( 23) 

( 1 

図5 3-12 漁家率・生業類型からみた解禁日対象品目数

4 4 まとめ

このように、環境資源の種々の管理形態は、 日常生活に組み込まれた

的利用をベースに、利用の節目に共同管理作業が対応することによって、利用

行為と管理が相互に関係づけられている。さらに自律的規制や生活意識的規制

によっても環境資源が維持されている。このようにして、集落の生活は、

と生存の基盤である環境資源の活用が一定のレぺんで永続的に維持・保全する

ことが可能な「生活の仕組みj を獲得しているものと考えられる。

5. 沿岸域整備の影響

5-1 ト大沢集落における環境整備の影響

近年、上大沢では、河川改修・ -舟だまりの整備・農地の基盤整

備・キャンプ場の建設等が行なわれている。ここで誌、河川改修・防波堤の

設の二つの環境整備を例にその影響について報告する。
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( 1 )河川改修の影響

図5-3-14 河川改修の影響(間坦ー竹林一山林の関係)

の東側を流れる男女滝川は、J11幅が狭く大関時には度々氾濫していた。

しかし氾濫時には、J11岸の竹林と周辺の農地が遊水地として機能し、集落に影

を及ぼさないようになっていた。河川の改修は、氾j監防止を主な目的とする

ものであり、改修後はJ1!岸の1t林は伐採され、JlI岸の土手は取り壊された。

}lf岸の竹は、間塩の主要な材料であった。農作業が一段落した 11月にJfI

の竹を取ることによって川を管理すると同時に、その竹で間程を整備し、厳

しい北西の季節臓から集落を守ってきた。また、冬が訪れる前に間垣を縛るふ

じのつるを集落西側の山林から採取することは、同時に山林の管理にも結びつ

いていた。しかし、 JI!岸の竹林の消滅によって、このような関係が立ち切られ、

竹は照辺集務より賢い求めなけばならなくなり、風J誇ある関垣の維持が閤難に

なってきている。また)11岸の土手は、堤防として機能する地、海からの強嵐を

防ぐ役寄せも担っていたが、土手の消滅によって集落周辺の水田が潮風にさらさ

れることになった。

従来は、}lf-竹林一土手が、セットになって種々の役割を担っていたのだ

が、沼濫防止という特定目的の河川改修によって他の機能が消滅するという結

果をもたらしている。

( 2 )防波堤建設の

限られた平坦地に立地する上大沢集落は、高密でオープンスペースの確保

も困難な状況にある。デ、カドは、もともとは摺塩から海開ヘ 1mほど突き出た

僅かな空地であったが、関波堤の建設に際してデカドを拡張した結果、デカド

は集落の貴重なオープンスペースとしてさらに複合的に利用されている。

特に、海浜空間で行なわれていた生活的行為が、より集落に近いデカドで
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行なわれるようになり、生活の利便性を新たに確保している点に注目する必要

があろうo

上大沢の人々は、毎朝海の様子をみるためにヂカドに出ており、現在も重

要な生活の起点、になっている。また、従来は浜辺で行なわれていた網干し、海

藻干し等の漁作業や稲干し等の農作業行為は、ヂカド拡張後デカドで行なわれ

るようになり、新たな生活行為も生まれている。

このように、防波堤の整備は、従来の海ー浜一デカドー集落の関係が維持

されると同時に、オープンスペースの拡張につながった。その結果、デカドで

は、種々の生活行為が継承されると共に、一層多目的な利用がなされており、

総体としての生活環境の質の向上につながっている。

5-2 奥能登外浦における沿岸道路整備の影響

奥能登沿岸集落約8割は、海岸線に接するかたちで集落が立地している。

このような集落を接岸型とすると、接岸型はさらに集落と海浜空間の聞に

幹線道路がはいる場合と海浜空間と集落が連続性を有している場合に分類でき

る。事例数が少ないが、これらを分断型(接岸道路あり)と連続型(接岸道路

なし)に分類してみると、前者が80%、後者が 20%となる。

ここでは、集落と海浜空間の空間関係を道路の位置に着目し、沿岸道路の

整備が、海浜空間の利用にどのような影響を及ぼしたかについて考察する。

( 1 )日常的利用行為の比較

図5-3-16は、海浜空間の利用実態を「接岸・道路アリ(分断)型 J、

f接岸道路ナシ(連続)型Jに分けてみたものでる。

これから、分断型の海浜空間の利用は、連続型に比べて生活的行為が全体

的に少なく、特に「朝、海をみに行く J • r海辺で遊ぶJ . r家庭廃棄物を処

理する。(ゴミを捨てたり、もやす) J . r海の神様を拝む j 等については、

両者の差が 20%をうわまわっていることがわかる。

生産的行為についても同様の傾向がみられるが、生活的行為ほど顕著では

ない。

これらのことから、沿岸道路の布設は、海浜空間の利用に影響を及ぼし、

特に生産的行為については支障をきたしてはいないが、生活的行為に対してそ

の利用を低下させるという傾向があることがわかった。
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利用行為分類 利用組自

A日常生活習慣行為 11.朝、海老見に行く

2.寄り物、 j荒木をひろう

為

為
一Td

二
J

一

暇

一

一

仰

一

余

一

信

一

常

一

常

一

日

一

回

一
B

一
C

生

活

的

行

為

3.朝晩に人が集まる

4.海辺で遊ぶ

5.潮干狩

6.海水浴

7. ?毎の神様を拝む

8.車を置く

9.ゴミを捨てる

10.魚やタコ等をとる

D生活あふれ;だし行為

E漁獲・採取行為

11. y'tアピPサザエ等を?と万二

生

産

的IF漁業作業行為

行

為

12.岩のりをとる

13.わかめ等の海漢をとる;

14.漁獲物の出荷準備

15.漁獲物を分配する

16.漁真の修理、乾燥

17.魚や海藻を干す

18.一掃だなをた:て号、.野菜を干すG農作業行為

上設:接岸・道路ナシ型

下段:接岸・道路アリ型

図5-3 16 と沿岸道路との関係からみた海浜空間の利用

。 100 50 

接岸・道路ナシ型

接岸・道路アリ型

離岸型 ( 1ち〉

( 

く iア〉 欝欝襲撃

震議議

図5 3-17 と沿岸道路との関採からみた消滅行事数

( 2 )非日常的利用行為の比較

次に、海浜空間の非日常的行為である儀礼・集落行事についてみることにす

る。ほぼここ 20年位の間に消滅した海浜空間における儀礼・集落行事を国 5

3-17に示す。これによると、消滅した儀式・集落行事があると答えた集落

は、分断型に多く、約 95%の集落でなんらかの儀式・行事が海渋空間で行な
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表 5 3-7 海浜空間における消滅行事の事例(一部)

われなくなっている。

このような集議行事の消滅は、利用行為が減ったという意味のほかに空間に

対する思い入れや親しみの低下、管理意識の低下等の空間意識の変容にもつな

がっていると考えられる。

6. 総括

6-1 生活の周期性と秩序概念

( 1 )生活の周期性:海浜空間の利用と管理の関係

1節で明らかにしたように、海浜空間の利用と管理には、時間的対応関係

が指在してお今、それら諒自然条件の周期・季節的周期に規定されるものであ

った。利用行為を生産的行為と生活的行為に分けて見てみると、共同管理作業



は生産的行為の集中する時期の前後に組み込まれており、そこから両者の関係

をみいだすことができる。このことは、環境の共同管理作業が、環境資源の

効な活用を可能にするための人為的行為であることを示したものといえる。

近年、このような生活行為相互の関係について、民俗学分野でも幾つかの

成果が示されている。ここでは、生活を従来の「ハレ j と「ケ j の分類に加え

て「ケガレ Jの生活概念を設定し、それらの相互関連で生活の実体が説明され

ている。

桜井徳太郎は、 「ケJの意味を農作物の成長のエネルギ…源口労働力の源

と捉え、 「ケ Jのパワーが減退する状態が「ケガレ j であり、 「ハレ Jは fケ

ガレ Jの状態にエネルギーを与え常態(rケJの状態=常態)に戻す働きを担

っているという仮説を提示している。そして、図 5 3-17のような「ケ J

fケガレ J . rハレ Jの循環構造のモデルを示している。

この説は、従来の二分法的生活分類を生活相互の関係論として展開してい

る点に特徴があり、示唆的な主張である。

本来、館々の生活は相互の関係によって一定のつながりがあり、総体とし

ての生活に秩序を獲得していると考えられる。このようなことから、環境資源

の生産的利用と管理にも同様の周期性を抽出しうるわけである。

出典〉桜井徳太郎 r巴本民俗宗教論JP.221より

図 5-3-13 ケ・ケガレ・ハレの循環構造モデル

( 2 )関係論としての秩序概念

このように個々の生活行為は、個別に寄在するものではなく、相互に

の関係を有して結びつき、連関することによって、一定の r秩序』を獲得して

いると考えられる。本研究では、空間相互の関係と空間と行為の質的対応に

目し、生活空間秩序のモデルを提示している。指、本研究で

を使用するのは、従来の土地利用研究がこのような関係~・
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欠落しているという認識に基づいている。

6-2 環境資源の活用・保全の論理

これまでに奥能登沿岸地域に居住し、海に面して生活する沿岸住民の生活

-生活空間は、海との深い関係によって秩序づけられていること、また、

海浜空間は、生産のみならず、日常生活や地域の精神的寄りどころとしても

要な役割を果たし、掻めて複合的な機能を有していることが、明らかになった。

以下、本節で得られた知見をまとめると次のようになる。

① 海浜空間の利用は、複合的であっ、個々の利用行為は、集落の空間秩序

-時間秩序・社会秩序と明快な対応関係を有している。

② 海浜空間の利用と管理の関には、利用度が高くなる前に管理が行なわれ、

管理によって利用条件を整備するという関係が容在している。

③ さらに海浜空間の非日常的利用が、 日常的な生産利用と組み合わざるこ

とによって日常的利用一非日常的利用・共同管理作業が生産条件を規定

する自熱条件の周期性と対応することによって、時間的秩j予を獲得して

いる。

④ 個々の利用行為の総体として構成される集落生活は、個別の利用行為の

として在在するのではなく、個々の利用行為(管理行為を含む)が

相互に関係づけられ、連関することによって一定の秩序を形成している。

⑤ 今日の港湾整舗や沿岸道路の整備等の諸々の環境整備は、特定の目的に

対する特定機能の整備であり、主として生産機能に偏した環境整備が各

地で行なわれている。個別の利用に対応した特定目的の環境の整備は、

空間の相互関係・連続性を無視して進められる結果、総体としての生活

環境の質の低下をもたらす場合もあり、この点に留意することが必要で

あると考えられる。(環境整舗の館別性と総合性)

日の港湾整備や沿岸道路の整備等の種々の環境整舗は、特定の目的に対

する特定機能の整備であり、主として生産機能に嬬した環境整備が各地で行な

われている。しかし、このような特定機能にたいする環境整備は、総体として

の地域環境の向上に寄与しているかどうか疑わしし場合によっては地域生活

環境の悪化につながっている。土地の使用価値(空間錨値)に対する認識の低

さが、種々の環境破壊の顕在化を阻み、総体としての環境悪化を進展させてき

た要因ともなっている。このような意味において、海浜空間の有する撞々の役

割を明らかにすることは、環境資源の有効な活用と総体としての地域生活環境

の向上にとって重要な課題といえる。
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釈注

1 )特にここで取り上げる沿岸域の土地利用は、地域の共有的空間としてその

利用や管理形態は、私的土地利用とは異なった特質を有している。厳密な

土地所有権上の規定では、公有地となっている土地ではあるが、その利用

や管理は地域社会に帰属しているのが実態である。

2 )但し、 1980年農業センサス集落調査では、輪島市 25、珠洲市には 82の

沿岸集落が帯在していることになっている。

{参考文献〕

1 )桜井徳太部:民俗宗教論

2 )小林忠夫:能登一寄り神と海の村、日本放送出版協会

3 )早川和夫:生活からみた土地利用の論理、住生活と地域社会、生活学会編、

所収、 1978年

4 )白砂剛ニ:住の思想、農山漁村文化協会、 1977年
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図表自次

9 p 3 1 11子

園 5-3-1 調査対象集藷の位置(奥能登・外浦の沿岸集落 9

5-3 1 調査項目一覧 1 7 

図 5-3-2 道路との関係からみた沿岸集落の分類 1 1 

5-3-2 海浜空間の日常的利用行為(項目数 6

表 5-3-3 農・漁業からみた沿岸集落の分類 1 2 

図 5-3-3 海浜空間の日常的利用実態 22 

図 5-3-4 集器類型(生業)からみた海浜空間の日常的利用項目数 1 5 

図 5-3-5 集落類型(立地)からみた海浜空間の日常的利用項目数

図 5-3-6 海浜空間の空間構成一説明図 28 

図537 利用主体一場所一利用行為の対応

図 5-3… 8 利用行為と利用時期の対応

図 5-3-9 海浜空間における月別行事数

5-3 4 環境管理の諮形態

5-3-5 共同管理作業の主棒

5-3… 6 解禁日対象品目の内訳

図 5-3-10 海浜空間の利用項目数と管理主体の関係

国 5 3-11 海浜空間の利用と管理時期の対応

図 5 3 12 漁家率・生業類型からみた解禁日対象品目数

図 5 3… 1 3 ケ・ケガレ・ハレの循環構造モデル

図 5… 3-14 河川改修の影響(間垣…竹林一山林の関係)

図 5-3-15 防波堤整備の

図 5-3-16 集落と沿岸道路との関係、からみた海浜空間の利用

表 5-3 7 海浜空間における消滅行事の事例(一部)

図 5 3 1 7 集落と沿岸道路との関係からみた消滅行事数

図表 24 図17、 表 ?
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第2編の考察で明らかになった知見

計画学において集落に着目する意義は、地域住民の主体的な土地への働き

かけによって形成された集藷空間・集落土地利用に内在する「計画の論理j を

読み取ることにある。第 2編の考察から、得られた知見を以下に示す。

1. 相対観念としての地域主体の共同性

(工)地域主体の共同性の生成

ここでは、中久保集落のもつ完結性、共同性、平等性、単位性という特

に着眼してモデル(一つの典型)として分析する妥当性について述べ、中久保

の共同性の形成と展開の過程を概観した。

第 l編の考察で、共同体論の論点を整理したが、従来の共同体論の中には、

共同体を前近代・資本主義に先行する社会形態と毘定概念として捉えるものが

流であった。ここでの考察の結果から、集落社会における共同性は、国定し

た枠組みで捉えられるものではなく、歴史的に展開する棺対概念であることが

明らかになった。

( 2 )社会構造の段踏的構成と重層住

中久保集落において、 及び経済的基盤を維持・発展してきた

には、極めて明快な集落社会の協力関係の仕組みと新たな共同性の展開とを見

いだすことができる。中久保集落では、個々の家と家の間の相互協力・相互扶

助の仕組みと麓々の社会関係の組織化が「共同慣行j や「社会組織J として

落社会の社会講造に組み込まれ、また生成されてきたことをここでは明らかに

している。その概要を以下に要約する。

中久保集器における社会組織は、三つのレベルからなる。

すなわち、①家段階、②組段階、③集落段階の三つのレベ)};の社会組織の

段階的構成を集落社会は有してお今、家は住居、集落は集落空間に対応してい

る。家段階、集落段轄の間に位寵する組は、棺互に協力する内容にょっ幾つか

の空間的組み合わせによって異なった幾つかの組が形成されており、質の異な

った組が重層することによって集落の結束をつよくする紐体としての役割と機

能をも有している。これに、④集落関共同の段階を加えた四つのレベルでの成

相互、組織相互の協力関務、とその内容について本節では概括した。
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2. 地域主体の共同性からみた集落域の空間構造

(工)集落域の土地利用・土地割形式にみる平等原知と空間構造

中久保集落のみつまた焼畑時代に焦点をあわせて、焼畑耕作地の開墾と

地割形式にみられる集落社会の平等的共同性の性格を明らかにし、さらに、

落域における空間構造を社会構造・生産様式との関連から考察し、以下の知見

を得た。

① 中久保集落における土地所有は、焼畑耕作という生産活動や集落社会

播造と結び付いた土地割を基礎としていること

9 焼畑耕作地の利用と土地の配分にみられるように、土地の利用と所有

は、一体的な関係にあり、集務社会の平等的共向性の論理が反映して

いること

③ その結果、集落域における所有地の分布や所有面積においても各戸の

平等性が確保されていること

④ 集落域における土地の利用形態や所有形態は立地場所によって一定の

特色がみられること

⑤ 集落域レベルの土地利用は、主として日常生活活動(居住や社会活動、

自給作物栽培等)の濃密な主生活域、みつまた畑が立地し

活動の場となる主生産域、 トネピラキに象徴される保全調整域の 3つ

の性格の異なる領域によって段階的に鵠成されていること

@ ここで抽出された 3つの領域は、土地所有の空間構成とも対応するも

ので、土地利用と土地所有の結び付いた空間構造と理解できること

中久保集落における焼畑耕作地の配分には、徹底した平等原理が貫かれて

おり、土地所有はその論理が投影した結果である。すなわち、特定の人(家)

がいて、集落社会において平等原理(規範)があって、土地の配分がなされる。

その配分には、労働形態に対応した合理性が含まれている。焼畑耕作地におけ

る土地の配分には、その収益を平等に配分するという原則が貴かれており、耕

作地周辺の土地の寵分には、税負担を均等に配分するという原射が貴かれてい

る。ここで重要なの誌、実態に即した平等原理が容在していたことであり、形

式的に土地を配分し、その結果、所有面積に均等性があらわれたのではないと

いうことで、ある。

焼焔誌、焼焔農民の自給自足、食糧確保のための輪作体系であったが、近

世には、こうぞ、茶、やがて、換金作物である三極・桑の導入によって近代化

した農業形態へと脱皮した。その後の焼畑は、山村地域の経済基盤を支える換

金作物として隆盛をみるが、昭和初年を壌に、急速に消滅へと向った。本橋で
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は、中久保集落のみつまた時代までに焦点をあわせて考察を進めてきた。この

時代に磁立された土地所有は、昭和初年以降の林業多角経営時代、昭和50年以

降の二拠点生活時代においても多少は変化したが、その基本構造は今日まで継

承されている。土地利用については、みつまた消滅後、杉・檎の植林がなされ、

焼畑のむらは林業のむらへと変化している。みつまた消滅後の土地利用・土地

所有の展開については、後述したい。

ここでは、中久保集落の集器域における土地利用の空間構成を土地所有、

共向性の対応から考察し、主生活域、主生産域、保全調整域からなる段階的な

空間構成とその実態を明らかにすることができた。

( 2 )生活地名にみる意識空間の構成

集落域の意識空間の構成を明らかにするために r生活地名』を「一定の地

域空間に対応する地域社会(地域主体)内部で日常用いられる土地(土地区画

・地点)に対する呼称J と定義し、生活地名分析によって、中久保集落の生活

地名の分布特性を明らかにした。さらに先に抽出された土地所有・土地利用の

空間構造と意識空間との対応を生活地名に着目して明らかにできた。

ここでは、①先駆的地名研究の成果を整理し、 『生活地名』の概念と性格、

地名に着目した生活空間(集落空間)の分析手法を概括すること、②中

で採取された生活地名の分布特性と立地場所による生活地名の性格の相違を

明らかにし、集藷域の意識空間の構成を考察することの 2点を具体的な研究課

題として考察を進めた。

生活地名による意識空間の分析の手顕は、①生活地名の採取・確認作業、

②生活地名分布図の作成、③生活地名の分類、地名面積、平均一筆面積などの

分析指標の把握、④生活地名一覧表(データ・べ…ス)の作成を経て、生活地

名分析を行うもので、その結果、住居からの距離によって、生活地名分類、

活地名面積、平均一筆面積の特徴も異なり、生活地名の分布・立地には、一定

の{頃向があることがわかった。

そして、集落域を構成する土地に対する住民の意識が、①住居から遠ざか

るにつれて段階的に希薄になっていくこと、②集落境界や意識空間のひろがり

の節目となる地点(地区)には信仰地名やランドマークとなる生活地名が容在

し、特に強く意識されている場所となっていることを示す

んを示した。

( 3 )集落域の空間構造

間の概念モ

ここでの考察では、中久保集落で採取した生活地名を用いて、生活地名分

析から集落域の意識空間の構成を明らかにする手法の有効性を確認し、具体的
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な知見として以下の 3点を得た。

① 集港域の意識空間は、住居から集落界に至る段階的な空間構成をもち、

領域構成の節目となる意識空間の子学在によって秩序づけられていること

② 集落域の意識空間が 3つの領域によって段階的に構成されること

③ この領域は、先の報告で明らかにした主生活域、主生産域、保全調整域

による集藩域の空間構造(土地利用や土地所有の空間構造)と対応して

いること

3. 土地の複合的性格からみた集落域の空間構造

一…能登外浦。上大沢集慈の研究

(工)土地の複合的性格からみた土地利用の空間構成

奥能登外浦に位置する沿岸集務の実態調査を通じて、①集落土地利用は、

個々の土地利用が複合的な役割を担うと共に他の土地利用や地域住民の生活・

生産活動と不可分な関係によって相互に結びついていること、②これらの土地

利用の複合性・関係性によって、集落域の個々の土地利用は、合理的な配置関

採を獲得し、住居から集落域に至る秩序だった空間構成を獲得していることを

実証的に示した。

ここでの考察では、①集落域は、生活活動の濃密な空間から生産活動の濃

密な空間へと段階的に構成されていること、②個々の土地利用が他の土地利用

と機能的関係を有することによって、集落域全体として合理的な配置関係が獲

され、秩序づけられていることがわかった。

また、具体的知見として以下の諸点が明らかとなった。

① 収入面で、は集落外で、の就労が中心であるにもかかわらず、いづれも

繁期には農業を擾先できる職撞についており、一年の生活リズムは

林漁業の一次産業によって規定されていること、

② 農・漁業を基調に、林業・観光、地域外就労の総体によって生活(

)が支えられていること

③ 土地の利用と住民の生活の閤には、山林が住民の生活を支え、住民の

山林利用が山林を管理・保全するような「利用と保全の一体的関係 j

がみいだせること。

④ 集落域の土地利用の配置には、 Jr賢次、外縁の山林が隣接する高部の

地を、集落周辺の農地・山林が集落を保全するという土地と土地の保

全関係が者在していること。

⑤ {国々の土地利用は、単独ではなく、周辺の土地利用と相互に機能的な
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関係を有して容在し、生活上合理的な集落域の空間構成をつくりだし

ていること。

⑤ 陸域方向の集落域は、臼常生活の拠点となる集落を中心に、集落周辺

に立地し、特に利用度が高く殻密に利用されている農地、生産活動の

主要な基盤となっている農地、集落の共同的利用がなされ、一部自家

菜園も立地する山林へと段階的に播成されている。また、海域方向も、

陸域と同様に、日常生活が濃密に展開される空間から、生産空間へと

段階的な空間構成となっている。

以上の考察からよ大沢集落における土地利用の特徴および空間構成の仕

組み(論理)を要約すると以下のように整理できる。

① 集落域の土地利用は、細々の土地利用が援合的な役割を担うと共に、

他の土地利用や地域住民の生活・生産 活動と不可分な関係によって

相互に結びついていること。

② 住居・集落から集落域に至る集議空間は土地利用相互の結び付きによ

って秩序づけられていること。

③ 集務レベルの空間構成は、主屋一前庭(躍道)ー付属棟からなる

単位が、集合することによって海への軸線と窟敷群が形成され、さら

に神社、!日家を中心に屋敷群が集合することによって集落が形成され

ていること。

④ 住居、屋敷群、

ると同時に、

すなわち、

は、それぞれ固有の空間構成をもっ単位空間であ

は屋敷群、屋敷群は集落の構成要素となっている。

は、単位空間である住居、さらに屋敷群の集合体とし

て構成されており、 . 'r=;::::.議へと段階的に広がる単位性を

した空間の包摂関係を有しているといえる。

⑤ 住居・集落から集落域に至る集落空間は、集落を中心に海域方向と陸

域方向の 2つの方向性をもつこと、

@ 集落と周辺土地利用が一体的な関係をもった生活活動の濃密な領域か

ら、生産基盤となる領域、さらに集落の縁辺部に立地する保全と調整

を担う領域によって段階的に構成されていること。

(空間構成の方向性と段階性)

本稿の知克から、計画対象となる眼定された集落域の一部の土地を対象と

するのではなく、住居から集落域に至る土地利用を包括的に捉えること、個々

の土地利用の援合的役割や賠辺土地利用との関係に対しでも十分注意を払うこ
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との必要性の根拠が得られた。

( 4 )土地の科用・所有・意識からみた集落域の空間構造

一奥能登外浦・上大沢集落の場合一

ここでは、集落域を播成する留々の土地利用の配置関係・空間構成と、

地所有及び土地意識(生活地名)の空間配置との対応(整合)を考察し、土地

利用、土地所有、土地意識(空間認識)の 3つの側面から集落域の空間構造を

解明した。

具体的には、①地域住民が日常的に用いる小地名(生活地名)に着目し、

集落域の土地意識・空間認識の組立てを明らかにする。(意識空間の組立の解

明)、②集器社会における社会関採の土地(空間)への投影の主要な要因のー

っとして土地所有に着目し、土地所有の属地・属人的関係、土地所有と

地利用の空間構成の対応を明らかにする。(土地所有の空間構成の解明)、③

土地利用の空間構成、生活地名の分布領向、土地所有 の空間構成の対応に

回し、三つの位指空間の統一体としての集落域の空間構造を明らかにするの 3

点を課題に考察を進めた。

その結果、得られた知見は以下の通り o

① 集落土地利用の空間構成は、土地所有や空間認識の空間構成とも

性を獲得した三つの基礎領域、すなわち主生活域、主生産域、保全調

によって段階的に構成されていること

(集務土地利用の三つの基礎領域)

② そして、集落域の空間構成は、陸域方向と海域方向の二つの方向性を

有する概念モデルとして図のように把握できること、

③ 三つの基礎領域をそれぞれ主生活域、主生産域、保全調整域と呼べば、

7)主生活域:日常生活活動の拠点、となる住居・集落を中心に、諸々の

生活施設や濃密な利用がなされ集務環境の保全にも寄与する周辺

地を含む領域。この領域には、手間のかかる作物や自家消費野菜な

どの生産空間(畑、育苗用ハウス)、生産を描完するための施設、

を洪水からまもる水田などの生産空間も立地し、集落と隣接す

る土地利用が一体的な領域を形成している。

イ)主生産域:主要な生産基盤である農地を中心とする領域。

の社会的性格(生産関係・社会関係の特質。上大沢集落の場合、

地所有の階層性)と最も対応する。

ウ)保全調整域:主要生産基盤を保全する山林や下層住民の自給用菜園、

共有地が容在し、集落社会の存続・保全に る領域。一般に
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地の利用度は低い。

これまでの考察から、集落土地利用の基本性質および空間構成の論理を

約すると以下のように整理できる。

① 宅地、農地、山林、海浜など集落域を構成する髄々の土地利用は、相

に関係をもって講成され、住居から集落域lこ至る集港空間を形成し

ていること。(集落土地利用の一体性)。集落域の土地利用は、儲々の土地利用が複合的な役割を担うと共に、

他の土地利用や地域住民の生活・生産活動と不可分な関係、によって相

に結びついた配置関係をつくりだしていること。(土地利用の複合

性と関係性)

③ 土地の利用と保全には、土地相互閣の機能的な関係と、土地を和用す

ることが保全につながる土地の保全的利用によって人間と土地の相互

依在関係が者在していること。(土地相互間の保全関係と土地の保全

的利用)

④ 上大沢集落の空間構成は、主題一前庭(庭道)ー付属棟からなる

単位が、集合することによって海への軸線と屋敷群が形成され、さら

に神社、!日家を中心に屋敷群が集合することによって集落が形成され

ている。住居、麗敷群、集落は、それぞれ臨有の空間構成をもっ単位

空間であると同時に、住居は麗敷群、屋敷群は集落の構成要素となっ

ている。すなわち、集務は、単位空間である住居、さらに屋敷群の

合体として構成されており、住居・屋敷群・集落へと段階的に広がる

単位性を有した空間の包摂関係を有しているといえる。(空間の単位

性と包摂関係)

⑤ 住居・集落から集落域に至る集落土地利用は、集落を中心に海域方向

と陸域方向の2つの方向性をもって、集落と周辺土地利用が一体的な

関係をもった主生活域、生産基盤となる主生産域、さらに集落の縁辺

部に立地する保全調整域へと段階的に構成されている。(空間権成の

方向性と段階性)

今回の考察から、

かとなった。

に示した集落土地利用とその空間構成の論理が明ら
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4. 総括

( 1 )集落域の空間秩序モデル

集落域の空間秩序、すなわち集落土地利用秩序は「集落域という一定の地

域空間において土地と土地、土地と人間の生活・生産活動とが桔互に機能的関

係を有して形成される合理的な土地利用の空間配置であり、地形条件(生態系)

や土地所有(社会関係) ・空間認識とも整合した主生活域、主生産域、保全調

整域の三つの基礎領域からなる空間構成である j という空間秩序概念を得るこ

とができた。

集落域の空間秩序の特徴は以下に整理できる。

① 空間構成の段階性(三つの基礎領域)

住居を中心とする主生活域、農地を中心とする主生産域、山林を中心と

する保全調整域の三つの基礎領域によって段階的に構成されている。

② 空間構成の重層性

土地利用・土地所有・土地意識の空間構成が一致し整合性を獲得してい

ること O

③ 構成要索の単位性: 聞を構成する偶々の土地利用は、国有の帯

形態を有すると同時に、集落空間の播成要素ともなっていること。

④ 空間構成の階層性:イエとムうの空間構成原理の一致

すなわち、集落域を構成する個々の土地利用は、固有の土地利用形態とし

ての単位性を有すると同時に地域生活空間系の要素としての関係性を有し、総

体として三つの基礎領域からなる集落土地利用秩序が形成されているものと

えられる。

( 2 )集落土地利用の複合的性格

土地利用の複合的性格として、以下の基本性質が得られた。

① 土地利用の関係性:集落の土地利用は、単独ではなく、周辺の土地利用

と相互に関係、をもって寄在し、集落を構成していること。

② 利用と保全の一体性:土地と人間の間には、土地を入閣が利用し、利用

を通じて土地が保全されるという一体的な関係が子学在していること

③ 地利用の援合性:個々の土地利用は、利用目的以外にも接合的な機能を
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もち、被合的な役割も果たしていること。

④ 土地利用の周期性:土地利用が稲作の作業行程を基本として四季に対応

し、季節の変わり自に土地管理が組み込まれていること。

⑤ 土地利用の社会性:個々の土地の利用は、集落社会の自主的規制のもと

で制約を受け利用されていること。

集落域ほ、地域社会の基礎単位である「ムラ j と対応する農山漁村地域に

おける最も基礎的な生活空間の単位であり、ここに示した集落土地利用秩序は、

地域社会と深く結びつくことによって実現されたものである。

今後、土地利用計画の鉢系化の中では、集落域を基礎単位とする計画体系

の整備が必要な根拠として、、なわち、計画対象となる限定された集落域の

部の土地を個別的に計醤するのではなく、住居から集落域に至る集落土地利用

を包括的に捉えることが必要である。その際、個々の土地利用の接合的役割や

周辺土地利用との関係に対しても十分注意を払うことが重要で、あると考えられ

る。

自の知見かち、その論拠が得られた。
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1節 過疎山村における 式

の変容と二拠点型生活

一四国山村・中久保集落の二拠点型生活…

1. 過練山村における地域社会の脆弱化と土地管理問題

山村社会の人口減少・世帯減少は戦後一貫して続いている。特に昭和的年

年代以降の減少速度は急速で、過疎開題が深刻化している。特に、山村地域社

会の脆弱化は、居住者の生活基盤をも弱め、過疎化に拍車をかける結果となっ

ている。山村居住者の高齢化、人口流出は、土地利用面にも大きな影響を及ぼ

している。耕作放棄地の増大、不在地主の増加など土地管理上の問題は深刻で

ある。

一方、我が国の都市と農山村の関係は、急速な都市化・高度経済成長の過

を通じて従来の相互依寄的な関係から分断状況に転じている。また、国土政

策・地域政策においても閤土の過密・過頭、都市・農村問題は摺別的に取り扱

われ、その相互の関係を捉える視点は極めて希薄であった。

それに対して政策の水面下では、都市と農山村を結びつける住民の主体的

な胎動が今日展開しつつある。我が国の都市化は、欧米のそれとは性格を異に

し、極めて急速な農山村から都指への人口移動を基軸に進展した。そして農山

村(母村)からの流出者の多くは、都市居住者に転じた後も母村との関係を維

持しながら生活を営んでいる。盆・正月等の帰省はそれが顕著にあらわれた現

といえる。都市社会において農山村と密接な生活上の関係を有しているもの

が極めて高い比率を占めていることは、我が国の都市社会の現代的特質である。

本部では、 4章で取り上げた中久保集落を伊jにとり、山村流出者の都市居

住形態の特質を母村集落の社会・空間との関係から明らかにすると共に、地域

社会の共同性の新たな展開と山村の土地管理について考察する。

中久保集落(愛媛黒上淳穴郡柳谷村大字西谷)は、四国地方の中核都市・

松山から約 80k問、槻谷村の中心集器・落出からも約 20国離れたところに位

する高知県境最奥地の山村集落である。当集落は昭和 30年頃まで¥我が国

数の焼熔地域でみつまたの主産地であった。明治末期のみつまた導入以来

き上げて来た地域(集落)社会の共同性は封建的性格から脱却した平等性を獲

得し、焼畑消滅後も維持されると共に今日あらたな展開をみせているの
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山村人口の流出祷造

中久保集落には、長子相続・分家禁

止という不文律があり、後継ぎ以外は集

落を離れる。国 7-1-1は、昭和初期

から現在に至るまでの中久保集落からの

人口流出動向を示したものである。

昭和40年以前の人口流出は次三男・

女子に限られ、中久保集落の人口も安定

を保っていた。また、流出先も!日村内を

とする櫛谷村内が大部分であった。

れに対して昭和40年以降は、集器人口の

減少が顕在化するとともに、人口流出領

向も異なって来た。

昭和40年以降の人口流出は、流出先

(流出者の居住立地)の大部分が松山市

内であること、後継者である長男の流出

傾向がみられることの 2点に大きな特徴

をみいだせる。そして中久保集落の人口

減少・後継者の流出・松山への流出先の

中といった傾向は、昭和48年を境に一

顕在化している。

方、中久保集落の戸数は、人口の減少に比べて、極めて安定していた。

中久保集落では、明治以降、昭和30年まで18戸が維持され、その後、昭和初年

昭和40年に火災にあった工戸が離村したものの1982年現在で16戸が現

している。家の維持は、流出

流出者と母村を構造的に結びつけている。

尚、中久保集落では、常会に対して脱退宣言を行なうことによって完全離

山村人口の流出構造と集落生活の広域化

句廿

L.. 

2. 

ーょっム

人口の流出構造

(中久保集落の場合)

1 国7-1

にl

が維持されていることであり、にとって

村とみなされる。

生活・生業の変容と広域化

旧来、中久保集落の生活と生業は、 1000誌におよぶ土地・山林に依拠して

まれて来た。昭和30年を境にみつまたの生産は激減したものの、パルプ材の

伐採・造林等によって安定した集落生活が昭和40年頃まで維持されていた。
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かしその後、社会経済状況の変化に律い山村の生活・経済基盤が崩壊し、集器

生活は大きく変容した。

中久保集落の造林が一段落した後、中久保の主たる経済基盤以、中久保集

落でのしいたけ栽培と森林組合・公社の労務斑への参加による周辺地域での造

林となった。それまで基本的な生活と生産が集落域でほぼ完結していた中久保

の集落生活は、以降2つの系統で発展し、現在に至っている。

中久保における生菜類型は、山村・多角経営型と広域・造林型に大別でき

る。前者は、 しいたけ栽培を中心に田畑・山林の多角経営によって中久保にお

ける集落生活を維持しようとするものであり、後者は造林のエキスパートとし

て周辺集落・櫛谷村域・愛媛県下へと生活・生業圏域を広域化させることによ

って経済基盤を支えようとするものである。

広域・造林型の場合、集落生活の占める比重が棺対的に低下する。そのた

め水田の維持・管理;こは集落生活を維持している山村・多角経営型のものが協

力している。それに対して、広域・造林型のものは、山村・多角経営型のもの

に農閑期の仕事(造林)を提供している。

中久保集落では、このような両者の新たな協力関係によって生活-

の広域化に対応している。

3. 山村一都市のこ拠点型生活

3-1 都市居住拠点の形成

山村の生活基盤の崩壊は子供の就学・就業問題に最も影響を及ぼし、人口

の流出・生活の広域化を進展させた。中久保集落は村内においても最も奥地に

位置するため、最も近い高校に進学する場合にでも親元から離れて下宿生活を

しなければならない。そこで多くの場合、高校進学時に子{共を松山に出すこと

になる。その際、兄弟は一緒に住み、母親が中久保と松山を往復する。このよ

うな傾向が昭和45年以降一般化し、松山と密接な関係を有した生活の広域化が

進展した。当初は、親威や同郷の知人を媒介に住居(間借りやアパート)を倍

り、松山での生活に対応していたものの、松山での住まいは一時的なもので家

族の都市生活の拠点形成にはいたらなかった。またこの間の家族生活は、居住

の安定を欠き、生活そのものの安定を欠くものであった。

就学のために松山に流出した長男は、卒業後松山で就職し、結婚するケ

スが一般的である。長男夫婦の住居の取得は、親(本家)の援助によって行な

われ、その住居は長男夫婦家族の居住拠点、にとどまらず¥松山における家の活
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動拠点という笠格をも有することになる。また、長男が結婚する以前でも松山

に住居を新築している例もいくつか容在している。このことから、松山での控

居の獲得は、長男への援助という単純な理由でけではなく、松山における家の

生活拠点・居住拠点の形成という積掻的な意味が含まれていると考えられる。

また、松山での生活拠点の獲得は、中久保居住者の通院をはじめとする生活利

便上の諮要求に基づくと共に、 圏の広域化に伴う活動拠点、の形成という

味も含まれている。

松山に居住拠点を獲得した後も、中久保の住居は集務生活の拠点、として維

持されており、松山での住居を一方の拠点、とした山村…都市のニ拠点型居住が

中久保の新たな居住様式として今日展開しつつある。

3-2 二拠点型居住の 2類型

ニ拠点型居住に移行した中久保各戸の居住様式は、今日、生活・生業の時

間的・空間的関係に着目することによって二つのタイプに分類しうる。一つは、

中久保での集落生活を基調とする村主都従タイプで¥いま一つは相対的に生活

の拠点を都市におく都主村従タイプである。前者は、山村・多角経営型の

類型に、後者は広域・造林型の生業類型に対応している。また、いづれの場合

でも、山村一都市の二拠点型居住は、生活の年周期・集落の社会行事(常会・

)との対応で展開し、生活的・時間的秩序を獲得している。

(工)村主都従タイプ

隠居・本家夫婦は中久保の住居を拠点に集器生活を維持しており、長男夫

婦家族は松山の住居を拠点、に日常生活を営んでいる。

中久保の住居は、春から秋にかけて家族生活の拠点となり、祭や盆・連休

には長男夫婦家族をはじめ都市にでている子供たちが中久保の住居に集まる。

夫婦家族は月に 2"'3問、娘や次三男の場合は月 1回程度中久保を訪れる

のが一般的である。お盆の晩に長男夫婦家族・娘夫婦家族全員が集まり、 18人

が宿泊したという場合もある。中久保集落は、環高 850mに位置しており、

は涼しく過ごしやすいため、避暑を兼ねて子供を連れて夏休みの間ほとんど中

久保で過ごすものも多くいる。また、秋祭りには都市に出ている長男(後継ぎ)

も全員が参加し、盛大に祭が行なわれている。

このように、中久保の住居は、棒、居・本家夫婦の集落生活の拠点、となると

共に、都市流出者にとっても -郷里としての性格を有した家の生活拠点と

もなっている。

方、中久保の冬は厳しし積雪が 1mに及ぶため、年が明けた後、中久

保の隠居・本家夫婦の多くは、松山の住居に移り生活する。松山の住居は、都
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市生活の拠点、となると共に、正月行事をはじめとする冬期の家の生活拠点、とな

っている。山村・多角経営型の冬期の主な生業は、松山近郊の山林でのしいた

け原木の採取、造林出額きであり、松山の住居はこれら冬期生業の活動拠点、と

もなっている。

( 2 )都主村従タイプ

本家夫婦の生活拠点は相対的に松山の住居に移っているものの、中久保の

住居及び集落社会との関係は完全に維持されている。中久保の住居は農繁期・

盆・集落行事等の生活周期の節目に対応して家の生活拠点、となっており、松山

の住居は日常生活の拠点となっている。広域・造林型の集落生活は、米を中心

とする自給用作物の栽培と山林の手入れが主で、日常的な国熔の管理は、他に

ゆだねる場合が多いが、集活行事には積極的に参加している。

本家当主は、山林の手入れや集落行事のために月 4"'-'5田中久保に出向き、

家族一同が中久保で年 3"'-'4間過ごすのが一般的である。また、際、居夫婦の

活は、本家夫婦に比べて中久保での比重が高い。

3-3 ニ拠点型居住への移行過程一都主村従タイプの場合

図7-1-2は、村主都従のニ拠点型居住への移行過程を古田家を伊iに

体的に示したものである。以下、この事例に郎して二拠点型居住への移行過程

について説明する。

① 中久保での造林が一段落した後、 しいたけを主として田畑・山林の

角経営によって生計を支えると共に、地の当主たちと森林組合の労務

斑に加わり他地域の造林を行なっていた。(昭和40年代前半)

② その後、公社造林を請け負い造林のエキスパート・総請負い業として

自立している。(昭和46年以降)請け会う山林は、岡村内から愛媛県

下へと広域化し、近年は都市近郊山林が主な請け負い対象となってい

る。この間、当主は集落行事や農繁期、月工聞の山林の手入れ以外は

け負い先に出向くことが多くなり、集落生活の比重が棺対的に低下

したミ隠、居夫婦や本家委は昭和47年頃まで集落での生活を維持してい

たが、本家妻は長男の松山進学(昭和47年) ・長女の松山進学(昭和

54年)を契機に松山での生活の比重が増した。この時期において、家

族生活は当主が造林を語け負った松山近郊(土居町)、本家安・子供

の生活する松山、隠居の生活する中久保というように相対的に多掻化

し、家族の別居状態が暫く続き居住の安定を欠いていた。
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関7-1-2 二拠点型居住への移行過程(都主村従・吉田家の場合)

③ 昭和57年に吉田家は松山南部に住居を構えた。松山での住居の獲得に

よって際、屈をも含めた家族全員が同じ屋根の下で生活できるようにな

っ、中久保と松山の二つの居住拠点、を有した生活が営まれるようにな

った。松山の住居は、百常生活の拠点であると共に、家の生活拠点と

しての比重も高くなった。当主は、日常的には松山の住居を拠点に

活し、ここから仕事先に出向くが、集落行事や山林の手入れのために

丹に 4"'5日は中久保で過ごす。際、居夫婦泣春から秋にかけては中久

保での生活の占める比重が高いが、冬から春先にかけては松山の住

らす。また、農繁期・盆・祭には従来通り中久保の住居が家の

活拠点、となっており、家の改修も行なわれている。

このように中久保の住居と集落社会との関係を維持しつつ吉田家は、都市

に住居を獲得し日常生活の拠点を形成している。都主村従のこ拠点型居住は、

落生活の変容、生活・生業の広域住・多極化に住民自らが主体的に対応した

結果獲得された居住様式と言えようo
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4. 母村関係からみた都市居住形態の特質

4 1 中久保集落の同捜二世帯型住居

生活空間の基本単位である住居は、極めて特徴的な形態を有しており、隠、

居慣行の強く反映した居住様式と対応している。

母村である中久保集落は民俗慣行としての隠居慣行が広く帯在する地域に

位寵しており、住居形式(民家様式)は隠、鹿慣行の影響を強く受けている。中

久保集落では生計や炊事、常畑ひいては蔵の内部までも棒、居(老夫婦)と本家

(当主夫婦家族)が分割するという夫婦家族尊重、戸数維持という仕組みを持

ちながら、一方では、本家と蕗屈が相互に、同じ屋根の下で協力し合うという

老若世帯間の協同のシステムをもっている。さらに、このような生活様式・器、

居慣行が完壁に空間のシステムとして様式化されている点に大きな特徴をみい

だせる。中久保集落に現存する 16戸の住居は、すべてこのような住居、すなわ

ち「同様二世帯型住居j と呼び得る特質を有している。(図 7-1-3)

西田国光氏宅プラン，(1982年・中久保集落〉

本家・隠居の生活領域

図7-1-3 中久保の同様二世帯型住
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4-2 開棟二世帯型住居の継承
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⑨ 
関7-1-4 松山における吉田家の住居平面

ニ拠点型居住の一方の拠点、である都市住居は、母村である中久保集落の

と掻めて類似した機能を有している。図 7-1-4は松山における吉田家(

関居父71才、本家当主将才、長男24才未婚 1982年調査時)の住居平面を示し

たものである。ここには中久保の同様二世帯型住居の特徴が色濃く投影されて

いることが読み取れる。中久保の同棟ニ世帯型住居において、平面的に獲得さ

れていた老若二世帯簡の分離と協同の空間システムが松山の住居では立体的に

(一階部と二階部で)獲得されている。また、長男結婚後の世代交代に際して

も十分適応できるように配慮されており、ここでも「分離と協同 j を一代摂り

のものにしない世代交代の周期性に対応しうる空間システムが獲得されている。

田家当主によると、松山の住居の間取りは、中久保の住居を意識して

画されたものではないとのことであった。しかしながら、ここに示された松山

の任居プランは中久保での同様ニ世帯型住居を継承した新たな展開に能ならな

いことは明かである。

このような居住様式の継承は、中久保出身者の都市住居において一般的で

あり、母村住居(居{主様式)の都市住居への影響が端的にあらわれた例として

興味深い。また、際、屈のために自宅周辺の農地を宿り上げることによって、隠

の生活リズムを守っている例も穿在しており、住居形式・居住様式のみなら

ず生活様式そのものの継承もみられる。
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4-3 都市における同郷者の集住領向

二拠点型居住者の都市居住

立地は、中久保集落との地理的

.社会的関係に強く規定されて

いる。

図7-1-5は、ニ拠点、型

居住者をはじめとする中久保出

身者の松山での居住立地を示し

ている。

ニ拠点型居住者の都市居住

拠点は、中久保と松山を結ぶ幹

線道路である国道33号線の周辺

に多く立地し、中久保ヘ日帰り

を可能にすると共に、都市生活

の利梗性を確保している。この

ような都市居住拠点、の立地傾向

は、ニ拠点型居住者の大部分に

みられ、中久保から車で90分程

度離れた松山市南部の一定地域

の都市居住拠点が近

接立地する結果となっている。

また、先にも述べたように、

二拠点型居住者の都市住居は家

の生活拠点としての役割を担っ

ており、次三男をはじめとす忍

都市流出者との交流拠点、ともな

っている。そして次三男の住膳

立地も家の生活拠点となる本家

.後継者の住居との関係;こ規定

される場合が多く、松山市南部

の一定地域に家族が近接して居

住する領向がみられる。

このように松山における中

久保出身者の居住立地は、中久

松山市

ヘ 1'_'" ヨ子!'
;:f- ノ¥1ij)

問中.S[J;土中久保か与の者の主な阿佐立地を示している=

-""""7 

保集落との地理的・社会的関係 閣 7-1 5 松山における居住立地
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に強く規定されており、同郷者の一定地域への集住傾向がみられる。その際、

中久保の人間関係は都市においても継続され、新たな社会関係として展開して

いる。

4-4 中久保集落との関係からみた都市居住の2つの型

中久保集落に現存する 16戸の居住形態の基調は、都市・山村生活のいずれ

にも対応しうる二拠点型居住であった。ここでは、離村者をも含めて都市生活

を営む中久保集落出身者の居住形態を中久保集落との関係(住居・集落生活・

落社会との関係)に着目して整理することにする。

中久保出身者の都市居住形態は、 「ニ拠点型居住J と、中久保を離村し都

市に流出した「離村都市居住J (都市定住)に大別できる。

7-1 …工 中久保集落出身者の都市居住の2つのタイプ

居住の型
二拠点型屈住 能村都市居住

自 蕗 c D 

村主詰5従 苔f5主村従 松山南部 大都市へ

タイプ タイプ 郊外に居 と転居し
住し定住 定住性が
性が高い 伺い

住援の活待 ⑩) ⑧ × × 
常畑の結待 ⑨ Lご込 × × 
水田の結持 ⑨ つ × × 
山椋の結侍 (彰 (竺) ⑨ × 

:⑧ 1⑨ ⑧ O 

業 従行事 ⑨ ⑨ × × 

都市岩住 母村との地理的 母村との

の -社会的諸県 地理的関係ミ

立地待性← 者同居住立地の限定注寸

ご益金次三男・子女を除く
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7-1-1のA型は、山村一都市の二拠点型居住の村主都従タイプ、 B

型は都主村従タイプである。 A型、 B型共に、中久保の住居・集落社会(集落

行事への参加)との関係を維持しうる都市居住拠点を獲得すると共に、都市生

活においても中久保の人間関係を維持した新たな社会関係を生成している。

B型(都主村従タイプ)は中久保での集落生活の比重が低く、田熔の利用

度が低下する額向があるものの、山林の手入れ・維持は定期的に行なっており、

自給用の米作は継続している。長男が結婚を契機に、中久保での米作を積極的

に行なうようになった例もある。

ニ拠点型居住の特徴は、中久保との地理的・社会的関係に強く規定された

都市居住立地、都市における同郷者の集住傾向、山村・都市生活の維持・確保、

居住様式の継承等があげられる。

一方、中久保集落から離村(脱退)し、都市に流出した離村都市居住者の

うち C裂は、中久保集落において山林・墓を維持している。また、居住立地は

中久保との地理的関係に規定されている。 c型の場合、中久保には住居がなく、

山林の手入れを一日のうちに行なう必要があるため、その 地は、 A型-

B裂のニ拠点型居住者の場合より中久保ょっになっている。それに対して D型

は、中久保に墓を残すのみでその居住立地も他のケースとは全く傾向を異にし

ている。 D型のあるものは、まず松山南部郊外に流出し、その後松山中心部ヘ

転屈し松山市内を幾度か転居した後、東京へと流出している。 D型は、中久

保離村後、暫くは集落の人々との関係を保っていたが、転居を繰っ返すにつれ

人間関係が希薄になり、現在では全く交流がない場合が多い。

このように中久保出身者の都市居住は、中久保集落との地理的・社会的関

係によって強く規定されていると共に、集落生活の比重(住居・田畑・山林等

の維持・利用)に対応した立地形態をとっている。

5. 新たな共同性の萌芽と土地管理

5-1 母村における生活主体問の新たな協力関係の萌芽

ここでは、母村における都主村従タイプと村主都従タイプ、すなわち生活

体問の新たな協力関係の展開をみることにする。次に示し

田、畑、山林の管理、土地売買の状況を整理したものである。

ここで注目しなければならないのは、無秩序に土地の貸借関係が結ばれる

のではなく、都主村従タイプ、村主都従タイプの類型開にその関係がみられる

ことである。

十品n
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表 7-1-2 ニ拠点型生活時代における土地響理をめぐる生活主体関の協力関係、

ニ拠点型タイプ 近年 備

村主都住・母村拠点 都主村住・都市拠点 転出 考

生活タイプ A B C D E F G 百 I J K L ドi N O P 

一 村 母村密着 A ¥ ホ 田 2 

拠 主 多角経営 貸 倍

点 都 母村密着 B ¥ 田 l 

型 従 造林請負 貿

生 型 母村密着 C 

ヘ
ホ 田 2 

活 多角経営 借 倍

母村密着 D ホ

代
O 

林業日麗 借

広域生活 E ¥ ホ 自 ホ 畑 4 

多角経営 {昔 委 借 借

広域生活 F 

へ
O 

多角経営

広域生活 G ¥ 
畑 エ

林業労務 借

広域生活 託

¥ 
ホ 国 畑 3 

林業労務 {昔 買 借

都 広域生活 I ¥ O 

主 造林請負

村 広域生活 J ¥ 国 畑 2 

従 造園業 借 措

型 広域生活 K ホ ホ 回 ¥ 
3 

造林請負 貸 貸 手

広域生活 L 田 悶

¥ 
3 

造林請負 貸 貸

都市拠点 M !¥ 
O 

会社員

愛山冬盟 N 

ヘ
O 

隠居生活

近 離住都市居住 O 田 畑 k 2 

年 昭和59年転出 7τ企c 貸

離 離住都市居住 P 畑 焔

¥ 
2 

村 昭和59年転出 貸 貸

参考 表の見方:売は売却、貿は購入、委は管理委託、受は管理委託を受けたことを示す

下段は土地の利用形態を示す。田は水田、畑は常畑、ホはしいたけ栽培のホタパを示す。

髄考欄では、土地管理面で関係する戸数を示した。

AB' . . Pは家番号。

1986年調査、村民ヒアリングより作成
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母村での生活比重の低下した都主村従タイプと村主都従タイプの間のしい

たけ栽壌の場であるホタパ(山林)の提供・貸与を通じて、山林維持とホタパ

の確保ができている。このホタバは、住居から近いことが立地条件であること

から主生活域における山林がその対象となっている。また、 ヒアリングによる

と、畑の貸借は隣接して娼を所有する近隣組織(組)のものへ、田は親戚に

す傾向があるという O

しかしながら母村に生活比重をおくものの高齢化が進み、土地の管理に

弊害がでていることも事実である。 4章でみたように、 1982年には生活道路と

住居周辺の植林を禁止した土地利用協定が集落で合意されている。これは、自

律的土地利用規制は新たな共同性の展開とみることができる。

このように、

確認できる。

の共同性の新たな展開と生活主体問の協力関係の生成が

5 2 不在地主と耕作放棄地の増大一過練化・高齢化に伴う土地管理問題

ニ拠点型生活化という集落生活及び定住様式の変化は、集落空間の利用・

所有・認識にも及んでいる。近年の変化の一つは、土地利用の変化で¥老齢化、

労働力不足に伴う集落周辺農地の縮小である(農地の植林化、耕作放棄)0 第

ニの変化は、土地の地域外への売却で、あり、不在地主の増大である。

国7 4-6は、近年の土地流動化と売却された土地の立地を、図 7…工

7は、 1972年から 1982年にかけて放置または植林された常畑を示している。

1342 

資料)1983年森林簿他 文献 1ょっ引用

国7-1-7 不在地主の増大(原国:篠原重別)
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i →縮小 i → 縮小

近隣畑→一部放棄

(水田) 一部撞林

小規模焼畑→雑木林

要焼焔耕作地→績林

拠点焼畑耕作地→公団造林

形式的私者地 → 公 団造林

共有地・公有地→植林

近年配自利用

松山にも住居を持つ

二拠点型居住の進展

自給作物の栽培

労力不足のため利用低下

(管理委託、無讃倍地)

推茸のホタパ(無償措)

植林されて維持

集落外への売却が目立つ

外部売却、公団委託多し

図?← 1-8 近年の土地利用動向と集落空間の領域区分の対応

-276-



生活の広域化にともなって、都市生活・集落外の生活の比重が増すに従っ

て、集落周辺の焔には木が植えられ、 生活域が縮小する。また、同時に土

地の費器、流動化が進行する。集落周辺の畑については、隣接農地耕作者(近

隣住民)に無償で貸与される場合が多く、水田は血縁者を優先に売却される場

合が多い。それに対して集落外に所有する土地や集落外縁部の山林は、集落外

のものにも売却される傾向にある。

5-3 領域区分との対応からみた集落域の土地利用・土地所有の変化

密7-1… 8は、 4章で明らかにした主生活域、主生産域、保全調整域の

領域区分との対応から近年の土地利用動向、土地管理上の問題を整理したもの

である。

集落生活の比重の低下によって主生活域の外縁部の土地科用が低下し、耕

作放棄地、植林が進む。また主生活域に属する山林は、 しいたけの 上

の理由からホタバの適地となり、その利用が進む。

集落外縁、すなわち保全調整域の山林は、集務外への売却が自立ち、不在

地主による土地流出が進行する。このことは、比較的集落に近い、主生産域の

山林所有の維持ともみてとれる。

このように土地の利用・経営・管理の変化は、集落域における土地の立地

場所との対応が明確で、あり、それは住居から集落域に至る空間構成から理解で

きる。

6. 小活:都市一山村ーのニ拠点生活の特徴

ここでは、①我が閣の都市と農山村の関係、は、急速な都市化・高度経済成

長の過在を通じて従来の相互依存的な関係から分断状況に転じていること、②

国土政策・地域政策においても国土の過密・過疎、都市・農村問題は個別的に

取り扱われ、その相互の関係を捉える視点試掻めて希薄であったことに課題を

あげ、都市と農山村を結びつける住民の主体的な胎動が今日展開しつつあるこ

とを山村転出者と母村関誌から考察した。具体的には、中久保集務を併にとり、

山村流出者の都市居住形態を母村集落の社会・空間との関係を明らかにすると

共に、地域社会の共同性の新たな展開状況と山村の土地管理について考察した。

その結果、以下の知見が得られた。
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[工]人口流出傾向の特徴

昭和幼年以降の人口流出は、流出先(流出者の居住立地)の大部分が松山

市内であること、後継者である長男の流出傾向がみられることの 2点に大きな

特徴が明らかとなった。

[ 2 ]二拠点型生活への展開

中久保集落の造林が一段落した後、中久保の主たる経済基盤は、中久保集

落でのしいたけ栽培と森林組合・公社の労務班への参加による周辺地域での造

林となった。それまで基本的な生活と生産が集落域でほぼ完結していた中久保

の集落生活は、以降 2つの系統で発展し、現在に至っている。

松山に居住拠点を獲得した後も、中久保の住居は集落生活の拠点として維

持されており、松山での住居を一方の拠点とした山村一都市のニ拠点型居住が

中久保の新たな居住様式として今日展開しつつある。

ニ拠点型居住に移行した中久保各戸の居住様式は、今自、生活・生業の時

間的・空間的関係に着目することによって二つのタイプに分類しうることが明

らかとなった。

一つは、中久保での集議生活を基調とする村主都従タイプで、いま一つは

相対的に生活の拠点を都市におく都主村従タイプである。前者は、山村・多角

経営型の生業類型に、後者は広域・造林型の生業類型に対応している。また、

いづれの場合でも、山村一都市のニ拠点型居住は、生活の年周期・集落の社会

(常会・祭等)との対応で展開し、生活的・時間的秩序を獲得している。

[ 3 ]ニ拠点型生活者の都市拠点での居住形態の特質

工)同様二世帯型住居の継承

中久保集落における同棟二世帯型住居は、老・若夫婦家族を基本単位と

る生活領域と世代交代の周期性が対応することによって様式化された極めて明

快な論理性を有した住居である。そこには、個(夫婦単位)の尊重が慣の自

と発展を促し、ひいては家の維持・発展につながるという協同生活の論理がみ

いだせものであった。このような論理が都市住居にもみられることがあきらか

となった。

2 )都市における同郷者の集住傾向

ニ拠点型居住者の都市住居は家の生活拠点、としての役割を担っており、次

三男をはじめとする都市流出者との交流拠点、ともなっている。そして次三男の

住居立地も家の生活拠点となる本家・後継者の住居との関係に規定される場合

が多く、松山市南部の一定地域に家族が近接して居住する傾向がみられる。

このように松山における中久保出身者の居住立地は、中久保集落との地理

的・社会的関係に強く規定されており、同郷者の一定地域への集住傾向が容在
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している。その際、中久保の人間関係は都市においても継続され、新たな社会

関係として展開している。

[ 4 ]二拠点型居住の特徴

二拠点型居住の特徴誌、①中久保との地理的・社会的関係に強く規定され

た都市居住立地、②都市における同郷者の集住傾向、山村・都市生活の維持・

確保、居住様式の継承がみられること、さらに、③中久保出身者の都市居住は、

中久保集落との地理的・社会的関係によって強く規定されていること、④集落

生活の比重(住居・田畑・山林等の維持・利用)に対応した立地形態をとって

いることに整理できる。

[ 5 ]土地利用の変化と新たな共同性の萌芽

生活及び定住様式の変化に対して集落空間の利用・所有・認識にも変容が

みられる。近年の変化の一つは、土地利用の変化で、老齢化、労働力不足に伴

う集落周辺農地の縮小である(農地の植林化、耕作放棄)0 第二の変化は、

地の地域外への売却で、あり、不在地主の増大である。この山村生活・定住様式

が変容する中で、集落の共同性の新たな展開と生活主体閣の協力関係の生成が

確認できた。

[ 6 ]過疎山村における集落土地利用秩序の変容モデル

過疎化・ニ拠点居住の進展に伴う集落土地利用・土地所有の変化を領域区

分との対応から説明できた。このことは、土地利用-土地経営の変化には、

落域における土地の立地状況の違いによる一定の法則性が認められることを

味している。

中久保集落における土地利用変容

・土地管理問題は、 4章で示した集務

域の空間秩序モデル(集落土地利用秩

序モデル)を用いて、図 7… 1-9の

モデル図として表現することが可能で

ある。

このことから、集藷域の空間秩序

の概念モデルは、伝統的な空間秩序の

モデルであると問時に、地域主体

の内部構造の変容(この場合、ニ拠点

型生活への移行に伴う地域主体の分化)

に対する空間変容を説明しうる動態モ

デルとしても有効な空間概念であると

結論づけちれる。
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図7-1-10 過疎山村における

落土地利用秩序の変容モデ)};
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2節 村との関係からみた

過疎山村転出者の都市居住特性

1. 緒言

1 -1 調査の目的

前節では、中久保集落に焦点をあわせて、高度経済成長期以降の居住動向

と地域社会の共同性の展開を概説し、 「都市…山村のニ拠点型生活Jの実態に

ついて報告した。本節では、中久保集落の位置する愛媛県上浮穴郡柳谷村を対

象に、過疎山村からの転出者の居住特性と母村、地域社会との関係について

察する。

山村からの転出は、挙家離村の形態をとるものと、主として若年層のみが

転出し、祖父母(隠居夫婦)や親(本家夫婦)は母村に居住する場合に大別で

きる。後者は、就学・就業を目的とした転出が大部分である。この場合、親が

子供と共に都市に転出して住居を構える場合もある。先の中久保集落にみられ

た「都市一山村の二拠点型生活Jへの契機は、子供の中学、高校への進学で、あ

った。ここで注目すべきことは、 「二拠点型生活j 化に伴う人口流出は、母村

の地域社会から離脱した人口減ではなく、家族、地域社会との関係を維持した

の広域化として捉えることができるという点である。

過疎山村では、人口-世帯減少による地域社会の脆弱化、高齢化が深刻な

問題となっている。過疎化対策として、行政、自治体では様々な施策を講じて

いるが、その主要な柱は人口(増加)対策、高齢化対策、地域振興策である。

過疎山村において人口増加策の対象となるのは転出者の帰還が最も現実的な施

策といえようが、転出者の把握や転出者の帰還意識の把握さえも十分に行われ

ていないのが現状である。また、高齢化において法家族、土地資源の活用・

理においては転出した土地所有者、不在地主をも念頭にいれた対策がもとめら

れるが、転出家族と母村家族の関係、転出土地所有者の土地管理の実態も、行

政の枠組みをこえることから十分に把握されていないのが現状である。

このような問題意識から、本節では、過疎化という厳しい現実の中で、家

族や地域社会と転出者との結びつきが維持されていることの重要性に着目して、

転出者の居住実態、定住・帰還意向の把握、家族や地域社会との関係、土地

の維持・管理の実態を愛媛県上浮穴郡柳谷村転出者を対象に行った郵送アン

ケート の分析から考察する。
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1-2 調査対象と調査方法

今回の調査は、 「柳谷村同郷会名簿J (1982年改訂版)を基礎資料に実施

した。分析に先だって、調査対象とした「柳谷村同郷会Jの位置づけと調査結

果の使用に関する留意点・限界を確認しておくことにする。

柳谷村間郷会は、松山近郊に転出した柳谷村出身者の親睦団体として設立

された。その設立の自的は、①同郷者の結束を促す、②母村からの情報を得る、

③母村を訪れる機会を設けるなどである。

1984年調査に行った同郷会名誉会長である谷間義松氏からのヒアリングで

は、 f柳谷村同郷会名簿 j は、各集落を通じて松山近郊の転出者を調べ氏名、

住所、電話番号、職業を掲載したものであり、松山近郊の転出者の約 7割は把

握しているとのことであった。すなわち、母村で把握されている転出者が対象

となっているわけで、母村との関係が全く無い地域社会からの離脱者は含まれ

ていないことになる。

ここで今回の調査対象の性格を確認すると、柳谷村転出者のなかで、①松

山近郊に転出しているもの、②母村によって把握されているもの(母村との関

係が維持されているもの)、③1982年以前に転出したものということになる。

柳谷村からの転出者は、転出先、母村との関係に着目すると、以下の表 7

-2-1のように区分できる。 表 7 2-1 柳谷村転出者の分類

f 柳谷村岡郷会名簿j によって把握

される転出者誌、右関の Cタイプのも

のである。 E，F， G， Hタイプのも

のも Jターンによって松山近郊に帰還

した場合には、名簿に記載される。

同郷会会員には戦前に転出したも

のであっても、柳谷村、母村との関係

が継続しているものが含まれている。

回は 351世帯に郵送配布し、

160票の有効回答を得た。有効回答

は46%である。

郵送調査は、柳谷村出身の世帯主

を対象に、 1984年12月に実施した。

転出先

上浮穴郡内

松山近郊

その他県内

県外

母村との関係

盤

A B 

C D 

E F 

G H 

7-2-2 郵送アンケートの実施状況 ( 1984.12) 

|柳谷村 i同郷会|配奇数 j有効回答|有効回答率
総世帯数!会員数 数 ( %) 

合計 828 571 351 160 46 
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調査内容

今回の調査は、①転出時期、転出理由、②転出者の定住・帰還意向、③転

出者の居住立地(母村との地理的関係、転出者の集住関係)、④母村との家族

・地域社会との関銀、⑤母村の土地資産の利用・管理の実態の 5項目を主な内

容としている。ここでは、主として転出者の定住・帰還意向との関連から、調

査結果を分析し、その概要を以下に報告する。

円。
1
ム

転出時期とその背景

柳谷村は、県都松山から国道33号線を車で90分、約80km離れた愛媛県上湾

穴郡に位置する山村で、高知県境に援する。先に紹介した中久保集落は、櫛谷

村のなかでも最奥地に位置する集務である。

柳谷村は、昭和30年頃までは、みつまた栽培によって安定した経済基盤を

確保していた。その後、林業・造林によって経済基盤を維持するが、 1963年 (

昭和38年)の豪雪を一つの契機に、人口流出が加速度的に進行し、典型的な過

疎山村の様相を示す。柳谷村における人口流出は、子患の高校進学、山村にお

ける将来展望への不安などの要国によって進行し、現夜は高齢世帯の自然減に

1-4 

-世帯動向をみると、昭和25年 (1950

年)に人口のピークをむかえ、その後、減少傾向が続いていることが確認でき

る。世帯数については、昭和初年以降、減少が顕在化し、昭和40年以峰、減少

傾向が加速している。近年の世帯・人口の減少は、特に自然減が目立つo

世帯

(戸)

よる世帯数の激減期に突入している。

した櫛谷村の入図7-2-1に
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ここで、柳谷村からの人口流出の概要を、時代背景との対応からみておく

ことにする。昭和初年以前に転出したものは、柳谷村がみつまたや林業によっ

て安定した経済基盤を維持していた時代の転出である。この時期の転出者は若

年の次三男、女子、終戦後の引き上げ者の都市への帰還が多かった。昭和30年

代は、みつまたが急速に消滅し、林業契機によって経済基盤が維持された時代

である。この時期は、高度経済成長期に突入し、国土全域での都市化が進行す

る時代でもある。また、高校進学者が増えだした時期でもある。柳谷村には高

校がないことから、村外への進学となる。昭和40年を契機に世帯数の減少が加

速される。昭和40年当初は、転出先も郡内が多かったが、まもなく松山への転

出が中心となる。これは、高校進学が都内の高校から松山へと変化したことも

一国である。そして、この時期から挙家離村が目立ちはじめ、その傾向は、現

在まで継続している。

「柳谷村同郷会 j 会員で今回調査対象となっているものの転出時期をみる

と、昭和初年以前が32%、30年代が42%、昭和40年以降が25%となっている。

また、転出時の年齢誌、 19才以下が44%と最も多く、 20才代が25%、30才代が

20%となってお与、 40才以上の転出は少ない。また、転出者の転出時における

帰還意識についてみると、昭和初年以前に転出したものは、当初から帰還の

志がなく、近年の転出者に誌、帰還を意識しているものが増える傾向にある。

2. 柳谷村転出者の転出理由と -帰還意向

2 1 転出理由

転出の理由は、 「地元に適当な職業がない Jが40%を占めている。これを

転出時の年齢別にみると、 20才代までは圧接9的に職業を理由とするものの比

が高いが、 30才代、 40才代と年齢が高くなるに従って、 f子供の教育を考えてJ

を理由にあげるものが増える。特に、 30才代では53%が「子供の教脊 Jを転出

理由としている。

転出理由を転出時期との対応からみると、昭和初年以前の転出者は、 「

でない Jが約 3割、 「地元に職がない Jが7説、 「都会で生活したい Jが2

割と多く、昭和30年代に転出したものも同様の頬向を示すが、 「子供の教育J

を理由にあげるものが約 3割容在する。昭和40年代以降の転出者については、

f地元に職がない j をあげるものが約8割となり、 「子供の教育 j を理由とす

るものが約 3割いる。昭和30年代以降に転出したものには、 「皆が村を出たか

らJや、 「親族・同郷人に誘われて Jといった理由をあげるものが約 2割いる。
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7-2-3 転出理由(転出持期別) 複数回答、単位 % 

転 地な 林都 都し 家で れ 親に 上進 子の 子す そ

出 元職 業合 会た のな がた 戚誘 級学 供た 供る の

理 にが 経上 でい 後い 村か -わ の のめ とた 他

由 適な 営 生た 継か をら 知れ 校た 教 同め

当い の 活め ぎら 離 人て へめ コ間民 居

全体 6 3 4 14 1 2 4 8 1 2 20 3 14 
『山由時--- 一一一一ー一 『 由一・ー一時 甲山同 世田 一一回一一一日 同一一『

'" 30年 6 1 O 20 20 O 3 1 0 8 O 1 8 

30年代 6 5 8 14 14 7 1 3 1 0 29 O 1 6 

40年~ 70 5 8 O O 9 1 8 23 1 0 1 3 
一

2-2 転出者の定住・帰還意向

転出者の居住形態を帰還意向との関連から分類したものが表 7-2 4で

ある。尚、 「柳谷村に戻ったいが、現実には都市に住み続ける J としたものは

f都市定住型 Jに含めている。

その結果、転出者は、都市に定住を希望する f都市定住型 j が66%と最も

多く、 「帰還志向型Jが14%、都市に居住しながら母村の住居も維持するとし

た「ニ拠点型 j が12%となっていることがわかった。

年齢別では、全年代で都市定住型が多いが、 50才代では帰還志向型カ1125%、

30才代ではニ拠点型が33%と比較的高い比率となっている(表省略)。

7-2-4 転出者の定住・帰還意向からみた定住類型 単位:%

都市定住型 現在のまま住みたいし、住み続けるつもり 54 66 

現在のまま住みたいが、わからない 4 

都市内で転居したい 5 

柳谷村に戻りたいが都市に住み続ける 3 

帰還志向型 柳谷村 るつもり 4 14 

柳谷村に戻りたいが戻れるかわからない 1 0 

二拠点型 現在のまま住み続けるが、 村の家も維持 1 2 1 2 I 

未 定型 現在のまま み続けるが、 8 8 
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3. 転出者の実家・母村との関係

3-1 実家・慕の荷無

まず¥母村における実家の有無、墓の有無についてみることにする。調査

対象全体では、母村に実家があると答えたものは全体の64%、墓があるとする

ものが62%であった。実家の有無を定住類型からみると、ニ拠点裂は、当然で、

はあるが、 100%、帰還志向型では64%、都市定住型では59%となっている。

については、二拠点裂で約8割、帰還志向型で約?割が fある j と答えてい

るが、都市定住型では 6割弱と低くなっている。このように都市定住型、帰還

志向型、二拠点型のj瞭で¥実家を持つ比率が高くなる傾向があること、転出

の大部分が家とのつながりを持っていることが確認できる。

3 2 帰村頻度と帰村理由

転出者の母村との蕗接的な結びつきは、帰村行動によって把握できる。転

出者の帰村頻度についてみると、 「全く帰村しない J、 「数年に 1度程度j と

するものは全体の 1割にすぎず、 9割の転出者が「一年に少なくとも一度以上j

帰村している。帰村頻度は、 「年に数度J とするものが約 4割、 「年に工、 2

閉経度J とするものが約 3割となっており、 2割のものは毎月帰村する。

7-:2-5 転出者の帰村理由

①|②|③/@I⑤ I@I⑦|③|⑨ 

都市定住型 I30 

帰還志向型

二拠点型

未定型

備考)複数回答。単位(%) 
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これを定住類型別lこみると、二拠点型では、 「毎週J と答えるものが約 2

割、 「月に工、 2囲J も約2割存在している。帰還志向型は、 「年に数回J と

するものが 5割、 f年にム 2間程度 j が 2割と、帰村頻度が高い。それに対

して、都市定住型は、約 7%は「全く帰村しない J と答えている。

このように、転出者の帰村頻度は、転出者の定住・帰還意向と密接に関係

していることがわかる。

転出者の帰村理由として、①祝い事、②葬式・法事、③墓参り、④盆、⑤

正月行事、@祭、⑦山林管理、③避暑、⑨その他の 9項目をあげて尋ねた。帰

村理由で最も多いものは、 F墓参り j で、続いて F葬式・法事 j 、 「盆j 、 f 

山林管理J、 「祝い事j 、 「正月 j 、 「祭Jの11慎となる。

定住類型別にみると、ニ拠点型では、他と比較して、 「山林管理 Jが69%

と多く、 「正月 j 、 「盆 J、 f祭Jなどの年中行事時に定期的に帰村するもの

の比率が高いのが特徴である。帰還志向型は、 「墓参り Jのための帰村が最も

多いが、 「山林管理J も36%と比較的高い比率となっている。

3-'-3 実家・母村からの米・野菜の提供と贈答

転出者は、実家や母村の知人から米・野菜などの提供を受け、さらに母村

の知人へのお返しをするという交流がある。さらに、母村への寄付も、転出

の母村との関係をみる一つの指標となる。

転出者の71%は実家や母村の知 表 7-2-6 物品の贈与 (% ) 

人から、米や野菜などをもらい、逆

に約85%の転出者は、母村の誰かに

贈答品を送っている。また、約40%

の転出者は母村への寄付を行ってい

る。母村への寄付は、帰還志向型で

60%、ニ拠点型で64%と高い比率と

なる。都市定住型で母村への寄付を

しているとするものも約 3割いる。

この数値は、他と比較すると低いが

のない転出者で、も、 3分の

1は、母村に対して何等かの貢献を

したいという意忠のあらわれとみる

と高い数鍾と読み取ることも可能で

ある。

このように物品の贈与から母村

体

帰還志向型

都市定住型

ニ拠点型

定型
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① 

米の

-提

野供

有 盤

1'1 29 

90 10 

67 33 

82 18 

54 46 

② ③ 

母贈

村答 村与

J¥ J¥ 

の の

鋸 盤

85 15 39 61 

86 14 60 40 

86 14 31 69 

79 21 64 36 

80 20 42 58 



とのつながりをみると、二拠点型、帰還志向型で強い結び付きが雑持されてい

ること、物品贈与は、母村から転出者への一方的な提供で、はなく、相互に提供

しあう関係になっていることが確認できる。

3-4 親との同居意向

今回調査した転出者の65%は、親が健在である。ここでは、親との訪問頻

度、同居意向についてみつことにする。

別居する親がいるものは、 51世帯で¥全体の約 3分の lである。別居親と

の訪問頻度誌、 F年に数回 j が37%と最も多く、 「年に一度は親元へ行く J と

するものが68%となっている。ニ拠点型の場合、 f月に 1、 2田」が33%r年

に数回Jが56%と高い比率となっている。逆に、母村の親が松山近郊の子患の

家を訪問する頻度をみると、 「少なくとも工年に 1回以上 J とするものが68%

を占めている。このように母村の親と都市の子息は、相互に訪問しあう交流形

態をとっている。

親との開居意向についてみると、 f特に面倒をみる立場にない J (別に面

倒をみるものがいる)が38%と最も多く、 「親を呼んで同居j が32%となって

いる。この内、 53%はニ拠点型の転出者で、ニ拠点型の 9世帯中、 8世帯は「

親との同居Jを考えている。

4. 母村との関係からみた転出者の都市居住の

続いて、柳谷村を転出し、松山近郊に居住する転出者の都市居住の実態を、

村との関係に着目して論じることにする。ここでは、転出者の母村との関係

として、①居住地選択の理由、②居住地の母村との位置関係、③同郷人の都市

での集住韻向、④転出した同郷人との日常の交流について調査した。

4-1 転出者の住宅

転出者の住宅タイプは、 持家が85%と最も多く、共同住宅の持家は

無である。借家は全体の15%にすぎないが、戸建て借家が約半数を占めてい

る。今回調査対象者には独立していない若年j曹は含まれていないが、山村転出

の戸建て志向は読み取ることができる。

(ヒアリングでは、 の場合、親戚宅への間揺り、民間アパートが多い)
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4-2 転出者の居住地の立地特性

図7-2-2は、転出者の居住地の松山近郊での立地を示したものである。

母村である柳谷村から松山へでる幹線道路は国道33号線であり、その周辺に転

出者の居住地が多く立地している。これは、居住地の選定にあたって、都市生

活の利便性を確保しながら、母村への交通の便も配慮した結果とみることがで

きる。

さらに詳しく居住地の立地頬向をみると、同一集落出身者の集住{頃向を読

み取ることができる。これは、兄弟・親威、同郷人(同一集落)と日常的つな

がりを求めたことや誼接住宅の斡旋を受けたことに起因するものと考えられる。

国道33号線沿線への集住傾向は、髄々の転出者が母村との地理的関係を重摂し

た結果とも読み取れる。しかし、国道33号沿線以外においても、同一集落出

者の集住傾向がみられることから、血縁・地縁者の集住という居住地選定傾向

が確認できる。この点については、次の設問からも裏付けられる。

北条市

• 

‘ • • • -• 
-• 

• • 
• 

• • .・.・. • 
• 

•• 
‘
 

• • 
柳谷村 (80krn)

図7-2-2 松山近郊における柳谷村転出者の居住地の立地
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4-3 転出者の居住地の選定理由

転出者がどのような理由で現在地を したのかを定住類型別にみたもの

が表 7-2-7である。

母村との関係に着 表 7-2-7 転出者の居住地選定理由

自ると、 「村に帰るの

に捷利j とする地理的

.交通の利便性をあげ

るものが、ニ拠点型で

38%、帰還志向型で29

%おり、高い比率とな

っている。また、ニ拠

点型では f兄弟・親戚

が近所にいる j を理由

にあげるものカ!~44% と

も高い数値を示す。

都市定住型では、 「兄

弟・親戚が近所Jが28

都市定住型

帰還志向型

ニ拠点型

未定型

① ② 

村の 兄が

にに 弟近

帰便 -所

る利 親

戚

14 28 

29 24 

38 44 

36 O 

③ ④ 

間近 あ

郷所 ら地

のに か取

人い じ得

がた め

6 20 

1 4 1 9 

1 3 2 5 

9 9 

⑤ @ 

職が そ

場近 の

イ患

サム主4

校

2 5 1 9 

29 2 9 

1 9 1 3 

36 25 

%いるが、 f村ヘ帰る 備考)譲数回答。単位(%) 

のが便科 j を理由にあげるものは14%と少ない。

5-4 都市生活における間郷者間の交流

転出者の都市における同郷者間の交流を、訪ね合う同郷者の数と訪問理由

からみることにする。

転出者のなかで¥同郷者間の相互訪問を自常的に行っているものは、全体

の57%となっている。二拠点型では、実に81%のものが、転出先においても同

郷者との交流者行っている。帰還恋向型は、それよりも多く、 87%のものが相

互訪問の交流を行っている。

訪問時の話題は、 f雑談」と答えるものが最も多いが、 「仕事関係 j 、 f 

山林の管理j 、 「集港運営・集落行事j を話題としてあげるものもいる。また、

泊まったか食事をともにする場合も多い。定住類型に着目すると、ニ拠点型、

向型では「仕事関係J、 「山林管理 j の話題が多く、婦還志向裂は「

落運営・集落行事J を話題とする訪問が約 2割と高い。

このように、転出者の母村との関係は、都市における同郷者間の交流とし

ても展開しており、母村の行政区域内にとどまっていない点、に注目することが

必要である。
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5. 転出者の母村における土地資産の維持・管理

ここでは、転出者の母村の住宅、田畑、山林の所有状況、利用・管理の実

態について考察する。

5-1 母村における土地所有状況

母村に住宅を所有している転出者は、全体の23%である。これを定住類型

別にみると、ニ拠点型で 47%、帰還志向型で59%、都市定住型で14%となって

いる。先に述べた実家の有無と関連させてみると、二拠点型の場合、母村の住

宅の47%は自己所有、 53%は親が所有しているということになる。また、帰還

志向型の場合は、ほとんどが自己所有といえる。

田畑の所有についてみると、自を所有するものが11%、熔を所有するもの

が21%となっている。定住類型別にみると、ニ拠点型では田を所有するものが

37%、畑が44%と高い比率を示し、帰還志向型では田が17%、畑が48%となっ

ている。都市定住型は、国 4%、畑13%と、田畑を所有するものは少ない。

山林を所有する転出者は、全体の防犯と多く、二拠点型では75%、帰還志

向型では71%となっている。帰還意志のない都市定住型の場合でも山林を所有

する者が49%いる。

母村に山林を所有するものの所有面積をみると、全体の59%は5ha未満で¥

5 ha以上10ha未満が22%、10ha以上が19%となっている。これを定住類型別に

みると、二拠点型で、は10ha以上の山林所有者が25%と多く、都市定住型の89%、

帰還志向型の79%は10ha未満の所有となっている。

表 7-2-8 転出者の母村における住宅、田畑、山林の所有状況

住 田 焔 山 林

盤 有 盤 鑑 有 鏑

体 23 77 11 89 21 79 55 45 

都市定住型 14 86 4 96 13 87 49 51 

帰還志向型 59 41 27 73 28 52 71 29 

ニ拠点型 47 53 37 63 44 56 75 25 

単位(%) 

このように、①転出者であっても、母村で土地を所有する比率が高いこと、

②山林の所有比率が高く、田の比率が低いこと、③土地利用形態によって転出

の土地所有の比率が異なること、@土地所有傾向は、転出者の定住類型と密

接に関連していることが確認できたの
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6-2 土地資産の活用・維持・管理

続いて、転出者の母村に所有する土地資産の利用・管理の実態をみること

にする。

母村に所有する田の利用・管理形態を、①自分で利用・管理、②知人・親

戚に貸す、③植林して放置、@放置に区分すると、全体では f知人・親戚に貸

す Jが最も多く、 「自分で利用・管理Jが続く o 田の利用・管理には、定住類

型による特徴はなく、ほぼ同様の傾向を示している。

表 7-2 9 田の利用・管理形態 (幻

① ② ③ ④ 

自己 管理 放置 その

管理 委託 イ也

帰還向型 1 7 67 20 O 

二拠点型 1 7 60 1 7 

注)都市定住型は事例が少数のため省略。

畑についても、向様の瀕向であるが、定住類型加では、ニ拠点型では「知

人・親戚に貸すJ、 f自分で利用・管理Jが43%と、帰還忠向型より高い数値

となっている。その他の熔については、ニ拠点型の場合、 f放置 j はなく、 「

植林してから放置 j が14%であるのに対して、帰還志向型では f放置 J、 「植

林してから放置 j が共にお%となっている。

表 7 2-10 畑の科用・管理形態 (完)

二1ff@JlJ1 1ふlJ
帰還志向型 110110120120 

二拠点型 1431431141 0 

注)都市定住型は事例が少数のため省略。

田と焔の利用・管理は、母村における人間関係の有無が大きく影響してい

る。二拠点型の場合、盆、正月、祭をはじめとする集落行事への参加も比較的

維持されていることから、母村における人間関係も強い。二拠点型の管理委託

が高い比率であることは、母村での生活を維持している在村者との間に新たな

協力関係が構築されていることを示す数値と読み取ることができる。
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山林の管理形態についてみると全 表7-2-11 山林の利用・管理

体では「自分で植林して管理 j が最も

多く 50%、 「管理を委託 j が、 26%、

F放置 j が24%となっている。これを

定住類型別にみると、ニ拠点型では、

「管理を委託 Jが多く「放置Jが少な

い。逆に都市定住型では、 「管理を委

託 Jが少なく「放置 j が多い。

このように山林の管理面では、放

山林の多い都市定住型の土地管理が

問題となる。ニ拠点型の場合、管理委

託が多く、放寵される山林が少ないこ

とからも、定住類型と山林の管理形態

の対応が確認できる。

6. 1]¥活

① ② ③ 

自己 管理 放置

管理 委託

体 50 2 6 24 

都市定住裂 60 1 3 27 

帰還志向型 46 2 9 2 5 

ニ拠点型 42 42 1 6 

単位(%) 

本節の考察から、山村転出者の近郊中核都市における居住特性、転出者の

都市生活においても家族、母村との関係が維持されている実態が明らかになっ

。
た

的に得られた知見を以下に示し、本節のまとめとする。

1 )転出先(都市)での居住特性

① 山村からの転出者は、都市における居住地選定に探して、母村との地理

的関係を重視していること、その結果、都市と母村を結ぶ幹線道路沿線

への転出者の集住傾向が確認で、きた。

② さらに、転出先においても相互に訪問しあうなど同郷者間の日常生活上

の関係を維持しているものが多いことが確認できた。

③ 転出者の約 7割は都市に住み続ける都市定住恕の転出者であるが、約 3

割は、帰還を希望する帰還志向型であったり、母村にも住居をもっニ拠

点裂の転出者であることが明かとなった。

II)転出者の母村との関係

④ 転出者は、母村への帰村行動、米・野菜の受託と贈答・寄付、母村での

土地資産の所有によって、母村との関係、を維持している。具体的内容は

転出者の定住・帰還意向によって特徴がある。(以下の表参照)
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7-2-12 定住・帰還意向の相違からみた転出者の特徴と母村関係

二拠点型 帰還志向型 都市定住型

年齢 I 30才代̂ "'50才代 50才代 刊才代

続柄 i 長男 男 一一一次

居住地 i母村との地理的関係 l母村との地理的関係 l居住環境、職場との

の立地 lを強く意識 iを強く意識 i 関係を重視

帰 村 i丹に 1̂"'2回が多い i年に数回が多い 年に数回が多いが、

頻度

山林管理

目的 i家・

l寄せは!痛手すしない

り、山林管理 i冠婚葬祭 儀礼

母 村 l実家や母村とのつき i実家や母村とのつき との関係は維持

との iあいを維持している iあいを維持している iしているが、母村と

社 会 1 (会合・行事出席) I (寄付・贈答は希薄

都市においても悶郷 i都市においても同郷 i都市においては間郷

との関係を維持 i者との関係を維持 i者との関係を維持

村 i都市-母村に住宅を 16訴は母村に住宅を 18割強は母村に住宅

の |全戸所有する |所有している l宅を持たない

地 II葺・焔・山林の所有 II葺 .i自・山林の所有 i田熔は所有しないが

所有 i率は37、弘、 75%と i率は27、位、 71%と I5割は山林を所有し

有所ふ小・
4
舟
1山の

分

。

溝

部

る

未

大
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内
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v
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田畑は親戚・知人に j田畑は親戚・知人に i山林は放置また

し山林は自分で管 i貸し山林は自分で管 i理委託
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⑤ 二拠点型の転出者は、特に母村との結びつきが強い。帰村頻度も高く、

盆、正月、祭などの社会生活の節目には帰村し家・ に参加する

場合が多い。

@ 帰還志向型の転出者は、ニ拠点型の転出者に比べると帰村頻度は低いが、

米・野菜の受託と贈答・寄付といた結び付きはきわめて強い。

⑦ 都市定住型の転出者の帰村は、墓参りや法事、祝事などを目的としたも

のが多く頻度は低い。しかし、米・野菜の提供を受けているものが 6割、

母村行事への寄付を行っているものが3割脊在しており、母村とのつな

がりを維持している場合が多い。

III)母村での土地所有と土地利用・管理

③ 住宅は、自分で所有し、維持・管理しているものが、転出者の 2割存

し、定住類型からみると、ニ拠点型、帰還志向型に多い。

⑨ 田を所有するものは l割、畑は 2割と、いずれも転出者の所有比率が低

い。しかしながら、ニ拠点型、帰還志向型の所有比率は 3割前後であり、

母村の知人・親戚に管理委託している場合が多い。。山林は田熔に比べて所有比率が高く、転出者全体の約 6割が所有してい

る。その比率は、ニ拠点型、帰還志向型で高く、白

場合が多い。

の形態をとる

転出者の土地管理問題は、過疎地域における共通した政策課題である。山

村からの人口の流出は、同時に不在地主の増大につながる。過疎山村の土地の

活用と管理、不在地主問題の克服には、転出地主と母村との結びつきを確認し

対策を講じることが必要である。

本節の考察では、転出者の転出後の居住形態、定住・帰還意向の相違が、

山林をはじめとする土地の利用・響理形態と関連していることが明かとなった。

さらに、母村との社会的関係が維持されている場合に抵、定期的な帰村、土地

にみられる在村者との新たな協力関係の事在が確認できた。

山村地域社会は、人口の流出によって地域社会が脆弱化しているが、

において転出者と在村者、転出者同士の関係が維持されることによって、地域

社会の崩壊が坊がれ、土地が管理・保全されているのである。

山村社会の維持と山村土地資源の活用・保全には、転出者と母村とのつな

がりを維持し、さらに都市一山村にまたがった地域社会の再編、新たな地域主

体の育成が求められる。そのためには、転出者と在村者のつながり、都市と山

村のつながりの重要性を確認することが求められる。
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緒言一農村の混{主化と地域主体の内部構造

わが国の農村地域は、高度経済成長期以降の産業構造・社会構造の変容に

伴って、地域分化が著しく進行した。全国レベルで都市と農村の関係をみれば、

過疎地域の増大と大都市地域への人口集中が進行し、また地方都市圏において

も中核都市への人口流入・就業地依存度の増大等が進行した。この聞の農村地

域の地域変容は、農村地域における経済基盤としての農業の比重低下、農家の

兼業化と農業集落における混住化の進展、そして、このような地域主体の内部

構造の変容に伴う農村空間・土地利用の変容にその内容を要約しうる。

このような農村地域の地域変容の実態解明は、問題の深刻な過疎地、都市

近郊を対象に重点的に研究が進められ、地方における中核都市圏域、!J ¥都市圏

域の実態解明が遅れていたといえよう。わが国における都市問題解決の重要か

っ基本的な問題は、農村地域における安定した定住基盤を形成・確保すること

である。 しかしながら今日の農村地域は、兼業化・混住化によって従来の安定

した地域社会、地域空間がどのように変容し、また将来においてどのよう念地

域社会像・地域空間像を措くのかそのビジョンが明 J快ではない。

わが国には、 140122の農業集落がある(1990年センサス)。わが国の農村

の農家率は、 1970年当時の45.7%から 1990年には15.7%へと著しく低下し

ており、農村集落は、農家集団の居住空間から混住社会の居住空間へと変貌し

ている o 90年センサスによると、ー農業集落の平均給戸数は、 172.1戸で、そ

の内、農家は27.0戸、非農家 145.1戸となっているo

また農村集落域に居住するものを全国規模でみると、実に 2千 5百万戸が

住していることになる。農村には非農家が増大し、混{主化は国土全域におい

て進展しているのである。このことは、農村地域が、農業生産空間だけではな

く、居住空間・定住拠点、としても重要な役割を果たしていることを示している。

そして、安定した混住社会の形成とそれに対応する生活環境の構築が重要な課

題となっている。

地方小都市圏域は、人口-世帯数の増減が少なく、安定した地域定住社会

を形成している。しかし、圏域内の都市化や浪{主化は顕著であり、農村集活域

の毘住者も多様化している。本章では、安定した地域社会を維持している徳島

県美馬郡脇町を対象に、 工節において、脇町の地域搭造と居住動向の地域的特

徴を明らかにし、見かけ上、安定している地方小都市圏域の内部の地域構造の

変化を明らかにする。 2節では地域主体の内部構造、すなわち混住農村の性格

を新たに設定した混住世帯類型から考察する。さらに 3節では混住化の空間構

造について論じる。





1節 脇町の地域構造と居住動向

1. 脇町の地域構造

l ・・-1 脇町の地域概要

脇町は、吉野川中流の北岸に位置する!日城下町・在郷町で、!日脇町、旧江

原町、 [8岩倉町の三町の合併によって形成された人口約 2万人の徳島県美馬郡

の中心地域である。

脇町は、県都・徳島市から約:.10キロの圏域にあり、徳島の都市圏の外縁部

に位置する。しかし買物や就業などは、ぼぼ脇町を中心とする圏域内での充

足され、 自立性の高い一つの小都市圏域を形成している。

脇町の地域構成は、吉野Jff北岸の河岸段丘と町の中心部に流れる大谷川に

よって特徴づけられている。脇町は、吉野]f!に注ぐ大谷川の自然堤防に発達し

た!日脇町の中心市街地とその常後に広がる低地、台地、山地部の四つの地域に

よって構成され、以下の特徴をもっている。

① 終戦直後の一時期を除いて、大正期ょっ今日に至るまで安定した

人口・世帯構成を維持している。

② 中心市街地、農村地域、山村地域が有機的に結び付いて安定した

地方小都市の定住圏域を構成している。

③ 圏域内の農業集器は、吉野川の河岸段正に立地し、山地、台地、

低地の集落によって居住密度は異なるものの、いずれも散居状の

集落形態・集落景観を呈している。(3節で詳しく述べる)

図8-1-1 徳島県脇町の位置図
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2-2 脇町の地形構造と基礎的生活富

脇町の地形構造は、南北方向においては吉野j[1 (こ注ぐ三つのJilの流域を地

域の基本的なまとまりの単位としている。また、東西方向には吉野J! 1の河岸段

丘によって形成された低地、台地、山地を一方のまとまりの単位とする。この

ような地形条件によって地域構造の最も基本的な枠組みがつくられている。更

に尾根、谷、段丘、水路等の微地形によって空間的なまとまりがみられ、それ

を単位に集落が立地している。

図 8-1-2 脇町の地形

図 8-1-3 脇町の地形と集落分布(山地部のみ)
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図Sーエ -4 脇町の基礎的地区区分 図8-1-5 集港分布とつながり

図8-1-4(ま、脇町の基礎的地域区分、図 8-1-5には山地図域の交

通路による集活のつながつを示した。脇町は、昭和33年の!日脇町を中心とする、

!自江原町、 i白岩倉町の三町合併によって現在の自治体が形成されている。今日

でもこれら旧町の社会的まとまりが、学校区などの基礎的地区区分の基本的な

{立となっている。

2-3 脇町の地域

このような地形・空間的まとまっと社会的まとまりによって脇町の地域構

造は形成されている。すなわち、脇町は、卯建つのある伝統的町並みを有する

中心市街地、吉野JI f北側の低地部、台地部、山地部の農村地域の四つの基礎的

関域によって構成され、地域構造は、図 8-工-6のように把握できる。

中心市街地
市街地

E3低地農せ
匡ヨ台地農村

Cコ 山 間 農村

吉野川

図8-1-6 脇町の地域類型
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脇町は、卯建つのある伝統的町並みを有する中心市街地、吉野Jr [北側の低

地部、台地部、山地部の農村地域の四つの地域によって構成され、以下に示す

居住形態の特質をもっている。

脇町の鹿住形態の特貨は、(丘地部、台地部、山地部によって戸数密度:まこ

となるものの、住宅が緩い斜面に散在的に立地し、散居形態を呈すること、大

部分の住宅が南向きで、吉野川と対岸の山並みが一望し得る立地形態を取って

いるといった共通の特徴がある。この点は 3節において述べるが、一見散在的

にみえる散居型の集落空間にも、一定の空間秩序(集住パターン)が存在して

いる。

一方、脇町の住宅にも地域類型に対応した特徴がある。山地部の山村住宅

は大規模で並列型の間取り、台地部農村では四間型、低地部の農村ではかまや

をもった回開型が基本的な間取りとなっている。農村部の住宅は、主震と約患

を持ち、老若三世代居住を基本としている Q また、中心市街地には、江戸時代

後期から明治にかけて栄えた藍商・呉服商の町屋が現存し、卯建つのある歴史

的町並みを形成している。

脇町の人々は、このような生活環境を基盤として、農村生活をベースにし

た安定した家族関係と地域社会を維持している。このように脇町は、小規模な

がら都市と農村の調和した地域定住社会を形成しており、この点、に脇町の生活

環境・居住様式の特質をみいだすことができる。

2. 脇町の居住動向

2-1 脇町の居住動向

脇町の人口は、戦後の一時期を除け

ば、大正以来、約 2万人を維持している。

世帯数は、近年徐々に増加する傾向がみ

られ、一見、非常に落ち着いた人口動態

であるようにみえる O しかし、町内での

人口移動は活発で、また徳島市や大都市

よ ~1.n0" I r--¥ 
/ ¥¥ :;，.，釘の人口

，0.00111τコァ---ー"---./一一一一一一一一-.>..て之二二ここフ

: 

からのじターンも増えてきている。 図 8-1-7 脇町の人口-世帯数の推移

表 8-1-1は、昭和45年、 55年の国勢調査をもとに、脇町窟住者の居住

開始時期を表わしたものである。昭和0~年の段階で出生時から現住地に住んで

いるものは約 4割で、残り 6割は何らかの移動を経験していることがわかる。

また、昭和45年とお年を比較すると、居住年数の短いものの割合が増え、出生
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表Sーユーユ 脇町居住者の入居時期

量産時から 1(ふ0与人弘j古上前 5に~入9年居前 翠別在に入"-'4岩年

昭和~5年 48. 4 3ユ. 0 5. 5 1 5. 2 

昭和55年 4 O. 3 3ユ. 1 エユ. 0 ユ7. 5 

出典:国勢調査、単位% 45年総数19061人、 55年総数19194人

表 8-1-2 来住者(居住年数日年未満の )の前住地

脇町内 ノレおt:品、 内 県外

昭和45年 4 8. 4 3 1. 0 5. 5 

4 O. 3 3ユ.ユ ユユ. 0 

単位% 45年総数2887入、 55年総数3360人

時から{主んでいるものは減少している 0

8 12は、昭和45年、 55年の国勢調査をもとに、 1 0年間に転入し

てきた者の前住地を表わしたものである。この表から、人口移動の約半数が脇

町内での移動であることがわかる。昭和45年と 55年で比較すると、他県からの

転入がかなり増加している。この原因は工場誘致と Uターンの増加によるもの

である。このように転居者の大部分は、脇町内部のものかじターン者などの地

である点が注目される。

2-2 人口移訪の型

(ユ)脇町と大都市・広域間の人口流動

脇町から大都市、県都・徳島市への転出は¥若年層の都市生活の利便性や

多筏な就学機会を求めての移動が中心である。この場合、転出後も盆や正月の

り等にみられるように地域との関係は維持されており、脇町と大都市 -f忠

市を結びつける血縁的・精神的な関係が存在している場合が多い。

また近年、若年期に都市生活を経験した青壮年層のじターンが増えている。

これは親元への帰還によって、家族生活の安定をはかるという生活要求に支え

られている。このような人口移動は、ライフサイクルに対応した広域の人口移

動と捉えることができる。後継ぎの場合、家・土地を維持するための Uターン

が主であるが、ニ-三男の脇町への帰還も増えている。この場合は、直接実家

ではなく、中心市街地やその周辺にまず住居を選定することが多い。

さらに脇町は美馬郡の韻域中心でもあり、また吉野jii流域と讃岐を結ぶ交
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連の要所でもあるという堆理的立地条件から、周辺町村からの人口流入も多い。

脇台地では対岸の穴吹町から転入してきた世帯も自立つD さらに最近は企業誘

致に伴う若年労働者の転入もある。

昭和55年の国勢調査の結果で推定すれば、移動世

に新居住地を定め、なかでも脇・北庄・猪j尻・拝

町内移動世帯の76%が集中している。

脇町と大都市間の人口移動の特質をまとめると、大都市{こ転出後も出

域との関係が維持されていること、近年じターンが増加し、ライフサイクルに

対応した人口移動のサイクルが大都市との間(こ存在することが確認できた。

周辺町村からの若年労働者の涜入も増え、脇町

できた。

の93%は台地・低地部

の4地区に転入世帯の72%

地

、一}芯

地区

とみるこ

た、現地でのヒアリングより、

の圏域中心としての役割を示していることも把

( 2 )脇町内の人口流動

次に、脇町内での人口移動についてみることにする D

町内における人口移動には大きく二つのタイプがある。一つは町

から中心市街地周辺への人口移動であり、都市的生活を求めての

とができる。他の一つは岩倉-江原の!日村内での山地 へのから

の距離しで約30分村(立、レ」先

動である。

後者の!日村内での移動の場合、転

かはなれておらず、戦前からのつなが

りで土地を低地部に所有していたり、

山地

D e 

ペコttt!~誌(号村〉

住地選

8-1-4に

親戚関係があることなどが

の理由となっている。

すように、流出後も母村コミュニ

イを総持する傾向があり、農業も維

する場合が多いことが特徴的である。

また、山地部から低地部へ転居するも

のは、低地部において集住する結果と

山地もなっている O 図 8-1-8は、

部のある集落からの転出先を示したも

のである。 図8ーユ -8 山地部からの転出先

これらの移動は、流出後も山村部 山地部・西俣名人集落の場合

と低・台地部でのこ拠点的な生活を維持するなど、山地部と低地部・台地部、

中心市街地を結びつけた生活形態を獲得している点で注 Eすべきである。これ

?章で紹介した愛媛県柳谷村の山村一都市のニ拠点型生活への展開と類似

興味深い。
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表 8-ユ-3
山地部から法地部への転出者の母村との関係(二拠点的型生活)
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台地部や低地部の農家の場合、三世代の同居が一般的で、安定した居住を

維持している。台地部・低地部では、次三男の分家や、後継者との同居のため

の住居内部の改善が課題となっている。

一方、中心市街地から地区外への移動もみられるが、実家から近距離の台

地部か市街地周辺の低地部に居住する傾向がある。

また、近年、町中心部(中心市街地やその周辺)に流出していたものが、

山地部へじターンする動きも若干あることが確認できた。この場合、転出後も

母村・実家との関係、・交流を維持していること、母村のコミュニテイが維持さ

れていること、母村での農業生産基盤が維持されていることの 3点が帰還条件

となっているo このような動きは、ライフサイクルに対応した地域内での人口

移動の帯在を示唆しており興味深い。

2-3 地域主体の内部構造の変化と地区別居住動向

(ユ)地区別人口増減

図8-1-9は、地区別の

人口増減を示したものである。

この図から町内(圏域内)

で、人口減少地[Kと増加地区の

分化が進んでいることがわかる。

人口増加地区は、台地・低地部

に多く、山地部では江原地区の

谷筋集落の一部が人口微増とな

っているだけで、人口減少地区

が多い。特に交通条件・

産条件に恵まれない岩倉山地部

の人口減少が顕著である。中心

市街地でも人口の減少が自立つO

すなわち、町全体では人口

.世帯数が安定しているものの¥

その内部で過疎化・都市化が進

c:: コー
にこ ;..-:'ι 

行しているのである。 図8ーユ -9 地区別人口増減 (1980年~85年)

( 2 )地区別居住動向の特質

脇町内部でみられた地域分化は、脇町が都市性を備えた中心市街地とその

周辺の農村、山村圏域が一体となって都市化に対応した結果とみることができ

る。コンパクトな都市層域辻、都市と農山村の有機的な結びつきを可能にし、
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上記に述べた人口流動と人口増減にみられる地域主体の内部構造の変化をもた

らしたのであった。ここでは、地域主体の性格を、国勢調査の調査区別集計の

分析と現地でのヒアリング結果を踏まえて考察する。

表 8ーユ -4は、山地、台地、低地、中心市街地別{こ、人口-世荷の動態、

流出・流入傾向に着目した「居住動向 J、出生時から住み続けているものの割

合、昭和50年から60年にかけてのUターン者の割合に着目した「定住性」、三

世代家族、 60才以上の高齢者の割合に着目した「家族構成 Jの特徴を示したも

のである。

以下では、毘住動向と家族・地域の特徴からみた地域特性を整理する。

ユ)山地部

生活の基礎は農業であるが、中心市街地・香川県への通勤者するものもい

る。定住性が高く、三世代居住の割合も比較的高く安定しているが、近年高齢

化が進んでいる。

表 8-1-4 地区別居住動向と地域主体の性格

| 地域の佳祐
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山地部の居住動向は次のような特質をもっO

①全体的に人口は減少しているが、江原山地の拠点集落である落合は人

口流入が顕著である。

②山践に立地する集落の人口減少が顕著で、交通条件が比較的恵まれた

谷筋立地の集落の人口は安定している D

③農業意欲の強い中の谷は奥地山村でありながら 人口が比較的安定し

ており、じターン者もいる。

④若年患の中心市街地・県外への流出が自立つが、特徴的な勤きとして

江原山地部から江原低地部、岩倉山地部から岩倉低・台地部という!日

行政町内での移動が存在する。

2 )台地部

従来からの居住者は、老夫婦が農業を営み若夫婦が都

う形態が多く、安定した三世代居住を基本としており、

では若年核家族が増加しており、核家J長率が最も高い。

職業にでるとい

い。路台地

や、次三男の近

形態も多くみられる。

台地部の岩住動向は次のような特質をもっO

①脇台地部は町内一円及び周辺町村からの;五入が

ちの流入、中心市街地からの涜入、地区内の分

が集中している D

②岩倉台地部は、人口-世帯数の培法が少なく、

持している O 世帯増の大部分は!日村内での

る。流入者は山村のコミュニデイを経持し、山

がらこ拠点的な農業生活を営むことが多い。

3 )低地部

農業が比較的盛んであり優良農地も帯在する。定住性は低く核家族・

である。山地部か

じターン号子の

定した地域社会を

からの流入であ

との関係を保ちな

の割合も高い。江原低地では市街化の圧力が強く、

低地部の居住動向は次のような特質をもっo

①岩倉低地や曽江1並区では、台地部と同様山地部との関係を維持しなが

らのこ拠点的な生活が特徴的であるc

②江原低地は、周辺町村からの流入やじターンも多く、特に拝

J、ぐた riT工 〆マt..;-r，...;- マ
ノゴJ一一η又ロリ l ι) /<.0 0 

宅
寸
凡
い

人口増加が激しい。交通条件から、徳島市に遥勤する者も多い。

4 )中心市街地

脇町の中心市街地は、大谷川右岸の伝統的町並みが残る南町、中町と県道

沿いの商j苫街が並ぶ北町を中心:こ発達した地区である。南町(立、伝統的建造物

群保存地区に指定されている。大谷川左岸の猪尻地区は、かつては紡績工場が
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紡績工場の致、立地し、工員用の借家もかなり帯在していた地Eである。

地に荷業施設が立地している。

中心市街地では、世帯分離が著しく、単身世帯-核家族が多いのが特徴で

ある。この地区の定住性は{まく、若年震は周辺へ流出し、老夫婦が中心部に残

るという傾向が自立ち、地域の高齢化が進んでいる o これは18市街地の町患の

居住性と密接に関連している。!日市街地の罵辺では新たな住宅建設もみられ、

!日市街地からの世帯分離の受け皿、じターン者の受 ~tIillとして機能している。

中)L.¥市街地の居住動向は次のような特震をもっG

①脇地区中心部では若夫婦が脇台地部や拝原-猪

近年、

に転出する場合が多

く場合が多い。

を主とした流致が激しいc

つ心市街地とそのj記j互に

!致

い。

②猪尻地区で(ま若

③じターン
↓

U
 

と定住サイクル地域3. 

山村の結び付き、実家や地域社会との

さらに大都市・他地域からのじターン現象である。ここ

まえて、以下では、計蕗論的立場から脇町の居住特

を示しこの節のまとめとしたい。

回した

係

1'7  

y、-向の分析から、{主とこれまで述べてきた脇町の地域

内部での都市と小都市

住み替え、

は、

'cr 

し

で明らかになった知

性と生活環境形成の展

を

落や地域との

で特徴的である。

した定住の構築

地域定住社

脇町は、町内どこからでも日分以内で中心市街地にでることのできるコン

パクトな町である。町内での佳居の移動は、 自分の家族・出

関係を維持し、かっ一定の都市的生活をも享受しうるという

0) 3-1 

:之、社会変動の少ない今己における

することが大切である。

の町

という視点から検

の人近

まれている

活環境を基盤にして成り

から地域社会を守 IJ¥ 地域社会の

でのアイデンティテイを維持し、

の形成が重要な課題となる D

イとした地域間格

これまでの

めには、広域社会の

に結びついた自立的定住

時代:こ

/.;;) o:で

した家族関係・地

ってきた。過疎

と安定を実現するた

農山村と都市が有機的

/-← vo-.、される地方都市で

かなた1
U
 

シ」

脇町に代

域関係と農村を

化による地域の

の拡大とそれに伴う都市化・過

疎対策の基本は、 ノ¥口とり

ー
よ

帽
!
ム

円
、
U

いているc

度経済成

日(こ疎化(ま、



わけ若年層の流出を防ぎ、社会増の拡大を図ることを巴擦にするものであった。

その具体策は、工業の導入によって労働生産性の低い農業中心の経済からの脱

皮を図るというものであったD しかし、話自治体の努力にもかかわらず¥これ

らの対策が突を結んだ事例は極めて少ない。

脇町周辺の町村が過疎化傾向にあるなかで、現在の脇町域の居住人口は、

国努調査の記録がある大正 9年以降戦後の一時期を除いてほぼ 2万人前後で推

移してきた。脇町は美馬郡の霞域中心として、極めて安定した定住性の高い地

域社会を維持してきたのである。藍、そして養蚕と、近代以降、日立の中心産

が幾度となく壊滅的打撃を受けるという試授にもまれ、それちに代わるべき

業に曹、まれないなかで、脇田了が過疎化の波に耐えて安定した定住社会を維持し

ていることは特筆すべきことである。安定した定住社会を維持しえたのは、脇

町の空間及び自然をベースに歴史的に苔話された社会的・経済的スト、ソクが

する生産力に対して、 2万人という人口規模がほどよく対応していたことが

要なポイントである。

3-2 地域定住と定住サイクル

一方、時間的経過の各断面における人口規模が 2万人と しているとは

いえ、ぞれ(ま当然転入転出が相殺しあい均街した結果であり、その背後には、

同町内の農山村地域から中心市街地への移動、町外への転出-じターン、町外

からの転入と突に多様で活発な動きがある。

脇町の居住動向について重要なのは、 これらの動きが家族関係や地域社

との関係を断ち切るものではなく、一定の都市的生活を享受するという要求と

家族や地域社会との関係を維持するという要求を統一している点にある。この

ような居住形態をここでは「地域定住J という概念で詑理したい。

地域定住の概念は、単に特定の住居に長期間居住するという意味ではなく、

地域内において自由な生活要求に対応して住居を選定し、家族や地域社会との

関係を保ちながら居住する柔軟性と安定住をそなえた

地域定住という新たな視点、から、脇町の居住動向を

定住サイクル j が浮かび上がる。

第 1のサイクルは、脇町→大都市-徳島市→脇町と循環するじターンの動

きであり、 「広域定住サイクル Jである。第 2のサイクルは、農山村→中心

街地→農山村のサイクルで町内の農山村と中心市街地を結びつける動きで、 「

地域内定住サイクル J と呼び得るものである。

である D
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地域定住からみた生活環境形成の展望3-3 
その展望を示し

重要なポイントと

Uターン

(ユ)広域定住サイクル

脇町が安定した定住性の高い地域社会を維持する上で、

なったのは、一豆町外に転出し、大都市圏で生活経験を積んでから、

してくる広域定住サイクルを形成しえた点、である G

脇町においても若年j習が徳島市や、更には大段、

以下では地域定住からみた生活環境形成の課題を整理し、

に;荒などの大都市

(こ;荒出してゆく

{系を意識しており、

が多 l¥c 

となるのである。

味しているわけ

出身地におけ

地との関係が

が地域社会の

退化を

ごせ-:-fJ i 利也、L

-{Til.¥Ir慌てj、

々な形で出

の

の多くは、

γ向丘三士， )司 、伊

万乙タミ h-之}

、+rll

併し日

(こ地τ才一斗") i、←
て qレlふ、じあるが、出する傾向が

ではない。大都

る家族や地域との

の脇町へのこれら維持されている

安定には なめて

いわゆる「手に識をつけ Jて

(こ住む脇町出身の統領のもとに

って来る的な形態は、

校卒業後、大阪

って来るというケースがかなり

4
U
 

タイプのじターンである。

大工の修

じターンの

また、

でサラリーマン

係が絞持されているかぎり、

化にとって必ヲJ しもマイナスとはい

プミが制限されている現状

られる O

、一乞

子ち H 
L:>ι 、、，

とんどは、高校、大

出身地との地域的

I~ /}年辛子~}ァ
¥ 1.-電〉ル c;.;入

街の

活を経致している。

の

今ムぷ"-ri¥
↑ムェzしJることは、が向.タトに

えない。 の刀ユの
を保証すること

内に滞留するよりも、述切

化にとってより好まし

用

は不可能である O これらの

な肢を得て地域外!こ

では、

人たちが脇町の文化

いてきたように、大都市地域で

じターンしてきた青年が、脇町の

のない所であろう。帰還者は、都市文化ゃ

なった視点から再評価を

ていた、、-ー

することの方が地

都に行

つの町並を

六坂やょっ、

るべきう

いのは当然である。

一方、近世初

市--¥I斗-，-
I.--..J 、ノし能力を

となり、

な生活経験と

の

な人キオとなることも

現代的生活を身につけると共に、脇町の地域文化を

行ない得る資質を身につけた地域在民ともいえよう。

期を大都市地域で過ごし、社老

〉つ乞

t告び出身地や出hト

乞脇町では、

それもまられるとともに、住のパターンが一般的にらすというの近くで

地域との密接な

を支える「地域

あくまで家族や出
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以上のように、

係が維持されている人



定住Jへの勤きとして理解する必要がある。従来の詑策では、流出防止にその

点がおかれてきた。しかし、一旦流出したものの帰還条件を整え、人口の流

出と流入のバランスを保ち地域社会の安定と活住化を図るという政策視点の

入が今後は必要である。

一旦町外へ流出したものが帰還する要因は、穀との同居をはじめとする「

家の事情」が最も大きいが、 「地方都市でのゆとりある生活J と「豊かな環境J

も帰還を支える重要な要素となっている。

従って、 「広域定住Jを可能にする条件を謹えること、特に帰還を可能に

する空間的条件の整備が霊要である。

その第ユ:立、帰還しうる住宅の整備である。帰還者の住宅立地には、出

地区に親と同居するか近くに住む(近居)タイプと中心地区に帰還するタイプ

がある。後継者の場合は、殺との向患を可能にする三世代住居の改善、 2 ・ 3

男の場合は、分家用地の確保等が課題となる。また、緊急の帰還や単身-新婚

の場合には、借家の確保も重要である。いずれの場合でも、都市生活を体験し

ている比較的若年痛の住宅として、現代的な生活要求(こ対応しうる住宅、家族

関捺や地域社会との付き合い等にも配慮した住宅が求められるのである。

第 2(.立、脇町らしい環境の保全と整慌である。脇町らしい環境とは、中心

市街地のうだっの町並、大谷)11の柳並木等の歴史性と文化性を侃えた落ち着い

た居住環境と吉野川と高越山を望む南斜面に広がる巴毘環境である。これらの

環境は、帰還者の原風景であり最も愛着のある景観でも怠る。

を保全し更に質の高いものへと整備を図ることが重要である。

な生活要求に答え得る生活環境の整備と環境資源の新たな

みが必要となる O

( 2 )地域内定住サイクル

一方、脇町の将来的展望の上で、第 2のサイクルの廷立は、広域定住サイ

クルにも増して重要である。脇町の居住動向は、高度経済成長期の大都市志向

から、近年、脇町での地域定住志向のが強くなっており、地域内での人口移

動によって程々の生活要求に対処しようとする傾向が顕著になってきている。

町らしい環境

(こ、現代的

を可能にする

脇町内での人口移動には、山地から低地部への人口移動と、全域から中心

地区(中心市街地及びその周辺地域)への人口移動があり、町内での過密と返

疎が進展している。住環境整備の課題も、人口の増加している中心地区と過疎

化が進展している山地部では、当然異なっている。ここでは、山地部の地域

社会の構築の課題を都市一山村の関係、と定住サイクル(こ焦点、をあてて考える

ことにする。

山地部の人口-世帯は、全体的に減少傾向にある。 、、伊 カ-:)/J¥さく、
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カゴ挙家離村し消滅してし

形のまとまっ-地域のま

の減少化傾向の中

ぷ〉、
ニこ.

は

に多いc

保しえている地区が

人

落での減少が著しく、

まった集落も幾っかある。このような消

とまりの単位の小さい江原山地の山腹立地

山地部の中(こも比較的地域社会の安定を

立地交通の{更の悪い山

もよく、 -6中心地区へ転出した

しているものもいる O 中 0)谷の地域的特質は、

業が盛んなこと、程々の地域活動によって地

持と活性化に成功していることのこ点にみいだせるc 地域

生産-地域生活の基盤が確保されることによ

していで、

る。

業が盛んで、人口の定

け復

地域のまとまりの単位が大きく

中の谷地区は、

ものがじターンして

域コミュニティの

が
)
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コミュニティの

立地集落からの流出者(之、同一!日町内の低地部に

出先においても山村コミュニテイが維持されると共に

さらに、流出先でも僅かな農地を取得し農業生活を維

宅-土地・人間関係も維持されている場合が多い。

独自の定住様式の獲得によって、中心

、b

"e: 

しているわけである。盤条件をが可能になる

山地の山

向がある O

山村の

E又た、 工

出先を選定しやすく、

住する

のって、流出

すると同時に、

例:立、ここで例にあげた二つの

)と山村を にし. ~吉のζ 山びつけ、

したいうイ

ら山村に帰還する山村

住拠点、を猿

イの維持を可能にする

を百戸市

し

すなわち、

(都

住を行ない、一定の

山村と{丘地

活禄式と山

で注目すべきである。ているという

フステージには

一都市の定住サイクル、 の二つの及び、

スにした
ュ一Jをベし、

にするには、を可一部山サイクル、このようなである。

自ヲ

すること、都市居住期におい

によって土地:こ符られたりし

であるoすることが必
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夫婦が中心市街地

三世代の居住が多く

を維持している。この場合、後継者が一旦地域

することによって三世代居住

この場合、三世代居住

との

ることがのない

日六、 j十
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をとる立ノ
/1/ 

のよい

や町外に送致し、老夫婦は

みられ比較的安定した地域社

タトヘ流出した後、結婚を契機に

サイクルが

む

山

を

の一父

として

にみちれる Gになったものが多く、

を可能にする住宅の謹慌が帰還条件となる。

脇町の山村からの人口涜出:こは、 次に示す 5タイプがある。

のライフステージになると山村ヘ帰還
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，¥何と¥j 脇町内の 、'- 夫婦のみが流出 るカ人 の フ叩ふてー と日 的な

協力 するタイプ

伐三7¥ノ 地から し、低地 、」伊 占を タイプ

@ の¥J、-R4:4 ー-9L-9wァ iタ工テニ 3γ1 ム7亡ん F!づ JI」A j、÷仏 し、 う々 との τ 、レ

しているタイプ

⑤ 町外へ涜出してしまい、元;域との 官 しないタイプ

これらの中で、①②のタイプは、地域社会の衰退化を回迭しうる可能性を

している。前者は、山村一都市の定住サイク)];、後者(立、山村一都市のニ拠

型居住と呼び得る 式であり、 こ ~u ちを総称したのが地域内 /，i; 

ルであるO

人口流出には、一定の時期をj支出先で事ちした後:こ帰還する

ない場合がある。 i地域定住社会の搭築 J という視点かち注巴し

ないのは、一主流出した後に帰還するサイクルである。特!こ、人

く、地域社会の維持が重要な課題となっているい山村民C

止め策を考える以上に、帰還条件の控訴が重要であるといえる O

地域内定住サイクルの確立は、生活の共向性においては…ー

しうる老若 2世待が、家族関係を結持しつつ渓山村と中心

る、実質的なニ拠点({主み分け)居住が実現されていることを

で

ら

し

う

な

著

の

そ

ば

が

レ

」
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川

市

y
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している O

によって、都市的生活の利

の笠活基盤も同時に花持するというこつの

脇町{立、中心市街地とその周辺の低地部、

からなっており、都市と民山村が共存して l¥る D このよう

での都市的生活の享受と農山村の維持というこつの

住様式を生み出す混となっている。すなわち、

村の相互依存・協力関係が形成されているのである。

Q 乙 もよJ山
中
川
込 し得ているのである。

:こ山地部

内

っけうる

として在市と山

このような定住

加を経;設するよう

が普適性を獲得するに，、ー

の良質な 、な

の

か

〈

条件となるむあくまでも定住の拠点、は、実家・土地のある山村で iJ¥ 都市は

求を補完する第二の生活拠点である。都市と山村の

っきを一層強めると共に、山村の経持と活性化を促進するための

備を図らねばならない。
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1-2 調査方法

本節の考察{立、 19 年に行った 4自の

年農業センサヌ集落カード、路町が拾合掠

ト諦査結果の分析に基づいている。

アンケート謂査は、 1985年10月{こ脇町

16票の有効回答(有効回答率58%)を得た。

大学地域住宅研究会-都市環境研究所が

町各自;合会の推進民の

擦にした居住者類型であり、従

来の農家(農村居住者)の類型

とは以下の 2点が異なっている。

第ーには、世代継京・読

関係に着目した居住者類型であ

ること、第こには、非農家と地

域社会との関係を考慮した居住

者類型であることの 2点がこの

居住者類型の特徴である。

混住世帯類型を用いること

によって、地域主体としての混

住農村の内部構造が明らかにな

ると共に、その性格、居住者の

生活環境形成に対する要求が明

確になるものと考える。

表 8-2ーユ 世

① 一日f、F戸i'x 、、 タ~宅( Jtピhニ

活点、j ・i虫，ヰe

f¥令とグ1 ス会ド千三 ぎ?に主主 弁7ケt 

@ヘシもが司T之Lさフ?とて 士iメす子血づ手rj乙

⑤地縁・ 系型| 非

⑤地

は/三hj 只-+-ミf 

1々 込~ ス-ciミブH工斗4

・ノマm‘i戸プ4、、 は 3 代 lま

とその後の視足 1980 

に怒してffったアンケー

住、み同
、、ー' fυiffi lノ、 υつムつ

(こ(志村

し、アンケ ト の (玄、

が行った。

の

への ，ィ!モぃJじtρ ニ ・

内容は、

地域整備意向、

などである。

の

評価、今後の地域

2. 農村の混住化と集落類型

伝統的な農村社会は、農家階層の差はあったものの、農業を生業とするほ

ぼ均質な生活スタイルもった居住者から構成されていた。脇町の場合、中心

街地は非農家と都市的職業:こ就きながら自家菜毘ていどの農業を営むものの

住地、その周辺の低地部、台地部、山地部は農家の居住地であった。戦前には

の八一
v

噌
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台地部は畑作と低地部は水田と な生産形態山地部は薪炭と畑作が主

であった。

都市化によって人口の流動化がこのような都市と農山村からなる脇町も、

脇町内部での都市化・過疎化が進行したことは前節でみた通りである。進み、

まず脇町の地域構造をみることにする。混住化の視点から、ここでは、

総農家数は2377戸となっ

他の地方小都市とほぼ

5217戸、1980年七ンザスによると脇町の総世帯数は、

町全体の農家率は、 この数値は、

表 8…2-2に脇町の地域類型と

46%である。ており、

閉じ傾向である。 した。落特性を

落特性表 8-2-2に脇町の地域類型と
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を脇町の地域類型別に集落を単位にみると、市街地では、脇町中心

市街地では 5%から15%、岩倉市街地では約4割、低地部では、江原低地が39

%から56%、岩倉イ民地が53%から90%となっている。また台地部については、

脇台地(上野台地)が23%から61%、岩倉台地が34%から95%となっている。

地は、混{主化の著しい悶上(農家率34%)、上の原 (38%)と

(農家率90%)、小屋 (85%)に分かれる。一方、山地部ではいずれ

が7割をこえているが、江原山地の拠点集落である落合は農家率が27

の

%となっている。

戸数増減率と

も

係を

である。

山地部では戸数の減少が少

が約 8割で

あるのに対して、戸数の減少が

落では農家率が 9割を

こえていることカぎわかる。

部・低地部では戸数が増加し、

家率が 2割から 6割の集落が

多いことがわかる。甫街地では

戸数の増加が著しく、農家率も

然低い。

戸数増減
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ア)農村集落の混住類型とその性格 イ)脇町の地域構造モデル

凡例・類型 世帯数 農家率
居住者特性

増減

轡混合型 十十+ 10%未満 圏域全域からの流入がみられ、

他地域出身者も多い

o混住型 ++ 10-30% 農家の分家・次三男等地縁関

係をもっ非農家が多い

O 安定型 + 30%以上 安定した農家の三世代居住老

夫婦幾業、若夫婦兼業

キ拠点型 + 10-50% 過樹也域の拠点地区で、周辺

地匿からの流入者が多い

審過疎型 70%以上 人口・世帯数の減少が著しく、

高齢化が進行している

注)女中心市街地

図8-2-4 混住農村の地域構造モデル

戸数増減と混{主化に着目すると脇町の集落は、図 8-2-4ア)に示した

5つのタイプ、すなわち農家比率の高いが人口減少の著しい過疎化集落、過疎

地域の中心となり混住化が進展している拠点集落、安定した家族形態と農業を

維持している安定集落、農家が維持される一方で混住化が進展している

落、非農家の比率が高く離農する農家も容在する混合集落(都市化集落)に分

類できる。

脇町の地域構造は、脇中心市街地を中心に、混合型、混在型、安定型、過

説型の集落が同心円状に配置されるこEデルとして把握される。図 8-2-4イ)

十品 を用いて脇町の地域構造をモヂルイヒしたものである。

4. 混住世帯類型からみた地域機造

4"':"'1 混住世帯類型からみた地域播造

ここでは混住世帯類型を用いて脇町の地域類型の特徴と、地域主体の内部

構造について考察することにする。

脇町全体でみると、農家は42.9%、非農家は57.1%の比率となっている。

これを混住世帯類型別にみると、専業農家直系家族型は、 2.0弘、専業農家核家

族型が 4.0%、兼業農家産系家族型は、 19.4%、兼業農家核家族型が17.5%と

なっており、農家については兼業農家直系家族型の構成比が最も高い。非

についてみると、地縁産系家族型が、 7.8誌、地縁核家族型が28.1%、来住直系

家族型が、 4.1 %、来住核家族型が16.2%となっており、地縁核家族型の構成

比が最も高い。
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ここで注目したいのは、非農家のなかで地縁型に属するものが6割強を占

めていることである。ここで地縁型というのは出身地が脇町であるもので¥

落内での分家、離農者、脇町内の能の地区からの流入者、 Uターン者である。

地縁型に属するものの特徴は、核家族が多いことであり、これは実家が別に

しているものも多い。そのことからも、地縁型は、実家や地域社会との結び

つきが強いことが考えられる。一方、来住型に属するものは、非農家の約4寄せ

で、核家族の比率が高い。

表8…2-3は、先に示した地域類型別に混住世帯類型の構成を示し、

8-2…4には集落別に混住世帯類型の構成を示した。

表 8… 2-3 地域類型別にみた混住世帯類型の構成

混住世帯類型 1) 2) I 3) 
地治則

ω

i
i
a
v
 

応
出

f
マtJV

縁

形 i 域

区 i 類

分

市 i 脇中心市街地 lsI 1 51 8l13 8lnl「防
岩倉市街地 2 I 2 I 15 I 19 I 7 5 I 18 I 38 I 77 

江原低地
1 ~ 1 ~ 1叶叶 5 31「叶 83

岩倉{民地 2 I 6 I 19 I 19 I 6 3 I 17 I 46 I 80 

脇台地
I ~ I ~ 17 ~ I勺叶 75地 29 I 5 3 I 6 I 74 I 92 

山 i 江原山地 11~ 11~ 811713l51叶 92
山地 5 I 13 I 1 I 5 I 77 I 95 

脇町全体 I 3 I 4 I 19 I 18 I 8 I 28 I 4 I 16 I 44 I 80 

備考 1)混住世 数値は構成比

①専 系家族 -単身核家族

③兼業農家・ 系家族 家・単身核家族

⑤地縁・ 系家族 @地縁・単身核家族

⑦来住・ 系家族 ③来住・単身核家族
①+②/総戸数 イ立%

3)地縁率 ①十②十③+@/総戸数 単位%
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% 単位混住世帯類型からみた集落別世帯構成4
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⑦来住・恵系家族 ③来住・

2)農家率①÷②/総戸数単位%
3)地縁率 ①十②十③十④/総戸数

4)戸数増減率

1980年の総

備考

イ立%

単位%

-1970年の総戸数/1970年の総戸数

-324-



この表から得られた知見を以下に示す。

① 脇町山間部では、世帯数の減少が著しいが、拠点集落の落合では世帯

数の増加がみられる。

② 拠点集落の落合は、農家率が 27犯と低く、混住化が進展している。

非農家の中でも来住・核型が全世帯の 4割を占め、地縁率は 84%と

高い。

③ 山間部では農家率が7割以上、地縁率は一部の例外があるが約 9割で

ある。

④ 台地部では、農家率が 2割から 9割となっている。地縁率は 6割以

である。脇中心前街地近郊の脇台地と岩倉台地では、世帯構成がこと

なっている。脇台地では、来住・核型、岩倉台地では兼業・鹿系型の

占める比率が高い。

3 2 混住世帯類型別の居住者特性

次に、個々の世帯類型の特徴を見てみると、

型〕、 {専業・核型ト {兼業・直系型)、 { 

については[専業・直系

・核型)の11援に農地面積が

減少し、主位作物の米への特化傾向がはっきりする。また農地の将来意向につ

いては、全体的に現状維持とするものの比率(約 70%)が高いが、 { 

系型}には農地拡張・維持希望が多く(約 20%)、それ以外の農家は他へ

の賃貸によって農地の維持を図りたいとするものの比率(約10%)が高い。

一方、非農家については、 {地縁・直系型〕や[来住・直系型]といった

系家族の住居は戸建持家の比率が高く(約 90%)、定住意向も約 95%と

い。それに対して核家族の場合、借家の比率が約 40から 50 弘と高く、転

も他の類型より高い。( (地縁・核型}で約 20%、 {来住・核型〕で

約 30 %が転居希望)

8-1 5は個々の居住者類型の家族・居住、生業、住居の特質を

したものである。

この分類によれば、以下に示す居住者特性を抽出しうる。

① 脇町農村部に居住する非農家でも農業や地域社会との関係を維持して

いるものが多い:非農家のうち 64%は脇町出身の{地縁型〕で、脇

町外の{来住型〕は 36%にすぎない。脇町における非農家j警は、

業や地域とのつながちある{地縁型}の職業は、役場・農協や自

の地域密着タイプのものが多いが、 {来住型)のもの法地域との関

連性が低い。また、非農家の中で農家出身者のいる世帯の割合はきわ

て高い。
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② 非農家の居住類型によって定住意向や住宅の違い著しい(地縁・直

系型)や{来住・直系型]といった直系家族の住居は戸建持家の比

が高く(約 90 %)、定住意向も約 95%と高い。それに対して核家

族の場合、信家の比率が約 40'" 50 %と高く、転居希望も地の類型

より高いという特徴を有している。

③ 同じ専業農家であっても農業経営の展望や家族生活・居住の安定度は

著しく異なっている[専業・直系型]は農業拡大の意向を示すもの

が泊先いるのに、 {専業・核型]では 5%と抵く、逆に農地の質構

を考えているものが 10%いる。また、 [専業・直系型〕は定住性も

く、 Uターン者のいるものも 10%寄在するが、 {専業・核型]は

定住意向も幾分か低く、高齢化がすすんでいる。

④ 農地経営意向と居住者類型の対応が明快である専業・直系型)、

{専業・核型}、 {兼業・直系型]、 {兼業・核型〕の顕に農地面積

が減少し、主位作物の米への特化傾向がはっきりする。

このように、地域政策や農業政策の点からも、また、土地経営の展望や住

宅改善の課題の検討においてもここで示した居住者類型の視点、は有効で、ある。

特に土地に依拠する農家にとって世代継承に着眼した家族形態の把握は極めて

であると考えられる。

3-3 居住者の農村社会・環境形成への

非農家の地域社会への参加意向を地域の役員の引き受けや道普請等の共同

作業への参加状況に着目してみると、 {来住)の参加意識は他に比べて低いが、

{地縁型〕の場合、農家とほぼ同じ比率の参加意識を示す。

次に農村的環境・自然環境の評価頬向についてみると農家・非農家を開わ

ず高く評価されており、その保全・整備に対する期待は、農家に比べて非

の方が高い比率を示すという傾向がある。

農村的環境・自然環境の評価は農家・非農家を関わず約 75 %のものが

い評価を与えている。また、農家で誌約 15'" 20 %の保全・整備を期待して

いるのに対して非農家は約 25'" 30 %のものが農村的環境の保全・整髄を期

待している。このことから、非農家の住環境への要求は、都市的なものよりむ

しろ農村的環境の中での居住を求める傾向があると考えられる。

以上の分析より、混住農村の生活環境形成の方向は、農村環境と農家・非

農家の共帯社会の獲得の方向を将来像と設定することが必要と考えられる。
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3H行
喝弘

1. 

今日の農村社会は、混{主化や兼業化の進展に伴い、従来の農家を大多数と

した均質的な社会構成は大きく変容している。しかし、多様化している農村地

域社会の居住構成や居住者の特徴を把握する視点、さえも確立していないのが現

状である。

大局的にみた場合、農村地域の居住者は、農業を営むもの(農家)とそれ

以外(非農家)に分類できる。しかし、非農家といっても、全てが従来の居住

(主として農家)の生活形態や地域社会と異質な生活形態をもった系住者と

は限らない。なかには、地区内の農家の分家や近隣地区からの転入者である場

合もある。また、農家についても、高齢者のみの世帯で¥自家消費程度の

しか行っていない専業農家も容在している。後継者のいる

家では、これからの農業経営や土地利用の意向が異なってくるのも当然である。

このような混住農村の生活環境・地域社会形成の方向を展望するためには、 ど

のような人が、地域社会とどのように係わりをもって生活しているのか、また、

どのような人間関係と生活環境の構築をのぞんでいるのかを知る必要がある。

上記の問題意識から、本節では、安定した地域社会を維持している捺島県

馬郡脇町を対象に、居住者の農業との関わりや、世代継承・家族関係、出

地に着目した地域社会との関わりに着目した f混住世帯類型Jを提示し、脇町

町民を対象としたアンケート調査の結果分析を通じて、小都市圏の地域機造、

村混{主化の実態を明らかにした。

その結果、①全体としては安定している地方小都市圏内部での過疎化・都

市化が著しく、地域分化が進行していること、②非農家の増加がみられるが、

家族・地域社会との関係をもった地縁型非農家が多いこと、③非農家であって

も、地域コミュニテイへの参画の意志のつよい、地縁者が多いことなどの

特性が上記の「混住世帯類型 Jからの分析で明らかになった。さらに、今後

の混住農村の生活藻境形成の方向については、④混住農村においては、

の多様化が進んでおり、従来の地域コミュニティを基盤とした地域主体を構成

する生活主体関の協調が重要な意味をもつこと、⑤非農家であっても、農村の

伝統的環境、自然環境の保全を基本とした地域整備意向が強いことが明かとな

った。
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2 ターン

わが国の農村集落の農家率は、 1960年当時の60.5弘から1980年には23.3お

へと著しく低下しており、農村集落は、農家集団の居住空間から混住社会の

住空間へと変貌している。そして、安定した混住社会の形成とそれに対応する

土地利用の調整が重要な課題となっている。

脇町は、人口約 2万人の徳島県美馬郡の中心地区である。脇町は、中心市

街地とその周辺にひろがる低地・台地・山地の農山村によって構成され、①都

市と農山村が有機的に結び付いた安定した地域社会を形成していること、②市

街地周辺の農山村集落は、山地、台地、低地の集落によって居住密度は異なる

ものの、いずれも散居状の集落形態を特徴としている。

また、比較的安定した農村生活と田爵景観を維持していた中心市街地周辺

の台地部や、低地部の集落も、農家の増改築、新住宅の進出が顕著で、従来の

農村集落の空間秩序lこも変容があらわれている。特に、中心市街地周辺や、山

地部の拠点集落に新たな宅地需要が集中しており、後継者との同居のための

住性の向上、分家や来住者のための新住宅地の供給が緊急の課題となっている。

散居型集落において、新たな宅地需要、農家の土地利用意向に対して、如何に

対応するかという課題はこれまでに取り扱われこなかった。散居集務の住居

地は、一見無法期に立地しているようにみえることから、空間構成のパターン

を発見することが難しく、散居集落の計画目標や空間整備手法は未確立であっ

たといえる。

の問題意識から、本節では、散居

ズムを農家の土地利用、土地所有、土地利

落の空間構成とその変容メカニ

向(土地観)から分析し、さら

に、混住化との対応から土地利用の調整課題について考察を行った。具体的に

は、近年、新住宅の進出が顕著で¥従来の散居集落の空間秩序にも変容がみら

れる上野集落を事例に考察を行った。

その結果、散居型集落の空間構成の特徴として、①集落域の骨格として、

東西方向の骨格と高北方向の生活道路の骨格があること、②生活道路に崩辺農

地をもっ農家住宅が取り付くこと、③農家の{主宅と菜園・隣接農地が一体とな

った田欝居住域(主生活域)と北部の主生産域、南部の非農家の住宅の立地す

る空間構成を基本とすることが明かになった。また農家の土地利用、所有、

向の特徴として、④各農家は、住居に隣接して自家菜園、住居周辺に隣接農地、

落域北部に主要農地、南部に調整農地をセットでもつこと、⑤専業農家・

系家族型は農業経営の拡大意向が強く、他の農家は現状維持志向が強いこと、

@主要農地の保全意欲は高いが、調整農地は転売・貸与の意志が強いことが明

-328-



らかになり、各農家の土地利用、土地所有、土地利用意向には、一定のパター

ンが存在することが明らかになった。

これらの考察から、個々の農家の土地利用パターンに一定の法則性があり、

また世帯類型毎に地域コミュニテイ、交流意向に一定の傾向があることが明ら

かになり、地域を主体とした「農j を基調とした地域コミュニテイ、生活環境

形成の必要性と田菌居住区、農業生産区、新住宅誘導・保全区からなる散居型

混住集務の空間形成モデルの提示ができた。
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4賢官 落空間の構造把握か

計画へのアプローチ

1. 混住農村における生活環境形成の課題

わが国の農村集落は、農家集団の居住空間から混住社会の居住空間へと変

容している。そして、安定した混住社会の形成とそれに対応する農村的土地利

用と都市的土地利用の調整が一般的な課題となっている。

脇町は、吉野川支流の大谷川の自然堤防に発達した中心市街地(伝統的町

並みが保存されている)とその周辺に広がる低地・台地・山地の農山村によっ

て構成され、都市と農山村が有機的に結び付いた安定した地方小都市圏域を形

成していることが特徴であった。

脇町では、近年、農家の分家や人口のUターン・ Jターン現象が顕著で、、

混住化が進展している。脇町の場合、混住農村に居住する非農家の大部分は、

村地域と地縁・血縁関係を有した農家の分家・後継者やUターン・ Jターン

で¥その他の非農家も地域社会への同化。協調を前提(当然)とした周辺地

域からの分家・流入者である。脇町の混住社会は、地域と濃密な関係を有した

非農家と農家によって構成されており、農村社会と農村環境にその基礎をおく

定した混住社会であることが社会的特質となっている。

比較的安定した農村生活と田園景観を維持していた中心市街地周辺の台地

部、低地部の集落も、農家の増改築、新住宅の進出が顕著で、従来の

の空間秩序にも変容がみられる。特に、中心市街地周辺の混合型、混住型集落

や山間部での拠点型集落に新たな宅地需要が集中しており、後継者との同居の

ための住宅の居住性の向上、分家や流入者のための新住宅地の供給が緊急の

となっている。

一方、脇町の農山村集落は、山地、台地、低地の

なるものの、荷れも散居状の集落形態をしておっ、

によって居住密度は

地と住居が一体とな

って形成された散居集落の自国景観が空間的特質となっている。また、

落をベースとする台地・低地の農村地域の景観的特質は、伝統的な農家住宅と

その周辺の農地とが一体となって落ち着いた田閤風景を獲得していること、住

が緩やかな斜面に南向きに立地することによって吉野JlIと対岸の高越山の山
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並を一望する景観が獲得されていることの二点に整理できる。そして吉野JlIと

対岸の山並の共有景観が脇町らしさを構成する重要な要素となっている。

散居集落の住居分布は、一見無秩序でバラバラに見えることから、空間構

成の脈絡を発見することが難しく、散居集落の計画目標や空間整鏑手法は未確

で¥定説は容在していない。混住化に伴う新住宅地の無計画な立地は、散居

落の土地利用の混乱を招き、従来の安定した田鶴景観の破壊、農業生産環境

の悪化、コミュニティ形成の阻害等の悪影響を及ぼす危険性をはらんでいる。

このような理由から、一見無秩序にみえる散居集落の空間捧成の文脈を読

み取り、その空間構造をつかむことを計画策定の出発点とすることが必要とな

る。

これまでの考察から得られた脇町の生活環境形成において確認すべき

を以下に整理した。

① 散在的で不規則な空間構成にみえる台地部の散屑集落の空間構成にも

明確な規則性があること

(空間接成の文脈の発見)

② 後継者のみならず、ニ-三男 のUターンもかなっ

(混住農村の居住者構成の把握)

していること

③ ほとんどの集落(住居)が吉野JlIを望む高斜面に立地していることか

ら、田園から望む吉野JlIと対岸の山並みが地域住民の共有景観となっ

ており、この景観を住民は高く評価していること

(共有景観と景観評価)、

④ 生まれてからずっと町内で生活していた住民より、一度町外ヘ出たこ

とのある住民のほうが脇町の伝統的住環境(歴史的町並みや田

対する評価が高いこと(混住世帯類型からみた景観評価)

2. 計画の自壊と方法

2-1 計画自

日OPE計画は、住居と居住環境の地域性を配慮して、特色ある住環境の

形成を目的とした計画で¥脇田THOPE計画では、田露環境の保全的整髄計画

と伝統的町並みの再生的活用計画を柱に、住居及び地域レベルでの計画提案を

行なった。ここでは、散居形態を呈する混住農村を対象とした「田関環境の保

的整備計画Jを紹介することにする。この計調の特徴は、地域の環境ストッ

クの保全を基調とする計画であること、散居集落の空間構成の文脈の読み取り
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を基礎とした混住農村の集落発展計画であることの二点に集約できる。

脇町の社会的・空間的特費(地域性)の把握を基礎に、回関環境の保全的

整備計画では、農村社会と農村環境をベースとする農家・非農家の共存しうる

地域社会の形成と田園環境の保全的整備、農家・非農家の居住拠点の整備を柱

とする「新たな田園空間秩序の形成Jを計爵目標に定め、以下に示すプロセス

で計画を策定した。

2-2 計画の策定プロセス

出閤環境の保全的整備計画の策定プロセスは、基礎調査段階と計画策定段

階に整理できる。

基礎調査段階では、以下に述べるように散居集落の空間構成の文脈を発見

すること、伝統的な住まい方とその変容過程の分析を通じて住宅の地域性と改

善課題を抽出すること、混住農村の居住者構成と住環境に対する評価とニーズ

を把握することの三点を調査課題として基礎調査を行った。

続いて、基礎調査で得られた空間的・社会的特質の確認を基礎に、計画策

定段階では、①集落を基本単位とする計画区域の設定、②計画目標の設定(新

たな田関空間秩j予の形成と三つのサブテーマの設定)、③計画モデル(田園

住域、主要生産域、保全開発域の三つの計画区域)の設定、④それぞれの計画

区域における空間整備課題の整理、@計商区域の性格に応じた空間整備メニユ

…と空間イメ…ジの提示の手順で計画案を策定した。

2-3 散居集活の空間構造の把握

田閤環境の保全的整備計画では、比較的安定した農村生活と田圏景観を維

持する一方で、近年、新住宅の進出も顕著で、従来の散居集落の空間秩序にも

変容がみられる西上野集落(市街地周辺の台地部に位置する混住型集落、

率25%)をモデル地区に設定し、計画を策定した。

に示した図は、台地部に立地する西上野集落の地形密である。一見、散

的で不規則な空間構成(バラバラ)にみえる散居集落も、集落の古い道や信

部空間の立地(骨格とスポット)、道路と住居の取ち付き、住居と農地の関係、

土地所有の分散頬向等に着目して空間播成の文脈を読み込むことによって、以

下に示す空間構成の法則性が抽出できた。

A)散居集落の空間秩序の発見

く集落の領域〉

① 徴地形のまとまりが集落域の範囲と一致する。
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空間構成モデル
(実体モデル)

〈星喜怒の土地所有と土地絞〉
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散居村の構造把握からモデル化への過程(空間構成モデルと計画モデルの対応)
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く骨格とスポ、yト〉

② 東西方向に隣接集落との連絡路となる広域路(広域骨格)が走る。

③ 南北方向には地区(集落)内の主要生活路(地区骨格)が走る。

(大部分の農家は地区骨格に取りつく)

④ 集落の外縁や中心には、神社やお庵(調)等の信仰空間が立地する。

く単位と領域〉

⑤ 住居と菜園、隣接農地が一体となって宅地一農地単位を形成し、その

単位が南北の主要生活路に取り付き、まとまることによって住居と農

地が一体となった田菌居住環境(主生活域)を形成している。

主要生活路の西側の農家は宅地との間に菜園を挟むものが多く、東側

の農家は直接、納屋が道路に向かう土地利用の配置となっている。

く実体モデル〉

⑤ 集落空間は、農家住宅と隣接農地が一体となって存在する主生活域、

水利条件に恵、まれ農地が集団的に立地する主生産域、農業生産条件に

恵まれず農地転用・新住宅地の進出も顕著な保全調整域によって構成

されている。(散居集落の空間構成モデル)

⑦ 上記に示した主生活域、主生産域、保全調整域の三つの基礎領域によ

る空間構成は、下記に示す農家の土地所有や土地観とも整合しているO

B )イエとムラの空間構成の一致

く農家の土地所有傾向と土地観〉

① 農家は、宅地一隣接農地一集落北部の農地一南部の調整農地をセット

で所有するのが一般的で、土地に対する意識(土地観)も共有されて

いる。

② {宅地一農地単位}

農家は、宅地と隣接農地を一体的に所有する傾向にあり、屋敷地内、

もしくは隣接農地の中に自家菜園をもつものが多い。

③ {農地の保全意欲と土地観}

隣接農地に対する保全意欲(所有意欲)は最も強く、田園居住環境が

保全される要因となっている。また、南部に立地する農地の保全意欲

は、低く、農地の転用や流動化がこの区域に集中する傾向がある。新

住宅地も集港南部や広域道路沿いに立地する傾向がある。

くイエとムラの空間構成の一致〉

① (宅地一隣接農地)一(集落北部の農地)一(南部の調整農地)によ

る「イエの空間構成J と(主生活域)ー(主生産域)一(保全調整域)

による「ムラの空間構成Jが一致している。
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② 個々の土地所有者が同様の土地所有傾向を示し、また土地観が共有さ

れていることから、隣接農地の保全が図られ、集落南部において土地

利用転換や流動が集中することになり、結果として、集落域全体の土

地利用も法則的に変容することになる。

基礎調査で得られた散居集落の空間構成モデルは、個々の農家の土地所帯

傾向や土地観とも整合するものであり、計画モデルの基礎となるものである。

その意味で、散居集濯の空間秩序とその変容(発展)メカニズムを解明するこ

とが計画策定の出発点であり、基礎調査段階での中心作業で、あった。

2-4 集落空間の構造把握から計画へのアプローチ

計画の基本的な考え方は、集落域を計画単位に、回国居住域、主要生産域、

保全開発域の 3つの計画区域に設定し、それぞれの計画区域の性格に応じた空

間整備を行うというもので¥ 「地域農家の居住拠点であり、住宅と農地を一体

的に整備し、田園的な環境の保全を計る区域Jを r田園居住域』、 「農地を集

団的に保全する区域Jを r主要生産域』、 「農地の宅地化を計画的に進め、新

住宅地の誘導を計る区域」を r保全開発域』としている。尚、ここで示した 3

つの計画区域によって構成される計画モデルは、基礎調査で得られた散居集落

の空間構成モデルを基礎とするものである。

計留において特に留意した空間整備計菌上のポイントは、以下のように整

理できる。

① 集濯を計留の基本単位とすること。

② 集落域を田園居住域、主要生産域、保全開発域の三つの計菌区域から

なる計甑モデルに整序し、幹線沿道には公共施設誘導ゾーン、外延部

には緑地ゾーンを設ける。

③ 集落空間の骨格を整備すること。(東西方向の道路は広域道路として、

また、南北方向の道路は地区内の生活道路として整備し、地域空間の

骨格として整備すること。)

@ 住宅と農地の一体的整備を行なうこと。(農家住宅は個々に住宅改善

を行なうと同時に、隣接する菜園、農地と一体的に整備すること。特

に住宅に隣接する農地の保全と菜園の整備に留意し、農地・菜園の緑

地機能を高める空間整備となるよう配慮すること。)

⑤ 新住民のための居住環境計画に際しても、脇町らしい自国環境、吉野

}I[と高越山を望む共有環境を事受しうるよう配慮すること。

(その他、菜留の地区内での斡旋、ゆとりある敷地と南入りの確保等
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に配慮すること。)

ここで示した高北方向の地区生活路の整備とそれに取り付く南入り住宅の
計画的誘導は、地域住民の共有景観としての吉野HIと対岸の山並の跳望を確保
しうる空間の仕組みづくりでもあった。
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節 生活環境形成からみた

農地空間の役割とその評価

1. 研究の目的と方法

1-1 研究の目的

大都市圏内に容在する農地形態は多様である。この多様な都市内農地を

地供給源として位置づけるのが従来の土地政策における農地認識の基本であっ

た。そして、都市計画法の市街化区域の指定は、区域区分によって市街化区域

に包摂された農地を、市街地予備軍として法的に規定するものであった。この

ように、都市留に包摂された農地はi生活環境形成上いかなる役割を担ってい

るのかを検討されることなし宅地供給源として土地政策・都市計画上では位

づけられてきたのであった。

我が閣の都市問題、特に住宅問題のネックとして土地問題が容在し、その

解決策として宅地供給の促進が政策課題となってきた。そして、地締高騰の原

因を宅地需給バランスの崩壊、絶対的宅地供給不足とみるのが従来の土地政策

の基本的出発点であった。このような政策背景のなかで、三大都市関市街化区

域内農地の宅地並み課税が昭和 46年に制度化されている。

本節では、土地政策・都市政策の争点となっている市街化区域内農地の

在する地域を対象とし、農地空間の在在が生活環境形成に果たす役割を明らか

にするとともに、都市計画における農地空間の位置づけ、及び帝 を明確

にしようとするものである。

具体的には、農住混合地域居住者に対して行なったアンケート調査の分析

を通じて、市街化区域内に存在する農地空間の生活環境形成上果たしている被

的役割を明らかにし、その評価を試みる。

1-2 研究の方法

農住混合地域の居住者構成は、 1980年センサスによれば、農家 25.4

3.5 %) に対して、非農家 709. (96.5%) と圧街的に非農家の占める割

合が高い。農地空間を地域社会・地域生活環境の中に位置づけ、その評価を試

みる場合、評錨主体は、農住混合地域居住者となる。特に、地域社会における

構成比が高く、農業と直接係わりをもたない非農家(都市住民、来住者)が

地空間のいかなる役割に対してどのように評錯しているかを明らかにすること
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が意味を持つO

また、市街化区域内農地の帯在形態は多様であり、農地空間の生活環境形

成上果たしている役割もその寄在形態により異なるものと考えられる。農地空

間の役割は、農地の集積度(地域面積に占める農地面積の割合)、まとまり、

立地条件等によって規定される寄在形態の他に、作付け農作物の種類・利用頻

度等に規定される利用形態や評価主体の諸属性の相違によっても当然異なるも

のと考えられる。

本研究では、農地の集積度に着目して調査対象地域を選定し、農住混合地

域居住者のうち非農家を対象にアンケ…ト調査を行なった。

具体的には、市域が全て市街化区域である兵庫県尼崎市武庫地区の中から、

比較的農地が集積して容在しており農業経営も維持されている友行地区(地域

面積に占める農地面積の割合が 50%以上の地域:集積型)、農地と住宅地が

混在している西武庫地区(地域面積に占める農地面積の割合が 25'" 50 %の

地域ロ混在型)、住宅地の中に農地が散在している東武庫地区(地域面積に占

める農地面積の割合が 25%以下の地域:散在型)、西武庫地区に隣接する住

宅団地の西武庫団地(隣接団地)の 4地区を選定した。

方法は、協賓とし昭和 56年 12月に配付、回収した。配付数29 1、

効回答数270禁 (92.8%)であった。

調査内容は、生活環境形成上農地空間の果たしうる機能として次に示す 9

つの機能を設定し、それぞれについて「非常に役に立っている J • r役に立っ

ている J • r役に立っていない J • rわからない Jの評舗を尋ねると同時に、

9つの機能の中でもっとも重要だと考えられるものを尋ねた。他に農家との交

流実態及び意向、今後の農地利用・地域整備・都市農業に対する意向・諸属性

も調査項目に含んだ。

9-1 1 地区別にみた調査票配布・回収状況

友行地区 西武 西武庫

型 混在型 散在型 団 地

配布数 66 115 5 0 60 291 

有効回答数 60 105 46 58 270 

有効回答率 9 O. 9 9 1. 3 92. 0 9 6. 7 92.8 
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武藤地区集落調査〈市街化区域内農業集落調査〉

集落)jIJ重量家戸数の変化 1980年 戸数 j昆{主化率

(8百平日〉 40 45 50 55 60 箆家 非農家 同 総戸数 総戸数 農家率 同 同
集落名 戸数 戸数 1 ワ日 1 2 2 3 

東武E華 21 18 16 11 10 15 691 1309 706 1324 71 2 
100 86 76 52 

西武庫 52 52 48 46 A 2 48 280 2354 328 2402 92 15 2 
100 100 92 89 

3.守81! 52 47 41 37 B 4 36 1000 2642 1036 2678 69 3 
100 90 79 71 

4.筒守昔話 42 51 35 28 11 24 720 942 744 966 57 3 2 
100 121 83 69 

5. 主t皐 14 12 8 8 C 9 8 400 602 409 611 64 2 
100 86 57 57 r 

6. 西富4公 36 34 30 18 12 21 155 318 176 339 58 12 6 
100 94 83 50 

7.武1家住 34 33 31 29 A 3 29 120 530 149 559 85 19 5 
100 97 91 85 

友行 33 32 29 30 A 27 120 1596 147 1623 82 18 2 

100 97 88 91 

9. H寺友 32 32 25 22 C 8 23 189 1235 212 1258 72 11 2 
100 100 78 69 

10.磁箆隊 32 31 23 23 C 7 13 592 2710 605 2723 41 0.5 

100 97 72 72 

11.常総 29 32 26 25 B 5 27 313 668 340 695 93 8 4 

100 110 90 86 

12. 字書官 28 29 22 22 B 6 23 320 320 343 343 82 ? 7 
100 104 79 79 

武 長室 405 403 334 告9 295 4402 15126 4697 15421 73 8 2 
100 99 83 74 

尼崎市 1719 1493 1118 957 

100 87 G5 5G 

国 9-1-1 調査対象位置図 図 9-1 2 土地利用現況図(1981)
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2. 生活環境形成からみた農地空間の評価手法

2 1 農地空間の基本的性質と土地評値の観点

農地空間は、農業生産空間であると

同時に、農地空間として存在することに

よって水源かん養、土壌保全、気候調整

の副次的な効用を発揮し、自然循環系

・生態系を構成する役割を有している。

また、過密化の進展・生活環境の貧困化

という状況の中では、緑地や空地として

の役割も担うことになる。このように、

農地空間には、基本的には 3つの性質が

備わっている。

すなわち、都市農家の生者・

盤であり、都市住民の食韓供給に寄与す

図9-1-3農地空間の評価視点

る農業生産資源としての性質・役割、生態系を構成し自然循環系を維持すると

いう性質・役割、地域生活空間を構成する生活環境資源としての性質・役割、

これら 3つの基本的性質を農地空間は重層的に有している。

農地空間を評価する場合、それをいかなる観点から評錨するかによってそ

の錨値評価も異なってくる。農地空間の評価観点として農業経済的観点・生態

的観点・生活環境形成からの観点があり、農地空間の評価はそれぞれの評錨

を総合して行なうのが基本である。これに対して従来の農地空間の評価は、

地の生産性に嬬重した評価指擦を設定すると同時に、宅地供給増大の立場から

都市的未利用地として低利用とするものであった。評価観点の相違によって生

じる評価の高低は、高次の評錨目的の検討を通じて調整されることが必要であ

ると考えられる。

2 2 農地空間の援合機能と機能類型

生活環境形成の観点から農地空間を評錨するに際して、ここでは農地空間

の容在が生活環境形成上果たしている捜合機能・役割に着目している。

農地空間には、農地空間国有の機能で、地の利用形態への転換によって代替

不可能な《富有系機能》、緑地としての側面に着目した《緑地機能》、空地と

しての側面に着呂した《空地機能》の 3つの機能系があると考え、農住混合地

域居住者が日常生活において感知しうると思われる機能(効用)を表 9 1-

2のように抽出・設定した。
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表 9-1-2 生活環境形成からみた農地空間の機能類型

A1 食寝生産副次効用 食糧が身近で、つくられており安心

地 A2 風致的効用 いろいろな作物が作られ季節惑を感じる

国

有 A3 教育的効用 -農作物の大切さを身近で教えている

系

A4 観保全効用 田国的風景を提供し、景観を保全している

系暴 G1 緑地効用 緑地空間として緑を提供している

地

系 G2 気鏡調整効用 をきれいにし、 候を調整する

01 空地効用 地域の過密化をふせいでいる

地 02 防災効用 地震・火災持の避難場所、災害防止

系

03 物理環境保全効用 日照 -i議嵐を確保する

2 3 農地空間の評価手法

農地空間の評髄手法として以下に示す 3つの評価指標を設定した。

① 重視効用評価:最も重視する効用の選択

窃 個別効用評価:それぞれの効用についての評価

③ 総合評嫡度による評価後述)

3. 生活環境形成からみた農地空間の評価

3 1 全体的傾向

先に示した農地空間の機能類型に従って、全体的な評価傾向について

する。

( 1 )震調効用評価

表 9 1-3は、諸効用のなかでの重視傾向を示したものである。これは、

住者(評錨主体)が選定した農地空間の生活環境形成上最も重要な役割を

すもので、 「地域の過密化を防ぐ j とした空地効用を重視するものが最も多く

全体の 21.9%を占め、つづいて風致効用・教脊効用がそれぞれ 14.1%とな

っている。それに対して食糧生産(副次)効用・気候調整効用・防災効用はそ

れぞれ、 3.7%、 4.1%、 6.7%と重視傾向が低い。
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表 9-1-3 農地空間の評価傾向(全体的傾向) 単位(%) 

視効用 {国別効用評錨

非常に 役立つ 役だた わから
評 儲 役立つ ない ない

食糧生産副次効用 3. 7 7. 4 3 7. 8 3 6. 7 1 8. 1 

風致的効用 1 4. 1 2 5. 6 4 9. 3 1 8. 5 6. 7 

教育的効用 1 4. 1 24. 4 4 3. 0 2 3. 0 9. 6 

景観保全効用 9. 7 2 4. 1 4 9. 3 1 8. 1 8. 5 

緑地効用 1 3. 0 2 8. 1 48. 1 1 4. 4 9. 3 

気候調整効用 4. 1 1 3. 7 48. 5 2 3. 3 1 4. 4 

空地効用 2 1. 9 3 5. 9 4 6. 7 1 1. 1 6. 3 

防災効用 6. 7 1 7. 4 3 9. 6 2 5. 2 1 7. 8 

物理環境保全効用 1 2. 6 3 6. 3 4 5. 9 1 1. 1 6. 7 

備考) 重視効用とは、 9つの効用のなかで最も重要だと思う効用

( 2 )個別効用評錨

9-1-3の錨別効用評舗は、先の機能類型に従って、それぞれの効用

に対して f非常に役だっている J . r役だっている J . r役だっていない j

「わからない Jの中から 1つを選択した結果を示している。ここでも重視効用

儲と同様に、空地効用を高く評倍するものが全体の 82.6%と高比率を示し

ている。その他、物理環境保全効用(日照・通風の護保) ・緑地効用・風致効

用・景観保全効用を高く評緬するものが、全体の 7割以上指在している。

3-2 農地の集積度別評錨額向

(工)重視効用評価

表914は、農地の集積度と重視効用評価の関係を示したものである。

の友行地区では、風致効用・教育効用等の回有機能系が重視される

傾向にあるのに対して、農地散在型の東武摩地区では空地効用が特化したかた

ちで重視される傾向にある。空地効用に対する高い評価は、農地集積型の友行

地区でも 84.4%と高い評価を得ているが重視されておらず、その比率は 6.3

%にすぎない。
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表 9-1-4 農地集積度と重視効用評価の関係(地区別) (%) 

地晶議積度 議'積毎 夏草壁 東散武在塵型 国武富

食趨生産副次効用 O. 0 4. 4 2. 2 3. 6 

風致的効用 26. 0 11. 1 1 6. 2 1 7. 9 

教育的効用 2 6. 0 1 3. 3 1 O. 9 17. 9 

観保全効用 1 2. 5 2. 2 1 3. 0 1 4. 3 

緑地効用 1 2. 5 2 O. 0 1 O. 9 7. 9 

気候調整効用 3. 1 O. 0 2. 2 O. 0 

空地効用 6. 3 2 2. 2 28. 3 2 1. 4 

防災効用 3. 1 8. 9 4. 3 3. 6 

物理環境保全効用 1 2. 6 1 7. 8 1 3. 0 14. 3 

( 2 )農地集積度と悟別効用評舗の関係

表9-1-5 農地集積度と{菌加効用評価の関係(地区別) 単位(%) 

地 区 個別効用評価

非常に 役立つ 役だた わから

役立つ ない ない

風致的効用 体 平均 2 6. 6 49. 3 1 8. 5 6. 7 

友 行 6 3. 1 3 1. 3 1 6. 6 O. 0 

西 武 2 6. 7 42. 2 28. 9 2. 2 

農地散在 武 庫 2 6. 1 6 O. 0 1 6. 9 4. 2 

隣接団地 西武庫団地 6. 9 6 1. 7 2 9. 3 1 2. 2 

緑地効用 全体 平均 28. 1 48. 工 14. 4 9. 3 

農地集積 友 行 4 6. 9 3 1. 3 16. 6 6. 3 

武 3 1. 1 46. 9 1 1. 1 1 1. 1 

農地散在 武 2 3. 9 39. l 2 1. 7 8. 7 

隣接団地 西武産団地 2 2. 4 6 O. 3 1 O. 3 8. 6 

空地効用 全体 平均 3 5. 9 46. 7 1 1. 1 6. 6 

地集積 友 行 34. 4 6 O. 0 9. 4 6. 3 

西 武 42. 2 4 O. 0 6. 7 1 1. 1 

農地散在 東 武 庫 3 7. 0 43. 6 1 O. 9 8. 7 

隣接団地 西武捧団地 24. 1 6 O. 0 エ7. 2 8. 6 
幽幽 一

備考)農地集績度と明確な相関がみられる効用のみを示した。
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農地集積度と個別効用評価の関係については、国有機能系・緑地機能系・

空地機能系によって相関傾向が異なっている。固有機能系・緑地機能系の諸効

用については、一般に農地集積度が増すと評価も高まるという傾向があるのに

対して空地機能系については農地集積度とは無関係に評価が高い。

以上より、農地は、集積度が増すに従って固有機能系の評価が高くなり、

散在するに従って空地機能系、特に空地効用が特化されるかたちで評価される

傾向があるといえる。

3-3 農地空間の評価傾向と評価主体の諸属性との関係

ここでは、主として重視効用評価の分析を中心に農地空間の評価傾向と農

地の存在形態、評価主体の諸属性、評価主体の意志要因の関係を考察する。

( 1 )農地の存在形態

①農地集積度:農地の集積度が高いほど、固有機能系への重視傾向が

強く、農地の集積度が低く散在傾向が顕著になるに従

って空地機能系・特に空地効用(過密防止)への重視

傾向が強まる。

②農地接地条件:農地と接するものは、当然のごとく物理環境保全効

用(日照・通風の確保)を重視する傾向にあり、固有

機能系に対する重視傾向も強い。

( 2 )評価主体の諸属性

③住居類型:文化住宅(木造共同住宅)居住者は、特に「日照・通風

の確保 J (物理環境保全効用)を重視する傾向がある。

また、建売住宅(ミニ開発)では、 「地域の過密化を

防ぐ Jとした空地効用が重視されている。

④農業親近度:農業・農家と係わりの強いもの(農業親近度の高いも

の)は、固有機能系を重視する傾向にあり、農業親近

度の低いものは、空地効用・緑地効用を特化したかた

ちで重視する傾向にある。

⑤家族類型:末子年齢に着目してみると、 [ 6才から 12才]のタイ

プでは、教育効用を特に重視する傾向にあり、 [子供

なし]のものは、景観保全効用や緑地効用に対する重

視傾向がある。

( 3 )評価主体の意志要因

本調査では、居住者の地域整備に対する意向や都市農業の存続に対する意

向を把握した。ここでは、評価主体のこれらの設問に対する意向と農地空間の
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評錨傾向の関係について分析する。

*ここでは、 「農地の転用を前提とした地域環境整備をすすめる J と

したものを農地転用型(全体の約 3割)、 「農地の保全を前提とし

た地域環境整備をすすめる j としたものを保全的整備型(全体の約

7割)としている。 また、 「都市の中に農業は必要 j とするもの

を農地存続派(約 7説)、 「都市の中では農業がなくなるのもしか

たがない j とするものを農業消滅派(約2割)、 f都市の中では

をやる必要がない j とするものを農業否定派として以下考察する。

@地域整備に対する意向:農地転用型は、空地効用・緑地効用を

する傾向があるのに対して保全的整備裂では空地効用

を重視する一方、教育効用・嵐致効用等の固有機能系

への重視傾向が強い。

⑦都市農業の容続に対する意向:農業容続派は、空地効用を重視する

と同時に、教育効用・風致効用等の固有機能系に対す

る重視傾向がある。それに対して、農業否定派は、

地効用のみを評儲し、地の効用については評価しない

という傾向がある。また、農業消滅派は、他に比べて

緑地効用を重視する傾向にある。

以上のことから、農地空間の評価傾向と農地の者在形態(集積度)との間

の相関性が明らかになった。加えて、農地空間の評価額向は、農地の在在形態

のみならず評価主体の諸属性や意志要因とも関係していることが明かとなった。

( 4 )農地空間の総合評価度による

これまで農地空間の評価手法として、諸効用を個別に評価する方法(個別

効用評鏑)と、重視効用に着目することによって諸効用を椙対的に評価する方

法(重視効用評価)を用いて考察を進めて来た。

生活環境形成の観点から、農地空間を評舘する目的は、生活環境形成にお

ける農地空間の役割を明らかにすると共に、農地空間の価髄評価を総合的にう

め、生活環境の向上をはかる方策を得ることにある。本研究では、農地空間

の援合機能を総合的に評価するための指標として総合評錨度を設定した。総合

評価度は、農地空間の諸効用をいかに多面的に広く、また高く評価しているか

を把握するための指標である。

本総合評価度は、 リド常に役だっている J 2点. r役だっている J 1 

点、として 9効用の評点、を合計したものを 5段階にランク分けしたも

のである。(表9… 1-7 参照)
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表 9-1-7 総合評錨度 単位(%) 

度一
L
L
W
A

師
一
市
一
仁

給
一
和
一
樹

表 9-1-8誌、地区別(農地集積度期)の総合評錨度の分布傾向を示し

たものである。農地集積型の友行地区で泣ランク③以上の占める割合が 76.7

%、特にランク⑤のものが 26.7%容在している。それに対して農地散在型の

東武摩地区では、ランク③以上のものが 54.4%を占めるに過ぎず、逆にラン

ク①のものが 17.4%も存在している。

このことから、農地の集積度と農地空間の評価頻向には明快な相関関係が

よみとれ、農地空間の役割を十分に発揮させるためには農地の集積形態をでき

るだけ維持することが必要であることが明かとなった。また、このことは、

地の集積度が維持されず散在することによって農地空間は、複合的な機能の一

表 9 1-8 地区別総合評価痩 位(%) 

ランク I ランク II ランク III ランク W ランク V

全体 構成 1 1. 9 2 1. 5 3 O. O 2 3. 6 1 4. O 

友 行 1 O. 0 1 3. 3 2 5. O 2 5. 0 2 6. 7 

西 武 1 O. 4 1 9. 8 3 6. 8 2 O. 8 1 2. 2 

東 武 1 7. 4 2 8. 4 1 7. 4 2 8. 3 8. 7 

西武 団地 1 2. 1 2 7. 6 3 2. 8 1 9. 0 8. 6 

備考)ランク Iは低い評価、ランク Vが最も高く評舗している。

総合評価度の地区別構成比を示す。単位%

部が失われることを示している。

次に示す国 9 1-3は、評価主体の

と総合評錨度の関係、を示したものである。

との交流意向と総合評価度との関には、明快な対応関係がみいだせ、

農家との交流を求めるj警が農地空間に対する評錨も高いということができる。

国としての農家との交流意向
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廃家との交涜を続ける 総合評価度 i交流したいとは思わない
-したい

29.1 -J70.8 

31.1 日 四斗66.7

63.9 匹 136.1 

68.8 W 

63.1 V F二一寸 26.3 

図9-1-3 農家交流意向と総合評価度の関係

9-1-9 農地の重視効用別にみた総合評錨度の構成

総合評価度 ランク ランク ランク ランク ランク

農地の機能類型 II III W V 

食糧生産副次効用 O. 0 4 O. 0 3 O. 0 3 O. 0 O. 0 

風致的効用 1 O. 3 2 3. 1 3 O. 8 1 7. 9 工7. 9 

教育的効用 7. 9 工8. 4 3 9. 5 1 (i 5 2 3. 7 

景観保全効用 7. 7 2 3. 1 3 O. 8 2 6. 9 1 1. 5 

緑地効用 2 2. 9 2 8. 6 2 5. 7 17. 1 5. 8 

気候調整効用 2 7. 3 9. 1 1 8. 2 3 6. 4 9. 1 

空地効用 1 3. 6 2 2. 0 2 5. 4 3 O. 5 8. 5 

防災効用 1 6. 7 2 2. 2 2 2. 2 2 7. 8 1 1. 2 

物理環境保全効用 2. 9 1 1. 8 1 1. 8 2 O. 6 2 6. 4 

備考)例えば、教育的効用が最も重要だと考えるもののなかで¥他の効用も

広く評価する傾向を示すランク Vのものが 23. 7%いることを示す。
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図9-1… 4 総合評価度と重視効用の関孫

このことから、農地空間の評価は、単に物的な農地の集積度によって規

されるだけでなく、評錨主体の意志要因(意識)にも大きく左右されるものと

えられる。そのことは農地空間の評価を高めるためには、農地の集積形態を

維持すると同時に社会組織面にも着目し、農家と非農家の交流な促進すること

の霊安慨を示している。

図9 1-4は、総合評価度と重視効用評舗の対応を示している。農地

聞に対する総合評価度の高いものは、国荷機能系に対する重視傾向があり、逆

に低いものは、緑地効用・空地効用に対する重規傾向が特化したかたちで評価

されることが明らかになった。

以上のことから、農地空間は、生活環境形成上、多様な役割を果たしてい

ることが明かとなった。また、今後その役割を高めるためには、農地の集積度

の維持、および国有機能系の維持が必要条件となり、生活環境形成と都市農

政策の連携の視点が重要になってくる。

噂

'saa
ロヘ

司
書
吋注F

I弘

1 )例えば、石田頼房「大都市周辺地域における散務状市街地の規制手法に関

する研究 j ( 1960年、学位論文)

2 )日下正慕「都市農地の変容過程に関する計画的研究J ( 1979年、学位論

文)、その能、植生学の立場から、亀山章 f都市計画における農地保全 j

(都市計画 93号、 1977年)、神戸賀寿郎「低成長下の都市農業論J

民協会、 1979 
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3 )早川和男「農業的土地利用と都市的土地利用 J (日笠端編、 「土地問題と

都市計画J、東大出版会、 1981 )、神戸賀寿郎「都市農業発展への提言 J

(都市近郊農業研究会編「都市化と農業をめぐる課題」、農林統計協会、

1977年)、重富健一「都市農業と食題生産J (r建築雑誌 J 1983年 8

月号)等
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2議官 阪神

1. 

1-1 諦究の視点、

における市

利用

土地利用の 3つの効用として、

地の所有者が所有権を有することによ

って各種の効用を享受する「所存効用J

、土地の利用者が土地の利用を通じて

各種の効用を享受する「利用効用J、

土地が帯在することによって生活環境

に影響を及ぼす f容在効用JがあるG

前節で明らかにした生活環境形成に

農園の

態とその役割

たす市街化区域内農地の役割は、農地 図 9 2-1 土地の 3つの効用

空間の容在効用を実証的に示すものであった。ここでは、市街化区域内農地の

特殊な存在形態である市民農圏に着目し、土地(市民農園)の利用に伴う利用

効用を明らかにする。

1-2 研究の目的と方法

本稿は、市街化区域内農地の特殊な利用形態であると共に、都市住民の余

暇空間でもある市民農躍に着目し、市民農閣に対する都市住民の利用要求・市

民農園の利用実態を明らかにすることを目的とする。あわせて、市民農閣の地

域生活環境・地域社会形成上果たす役割について考察する。

ここでは、販神大都市留で都市住民による農地の菜園的利用が最も盛んで

市民農園の公的整備が行き届いている伊丹市家庭菜園を調査対象として設定し

た。市民農閤利用者に対して行なったアンケートの分析を通じてその利用実態

を明らかにしている。また、一殻都市住民の市民農閣に対する利用要求の把握

・市民農閤利用者と一般住民との比較に擦しては、前節で一部その内容を報

した r尼崎市武摩地区における都市農業・農地と生活環境に関するアンケート

調査dl (以下都市住民調査と略す)の調査結果を用いて考察を進めている。

市民農爵は、その寄在形態に着目した場合、農地空間との類似性をみいだせ、

一方でその利用主体が都市住民(非農家)であることから公園緑地系の都市施

-352-



設との類似性もみいだせるという土地利用上の特徴を有している。市民農園に

対する都市住民の利用要求は、居住者が日常生活の中で農村的環境(土や自然)

に触れ合いを求めるという生活要求の一つであり、農住混合地域の生活環境形

成の今後の方向性や、都市計画と農村的土地利用の関係を検討するための基礎

的資料となりうるものと考えられる。

2. 阪神間における市民農園の展開状況

市民農園は、農家の労働力不足・減反転作奨励という農業サイドの条件と、

都市の自然環境・生活環境の悪化や都市住民の自然環境への要求・余暇時間の

増大といった都市サイドの需要とが呼応した結果、昭和45年以降急速に整備さ

れてきた。

阪神間における都市住民(非農家)による市街化区域内農地の菜関的利用

には、以下に示す4形態が容在している。

(1) 自治体が農地所有者から農地を貸借し市民農園の整備を行なうとともにー

般市民から入園者を公募・決定する。(伊丹市)

(2) 自治体が、農地所有者と利用者(入園者)の仲介役となり、利用者の公

(3) 

・決定などを行なうが土地の貸借契約は農地所有者と利用者の関で結ばれ

る。この場合、入園料(市民農園利用料)は利用者から土地所有者に

支払われる。(尼崎市、宝塚市)

(2) の自治体の役割を農協が行なう場合。(}I [西市、西 神戸市)

(4) 自治捧や農協などの公的な第三者が仲介にはいらず、老人会等の住民グル

プや儲人が直接農地所有者より農地の費与を受ける場合。この場合、約

束のみで使用料を支払わない場合もある。

阪神間では、昭和55年までに、その管理形態に相違はあるものの、殆どの

自治体で市民農園が整備されている。なかでも伊丹市では、公共用地の保留地

の積掻的活用もなされ、自治体が積罷的に市民農園の整備に取り組んでいる。

しかし、伊丹市以外の自治体で誌、農政担当部所や農協が市民農閣の仲介事務

を行なっているものの、制度的・組織的対応は十分とはいいがたいのが現状で

ある。

本稿で取っ上げる伊丹市は、阪神間で最も先進的・積極的に公共が市民農

留の整備に取り組んでいる自治体であり、市民農閣の運営や組織面での経験も

積されておりモデ、ル的な容在となっている。伊丹市では、自治体が農地所有

から農地を貸借し、市民農閣の整備を行なうとともに一般市民から入園者を
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公募・決定するという機構を取っており、市の生活文化部ふるさと課の中に市

民農園専属の職員が配属され、市民農関利用者の組織である「土に親しむ会 J

の事務局の運営にあたっている。

また、伊丹市の市民農露は、市民農園の運営・経営面においても示唆的な

容在といえる。市民農閣の経営収支については、収入の全てが利用者からの入

閣料(会費)によって賄われており、画定資産税の負担と市民農閣の整備と利

用者組織の運営費が主な支出になっている。農地所有者(土地提供者)に対し

ては、間定資産税・都市計画税相当額が支払われるが土地の賃貸料は実質的に

は支払われていない。支出総額に対する題定資産説・都市計画税、共益費(水

利組合費用等)の負担の割合は約 l割、穣み立て費(農地変換時の農地整備費)

が約 1. 5割を占めている。 阪神間における市民農園の入園料(1 

の1区画 (10m)5千円から、伊丹市の 1区画 (20m)4千円まで一様で

はない。伊丹市の入園料は、阪神間の中でも最も安いにもかかわらず、昭和59

年までに、約 500万円の繰り越し金があっ、土地経営の窃からも興味深い。

このように、伊丹市の市民農閣は、組織田・運営面・経営面で一定の成果

をあげており 閣の制度的整備を検討するうえでも先進的事併といえる。

3. 都市生活と自然環境

3-1 自然環境としての農業的土地利用

都市生活を営む人間にとって自然との触れ合いは本質的な生活要求の一つ

である。そして全体的傾向としてできるだけ身近かなところに自然環境を求め

る頗向がある。戸建て住宅の狭小化・共同住宅の増加等の状況からして、近年

自然環境の対象を自宅周辺の自然環境にもとめる比重が大きくなっている。

自然環境の穿在形態は多様で、ある。その中で農地・菜園と公圏の役割につい

て尋ねた。その結果、農地に着目してみると、全体の58.2%が f自然環境とし

て役だっている J と高く評舗している。農地の集積度の高い地区では、全体の

84.4%が評価し、なかでも21.9%が「非常に役だっている J とこたえている。

3-2 都市住民の市民農罷に対する利用要求

図9 2-2誌、伊丹市・尼崎市における 圏の分蒋状況を示したも

のである。市民農園の多くは、!日市街地の縁辺部に立地し、都市農業の盛んな

地域にはほとんど立地しないという傾向がみられる。

伊丹市に段15農関.1329区画、尼時市には 17農園・ 918区画の
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(1) 

(i主)丸印が市民持団、 1.1.お乙れは自治体が利用者を公拝したものに躍っている
ので、封入の爵接契約によるものは含まれてL

図9-2-2 伊丹市・尼崎市における 圏の分布

があり、利用世帯数は、市域の 家数に匹敵している。また、市民農園利用

世帯の全世替に占める割合は、伊丹市で 2.4%、尼崎市で 0.5%となっている。

先の都市住民調査では、 「市民農園に崩し込もうと思ったが、実擦には申

し込んでいない J. r市民農園の存在を知らなかったので申し込んでいないが、

今後申し込んでみたい J とする潜在需要層が、調査世帯の 35.4%を占めてい

た。実際に申し込んだ経験のある顕在需要j曹を含めると約 45%を占めること

になり、都市住民の市民農園に対する利用要求の強ざを示している。

これを家族類型別でみてみると、子供(末子)が 6…11才の世帯では約 5

o %、農家出身者のいる世帯で約 50%のものが市民農園に対する利用要求が

あった。特に農家出身者のいる世帯では高齢化するに従って市民農爵に対する

利用要求が増す傾向があり、農作業経験者(かつて農業を生業にしていた者)

のいる世帯で誌、その利用要求は約 70%に及んで、いた。

国9r-2-3は「尼崎市市民農園申し込み者名簿 J (1980年)を
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申し込み者の住居から農園までの距離

図 9-2-3 尼崎市市民農閣の町別申し込み世帯数

に、申し込み者の住居と市民農菌までの距離(厳密には申し込み者の居住する

町丁目の中心から申し込んだ市民農菌までの直線距離)と町丁別申し込み世

(町内申し込み世帯数÷町内全世帯数: %)の関係を示している。これより、

市民農園の申し込みは利用者と市民農園の距離的関係により規定されており、

利用要求はほぼ 2km圏内で顕在化することがわかる。特に同町内での申し込み

世帯率は4%強と高い数値を示している。

4. 市民農園の利用実態一伊丹市家庭菜園利用者の利用実態-

4-1 調査概要

伊丹市に子学在する 15箇所の市 の中から の 3農閣を選定し、

時期は、昭和56年12利用世帯 216戸に対して郵送アンケートを行なった。

月、有効回答数171票、有効回答率79%であった。

ーム
円

/ωQ
U
 

回収状況

送付数

回収数

有効自答数

有効回答

-356-



9 2-2 市民農関利用者の属性

項 目

家族型

夫婦のみ

夫婦十子供

親+子供

親+夫婦+子供

末子年齢

o '" 5才

6 "'11 

12 "'17 

18才以上

子供なし

65才以上の 齢者

いる

いない

世 年齢

20才代

30才代

40才代

50才代

60才以上

家族類型

農業親近度

市民農園利用者

一般都市住民
(尼崎武庫地区)

構成比 Z 項 呂

利用者年齢

15. 2 30才未満

6 7. 1 30才代

1. 8 40才代

1 3. 4 50才代

2. 4 60才以上

利用者数

2 2. 1 l人

2 7. 0 2人

1 5. 3 3人

1 2. 3 4人

2 3. 3 5人以上

利用 の職業

17. 1 あり

82. 9 なし

利用 の通勤時間

3. 7 30分以内

2 7. 2 30"'60分

38. 3 60"'90分

1 9. 1 90分以

1 1. 7 

家族の中に農家 i実家は農家では

出身者がいる iないが親域が

である世搭

構成比 Z

6. 0 

2 9. 工

3 1. l 

1 9. 2 

エ4. 6 

1 3. 4 

3 O. 7 

2 1. 3 

2 2. 0 

1 2. 6 

6 6. 7 

3 3. 3 

6 9. 0 

2 9. 0 

1. 0 

1. 0 

55.9% 26.2% I 17.9% 

36.6% 33.5完 29.9%

図 9-2-4 との関わりからみた家族類型一農業親近度一
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アンケート調査の内容は、以下に示す調査課題との対応で設定した。

① 市民農園利用者(利用世帯)の諮属性及び市民農園の利用実態を明ら

かにする。

② 市民農閣の利用が生活の各段稽(個人生活・家庭生活・地域生活等)

に及ぼした影響を明らかにする。

③ 市民農園利用者の市民農閣に対する生活面・空問題の評価を明らかに

する。

④ 市民農閣の利用に伴う農家・ . ~地に対する意 識の変化を明ら

かにする。

⑤ 市民農園の整儀に係わる基礎資料を獲得する。

4 2 市民農閤利用者の諮属性

市民農園利用者の家族形態の特徴は、単身世帯が少なく子供のいる世帯の

割合が高いことである。 12才未満(小学生以下)の世帯が全体の約

50 %、 65才以上の老人のいる世帯が全体の 17%と高い比率を占め、市民

園の福祉的役割の一端が伺える。

市民農閣の利用は家族ぐるみで利用するものが多く、一人だけが利用して

いるとするものは 13.4%にすぎない。家族の中で最も熱心に市民農閣を利用

しているのは、男性で全体の三分のニをしめている。年齢に着目した場合、 3 

G才以上のものの比率が高く 40才代のものが最も多い。

市民農園利用世穫と農業との関係を農業親近度(図 9… 2 4にしめす 4

)を指標にみてみると、農業と全く係わりのない世穫は全体の 20%弱で、

家出身者のいる世帯が約 55%を占めている。これを都市住民調査の数値と

比較してみると、市民農鶴利用世帯の中に農家出身者のいる割合が極めて高い

ことがわかる。

次に利用者の通勤時間をみてみると、 1時間を超えるものは稀で 30分以

内が全体の 7割を占めている。自宅から 圏までの所要時間は、 10分以

内が58.8%、10"'20分が 30%で¥30分以上のものは0.6%にすぎなかった。

これらのことから、市民農圏の利用には時間的余裕(自由時間の有無)

な要件となっていることがわかる。

4-3 市民農爵への申し込み理由

9-2-3は、市民農園への申し込み理由を示したものである。 r土や

緑に親しむ機会を得るため」を理由とするものが全体の約 70%、 「自分で作

った作物を食べてみたかった Jが 52.6%、 F家に十分な庭がないから Jが 4
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表 9-2-3 市民農園への申し込み理由 単位(%) 

申し込み理由 複数回答 最大の理由

子供の教育のため 2 2. 2 4. 8 

老後の余暇活動として 2 O. 5 9. 6 

リクリエーションとして 26. 9 6. 4 

土や緑に競しむ機会を得るため 6 9. 0 3 O. 4 

農作業に興味があるから 3 9. 8 1 O. 4 

自分でつくった作物を食べたかった 5 2. 6 1 7. 6 

家が狭く開放感を味わいたかった 42. 7 9. 6 

無農薬で、安心で、きる野菜がはしいから 5. 8 1 1. 2 

近所にあったから 9. 4 O. 0 

知人に誘われて 4. 1 O. 0 

9-2-4 市民農園を通じた人間関係の展開 単位(%) 

家族ぐるみでつきあう人ができた 2. 2 

市民農 を離れても親しくつきあう人ができた 3. 3 

を利用して特に親しくなった人がいる 1 8. 5 

挨拶程度はするが特に親しい人はいない 7 O. 6 

以前からの友人関係が進展した 5. 4 

2.7先と高い比率を示している。また、 f子供の教育のため J ・ 「老後の余暇

活動として Jをあげるものもそれぞれ 22.2%、 20.5 %おり、これらは市民

の教育・福祉的役割を示す数値といえる。また、 「家に十分な庭がないか

らJが 42.7%、 f家が狭く外で開放感を味わいたかったから Jが 5.8%

している。これらの数値は市民農園の生活環境形成上果たす役割の一端を示し

ていると考えられる。

4 4 市民農信号の利用に倖う生活への影響

市民農園の利用によって利用者の生活、利用世帯の家庭生活はもとょっ、

市民農閣を拠点とした種々の人間関係の新たな展開等、生活の各段階において

その影響があらわれるものと考えられる。

9-2-4は、市民農園の利用が契機となって、新たな人間関係が展開
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したか否かを示したものである。大部分の利用者は、 「あいさつ程度Jのつき

あいであるが、 「特に親しい人がいる J ・「市民農園を離れても親しく付き合

う人がいる J . r家族ぐるみでつきあう人ができたJ等、新たな人間関係を発

展させているものも約20%容在しており、市民農留が新たなコミュニテイ形成

の媒体になる可能性を示している。

市民農閣の利用に伴う家庭生活や個人の生活の面での影響を示したものが

表 9-2-5である。利用者個人の生活面での変化・影響は、 「体の調子がよ

くなった J . r生活に余裕や潤いができた Jが最も多く約 25%、つづいて「

余暇の過ごし方がかわった j が 24.6%となっている。以前の余暇待問のすご

し方は、 「ゴロ寝J . rパチンコ J等が多かったが、市民農閣の利用によって

いわゆる不規則な時間利用が減少したという問答も得られた。また家庭生活へ

の影響は、 「家族で話す話題が多くなった Jが33.9%と最も多く、 「子供と接

する機会がふえたJと答えたものが16.4%であった。

利用者個人や家族の日常的な生活に変化がみられないと答えたものは、 20

%未満で¥大部分が生活の変化を認めている。市民農罷の利用は、時間の制約

があり生活を規定・規則化するものであ号、日常生活に時間的秩序を与えてい

ると考えられる。また、市民農罷の利用は、{国人・家庭生活に撞々の好影響を

及ぼすと共に、収穫物を近所にくばったり、市民農園利用者同志で耕作技術を

教えあう 新たな人間関係を発展させており地域社会の人間関係にもその影

が及んでいる。

9-2-5 市民農園の利用に伴う日常生活の変化

日常生活の変化 位:%

{器 生活に余裕や潤いができた 2 5. 1 
人 体の調子がよくなった 2 5. 1 

余暇の過ごし がかわった 2 4. 6 
活 自宅の周辺を散策することがふえた 1 2. 3 

生活が規則的になった 4. 1 

家 家族で話す話題が になった 3 3. 9 
庭 子供と援する機会がふえた 1 6. 4 
生 家ヘ帰ってくる時間がはやくなった 8. 2 
活 家族で過ごす時間がふえた 8. 2 

その他 4. 7 

以前と特に変わったところはない 1 8. 1 

備考)複数回答。
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市民農園の利用に祥う農地・農家への意識変化

農地・農家に対する意識の変化 % 

近くの田や畑を興味をもってみるようになった 76 

農家に対する意識がかわった 46 

農地や の大切さを再認識するようになった 32 

以前とかわらない 7 

表 9-2-6

% 50 単位;人(X)

(8，2) 14 

日常生活・家庭生活の変化

やキ・・

aが

た

間

つ

時

な
る

に

来

的
て

則
っ
た
規

帰
つ
が

へ
な
活

家
く
生 (4，1) 7 

43 (25，1) 体の調子がよくなった

43 (25，1) 生活に余裕や潤いができた

28 (16，4) 

(8，2) 

58 (33，9) 

42 (24，6) 

21 (12，3) 

14 

子供と援する機会がふえた

な

な

つ

と

く

に

わ

こ

多

富

か

る

が

豊

が

す

問

が

た

策

時

題

か

散

す

話

し

を

た

ご

す

ご

辺

っ

す

話

す

周

な

で

で

の

の

く

他

族
た
族
た
暇
宅
多
の

家
つ
家
つ
余
た
自
が
そ (4，7) 8 

31 (18，1) 以前と変わったところはな

309(180，7) 回答数

市民農閣の利用に停う日常生活への図 9-2-5

% 50 % 農地・農家に対する意識の変化

76 

46 

32 

近くの自や焔を興味をもって

見るようになった

農家の人の苦労がわかるよう

な気がする

農地の大切さや農業の大切さ

を再認識するようになった

前とあまり変わらない 7 

家意識の変化市
出

g
守」の利用に伴う
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4 5 市民農菌の利用に伴う農地・農家意識の変化

市民農閣の利用に伴う生活上の変化は、行為留のみならず意識面にも表わ

れている。図 9-2… 5は、市民農閣の利用に伴う利用者の農地や農家に対す

る意識の変化を示したものである。 r前とあまり変わらない J と答えたものは

全体の 7%にしかすぎず、大部分の利用者に農業・農家・農地に対する興味や

認識の変化がみられる。その中でも特に顕著な変化が「近くの田畑に対する興

味Jで約 7割強のものがそう答えている。都市内に容在する農地が、市民農園

利用者の農業認識を形成する素地となっている。

市民農園利用者の農業への興味は、日常的なものであるが、市民農園がそ

れを育成する役割を果たしている点には注目する必要があろうo

5. 地域社会・生活環境形成からみた市民農閣の役割とその評価

市民農闘の地域社会・生活環境形成において果たす役割を評価する場合、

市民農園の利用を通じて利用者(利用世帯)の生活や地域社会生活に対する影

-効用[利用効用]と、市民農閣の容在が周辺生活環境に及ぼす影響・効用

[容在効用]を正しく認識することが必要である。

これまで述べて来た市民農閣の利用に伴う

圏の利用効用を示すものである。

9-2… 7 市民農園の利用満足度

「よかった j と評錨する内容

{国 や緑に親しめること
人 自分でつくった作昧物を収穫できること
生

新体身生近に季生節活感楽を わえること
活 しい の しみができたこと

の調子がよjく間なったこと
活に余裕則ゃ いができたこと

生活が規 的になったこと

家 子供に作物やす 自然の大切さを教えられる

家族で過過ご 時会間や増話題が増えた
庭 子供と ごす機がえたこと

地 農業や農家に対する理解が深められた
地域の人との交流が増えたこと

域 親しい友人ができたこと

他 その他
よかった J と思うことはない

備考)回答数 126、無回答450 
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単位(%) 

よかった も良い

7 3. 7 3 1. 0 
88. 9 4 6. 0 
5 9. 1 5. 6 
2 6. 3 3. 2 
1 8. l 3. 2 
1 7. 0 1. 6 
5. 3 O. 8 

36. 8 4. 8 
1 9. 3 O. 8 
6. 4 O. 0 

2 8. 1 3. 4 
8. 2 O. 8 

11. 7 O. 0 

2. 3 O. 0 
O. 0 O. 0 



凡例
市民農園利用者 保全すべき

存続で、きなくても

一般都市住民 鵠碍Hすべき

国 9… 2-6 市民農園利用者の都市農業・農地の今後の利用爵可

い

思

る
た
と

け
し
い

遡
物
流
た

凡
を
交
し
い

流

後

流

な

交
今
交
わ

市民農関利用

一般都市住民

図 9-2-7 市民農園利用者の農家との交流意向

9-2-7は、それらの利用効用に対する利用者本人の評舗を示したも

のである。lJ最もよかった点』とされるものは、 「自分でつくった作物が収穫

できること Jが 46 %、 「土に親しめること j が 31 %で、 『よかった点J と

しては「身近で、季節感を味わえること J • r子供に農作物や自然の大切さを教

えられること J . r農業や農家に対する理解が深められたこと j などをあげる

ものが多かった。全体としては、利用者姻人の生活面への評価が高いが、家庭

生活や地域生活に対しての諮効用に対しても高い評価が示されている点、に注目

する必要があろう o

市民農閣は、それを利用する老人や親といっしょに子供も利用する場合が

多く、日常生活における教育の場を提供していると共に、老人に生きがいと

活のリズムを与え健康に好影響を及ぼしており、福祉的・教育的役割を果たし

ている。

図 9-2-6は、市民農園の寄在が、周辺環境に及ぼした影響を示したも

のである。市民農圏の存在効用は、 「季節感J • r子供の教青 J . r様地の提

供 j 等が高い評価を受けており地域生活環境形成において重要な役割を担って

いることがわかる。また、宗在形態の類似した一般農地との比較においては、

の「避難場所J . r緑地の提供J としての役割が高く評錨される傾向

にあり市民農閣の公共的性格を指摘しうる。しかし、市民農題は、存在形態の

類似する一般農地と比べて、景観保全機能に対する評錨が低く、問題点も幾っ

か容在している。市民農園周辺居住者に対するヒアリングでは、車で乗りつけ

る利用者やゴミの放置に対する苦情が多かった。特に、管理が行き届かず放置

に近い状態の区画の見苦しさや関辺に及ぼす悪 市民農圏自体がデザイン

的配慮を欠いていること等、管理面・デザイン面の問題が大きい。

図 9-2-7は、都市農業・農地の今後の利用方向についての意向を示し

ている。これによると、市民農園利用者は、一般都市住民に比べて、さらに強
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く都市農業・都市内農地の保全を望んでいることがわかる。さらに市民農園利

用者は、地域の農家との交流意向も一般都市住民に比べて強く、農民・都市住

民の共帯した地域社会形成において、今後重要な役割を担う可能性があるもの

と期待できる。

活
〉
化

生
じ
変

個人生活

家庭生活

地域生活

く利用効用〉

→ 錨人生活の潤い

→ 家庭生活の充

→ 農住共容のヨミュニティ育成

闘9… 2-8 市民農園の利用効用

6. 結

都市住民の市民農閤への利用要求(需要)は、播めて高く、家族型(老人

や子供の有無や農業との係わり等)、自由時間の有無、市民農園までの距離等

に規定されていることが今自の

また多様な利用効用・

で目立かになった。

効用を有している市民農閣は、それらの諮効用

が生活面・空間聞において高い評価を受けており、今後とも地域社会・地域

活環境形成上重要な役割を担っていく可能性を有していると考えられる。その

中でも特に市民農閣の老人・子供に対する福祉的役割、都市農家と一般住民と

の交流の媒体としての役割、地域生活環境の形成における総地空間・避難空間

の提洪・自然環境の保全等の役割は、今後都市計画的にも明確に位置付けるこ

とが必要で、ある。 現在の市民農園は、農地提供者が返還を要求した場合即座

に自治体は現況に復帰しなければならず農地の確保に永続性がない。また、市

民農閣の整犠に際して税制面の擾過や施設整備に対する財政的基盤も弱い。

市民農園は、地域社会・生活環境形成 な役割を担っておっ、今後積

接的に整備を推し進めていくことが必要である。その擦、

形成・デザイン的にも十分配慮することが望まれる。

の地域景観
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{註釈)

工)山鵠寿一 r生活環境形成からみた農地空間の役割とその評価に関する研

究一農住混合地域の土地・生活環境政策に関する研究#l-J， [f都市計

画学会学術論文集 17 Jl 1983年。ここでは、農住混合地域居住者に対して

行なったアンケート調査の分析を通じて、市街化区域内に存在する農地

間の生活環境形成上果たしている譲合的役割を明かにし、農地保全を前提

にした生活環境形成の必要性を指揺した。

2) [f尼崎市武庫地区における都市 -農地と生活環境に関するアンケート

調査Jl (調査数 291，有効回答率:92，.8 %，昭和56年12月実施)

3 )市民農園は、戦前に誌ドイツのクラインガルテンやイギリスのアロットメ

ント等をモデルに分区圏として整備され、戦時中は、自給用菜園としての

体調地利用という形態で展開してきた。唐沢陸海 r日本における市民

について j 、 r都市計画』時0.93、1977年等。り阪神間における都市住民

(非農家)による市街化区域内農地の菜園的利用には、以下に示す4形態

が容在している。

① 自治体が農地所有者から農地を貸借し市民農園の整備を行なうととも

に一般市民から入園者を公募・決定する。(伊丹市)

② 自治体が、農地所有者と利用者(入園者)の仲介役となり、利用者の

-決定などを行なうが土地の貸器契約は農地所荷者と利

で結ばれる。この場合、入閣料(市民農菌利用料)は利

所有者に農接支払われる。(尼崎市、 宝塚市)

③ 上記②の自治体の役割を農協が行なう場合。

( Jf!西市、 市、神戸市)

の間

から土地

④ 自治体や農協などの公的な第三者が仲介にはいらず、老人会等の住民

グループや個人が直接農地所有者より農地の貸与を受ける場合。この

場合、約束のみで使用料を支払わない場合もある

4 )前節において農地空間の容在効用については、間荷機能系、緑地機能系、

空地機能系の三機能系に分類したうえで 9つの機能類型を提示している0

5 )山崎寿一、梶井巌夫 r阪神間における市民農園の展開状況とその評錨に

関する調査研究 j 日本建築学会近畿支部研究報告、 1982年.市民農爵が地

域の景観形成lこ役だっているとするもの誌約 5割、存在形態の類似する一

般農地の場合は約 7割であった。
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3賢官 一源としての

都市内農地と地域主体形成の課題

1. 都市と農村

1 -1 都市の中の農村風景

都市の中にも農地があり、農村集落がある。大阪や名古屋などの大都市でさ

え、その中心部から 10分ほど電車にのれば、農地のある風景が車窓に現れる。

このような風景は、農村が都市に同化され、やがて消滅する選移過程の風景な

のか、それとも従来の都市や農村とは異なった新たな田園都市、都邑説会地域

の可能性を示す風景なのであろうか。

1-2 都市と農村

都市と農村は、 しばしば対立した地域概念として取り扱われ、都市は非農業

者の居住地、市街地、農村は農家の居住地、農業生産のための生産空間として

捉えられてきた。しかしその実態は、近年大きく変貌している。都市地域は、

市街地の拡大・経済圏の拡大と行政組織の合併・再編によって農村を包摂し、

農村地域は、都市化の進展に伴って、従来の農家集団の居住地から農家・非農

家が共生する混住社会へと変化しているのである。

昭和 30年代以降の都市・農村の地域概念の変化を捉える場合、 2つの側面

に着目することが必要である。そのひとつは、脱農・兼業化に見られる農村地

域における内部構造の変化であり、今ひとつは、農村地域が、都市圏域へと包

摂・編入された側面である。

都市化の進展に伴って、農村地域は、社会・空間両面において「多様化Jが

進展し、その内部構造が大きく変容した。都市化以前の農村社会は、農家階層

の遣いはあるものの居住者の大部分は農家で、比較的均質な生活スタイルを持

つ居住者によって構成されていた。それが都市化の進展に伴って、農家層の離

農・兼業による新たな農家階層の分化、非農家の流入による農村居住者の多様

化が進むこととなった。その結果、農村地域は、均質的な生活スタイルをもっ

た農家集団の地域社会から、非農家を含む多様な生活スタイルをもった人々か

ら構成させる混住社会へと変貌した。そして秩序ある農村空間にも、都市的要

素が流入し、農村的土地利用と都市的土地利用の新たな秩序形成が課題となっ

てきた。このような変化は、わが国の農山村全域でみられる傾向であるが、都
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市近郊地域では最も急速に、またドラスチックに進展しているのである。

地域住民の生活に最も密着した行政単位は、自治体である。そして、都市地

域に位置する自治体の大きな特色は、多くの農村地域を包括していることであ

る。わが国の自治体は、明治以降、合併を繰り返し今日の姿になっているが、

その過程で多くの農村地域を都市に取り込んできた。町村合併促進法の施行の

結果、昭和 25年(1 9 5 0年)には 10 、 414あった自治体が、昭和 30

年(1 9 5 5年)には4、 813へと半減し、昭和 60年(工 985年)には

3、 254へと再編されている。町村合併は、都市、農山漁村を関わず全国的

に行われたが、特に都市部では、多くの農山漁村地域が都市地域へと編入され

た。このことは、既成市街地、非農業者の居住地域が「都市」であるという従

来の都市概念が変化したことを意味するものである。

1-3 自治と地域主体

また、自治体の合併は、小さな自治単位を消滅、もしくは上位の行政機構に

従属させてきた歴史でもあった。行政の広域化や行政事務の統合は、それなり

に合理的な意味があるものの、その過程で¥コミュニティによる自治能力を形

骸化させたことは否めない。今日のような縦割行政・補助金行政のもとでの自

治体の巨大化は、行政と地域住民の距離を大きく隔てる結果となっている。行

政担当者が自らの自治体の中で¥足を踏み入れたことのない地域があるという

話を聞くのも当然の帰結なのかもしれない。このような小さな地域単位の上位

行政機構(タテ)への従属は、政策の上位下達の風潮と地方自治のコミュニテ

イレベルでの主体育成を阻んだ原因のーっとみることができる。

1-4 都市計留と農地・農業集活

昭和43年に制定された都市計画法の大きな特色は、都市計画区域を市街化区

域、市街化調整区域に区分(線引き)したことである。そして、市街化区域は、

計画的に市街地を形成する地域、市街化調整区域は、市街化を抑制し、優良

地の保全を留る地域とされた。その結果、市街化区域に多くの農村地域・農地

が包摂されることとなった。市街化広域と調整区域の広域区分は、市街化区域

=都市(建設省)、市街化調整広域=農村(農水省)という建設省・農水省の

行政管轄の担当区分にほかならない。ここでは、出来の都市・農村の地域概念

をベースに地域空間像が捕かれ、市街化区域の中の農業や農地は、農政から除

外され、都市サイドから宅地予備軍として位置づけられることになったのであ

る。ここで問題となるのは、市街化区域における農地の取り扱いである。すな

わち、農住の混合地域は、都市への向化を前提とした選移地域としてみなされ、
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都市農家は土地持ち・宅地提供者、農地は資産・宅地供給源として認識された

のであった。

また、市街化区域の設定によって多くの農村集落がその中に取り込まれるこ

とになった。

集落は、単なる住居の集合する地域ではなく、ムラという伝統的コミュニテイ

とも対応した地域社会・地域空間の基本単位である。わが国には、約14万の農

業集落があり、そのうち 8千の農業集落は市街化区域内に位置している。そし

て、市街化区域内農業集落は、全農業集藷数の約5.6%を占め、約16万haの農地

が市街化区域内に子学在している。

都市化の進行が著しい市街化広域内の農村集落でも、伝統的な集落行事や道

・水路の管理などの共同性、集落機能を維持している場合も多い。ムラは、閉

鎖的で、地元利益への国執という古い体質が強調されがちであるが、伝統を基礎

としながらも、それを乗り越えた新たなコミュニティ形成の基盤とみることも

できる。わが国の都市計画は、コミュニテイスケールでの計画の主体と単位が

規定されておらず、住民参加に対する取り組みが非常に遅れている。このよう

な状況の中で、集落という社会・空間関における地域主体の存在を手がかりに、

地域づくりの主体を育成することが求められる。

2. 市街化区域内農地と地域社会

2-1 都市農家の土地観

農家にとって土地は、農業の生産基盤であると同時に、先祖から受け継いだ

家産であり、私産である。都市農家に土地観に関するヒアリング調査をすると、

1 960年頃までは、農地からの農業収益を基準に地代を想定し、借地やアパ

ート経営を行づていたという話を聞くことも稀ではない。また、農家には、良

きにつけ悪しきにつけ、周囲の自を意識する風潮がある。土地を売る、そのこ

とは、周囲から「金に図って土地を売った J と患われるのはいやだ。しかし、

関や自治体に売るのだったら、どうしてもと国(自治体)から頼まれたからし

かたなく売ったという面白がたつ。このような意識がかつては働いた。

このような意識がいつまで働いたのか、それは農業収入、土地の値段、都市

化の度合、地域によって異なっている。しかし、この時期に、土地の取扱につ

いてのルールが確立しなかったことが、今日の土地問題の元凶となっている。

土地が、株や商品と同じように扱われだし、土地を期間の目を気にせず売り払

うことが一般化したのは、せいぜいこの 30年のことであると私は思う o
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2-2 公共への土地売却のメリット・デメリット

農家が土地を誰に売るのか、それはその土地がどう使われるのか、その結果、

地域がどのような生活環境になっていくのかということと密接に関わっている。

現在の都市農家は、既に農地の大部分を売り、アパートや駐車場経営を行っ

ており、経済的にはきわめて豊かな階j習になっている。

通常、農家の土地は、自分の属する集落内に数カ所に分散して土地を所有し

ている。そして、その農地を自分の生活設計に照らし合わせて都合よく利用し

たい。それが農家の本音である。偲々の農家は、娘が結婚するときにはこの農

地を売って、長男が嫁をもらうときにはこの農地を売って、相続税はこの農地

を売っ払う、 というようにある程度のどジョンをもって、土地の運用を考えて

いる。

農家は、土地を一度に売ることはしたくない、できればその時々の自分の生

活設計に照らし合わせて切り売りしたい、そう思うのが一般的である。その結

果、農地は一枚一枚売られ、それに見合った環境(小規模な建売り住宅や小規

模なマンション)が形成されていく o このような農家の意向に、自治体や公団

等が対応できたかというと疑問がのこる。農家の土地経営(土地売却)の意向

を最も巧みにつかんだのは、まちの土地ブローカーである。

2-3 農地と地域社会

市街化区域内農地の存在する地域は、かつては農村であった。そして今でも

農地が寄在しているということは、農家が在在し、農家の居住する集落がそこ

にはあるということである。もっとも、都市化の進展によって、音の面影をと

どめていない地域もあれば、農村時代の原型をとどめている地域も寄在してい

る。

都市化の進行が著しい市街化域内の農村集落でも、伝統的な集落行事や道

・水路の管理などの共同性、集落機能を維持している場合も多い。ムラは、閉

鎖的で、地元利益への国執という古い体質が強調されがちであるが、伝統を基礎

としながらも、それを乗り越えた新たなコミュニティ形成の基盤とみることも

できる。わが国の都市計画は、コミュニテイスケールでの計画の主体と単位が

規定されておらず、住民参加に対する取り組みが非常に遅れている。このよう

な状況の中で、集落という社会・空間間における地域主体の容在を手がかりに、

地域づくりの主体を育成することが求められる。

一方、都市空間の場合、建築物と都市の中間にあたる地区という計画単位が

明確に位置づけされておらず、また、コミュニテイや地域住民組織(主体)と

計画単位の関係が明確に規定されていない。集活は、コミュニティレベルでの
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社会・空間の統一体であり、このような地域単位を都市計画において如何に位

置づけるかは、市街化区域内の農地・農業集落の今後を占うだけでなく、都市

計画における住民参加や地域を主体とした街づくりを展望するうえでも重要な

意味をもっている。

このような視点にたって、 「切り離された農地Jを地域に結びつけことが必

要である。

3. r農Jの4つの性格と地域づくりの可能性

最後に、 「農Jある地域に容在する地域づくりの可能性を考えてみたい。

「農Jには、社会、環境、文化、産業の 4つの性格があり、 「農Jを地域形

成のための環境資源として捉えることによって、個性ある豊かな地域ビジョン

を措くことが可能で、ある。

第一に「農Jのある地域には、伝統的なコミュニテイが存在し、農家・非農

家の新たな交流社会を形成する可能性がある。伝統的なコミュニティを基盤に、

新たに地域社会の一員となった非農家と従来よりの農家が地域内で交流し、新

たな人間関係を構築することによって特色ある地域社会を形成する可能性があ

る。都市と農村・農業の交流を地域内で行うことが可能な地域となる。

第二に「農 Jある地域には、農地や山林、水路、民家などの農村環境が葎在

しており、豊かな環境資源を生かした地域づくりが可能である。農地は、農業

の生産空間であると同時に、地域のオープンスペースや緑を提供し環境を保全

する多目的な空間である。また、ため池や水路などの農業水利施設の存在は、

単なる生産施設ではなく、水辺空間としての価値をもっ可能性がある。このよ

うな農業生産のための空間の存在は、より接合的な空問機能を発揮させること

によって特色ある地域空間を形成する可能性を内在しているのである。同時に、

農家住宅やそれが集合して形成される家並や集落の存在は、それ自体、文化財

という側面がある。

市街化区域に存在する農村的環境資源には、農家住宅の形成する家並み、緑

と境内地のオープンスペースを含む神社、集会所をはじめとする地域施設、四

季の変化を感じさせる農地、水路などがある。

次に示すのは、兵庫県尼崎市が「尼崎市都市美形成建築物J として指定され

た建物の一覧である。ここに示された建物の大部分は、農家、もしくは出農家

で、貴重な景観形成の重要な要素となっている。農地空間は、農業の存在、農
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家の寄在によって維持されているが、同時に農家の住居自体、地域の重要な環

境資源となっているのである。

表一工 尼崎市都市美形成建築物指定

形式 名称 現志位 立地集落

l 農家 古田嘉章邸 武庫之荘 9丁目 !日時友

2 農家 平瀬真砂邸 大庄西町工了目 !日西新田

3 農家 森松満邸 武庫之荘東工丁目 !日西宮松

4 農家 島中千之助邸 大庄北 2丁自 !日今北

5 農家 浅野元巳邸 大西工丁目 !日大西

6 農家 関村龍二邸 潮江 2 自 !日潮江

? 農家 田近栄一邸 西昆揚 3丁自 旧西昆陽

8 農家 佐伯治良兵衛邸 武庫之荘 7丁目 !日友行集落

9 農家 村田元男邸 東園田 4丁目 !日穴太集落

10 農家 田義高邸 食満 3丁目 !日上食満

11 農家 関村信邦邸 潮江 2丁白 !日潮江

12 農家 JI/端喜佐男邸 西立花 2丁目 !日水堂

13 農家 高河原利治邸 南武庫之荘8丁目 !日守部

14 農家 田中利典邸 戸ノ内 l丁目 !日戸ノ内

15 農家 森松良治邸 武庫之荘東工丁目 !日西宮松

16 町家 本田普一部 西本町 2丁目 !日中在家

17 町家 福井磐雄邸 築地中通 4丁目 !日築地町

18 町家 矢野義晃邸 塚口本町 !日塚口

19 近代 尼信記念館 東桜木

」 一一一ー

第三に「農 J のある地域には、祭りをはじめとする地域文化、地域行事が存

在している。このような文化、イベントの存在は、地域の一体化をすすめる精

神的シンボルであるとともに、地域生活のリズムを与えるものでものある。

第四に、都市農業としての生業・産業としての側面がある。神戸賀霧朗は、

都市農業のおかれた位置を「都市化する地域社会のなかで、農業者は少数者の

立場に追い込められているとはいえ、逆にいえば、最終消費者のなかにとりこ
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まれて、希少価値を発揮しうる立場となっている Jと捉え、職能同業組合の結

成による高度な農業、地縁的な団地化集団による農業経営の展望を示している。

都市農業には、きわめて生産性の高い企業型農業へと発展するタイプと、高齢

者・兼業農家による生活農業によって安定したライフスライルを確立するタイ

プにニ極分化する傾向がある。前者は非農家の濯用、後者は地域内部での交流

において非農家と結び付くことによって、農業と非農家の新たな交流の可能性

がある。

農地のある地域にすむ都市住民には、農業や農家との交流を望む人々が多く

いる。かつて柳田国男が f都市は農村の従兄弟 Jと形容したが、都市住民の中

には農村出身者や農村風景を自らの原風景とするもが多く存在しているのであ

る。(筆者の調査では、都市住民の約 3分の 2が、農村出身者や農家を親族に

もつ f農業親近者Jであったく兵庫県尼崎市での調査 >0 ) 

都市と農村の交流は、都市住民と空間を隅てた農山漁村地域の人・産物・環

境との交流のみでなく、日常生活レベル・地域コミュニテイレベルから交流の

輪をひろげることに価値をみいだすことが必要である。そして農のある風景の

価値判断こそが、今後の土地政策や都市計菌における空間理念・地域ピジョン

の目標設定ときわめて深くかかわっている。

農家のみならず、都市住民とも協調した個性ある地域づくりの可能性を追求

する実践活動の展開が今後いっそう求められる。
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(結章]

以下では、本研究で得られた知見と今後の展望をまとめて、結論としたい。

く知県〉

1. モノグラフィー研究の有効性

本研究では、 f生活環境を分解して、その部分や要素を取り扱う分析方法

では、生活環境の総体や構造を理解するには限界がある j という考えから、

藷モノグラフイーを中心に考察を進めた。ぞれ誌、特定の集落を対象に、①生

活空間の観察と生活者からのヒアリングを中心としたフィールドワークによっ

て生活環境の全体像の「読み取り j を行い、さらに、②生活空間を構成する

単位の構成・機能と相互の結び付き、地域社会を構成する諸主体の構成と主体

問の協力関係を明かにする、そして③地域主体の共同性・地域社会と生活空間

の関係を内包する生活空間の実体を「概念モデルJ として抽出し、④そこに内

在する空間構成の仕組みを表現する方法としてモデル図によって総括するとい

う方法である。

このような方法によって地域主体の生活環境の形成主体としての地域主体

の役割と形成された生活空間に内在する諸原理を明らかにすることができた。

2. 地域主体概念の有効性

従来の共同体論の中には、共同体を前近代・資本主義に先行する社会形

と周定概念として捉えるものが主流であった。本研究の結果から、集落社会に

おける共同性は、固定した枠組みで捉えられるものではなし歴史的に展開す

る相対概念であることが指摘できた。

伊

h
J
V

門

iqo 



また、従来の地域コミュニティ論は、地域内に居住するものを成員とみな

い共属意識があっても地域外に居住するものは含まないという属地限定性、

また出来のコミュニティ(農村社会)の成員以外は含まないという属人限定性

を前提条件としており、今回示した地域主体は、この属人限定性、属地限定性

という前提条件を取り払い、共j露意識のある主体、生活空間を体験する主体を

包括した地域コミュニテイの構築を図らねばならないことを主張しうる新たな

概念である。

本研究では、 「集落を 関の居住地とだけ捉えたのでは、現代の集落

の実態はつかめない J という認識のもとに、過疎山村、混住農村における地域

体の内部講造を「ニ拠点型生活J r混住世帯類型J に着目して把握し、安定

した怯統的集落社会を維持していた地域主体が、いくつかの集落類型に分化し、

さらに地域主体の内部構造の変化がおきていることを示した。さらにこのよう

な地域主体の内部構造の変化はそれ対応する生活空間にも波及し、その波及の

仕方は、無秩序な変容ではなく、生活空間のもつ空間構造、空間秩序の変容と

して一定の法期性の容在が確認された。

的には、①過疎地域においては、集落域内に実家や土地を有する転出

をも含めて地域主体の性格を把握することが必要であること、②混住農村に

おいて泣非農家の地域との関わりに着目することが重要で、あること、@市街化

域内の集落では数のよからも圧倒的に多い非農家(都市住民)を含んだ地域

体形成が課題となることを示した。

また、地域社会の構成員である人間の移動は、従来の土地と入閣の関係を

も変化させ、安定した地域主体が構築していた生活空間や土地利用のバランス

をも変容させるが、その変化は従前の空間秩序と無関係なものではなく、従前

の秩序に規定された一定の法則性をもった変容をみせること、土地利用の変容

は、集落のおかれた定住のポテンシャル(定住力)によって一定の生活空間の

動として展開していることを示した。

的には、①人口減少の著しい過藤山村では、土地管理上の問題は住

住居周辺、集落外縁といった空間構成と結び付いて現象化し、土地の管理依託

や売買なども、その対象となる土地の立地によって一定の法射性がみられるこ

と、②都市化・混住化の進展がみられる集落でも、農地の保全、利用や貸倍と

いった土地利用の考え方も、その対象となる土地の立地によって一定の法則性

がみられること、③大都市圏に包括された市街化区域の集落においても、

域の空間構成との対応から、その残害(保全)農地の立地に内在する法射性を

み取ることが想定できること、@都市化や過疎化に伴う土地の利用・管理の

は、集落域の空間構成との対応から一定の法則性をもった生活空間の運動
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との関連から把握できることを示した。

新たに「地域主体j という概念を用いることによって、上記の知見を得る

ことができた。

3. 集落域の空間概念と 3つの基礎領域

3-1 集器域の空間概念による 3つの基礎領域の抽出

本研究では、集落域を物的・機能空間一社会空間一意識空間の三つの位相

間の重j奮した統一体とみる空間概念を提起している。それ誌、集落空間を、

日常の生活・生産活動の機能空間、物的空間であると同時に、生産関係・社会

関係が空間に投影した社会空間や、民衆の信仰や地域社会の共同性を空間に投

影させた意識空間と据えるものである。

このような視点から、集落域の空間構成の実態を解明するために、空間構

成の抽出指標として、①物的空間については土地利用の空間構成、②社会空間

については土地所右の空間構成、③意識空間については生活地名の分布傾向に

日するという方法で、物的空間一社会空間一意識空間のそれぞれの構成と相

の対応・整合性を分析した。

その結果、集落域は 3つの異なる性格をもった領域によって、住居を中心

に段階的に構成されていることが明らかになった。ここで抽出された 3つの領

域を集落空間の基礎領域として、主生活域、主生産域、保全調整域と呼ぶ。

4. 集落域の空間秩序の概念とモデル

4-1 集務域の空間秩序概念

2編の考察から、集落域の空間秩序、すなわち集務土地利用秩序は f

落域という一定の地域空間において土地と土地、土地と人聞の生活・生産活動

とが相互に機能的関係を有して形成される合理的な土地利用の空間配置であっ、

地形条件(生態系)や土地所有(社会関係) ・空間認識とも整合した主生活域、

保全調整域の三つの基礎領域からなる空間構成である J という空

秩序概念を得ることができた。

すなわち、集落域を構成する摺々の土地利用は、間有の土地利用形態とし

ての単位性を有すると同時に地域生活空間系の要素としての関係性を有し、総
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体として三つの基礎領域からなる空間秩序が形成されている。

またここで得られた「空間秩序j 概念は、第 3編における地域主体の内部

構造と変化を空間との対応から考察する場合においても蒋効であった。そのこ

とは、ここで得られた「空間秩序j は、動態的な空間の観念モデルとして理解

される。

4 2 集落域の空間秩序モデル

三つの位相空間の統一体としての集

落空間は、患敷群・施設、農地が立地し

濃密な日常生活の展開されるく主生活域

>を中心に、

生産域〉、

な生産空間の広がるく

を維持・保全する

く保全調整域〉によって段階的に構成さ

れている。

本研究では、これを三つの基礎領域

から構成される集落域の空間秩序モデル 主互接被

(集落土地利用秩序モデル)として

イ栓調整域

したい 図集器域の空間秩序モデル

5. 集落土地利用の援合的性格

集落土地利用の基本的性質と空間構成の特徴を以下のように捉えることが

できた。

( 1 )集落土地利用の基本的性質

① 土地利用の関孫性: の土地利用は、単独で、はなく、周辺の土地利用

と相互に関係をもって容在し、集落を構成していること。

② 利用と保全の一体性:土地と人間の間には、土地を人間が利用し、利用

を通じて土地が保全されるという一体的な関係が子学在していること

③ 地利用の複合性:倍々の土地利用は、利用目的以外にも複合的な機能を

もち、複合的な役割も果たしていること。

@ 土地利用の周期性:土地利用が稲作の作業行程を基本として四季に対応
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し、季節の変わり自に土地管理が組み込まれていること。

⑤ 土地利用の社会性:個々の土地の利用は、集落社会の自主的規制のもと

で制約を受け利用されていること。

( 2 )集落土地利用の空間構成の特徴

① 空間構成の段階性(三つの基礎領域)

住居を中心とする主生活域、農地を中心とする主生産域、山林を中心と

する保全調整域の三つの基礎領域によって段階的に構成されている。

② 空間構成の重層性

土地利用・土地所有・土地意識の空間権成が一致し整合性を獲得してい

ること。

③ 構成要素の単位性: を播成する個々の土地利用は、間有の存

形態を有すると同時に、集落空間の構成要素ともなっていること。

④ 空間構成の階層性:イエとムうの空間構成原理の一致

く属望〉

-地域を主体とした地域計画・ の体系化の必

性と展望を示し、本論の結論とする。

1. 土地利用計画の理論モデルとしての集

わが留の土地利用計画の な問題は、計画における地域主体の喪

物的計画への嬬重があげられる。土地利用計画は、地域の生活、社会、経済の

である「土地j を対象とする計画であり、当然、その利用計画は地域

社会や経済構造に大きな影響を及ぼす。土地利用計画は、土地の利用形態や

間配置を定める物的な空間計画であるが、地域社会や経済構造との整合性が求

められる。しかし、現実の土地利用計画は、地域社会や経済構造と無関係な

地の利用区分、単なる線引きによる土地の利用規制が土地利用計画であると認

識されている場合がー毅的で¥ここに大きな欠陥がある。
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都市、農村を関わず土地利用計画は、地域主体と土地との結び付きや社会

関係・生産関係等とも整合性をも配慮した物的空間計画であることが求められ

る。我々が集落に自を向けるということは、国土の約 8割を占める農村地域の

f生活空間の要Jとしての集落という意味だけではなく、新たな土地利用計画

を構築する「理論モデル Jを獲得するうえで重要な意味を持っている。

2. 地域主体としての集落:社会一空間の一体性

集落空間は、一定の境界をもった土地・空間のまとまり(空間系)である。

そこには、ムラという「社会j と集落空間という「生活空間」が結び付いた地

域社会・地域空間が形成されており、まさしく集落そのものが、 「社会一空間

の統一体J、 「生活空間の学校」といえる。

我々が集落を「生活空間の学校J とみる理由は、集落に内在する社会形成

原理、空間形成原理に学ぶべき点が多いからである。我々が集落に注目する理

由として、地域主体の容在が明快なこと、集落社会と集落空間が一体的な関係

を持っていること、のニ点、が挙げられる。そして、集落社会と集落空間の一体

的関係を基礎とした地域主体の帯在が、そこに居住する人々の生容と生活のた

めに最も合理的な地域空間を創り出す推進力となってきたのである。地域主体

によって形成されてきた集落空間や土地利用には、永い歴史を通じて蓄積され

た人々の土地と環境に対する活用と適応の知恵が刻み込まれているのである。

集落土地利用計画の対象とする「土地 j は、集務という社会・空間の統一

体の構成要素として、その社会・空間構造に組み込まれた「集落の土地Jであ

る。そして地域主体の容在と土地との結び付きを基礎とした集落土地利用計画

の理論構築に際しては、集落に内在する空間形成・社会形成の論理を抽出し、

画理論に反映させることが必要である。その意味では、集落土地利用計画の

は、集落空間と土地利用に刻み込まれた論理を読み取り、確認することか

ら出発しなければならない。

3. -地域コミュニティを とした地域計画の

地域計画・生活環境計画において集落を とする計画単位・計画主体の

明確な位置づけが必要で、ある。その理由は以下の 2点、に集約される。

①その第一は、

ことである。

は、社会関係が最も濃密に累積する地域社会の単位である
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今日の地域計画(都市・農村計画)では、計画の基礎単位や計画の主体が

地域社会と明確な関係をもたずに設定されており、地域住民、居柱者の計画へ

の参加が大きな課題となっている。現実には、土地改長事業や土地区蕗整理を

はじめ各種公共事業の受け入れ単位が集落となっているが、コミュニテイレベ

ルの計画単位、計画主体は計調理論、計画制度上明確で、ない。

②第二は、集落は、地域社会に対応する地域空間が明確である社会・空間の

礎単{立であることである。

地域計画の柱となる空間計画 (Physical Plan)は、単なる空間配置計画

ではなく、社会計画との結び付き、整合性が当然求められる。社会計画と空間

計画を両輪とする地域計画の計画理論・計額制度を整備するうえで、農山その

礎単位として集落を位置づけることが必要である。集落の成員が所有・利用

する土地の大部分は、集落の範域(集落域)tこ布在しており、土地利用計画の

位としての合理性をもっo

これまで、農村土地利用計画の展開過程と従来の集落土地利用計画の問題

点を整理するとともに、集落土地利用計画の基礎となる集落と土地に関する認

識と集落土地利用計画の概念、方法、事例を示してきた。最後に集落土地利用

画の展望を示しまとめとしたい。

間を講成する個々の土地利用は、題有の利用目的があると同時に相

に連関し、全棒(集落・環境)としての空間系を形成している。集落土地利

用計画は、計額対象となる土地を集落空間の中で位置づけると共に、計画され

た土地が集落全体、腐辺環境とどのように係わるのかを想定することが必要で

ある。集落の土地は、理め立て地の土地とは異なり、集落の社会・空間の構造

に組み込まれているのである。このような認識にたって、集落土地利用計画を

ると、今日求められる集落土地利用計画は、第三の型、 「包括型土地利

用計調J とでもいうべきもので、集落の社会・空間の発展構造、居住者の

構造と生活要求の把握を基礎に地域生活・社会・空間の将来畿を展望し、将来

の地域像・空間像の実現に向かつて新たな集落空間の「仕組みj をつくりだす

計画論であると考えられる。

包括型計画論の第一の条件誌、集活社会・空間の仕組み、すなわち「社会

ノ M 間構造j とその発展法射をつかむことによって「集落J と「土地 j に対す

る認識を深め、計画の出発点とすることである。第二には、集落の社会・空間

講造との関連で集務土地利用問題を把握すること、そして第三の条件として、
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なる物的空間計画ではなく、社会空間・意識空間としての整合性をも追求し

た計画内容をもつことをあげることができる。以下、包括型土地利用計留の策

定に際しての留意事項を列挙すれば次のようになる。

①計画対象:集落域全域を対象とした計画であること、

②空間調査:集落土地利用の空間構成の論理をつかむこと(集落空間の文脈

を読み取ること)

③社会調査:

@意識調査:

簡に投影した社会関係や居住者の意識を読み取ること、

の生活スタイルや居住環境に対する要求をつかむこと、

⑤問題把握:集落の社会・空間構造との関連性を重視して土地利用上の問題

を把握・抽出すること、

⑥計画提案:集落空間の将来ビジョンと計画のコンセプトをビジュアルなか

たちで表現すること

土地利用計画は、未確立の計画分野で、集落地域整備法の成立によっ

てはじめて法定土地利用計画としての存立基盤が整備された段階である。しか

しながら、集落土地利用計画は、わが国の土地利用計画体系の最も基礎的部分

を占める計画であると同時に、居住を柱とする日常生活に最も関連深い生活空

間を対象とする計画でもあり、土地利用計画の要といっても過言ではない。

今後策定される集落土地利用計画によって、

は、多大な影響をうけるものと考えられる。ゆえに、

目操、内容、方法は、十分に検討される必要がある。
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25. 1 奥書留紗~議・上大沢の研究 #3 向上 連名

…その3:土地・社会の相互関係と生活空閥均亨 平HIら4名

26. Iある集落の研究 #11 :西国山村・中久保の研究 建築学会大会計画系梗概集 1984.10 連名

ーその11:土1野庁有形態・土地所有形式と共同性 岩井ら3名

27. Iある集落の研究 #13 :奥能登・上大沢の研究 向上 連名

ーその工:研究の目的と方法(家族形態と生業類型 遠消!らG名

28. Iある集落の研究 #14 :鶏控・上大沢の研究 向上 連名

ーその2:集落域生活空間の利用実態と盟議関係 佐野郎名

29. Iある集落の研究 #15 :奥能登・上大沢の醗究 向上 連名

ーその3:集落域生活空間善成と 江端ら5名

生活地名・土地所有関係の対応

30. Iある集器の研究 #16 :騎控・上大沢の五腕 向上

ーその4:沿岸集濯における生活空関知亨 ら5名

31. I奥書鐙沿岸集落の研究 #5 1985.5 

一沿岸域土地科用の複合性と欝露管理 江言語ら3名

32. I奥書控沿岸集落の研究 #6 向上 戦虫

一生潜貯と土地資源の周期的利用の論理

33. Iある集落の研究 #17 :鶏鐙・上大沢の研究 建築学会大会計画系梗概集 I1985.10 

ーその5:海浜空間の活用・

34. Iある集落の研究 #18 :鶏鐙・上大沢の研究 向上

…その6: 佐野郡名

35. Iある集落の研究 #19 : -上大沢の研究 向上 連名

ーその7:生瀦知事と環境資源の活用・保全の論理 ち8名

36. I居留誇造の研究 #1:脇町の居柱議造 1985.10 

ーその1:脇町の居イ主持性と土器或構造 i伴丈ら11名
~!. • ，; 



37. I居住講造の研究 #2:脇町の居住講造 建築学会大会計画系梗概集 1985.10 連名

ーその2:集住パターンの地域特性 久元ら11名

38. I居住構造の研究 #3 :脇町の居住議造 向上 連名

ーその3:住宅・欝:&利用の地域特性 黒田ら11名

39. I居樹髄の研究 #4:脇町の居住講造 向上 連名

ーその4:脇町の居住動向と居住関認 柴田ら11名

40. I居住講造の研究 #5:脇町の賠償髄 向上 連名

…その5:居住動向からみた町営住宅の役割 小西ら11名

41. I居儲髄の研究 #6:脇町の居住構造 同上

ーその6:地域定住サイクルと

-環境ストックの役割

42. I地方都市における公営住宅の役割に関する研究 建築学会近畿支部研究報告 I1986.6 

一徳島県脇町の場合一

43. I居儲髄の研究 #7:脇町の居住主義浩 大会学術:言督鰯更概集E I 1986.8 

ーその7:地域定住からみた

地方都市公営住宅の役割と特質

44. I居儲髄の研究開:脇町の居出髄 向上

ーその8:家族・地域関接、からみた

農村の混{主化

45. I居住構造の研究 #9:脇町の居住構造

ーその9:居住者構成からみた |久元ら6名

-非農家の立地

46. I滋美半島における農業および集落の地域特性 大会学都議器類嬰概集E I 1987.10 

-集落研究 #1 … (日本建築学会)

47. I渥美半島における宅地・集落の空間善成とその変容 向上

i願望 -集議長賊 #2- |縮ら5名



48. I浜松市の住宅地構造と良好住宅地の立地・社会特性 大会学指言寄鰯更概集F 1987.10 連名

一良好住宅の空間・景観講成に関する研究 #1- (日本建築学会) 時穎ら5名

49. I威冬型良好住宅地の形成過憩と空間・景観構成 向上 逮名

一良妻子{主宅の空間・景観播成に関する研究 #2- 開田ら5名

50. I街路を媒介とした域担良矧主宅地の居在環j灘崎 向上 連名

一良好住宅の空間・景観構成に関する研究 #3- 瀬田ら5名

51. I渥美農業の地域特性と豊Jlr用水 昭和63年度関知商学会 1988.4 

一利水条件向上に伴う地域変容 大会発表会報告集 !紺野ら4名

H用水の場合:その1)

52. I渥美農業の発展過程と農政・餅撞備の展開 向上 連名

一利水条件向上に伴う地域変容 ら4名

(登山用水の場合:その2)

53. I利水・土j告条件からみた集落類型と土j也利用 向上

の変容パタ…ン一利水条件向上に伴う地域変容 |永榔

(豊JI!用水の場合:その3)

54. I県境型山村における生活・生産行動の圏樹蕗25 大会学術講演摂概集E 1989.10 

と地域再編 |永柳ら3名

-愛知県県境域(売木村)を事例にー

55. I !用水地域の地域区分と農業変容特性

!用水地域における農業・土地利用の変容 1 

56. I利水・地形条件からみた集落類型と土地利用の変容 向上

(濯美地域の場合) !松山

一豊JlI用水地域における農業・土地利用の変容 2 

57. I豊JII用水通水に伴う集寝か訴鯛の変容 向上

(蒲郡地域・坂本地区の場合) 1+車藤ら4名

i開7Jd色域における農業・土地利用の変容 3 

58. I集藷立説明椀亨の概念とモデル 向上 単独

(四国山村・中久保集落の場合)



59. I市街告形成からみた都市総也の分類と形成過裡 大会学術講演梗概集F 1989.10 連名

一豊橋市の都市計画芸背究 #1- (日本建築学会) 白山ら3名

60. I地方都市における都市計蕗の展開過程に関する研究 建築学会東海支部研究報告 1990.2 連名

(豊播市の場合) 白山ら3名

一戦災復興都市計画の街路及び公開・総也計額

61. I地方都市における区爵整理の展開と都市形成に関す 大会学術講演き懇親集F 1990.10 連名

る研究(浜松市の場合) (日本建築学会) 天野ら4名

62. I地方都市における都市計画の展開通控に関する研究 向上 連名

(豊橋市の場合) 白山ら3名

ーその2:戦前戦後の街路計画と街路網の形成

63. I 1[用水受益地域における農業皆掛離に関する研 大会学?揺諾難難関集E 1990.10 

-集落を単位とした農業特性(豊橋市の場 |松山

合)

64. Iモデルスコープシステムを用いた都市景観評{酉に関

する研究ーそのいシステムと模型の作成について ち4名

65. Iモデルスコープシステムを用いた都市景観言将面に関 向上

する研究ーその2:模型を用いた都市景観評錨と現 ら4名

地言軒語の比較

66. I駅の機能的変遷からみた駅周辺土地利用の変容 大会学術言議奇襲干受概集F 1991.9 

ーその1(浜松市の場合)

67. I駅の機能的変遷からみた駅周辺土地利用の変容 向上

その2(豊橋市の場合)

68. I浜松市・豊橋市における都市公園の立地特性 向上

ーその1

69. I浜松市・豊構市における都市公器の用地取得方法 向上

ーその2 |鄭ら4名
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